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Ⅰ 法人の特徴 
 
 
１．（前文）大学の基本的な目標 

 
東北大学は，開学以来の「研究第一主義」の伝統，「門戸開放」の理念並びに「実学

尊重」の精神を基に，数々の教育研究の成果を挙げてきた実績を踏まえ，これらの伝統，

理念等を積極的に踏襲し，独創的な研究を基盤として高等教育を推進する総合大学とし

て，以下の目標を掲げる。 

 

１．教育目標・教育理念－「指導的人材の養成」： 

・ 学部教育では，豊かな教養と人間性を持ち，人間・社会や自然の事象に対して「科

学する心」を持って知的探求を行うような行動力のある人材，国際的視野に立ち多様

な分野で専門性を発揮して指導的・中核的役割を果たす人材を養成する。 

・ 大学院教育では，世界水準の研究を理解し，これに創造的知見を加えて新たな展開

を遂行できる創造力豊かな研究者並びに高度な専門的知識を持つ高度専門職業人を養

成する。 

 

２．使命－「研究中心大学」： 

・ 東北大学の伝統である「研究第一主義」に基づき，真理の探求等を目指す基礎科学

の推進とともに，研究中心大学として人類と社会の発展に貢献するため，研究科と研

究所等が一体となって，人間・社会，自然に関する広範な分野の研究を行う。同時に，

「実学尊重」の精神を活かした新たな知識・技術・価値の創造に努め，常に世界最高

水準の研究成果を創出し，広く国内外に発信する。 

・ 知の創造・継承と普及の拠点として，人間への深い理解と社会への広い視野・倫理

観を持ち，高度な専門性を兼ね備えた行動力ある指導的人材を養成する。 

 

３．基本方針－「世界と地域に開かれた大学」： 

・ 世界と地域に開かれた大学として，自由と人権を尊重し，社会と文化の繁栄に貢献

するため，「門戸開放」の理念に基づいて，国内外から，国籍，人種，性別，宗教等

を問わず，豊かな資質を持つ学生と教育研究上の優れた能力や実績を持つ教員を迎え

入れる。それとともに，産業界はもとより，広く社会や地域との連携研究，研究成果

の社会への還元や有益な提言等の社会貢献を積極的に行う。 

・ 市民への開放講座，インターネットによる教育を積極的に推進するとともに，市民

が学術文化に触れつつ憩える環境に配慮したキャンパス創りを行う。 

 

２．東北大学の学部・研究科等の構成 

  学部…文学部・教育学部・法学部・経済学部・理学部・医学部・歯学部・薬学部・工 

学部・農学部 

  大学院…文学研究科・教育学研究科・法学研究科・経済学研究科・理学研究科・医学

系研究科・歯学研究科・薬学研究科・工学研究科・農学研究科・国際文化研究

科・情報科学研究科・生命科学研究科・環境科学研究科・教育情報学教育部・

研究部 

  附置研究所…金属材料研究所・加齢医学研究所・流体科学研究所・電気通信研究所・

多元物質科学研究所 

  

３．東北大学の歴史 

  東北大学は，1907 年(明治 40 年)，東京帝国大学，京都帝国大学に続く３番目の帝国

大学として創立された。設立当初から，高等専門学校，高等師範学校の卒業生にも門戸
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を開き，さらに 1913 年(大正２年)には日本の国立大学として初めて３名の女子の入学

を許可し，「門戸開放」が東北大学の不動の理念であることを示した。 

  東北帝国大学は，創立に当たって若き俊秀が教授として集まったこともあり，研究者

が独創的な研究成果を次々と生み出しながら，それを学生に対する教育にも生かすとい

う「研究第一主義」の精神が確立された。さらに，戦前からいち早く大学発のベンチャ

ー企業を設立して地域産業の育成を図るなど，世界最先端の研究成果を社会や人々の日

常生活に役立てる「実学尊重」の伝統も育んできた。 

 平成 19 年には創立百周年を迎え，８月に式典が行われた。 

 

 

 

４．東北大学の現在 

 

  東北大学は，10 学部，15 大学院研究科等，５附置研究所，３専門職大学院に加え，多

数の教育研究に関わるセンター等を擁し，その構成員は，教職員約 5,000 名，学部・大

学院学生約 179,000 名（うち留学生約 1,200 名）である。 

世界をリードする教育・研究拠点を目指す東北大学では，自然科学から人文・社会科

学にわたる 13 件の 21 世紀 COE プロジェクトと先進医工学研究機構（TUBERO）のプロジ

ェクトが採択され，それぞれにおいて高い水準の教育・研究活動が展開されている。さ

らに，これらの実績をもとに， 2006 年４月には，新たな先端学際融合領域を創生し，

将来の世界の学界をリードする人材を養成する目的で，国際高等研究教育院を創設しさ

らなる発展を目指している。さらに，５件のグローバル COE プロジェクト，世界トップ

レベル研究拠点形成促進プログラム（原子分子材料科学高等研究機構）などの採択を通

じた国際研究拠点形成の飛躍的進展と充実を図っている。 

教育面では，文部科学省が実施している各種大学教育改革支援プログラムにおいて，

平成 15 年度から平成 20 年３月までに「特色ある大学教育支援プログラム」４件（平成

15 年度及び共同申請含む），「魅力ある大学院教育イニシアティブ」４件，「派遣型高度

人材育成協同プラン」１件，「地域医療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成

プログラム」１件，大学院教育改革支援プログラム６件等全 25 件が採択され，積極的

な教育改革を実施・継続している。また，2004 年４月に発足した法科大学院，公共政策

大学院に加え，2005 年度に会計大学院が専門職大学院として設置された。2004 年 10 月

には高等教育開発推進センターを設立して全学教育の充実を図り，入学者選抜，就職支

援，学生生活支援等でも積極的に改革を進めている。 

研究面では，ISI Essential Science Indicator の全 22 分野を例に取ると，材料科学，

物理学，化学等の分野で世界的に特に高い水準を一貫して維持しており，これらの分野

を中心に広い学問領域で世界最先端の研究成果を生み出している。 

平成 19 年４月には，井上プラン 2007 として総長が任期中に取り組もうとしている重

点的な課題についてのアクションプランを発表し，達成のための様々な取組が行われて

いる。 
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Ⅱ 中期目標ごとの自己評価  

 

１ 教育に関する目標(大項目) 
 

（１）中項目１「教育の成果に関する目標」の達成状況分析 

 

① 小項目の分析 
 
○小項目１ウエイト「教養・専門教育を問わず，教育研究連携型の教育システムを構

築し，少人数教育等の個別指導による「学生を育て伸ばす教育」を目標とする。」

の分析 
 

a) 関連する中期計画の分析  

計画１－１ ウエイト●３「学問全般に対する興味あるいは専門教育への意欲の喚

起，大学院レベルの高度な研究成果を全学教育に反映するため，研究科・研究所等

のすべての部局が参加する「少人数教育・基礎ゼミ」を充実させる。」に係る状況  
 
「基礎ゼミ」は，学問全般に対する興味あるいは専門教育への意欲の喚起，大学

院レベルの高度な研究成果を全学教育に反映させるため，研究科・研究所等を含む

すべての部局の教員の参加により，毎年 150 前後のテーマで開講されており，１年

次学生のほとんどが受講している。 

「基礎ゼミ」の充実を図るため，授業担当教員に対する事前研修（基礎ゼミ FD）

を毎年度実施しており，平成 19 年度からティーチング・アシスタント（TA）を配

置している。また，受講後の学生による研究発表会及びポスター展示発表会は，学

生の受講意欲を高め，プレゼンテーションの訓練の機会となっている。 

このような取組が評価され，「基礎ゼミ」は文部科学省の「特色ある大学教育支援

プログラム」（平成 18 年度特色 GP）に採択されている。 

 

資料  教中 1－小１－１ 「基礎ゼミ」開講課題数・担当教員数・受講学生数  
年 度 14 15 16 17 18 19 20 備考 

テーマ数 a 144 144 152 152 154 162 168 

担当部局数 26 26 27 25 25 25 26 

担当教員人数 280 339 312 364 353 393 361 

受講者数 b 2,384 2,345 2,487 2,566 2,550 2,534 2,537 

b/a 16.6 16.3 16.4 16.8 16.6 15.6 15.1 

担当教員数はシ

ラバスに氏名が

記載された教員

全員 

 

計画１－２ ●10「在学生，学部卒業生，大学院博士課程前期２年の課程（修士課

程）及び後期３年の課程（博士課程）修了生に対する教育目標達成度の調査を実施

する仕組みの充実を図る。その分析に基づく評価結果を教育システムやカリキュラ

ム改善に反映させるように努める。」に係る状況  
 

 全学教育については，高等教育開発推進センター等が主体となって，平成 16 年

12 月に２年次全学生及び教員を対象に，平成 18 年２月に４年次全学生を対象にそ

の効果等に関するアンケート調査を実施し，平成 18 年度以降のカリキュラム改善

にその分析結果を反映させた。（「全学教育のカリキュラムと授業環境に関するアン

ケート調査実施報告書」‐東北大学の全学教育に対する学生と教員の評価‐平成 17

年３月・高等教育開発推進センター，「全学教育のカリキュラムと授業環境に関す

るアンケート報告書」平成 18 年６月・平成 17 年度東北大学学務審議会評価改善委
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員会）特に，全学の学務審議会評価改善委員会は，アンケート結果を分析し，教育

システムやカリキュラムに関する改善提案を行い，学務審議会が改善を実施してい

る。（資料  教中 1－小 1－２ 東北大学の教育改善等に向けた調査例） 

本学の教育全体については，平成 18 年度に卒業生，修了生に対する教育目標達成

度の調査を実施し，その結果を分析して本学の教育課程の改善に向けた提言を行っ

た（「卒後 10 年の経験から見た東北大学の教育に関する卒業・修了者調査報告書」

2007 年３月・東北大学キャリア支援センター）。調査結果の一例として，卒業生が

大学として重視すべき教育として，３年次以降の学部での教育指導や，１，２年次

の英語教育を挙げている。（資料 教中１－小１－３ 本学として重視すべき教育）

また，本学在学中の教育が卒業者の知識や能力にどの程度，貢献しているかを尋ね

た結果について，３年次以降の教育について，講義等の専門科目で法学部，医学部，

薬学部，工学部，農学部の卒業者でプラスになっていると回答した者の比率が約

90％程度以上の高い比率となっていた。（資料 教中１－小１－４ 東北大学の教

育の貢献度） 

また，全学教育を含む全学部・研究科は，各学部・研究科の教育現況調査表に記

載の通り，部局毎に学生による授業評価や，学習環境設備等に関するアンケートを

継続的に実施しており，その結果は担当教員にフィードバックされるとともに，組

織的な自己点検活動を実施し，教育システムやカリキュラム改善に反映させている。

したがって，在学生，学部卒業生，大学院修了生に対する教育目標達成度の調査を

実施する体制は整備されており，その分析に基づく評価結果を教育システムやカリ

キュラム改善に反映させていると判断される。  
 

資料  教中 1－小 1－２ 東北大学の教育改善等に向けた調査例 

実施時期 調査名称 対象者 実施主体 

平成 16 年 12 月 

 

全学教育のカリキュラムと

授業環境に関するアンケー

ト 

在校生（２年次学生）・ 

教員（全学教育担当） 

高等教育開発推進セン

ター 

平成 18 年２月 全学教育のカリキュラムと

授業環境に関するアンケー

ト 

在校生（４年次学生）・ 

教員（学部専門教育担当）

学務審議会評価改善委

員会 

平成 18 年２月

～３月 

東北大学の卒業生評価に関

する調査 

卒業生就職先企業等 高等教育開発推進セン

ターキャリア支援セン

ター 

平成 19 年１月

～２月 

東北大学の教育に関する卒

業・修了生調査 

本学学部卒業・修了後 10 年

程度の卒業生・修了生 

高等教育開発推進セン

ターキャリア支援セン

ター 
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資料  教中 1－小 1－３ 本学として重視すべき教育  
（「東北大学卒後 10 年の経験からみた卒業・修了者調査報告書」から抜粋）  

    

  資料  教中 1－小 1－４ 東北大学の教育の貢献度  
（「東北大学卒後 10 年の経験からみた卒業・修了者調査報告書」から抜粋）   
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計画１－３ ●11「大学に対する社会の要請を把握するために，卒業生の 15％程度

について，就職先企業等に対して適宜調査を行う。」に係る状況 

 

大学に対する社会の要請を把握するために，平成 18 年 12 月に，卒業生就職先企

業等対しての「東北大学の卒業生評価に関する調査」報告書を取りまとめた。調査

結果から，研究職，専門・技術職（学部卒）の必要とされる能力として，「問題解

決力」が，最重要視されており，それに「論理的思考力」，「対人関係能力」「情報

処理・活用能力」「社会人としての一般常識・マナー」などが続いている。事務・

営業職（学部卒）においては，「対人関係能力」，「社会人としての一般常識・マナ

ー」が重要視されている。（資料 教中 1－小 1－５ 企業等で必要とされる重要な

能力・スキルについて） 

一方，本学卒業生のこれらの能力・スキルに対する企業などからの評価結果を資

料 教中 1－小 1－６ 東北大学出身者に対する能力・スキルの評価）に示す。お

しなべて否定的な回答は少なく，本学卒業生の能力・スキルは一定の評価をうけて

いることがわかる。なかでも，専門・技術職従事者について「論理的思考能力」の

評価が高く，「問題解決力」「専門分野の知識」「情報処理・活用能力」など９割以

上の企業等で評価を得ている。 

このような就職先企業等からの要請や卒業生の評価に関する調査を，平成 19 年度

以降についても，引き続き実施する計画である。 

   

資料  教中 1－小 1－５ 企業等で必要とされる重要な能力・スキルについて  
（卒業生就職先企業等からの「東北大学の卒業生評価に関する調査」から抜粋）   
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力・スキルの評価  
業生就職先企業等からの「東北大学の卒業生評価に関する調査」から抜粋）  

   

資料  教中 1－小 1－６ 東北大学出身者に対する能

（卒

 
 

b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

計画１－１がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標である「教育研究

連携型の教育システムを構築し，少人数教育等の個別指導による学生を育て伸ばす

教育」を具現化するために必須な「研究科・研究所等のすべての部局が参加する少

人数教育・基礎ゼミを充実」を掲げている計画であるためである。基礎ゼミは，学

問全般に対する興味や専門教育への意欲喚起，大学院レベルの高度な研究成果を全

学教育へ反映させる仕組みとして研究科・研究所等の全ての部局が参加する形によ

り少人数で実施され，目標とする「学生を育て伸ばす教育」の重要な役割を果たし

ている。 

加えて，教養教育である全学教育のほか，各学部・研究科において，教育目標達

成度調査や授業評価が継続して組織的に実施され，その調査を踏まえたカリキュラ

ム改善が進められている。 

また，全学教育に関する学生及び教員へのアンケート，卒業生・修了生に対する

教育目標達成度調査によるカリキュラムの検証，さらに就職先企業等への調査を行
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備されてい

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目２「資質豊かな学生を受け入れ，人間・社会や自然の事象に対して「科学す

る心」を持って知的探求を行い得る人材を養成する。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画２－１ ●１「豊かな教養と人間性を備え，「科学する心」を持って知的探求

を行うことができる人材を養成するために，主として学士課程１年次から２年次に，

教養教育に当たる全学教育（共通基盤教育）の充実を図る。」に係る状況 

 

豊かな教養と人間性を備え，「科学する心」を持って知的探求を行うことができる

人材を養成するため，「新カリキュラム点検・改善に関する報告」（平成 17 年１月・

学務審議会承認）に基づき，全学教育の基幹科目の区分等を整備し，平成 18 年度

から新たな教育カリキュラムを導入した。 

現代社会を生きる上で必要不可欠な科学的知識は，展開科目類として習得させて

いるほか，従来のような物理学，化学，生物学，地学に分けた方式ではなく，同じ

現象を違った側面から実験し，複雑な自然の現象を論理的に整理し，記述すること

を学べるように融合型理科実験を「自然科学総合実験」として設定した。  
 学生のアンケートによると，従来の理科実験と自然科学総合実験と比較すると興

味を持てなかった学生は激減しており，興味を持った学生は 50％から 62％へ増え

ていることが判明した。（資料 教中１－小２－１ 自然科学総合実験と従来の実

験に関する学生のアンケート）学生たちの興味・関心は際だって高くなったことか

ら，文科系学部の学生の自然科学への理解と探究心を深めるため，平成 19 年度か

ら「文科系のための自然科学総合実験」を開始した。なお，「自然科学総合実験」

は，文部科学省の「特色ある大学教育支援プログラム」（特色 GP）に採択されてい

る。 

また，学部の初期段階における意欲的な学生を対象に，諸科学への応用と展開を

もたらすことができる高度な数学の基礎を提供することを目的として，少人数教育

「アドバンスト・マスマティクスコース」を正課外に開講した。（資料 教中１－

２ アドバンスト・マスマティクスコース） 

このように，「科学する心」を涵養する新たな取組みを実施した。 

１ 自然科学総合実験と従来の実験に関する学生のアンケート 

い，「学生を育て伸ばす教育」実現に向けて適宜反映される仕組みが整

る。 

小２－

 

資料 教中１－小２－
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資料 教中１－小２－２ アドバンスト・マスマティクスコース（平成 19 年度後期募集要項抜粋） 

１ 趣

  

の

と 。 

２ カ

  

手

  

  解説

す

旨 

本コースは，２セメスターの意欲的な学部学生を対象に，数学の演習を中心としたレベル

高い少人数教育（課外授業）を提供します。 

理工系のみならず，医，薬，農，経済，社会科学などの分野に展開できる科学の基礎言語

しての数学の基礎学力をつけることを目指します

リキュラム概要 

本コースは，微分積分学と線形代数学を中心とし，数理統計学をも含めた高度な問題を若

の精鋭の数学者と学生による討論形式で解いていきます。 

学生自らの積極的な取り組みが求められます。 

また，コースの最終日には，科学の最前線としての高度な現代数学を初学者に平易に

る「数学最前線」を開講します。（以下省略） 

 

b)

養成を目的として全学教育科目のカリキュラム区分が見直され，現代社会を

生

・マスマティクスコース」の

開 れている。

なお，「自然科学総合実験」の取組は，「特色ある大学教育支援プログラム」(平成

17

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目３ウエイト「知の継承と普及の拠点において，第一線の研究に携わる教員が

「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  

豊かな教養と人間性を備え，「科学する心」を持って知的探求を行うことができ

る人材

きる上で必要不可欠な科学的知識を習得できるよう整備された。 

 また，全学教育における理科系学部学生を対象とした「自然科学総合実験」，文科

系学部学生を対象とした「文科系のための自然科学総合実験」，さらに学部初期段階

の意欲的な学生を対象とした課外授業「アドバンスト

講など，知的探求を行い得る人材養成のためのカリキュラムが整備さ

年度）に採択されている。 

学生の教育に当たり，国際的視野と高度の専門性を兼ね備え，また国際社会及び日

本の将来を見据え，自ら主体的に考え行動できる指導的・中核的人材を養成する。」

の分析 

 

- 9 - 
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a) 関連する中期計画の分析 

計画３－１ ●３「学問全般に対する興味あるいは専門教育への意欲の喚起，大学

院レベルの高度な研究成果を全学教育に反映するため，研究科・研究所等のすべて

の部局が参加する「少人数教育・基礎ゼミ」を充実させる。」に係る状況 

 

「基礎ゼミ」は，学問全般に対する興味あるいは専門教育への意欲の喚起，大学

院レベルの高度な研究成果を全学教育に反映させるため，研究科・研究所等を含む

すべての部局の教員の参加により，平成 14 年度から 150 前後のテーマで開講され

ており，１年次学生のほとんどが受講している。 

「基礎ゼミ」の教育内容の充実を図るため，授業担当教員に対する事前研修（基

礎ゼミ FD）を毎年度実施しており，平成 19 年度からティーチング・アシスタント

，自発的な学習を促し，プレゼンテーション訓練の良い機会となっている。

成

３－２ 大学教育改革支援プログ

 

  

 

（TA）を配置している。また，受講後の学生による研究発表会及びポスター展示発

表会は

（資料 教中１－小３－１ 基礎ゼミ研究発表会ポスター） 

なお，「基礎ゼミ」は，文部科学省の「特色ある大学教育支援プログラム」（平

18 年度）に採択されている。（資料 教中１－小

ラム採択・実施状況）

   
資料 教中１－小３－１ 基礎ゼミ研究発表会ポスター  

「基礎ゼミ発表会」の開催案内から抜粋
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教育改革支援プログラム採択・実施状況 

公募

資料 教中１－小３－２大学

（平成 15 年度～19 年度採択分） 
プログラ
ム名 

年度 採択部局 採択プログラム名 

平成15年度 工学部 「国際コンピテンシー人材育成教育プログラム」 

平成16年度 工学研究科
 （東京工業大学採択の共同事業） 
コアリッションによる工学教育の相乗的改革 

平成17年度 
高 等 教 育 開
発推進ｾﾝﾀｰ

「融合型理科実験が育む自然理解と論理的思考」 

特 色 あ
教 育 支 援 プ ロ
グ ラ
GP）

育む研究大学型少人数教育」 

る 大 学

ム （ 特 色
 

平成18年度 
高 等 教 育 開
発 推 進 セ ン 「『学びの転換』を
ター 
教 育 学 研 究
科 

「実践指向型教育専門職の養成プログラム」 

理学研究科 「理学の実践と応用を志す先端的科学者の養成」 

医 学 系 研 究
科 

「多層的かつ双方向性の大学院医学教育実質化－指導
的フィジシャンサイエンティスト養成ルネサンス計画
－」 

工学研究科
「機械工学フロンティア創成－フライト，ロボティク
ス，ナノを基盤としたシステム統合イノベーション－」

工学研究科 「メディカルバイオエレクトロニクス教育拠点」 

大 学
革 支 援 プ ロ グ
ラ ム
GP） 

境 科 学 研
究科 

「環境フロンティア国際プログラム－国際実務研修を
通じた文理融合高度教育－」 

院 教 育 改

（ 大 学 院
平成19年度 

環

文学研究科 「言語研究者・言語教育者養成プログラム」 

理学研究科 「国際的若手研究者養成プログラム」 

工学研究科 「フライト実践による航空宇宙フロンティア」 

「 魅 力 あ る 大
学院教育」イニ
シアティブ 

平成17年度 

工学研究科 「生体・ナノ電子科学国際教育拠点」 

法学研究科 「心理学的法曹実務教育プログラムの構築」 専 門 職 大 学 院
等 に お け る 高
度 専 門 職 業 人
養 成 教 育 推 進
プログラム 

平成19年度 法 学 研 究 科
(京 都 大 学 ･
共同) 

「実務科目等の内容の明確化・標準化の調査研究」 

法学研究科 「体験型政策教育による大学と実務との連携」 

平成16年度 法 学 研 究 科
(京 都 大 学 ･
共同) 

「実務基礎教育の在り方に関する調査研究」 
法 科 大 学 院 等
専 門 職 大 学 院
形 成 支 援 プ ロ
グラム 

平成17年度 
経 済 学 研 究
科(共同) 

「会計大学院教育課程の国際水準への向上」 

法学研究科 「体験型教育の多角的実施と実務教育基盤構築」 法科大学院等
専門職大学院
教育推進プロ
グラム 

平成18年度 経 済 学 研 究
科(共同) 

「会計職業のための資格取得後教育課程の編成」 

地 域 医 療 等 社
会 的 ニ ー ズ に
対 応 し た 質 の
高 い 医 療 人 養
成 推 進 プ ロ グ
ラム 

平成18年度 病院 「地域ニーズ対応型総合周産期実践医育成計画」 

が ん プ ロ フ ェ
ッ シ ョ ナ ル 養
成プラン 

平成19年度 
医 学 系 研 究
科 

「東北がんプロフェッショナル養成プラン」 

派 遣 型 高 度 人
材 育 成 共 同 プ
ラン 

平成17年度 工学研究科 「環境に優しい鉄鋼材料創出教育プログラム」 

産 学 連 携 に よ
る 実 践 型 人 材
育 成 事 業 － サ
ービス・イノベ
ー シ ョ ン 人 材
育 成 推 進 プ ロ
グラム－ 

平成19年度 
経 済 学 研 究
科 

「サービス・イノベーション・マネージャーの育 
成－サービス・セクターの生産性管理のための人材育成
－」 

教育・学生支援部教務課調 
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ル化社会への

適応力を修得できるカリキュラムの拡充・改善を図

 

育における実践的な外国語教育の充実・改善のため，CALL システムによる

「実践英語」を開設するとともに，総合 力を

トを実施してい

ー

ョン能力の増強クラ に着手している。 

情報教育 礎

Ａ・Ｂ」を見直し，学 に合わせた授業内容で実施できるよう改善を図っ

ている。 

また，英語スキルの ・

シュコース

 資料 教中１－小３ L

（平成 学 ）） 

１．授業題目：CALL 教室

２．授業の目的と概要： 

の整った CAL ュータ・

た ステ 語運

増強するととも 果 測定

達目標： 

大

検定試験の成

内容・方法と進度予定： 

リエンテ テ

し ，担当

し，機器の使 教材の内容などにかんする質問に答えます。 

定された授 以 学習

を進めること す

験は，大学で実 L を

こ 成

かたにつ 示でお

方法： 

る一斉試験あるいは，各自が自費で受験した検定試験の成績により評価しま

計画３－２ ●２「実践的な外国語教育や情報教育の充実，グローバ

る。」に係る状況 

全学教

的な英語力の向上に必要不可欠な語彙

増強するた

る。なお，

シ

め，１年次全学生を対象に共通の副教材による語彙テス

全学教育の英語教育を一層強化するため，「展開英語」にコミュニケ

スを導入すること

学校の学習指では，高等 導要領改定に対応して全学教育科目「情報基

生のレベル

向上しようとする学生のための課外授業「プラクティカル

イングリッ

ている。 

  

」を開講し，グローバル化社会への適応力を高める取組をし

－３ 「CA L 教室を利用した英語個別学習と検定試験受験」 

19 年度全 教育科目履修の手引き(シラバス)から（抜粋

を利用した英語個別学習と検定試験受験 

最新設備

ネットワー

用能力を

L（Computer-Assited Language Learning）教室で，コンピ

クを利用し 語学演習シ ムを使って，おもに個別学習により実践的な英

験によりに，その成 を TOEIC･TOEFL・英検などの外部検定試

します。 

３．学習の到

CALL 教

能力を外部

４．授業の

材を用いて， 学生・社会人

績によって，具

として必要な実践的英語運用能力を獲得しさらにその

体的・客観的に示すこと。 

第一回目にオ

ストの日程

教員が待機

指

ーションをおこない，CALL 教材の使用法・成績評価の基準・一斉

などを説明 ます。指定さ

用法や

れた授業時間（水曜２講時・金曜３講時）には

業時間

ができま

外にも，CAL

。 

L 教室が自習用に開放されますので，各自が自由に

検定試

選べます

績の申告のし

施する団体試験（12 月の予定・受験料不要・TOEIC または TOEF

）を受験する ともできますし

いては，掲

，各自が自費で自由に受験することもできます。

知らせします。 

５．成績評価

大学が実施す

す。 

 

 ウエイト●６「国内外から集まる優秀な学生・社会人を対象として，計画３－３

学際領域を含む多様な の把握と課題解決に必要な手法の開拓を実践できる能

材を養成するために，高度な専門的知識を修得させる教育カリキュラム

融合した新しい研究分 を

成 18 年４月に設置し，質の高い大学院教育のための全学的な研究教育

した。 

「国際高等研究教育院」では，高度な専門的知識を修得さ

により，国内外から集まる優秀な学生・社会人を対象として，学際領域を含む多様

な課題の把握と課題解決に必要な手法の開拓を実践できる能力を持つ人材養成を

目指している。また，社会のニーズに応え実社会で活躍できる高度技術人材の育成

を目指して，ポスドクや博士後期課程学生を対象に実践的教育を行うための「高度

課題

力を持つ人

の充実を図る。」に係る状況 

 

異分野を

もった世界

育院」を平

を開始

野で卓越した知識と創造的な「総合知」の要素

トップレベルの若手研究者養成を支援する組織である「国際高等研究教

せる教育カリキュラム
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各研究科では，高度な専門的知識を修得させるため必要に応じてカリキュラムの

見

し，申請した全６件が採択された。（資料 教中１－小３－７ 大学院

教

学研究科及び教育課程の開発研究その測定評価の開発研究を目的とす

した。 

４ 国際高等研究教育院・高度技術経営塾概要図 

 

 

 

 

 

文学研

研

直しを行うとともに，大学教育改革支援プログラムを活用して目標とする人材養

成の明確化と養成に向けた教育カリキュラムを整備・改善したほか，海外インター

ンシップの一層の推進を図った。（資料 教中１－小３－５ 大学院の新しい教育

コース・プログラム一覧，教中１―小３－６ 分子イメージング教育コース・ヒュ

ーマン・セキュリティー連携国際教育プログラム） 

さらに，世界的リーダーを養成できる柔軟かつ高度な大学院教育システムの充実

を図るため，平成 19 年度に文部科学省が実施した「大学院教育改革支援プログラ

ム」に応募

育改革支援プログラム採択一覧表） 

平成 20 年度には，医学と工学の境界領域を埋め，両者を融合させた教育研究を展

開する医工

る教育学研究科教育設計評価専攻を設置し，教育カリキュラムの更なる展開を開始

 

資料 教中１－小３－

 

 

 

 

資料 教中１－小３－５ 大学院の新しい教育コース・プログラム一覧 

究科・理学研究科・工学

究科 

問題発見と問題解決の実践能力の涵養を主眼の一つとする新

たな科目ないし新たなコースを開設 

「国際高等研究教育院」概要図  「高度技術経営塾」概要図  

医

 

携により，幅広い学際的知識を

身つけた分子イメージング研究を担える人材育成を目指す
学系研究科・歯学研究科・薬

放射線医学総合研究所との連

学研究科・工学研究科
「分子イメージング教育コース」を開設 

環境科学研究科・医学系研究

科・農学研究科・国際文化研究

科 

連携して，「ヒューマン・セキュリティー連携国際教育プログ

ラム」を開設 

 

教育プログラム 

資料 教中１－小３－６ 分子イメージング教育コース，ヒューマン・セキュリティー連携国際 
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教育 ラム 

資料 教中１－小３－７ 大学院教育改革支援プログラム採択一覧表 

学研究科 実践指向型教育専門職の養成プログ

理学研究科 理学の実践と応用を志す先端的科学者の養成 

医学系研究科 
多層的かつ双方向性の大学院医学教育実質化‐指導的フィジシャンサイエンテ

ィスト養成ルネサンス計画‐ 

工学研究科 
機械工学フロンティア創成－フライト，ロボティクス，ナノを基盤としたシス

テム統合イノベーション－ 

工学研究科 メディカルバイオエレクトロニクス教育拠点」 

環境 修を通じた文理融合高度教育－科学研究科 環境フロンティア国際プログラム－国際実務研

 

計画３－４ ウエイト●７「自らの問題意識に基づいて新たな課題を設定し，その

解決を目指す研究計画の立案・実施・総括のできる人材及び知の継承と発展を担い

得

 

問題意識に基づいて新たな課題を設定し，その解決を目指す研究計画の立

案・実施・総括のできる人材及び知の継承と発展を担い得る世界的リーダーを養成

で た新

しい研 な「総合 トップレ

ベルの若手研究者養成を支援する組織として，「国際高等研究教育院」を平成 18 年

４月に設置し，質の高い大学院教育のための全学的な研究教育を開始した。（前掲

資料 教中１－小３－４ 国際高等研究教育院概要図 P13） 

また，各研究科においては，学生が自ら設定した課題について，その解決を学位

論文と て取りまとめる形の研究指導を促進するための取り組み（資料 教中１－

小３－  各研究科の取組状況例）を行ったほか，グローバル COE との連携及び国

際高等 究教育院への参画を行い，大学院教育の一層の充実化を図った。 

 

理
し

やセミナーを開催し

る世界的リーダーを養成できる柔軟かつ高度な大学院教育システムの充実を図

る。」に係る状況 

自らの

きる柔軟かつ高度な大学院教育システムの充実を図るため，異分野を融合し

究分野で，卓越した知識と創造的 知」の要素をもった世界

し

８

研

資料 教中１－小３－８ 各研究科の取組状況例 

学研究科 
21 世紀 COE と連携 て国内外から多数の研究者を招へいし，継続して，集中講義

た 

歯学研究科 テーマ選定会議の充実等の取り組みを実践した。 

農学研究科 
大学院学生の論文作

実施した。 

成の指導と研究推進能力の養成を目指し複数指導教員制度を

国

研

る「東北大学国際文化学会」が「日本国際文化学会第５回全国

究

を実施した。 

際 文 化 

究 科 

大学院生を中心とす

大会」に協賛して研 発表を行ったほか，コメンテーターを加えて発表内容の評価

法科

基礎法・隣接科目に外国法文献研究を設け，実務基礎科目の科目群と合わせて，国

大学院 際的視点からリーダーシップを発揮できる人材を育成すべく，カリキュラムの改編

を実施した 

公 共 政 策 

大 学 院 

ロジェクトから構成される「公共政策ワークショップ I」につき，チーム

相互間に蓄積された知見の共有と切 磨を図るべく，全教員・学生を招集の上，

10 月に中間報告会を実施した。 

４つのプ

磋琢

生 命 科 学 

研 究 科 

平成 19 年度入学者から，学習相談，助言及び支援について一層の充実化を図るた

め，指導教員の他に他分野の教員を ドバイザー（副指導教員）」として加えた。「ア

 

b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

計画３－３及び計画３－４がウエイト付けされている理由は，本小項目としての

目標である「国際的視野と高度の専門性 ね備え，自ら主体的に考え行動できる

指導的・中核的人材を養成する」を具現化するために必須な「高度な専門知識を習

を兼
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得 大学院教

の 画であるためである。これら計

組み プログラム」を活用した世界

ー

門性を備え，自ら

に展 紀 COE プログラムやグローバル COE プログラ

する た新しい研究分野での若

対 に教育を開始したほか，実社会で活躍できる高度技術人材養成を目的とする

全学教育においては，基礎ゼミ等を通じ，研究科・研究所の第一線の研究者によ

成状況が非常に優れていると判断される。 

○小

a

考に基づいて正確に

表

 

能力を

養うために，基礎的な専門知識や外国語の修得，情報を効果的に活用する能力の向

上 学部において，専門教育の

に，改善の必要がある学部

においては

教 育 学
５ 育学及び教育心理学の２コース(学科目)に再編して，理論的基礎

させる教育カリキュラムの充実」（計画３－３）及び「柔軟かつ高度な

育システム 充実」（計画３－４）を掲げている計

画への取 として，文部科学省の「大学院教育支援

的なリーダ を養成する柔軟かつ高度な大学院教育など，国際的な視野と高度な専

主体的に考え行動できる指導的・中核的人材養成のための取組み

開している。また，21 世を積極的

ムに参加 教員等を中心に組織された異分野を融合し

手研究者養成機関「国際高等研究教育院」において全研究科から選抜された学生を

象

「高度技術経営塾」を開設し人材養成を進めている。 

る学問全般に対する興味や意欲喚起が行われ，専門教育や大学院教育と合わせて，

自ら主体的に考え行動できる指導的・中核的人材の養成が図られている。 

よって，目標の達

 

項目４「学士課程における学部専門教育では，社会貢献に必要な専門性・国際性

の基盤となる専門分野に対する理解力と応用力の修得，また，大学院進学後，高度

専門教育にスムーズに移行するための基礎的専門知識の確実な修得と実践力の養

成に力点を置く。」の分析 

 

) 関連する中期計画の分析 

計画４－１ ●４「課題の迅速な把握，自らの見解を論理的思

現できる能力を養うために，基礎的な専門知識や外国語の修得，情報を効果的に

活用する能力の向上に重点を置いた教育カリキュラムを充実させる。」に係る状況 

課題の迅速な把握，自らの見解を論理的思考に基づいて正確に表現できる

に重点を置いた教育カリキュラムを充実させるため，

教育カリキュラムの見直し及び教育実施体制の見直しを行い，新たな教育カリキュ

ラムを実施したほか，学生による授業評価の結果をもと

，積極的に教育カリキュラムを整備した。 

 

資料 教中１－小４－１ 基礎的な専門知識や外国語の修得，情報を効果的に活用 

向上に重点を置いた教育カリキュラムの充実・整備状況例 

教育コースを教

する能力の

部 
に支えられた専門知識と分析力を備えた人材養成のための教育カリキュラムを整

備した。 

法学部 
ムの下で，充実した基礎講義，基幹講義，展開講義及び数多くの演習新カリキュラ

を提供し，基礎的な思考力の習得を進めた。 

農学部 生 きるコミュニケーション能力の涵養を目的と

自らの見解を論理的思考に基づいて正確に表現できる能力を養うため，フィールド

態学入門を，また，国際的に活躍で

して，科学英語特別講義に加えて農学英語を開講した。 

理学部 TOEFL-ITP を活用し，英語能力の向上の取組みを進めた。 

医学部 
か，臨床実習のさら

医学英語において，ネイティブ医師の外国人講師に約６割の授業を担当させたほ

なる充実に向け，実施方法の再編に着手した。 

 

計 要な学力を修得できるようカリキュラムの

図る。」に係る状況 

 

画４―２ ●５「大学院課程進学に必

充実と改善を

大学院課程進学に必要な学力を修得できるようカリキュラムの充実と改善を図る

ため，学部において，専門教育における教育カリキュラムを整備し，新たな教育カ
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リキュラムで実施したほか，学生による授業評価の結果をもとに，改善の必要があ

る学部においては，さらに教育カリキュラムを整備して一層の充実を図った。 

 

資料 教中１－小４－２ 大学院課程進学に必要な学力を修得できるようなカリ

キュラムの改善状況例 

教 育 学

部 
大学院進学に必要な学力の習得を目指して，教育指導ユニットを開設した。 

法学部 
大学院課程進学に必要となる主体的な課題発見能力や多角的な問題分析能力を養成

するために演習科目を充実した。 

医学部 
改善されたアドバンス的講義を取り入れた選択制統合型演習を実施したうえ，学生

による授業評価アンケートをもとに，教育カリキュラムの一層の充実化を図った。 

工学部 
電気・情報物理工学科のコース名の見直しを行うとともに，教育カリキュラムを整

備したほか，修学アドバーザー制度の充実を図った。 

歯学

選択型の歯学基礎実習，歯学基礎演習及び歯学臨床ゼミの授業において，そ

容を改善部 担当責任教員を配置して大学院カリキュラムと接合しうるよう，授業内

た。 

れぞれ

し

 

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

学部における専門教育カリキュラムや実施体制の見直し，学生による授業評価に

るとともに，大学院教育へのスムーズな移行を視野に

るためのカリキュラムが編成され，教育を実施している。 

 

○

ある人材を養成する。」の

分析 

 

a) 

１

む多様な課

人材を養成

に

 

を

る「国際高等研究教

育院」を平

た

「国際高等研究教育院」では，高度な専門的知識を修得させる教育カリキュラム

手法の開拓を実践できる能力を持つ人材養成を

目指している。また，社会のニーズに応え実社会で活躍できる高度技術人材の育成

を

よる学習理解度の点検を進め

置いた教育指導ユニットの開設や演習科目の充実，アドバイザーの設置や担当教員

制度など，学部専門教育における理解力と応用力の修得，大学院進学後の高度専門

教育へのスムーズな移行のための基礎的専門知識の確実な修得と実践力を養成す

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

小項目５「大学院教育では，高度専門職業人と研究者の養成を行う。すなわち，最

先端の専門的知識を備え，世界水準の研究を理解するとともに，新たな発想，論理

的思考に基づき着実に研究推進ができる人材，先端的な専門的知識を活用し，未

知・未踏の研究課題に取り組む柔軟な行動力と応用力の

関連する中期計画の分析 

計画５－

を含

 ●６「国内外から集まる優秀な学生・社会人を対象として，学際領域

題の把握と課題解決に必要な手法の開拓を実践できる能力を持つ

するために，高度な専門的知識を修得させる教育カリキュラムの充実を

係る状況 図る。」

異分野 融合した新しい研究分野で卓越した知識と創造的な「総合知」の要素を

もった世界トップレベルの若手研究者養成を支援する組織であ

成 18 年４月に設置し，質の高い大学院教育のための全学的な研究教育

。 を開始し

により，国内外から集まる優秀な学生・社会人を対象として，学際領域を含む多様

な課題の把握と課題解決に必要な

目指して，ポスドクや博士後期課程学生を対象に実践的教育を行うための「高度

技術経営塾」を平成 18 年５月に新たに開設した。（資料 教中１－小３－４ 国際
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の

見直しを行うとともに，大学教育改革支援プログラムを活用して目標とする人材養

成

ン った。（前掲資料 教中１－小３－５ 大学院の新しい

コー

ヒューマン・セキュリティー連携国際教育プログラム P13） 

を図るため

平成 2 融合させた教育研究を展

開する医

した。 

らの問題意識に基づいて新たな課題を設定し，その解決を目

指 る人材及び知の継承と発展を担い得る世界

成できる柔軟かつ高度な大学院教育システムの充実を図る。」に係

る

 

をもった世界トップレ

ベ 院」を平成 18 年

４月に設置し，質の高い大学院教育のための全学的な研究教育を開始した。（前掲

国際高等研究教育院への参画を行い，大学院教育の一層の充実化を図った。 

 

学院・公共政策大学院・会計大学院の専門職大学院に

 

大学院と公共政策大学院，平成 17 年度に会計大学院という３

つの専門職大学院を開設し，社会の多様な変化に対応できる高度専門職業人の養成

を

キュラム編成，教育指導等の改善を図っている。（資料 教中１－

小

高等研究教育院・高度技術経営塾概要図 P13） 

各研究科では，高度な専門的知識を修得させるため必要に応じてカリキュラム

の明確化と養成に向けた教育カリキュラムを整備・改善したほか，海外インター

シップの一層の推進を図

教育コース

ス，

・プログラム一覧 P13，教中１―小３－６ 分子イメージング教育

さらに，世界的リーダーを養成できる柔軟かつ高度な大学院教育システムの充実

，平成 19 年度に文部科学省が実施した「大学院教育改革支援プログラ

募し，申請した全６件が採択された。（前掲資料 教中１－小３－７ 大ム」に応

学院教育改革支援プログラム採択一覧表 P14） 

0 年度には，医学と工学の境界領域を埋め，両者を

工学研究科及び教育課程の開発研究その測定評価の開発研究を目的とす

究科教育設計評価専攻を設置し，教育カリキュラムの更なる展開を開始る教育学研

 

計画５－２ ●７「自

す研究計画の立案・実施・総括のでき

的リーダーを養

状況 

自らの問題意識に基づいて新たな課題を設定し，その解決を目指す研究計画の立

案・実施・総括のできる人材及び知の継承と発展を担い得る世界的リーダーを養成

できる柔軟かつ高度な大学院教育システムの充実を図るため，異分野を融合した新

しい研究分野で，卓越した知識と創造的な「総合知」の要素

ルの若手研究者養成を支援する組織として，「国際高等研究教育

資料 教中１－小３－４ 国際高等研究教育院概要図 P13） 

また，各研究科においては，学生が自ら設定した課題について，その解決を学位

論文として取りまとめる形の研究指導を促進するための取り組み（前掲資料 教中

１－小３－８ 各研究科の取組状況例 P14）を行ったほか，グローバル COE との連

携及び

計画５－３ ●８「法科大

おいて，社会の多様な変化に対応できる高度専門職業人の養成を行う。」に係る状

況 

平成 16 年度に法科

目的とした大学院教育を新たに開始した。 

各専門職大学院の修了生が出揃う平成 19 年度には，法科大学院，公共政策大学院

及び会計大学院のそれぞれにおいて各種のアンケートや評価等を実施し，その結果

を活用してカリ

５－１ 公共政策大学院の学部評価委員会による評価結果，教中１－５－２ 法

学研究科の外部評価委員会による評価結果） 
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資料 よる評価結果（抜粋）  

 

教中１－小５－１ 公共政策大学院の外部評価委員会に
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資料 中１－小５－２ 法学研究科の外部評価委員会による評価結果（総評）（抜粋） 

 

b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

国際高等研究教育院における世界トップレベルの若手研究者の養成や「高度技術

経営塾」における高度技術人材の育成，文部科学省の「大学院教育改革支援プログ

ラム」を活用した高度な大学院教育システムと世界的リーダーの育成など，世界的

水準の研究の理解，新たな発想，論理的思考に基づく研究推進，未知・未踏の研究

課題に取り組む行動力と応用力のある大学院教育を行っている。 

また，専門職大学院においては，法科大学院，公共政策大学院及び会計大学院が

それぞれの目的に沿った高度専門職業人育成のための教育が，継続的な改善を重ね

ながら行われている。   

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

教
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(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

小項目１がウエイト付けされている理由は，小項目１は，「研究中心大学」 して，

大学院レベルの高度な研究成果を反映させるため，教育研究連携型の教育 ステム

を構築させ，「学生を育て伸ばす教育」を目標とし，推進するための必須項目であ

るためである。また，小項目３がウエイト付けされている理由は，小項目 は，本

学の教育理念・教育目標の一つである「国際的視野に立ち多様な分野で専 性を発

揮して指導的・中核的役割を果たす人材を養成する」と一致し，推進する めの必

須項目であるためである。 

学生を育て伸ばす教育としての「基礎ゼミ」は，学問全般に対する興味や専門教

育への意欲喚起，大学院レベルの高度な研究成果を全学教育へ反映させる仕組みと

して研究科・研究所等の全ての部局が参加する形で実施され，重要な役割を果たし

ている。 

大学院教育においては，21 世紀 COE プログラムやグローバル COE プログ ムに参

加する教員等を中心に組織された異分野を融合した新しい研究分野での若手研究

者養成機関「国際高等研究教育院」において全研究科から選抜された学生 対象に

教育を開始したほか，実社会で活躍できる高度技術人材養成を目的とする 高度技

術経営塾」を開設し人材養成を進めており，また，各研究科においては世 的なリ

ーダーを養成する柔軟かつ高度な大学院教育など，国際的視野に立ち多様 分野で

専門性を発揮して指導的・中核的役割を果たす人材を養成するための取組 を積極

的に展開している。 

このような取組の成果は，平成 20 年３月までの各種の大学教育改革支援プログラ

ムに 25 件（特色ある大学教育支援プログラム４件（平成 15 年度採択及び共同申請

含む），大学院教育改革支援プログラム６件，「魅力ある大学教育」イニシアティブ

４件，専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム２件（共同

１件含む。），法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム３件（共同２件含む。），

法科大学院等専門職大学院教育推進プログラム２件（共同１件含む。），地域医療等

社会ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム１件，がんプロフェッシ

ョナル養成プラン１件，派遣型高度人材育成共同プラン１件，産学連携による実践

型人材育成事業―サービス・イノベーション・人材育成推進プログラム―が１件）

推進される形で結実している。 

在学生，教員，卒業生・修了生就職先企業等への各種調査の組織的な実施と分析

結果が，学生を育て伸ばす教育実現に向けて適宜反映される仕組みとなっ いる。 

豊かな教養と人間性を備え，科学する心を持って知的探求を行うことができる人材

養成を目標としたカリキュラムが整備され，全学教育における理科系学部学生を対

験」，文科系学部学生を対象とした「文科系のための自然

講された。さらに学部初期段階の意欲的な学生を対象とした「ア

ド 正課外に開講された。なお，「自然科学総合

は，「特色ある大学教育支援プログラム」(平成 17 年度）に採択されて

い

 

 

②中項目１の達成状況 

と

シ

３

門

た

ラ

を

「

界

な

み

て

象とした「自然科学総合実

科学総合実験」が開

バンスト・マスマティクスコース」が

実験」の取組

る。 

 よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 
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③優れた点及び改善を要する点等 

教育において，全部局の教員が参加する「基礎ゼミ」は，学

していること，融合型理科実験である

総合実験」を設計・開発して，学生たちの興味・関心を高めるととも

若手研究者養成を支援する組織である「国際高等研究

) 

・

あれば対応可能であり，優秀な外国人留学生（研究者）受入

 

(優れた点) 

・教養教育である全学

生を育て伸ばす教育の重要な役割を果た

「自然科学

に，文科系学部の学生の自然科学への理解と探究心を深めるため，新たな実験科

目を開講したこと，これらの取組が特色 GP に採択された点が優れている。 

・世界的リーダーを養成できる柔軟かつ高度な大学院教育システムの充実を図るた

め，平成 19 年度に文部科学省が実施した「大学院教育改革支援プログラム」に

応募し，申請した全６件が採択された点が優れている。 

・異分野を融合した新しい研究分野で卓越した知識と創造的な「総合知」の要素を

もった世界トップレベルの

教育院」を設置し，質の高い大学院教育のための全学的な研究教育を開始した点

が優れている。 

(改善を要する点) 該当なし 

(特色ある点

教育研究の推進には，学部・研究科，研究所の枠を超えた協力が必要であり，東

北大学は教育研究上の必要に応じて各部局の連携が円滑に行われている。とりわ

け，教養教育の運営には全学が参加して実施されていることに特色がある。 

・また，英語による教育・研究指導を行うコースは，理学研究科，工学研究科に設

置されているほか，ヒューマン・セキュリティー連携国際教育プログラム（環境

科学研究科，医学系研究科，農学研究科及び国際文化研究科の連携）が該当し，

学部レベルでは短期留学生受入プログラムが該当する。他の研究科においても，

指導教員等の了承が

に結びついている点に特色がある。 
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 (２)中項目２「教育内容等に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目の分析 

 

○小項目１ウエイト「「門戸開放」の理念に基づき，これまで以上に国の内外から，

東北大学で学ぶにふさわしい資質・意欲を持ち，入学者受け入れ方針（いわゆるア

ドミッション・ポリシー）に適合する人材を受け入れる。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画１－１ ウエイト●12「アドミッション・ポリシーの整備と明確化，評価・分

析に基づく改善を行うとともに，多様な媒体を通して本学のアドミッション・ポリ

シーを周知するための広報活動体制を整える。」に係る状況 

 

アドミッション・ポリシーは本学の理念・目的に基づいて定められ，平成 13 年７

月公表の入学者選抜要項に掲載されてから，入学者選抜の方法（資料 教中２－小

１－１ 入学者選抜方法の変遷）との整合性を図りつつ毎年度見直しを行い，その

明確化に努めている。 

また，アドミッション・ポリシーや本学の特徴等を広く高校生等に説明するため，

入試広報活動の企画・実施体制の整備を図り，Web サイト・携帯電話サイトの活用

に加え（資料 教中２－小１－２ Web サイト「受験生の方へ」の構成），オープン

キャンパス企画の充実，入学志願者を対象とした本学主催の進学説明会，出前授業

や大学訪問の受入，高等学校進路指導教諭に対する説明会等を開催し，全学部の参

加を得て組織的・積極的に実施している。（資料 教中２－小１－３ 平成 19 年度

入試広報活動例） 

朝日新聞社「大学ランキング 2008 年版」では，オープンキャンパス参加者数で第

５位（国立大学では１位），入学定員を基準とした参加者の倍率は２位であり，本

学のオープンキャンパスへの積極的な取組みがうかがい知れる。なお，同ランキン

グにおいて，高等学校の進路指導教諭を対象としたアンケートでは，「生徒に薦め

たい」第２位，「進学して伸びた」第１位，「広報活動が熱心」第３位と上位を占め

る結果となっている。（資料 教中２－小１－４ 朝日新聞社「大学ランキング 2008

年版」） 

資料 教中２－小１－１ 入学者選抜方法の変遷 

一般選抜 AO 入試 推薦入学 特別選抜 
学部 前期 

日程 
後期 
日程 

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅰ 
帰国 
生徒 

私費外国
人留学生

文 H2～20  H21～     

教育 H2～19   H20～    

法 H2～19  
H15～

21 
H22～    

経済 H2～   H18～  H12～17  

理 H2～  H13～   H9～12 H9～19 

医

(医) 
H2～18   H19～   S60～H18 

医

(保) 
H16～19   H20～    

歯 H2～18   H12～    

薬 H2～19   H20～  H12～19  

工 H2～18 H12～ H12～ H12～ H12～ H3～11 S60～ 

農 

H2～ 

 

医(保)の

み H16～ 

H2～18   H19～  H13～  

S54～ 

＊現在は選抜を行っていない選抜方法  
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推薦入学（工学部 H2：Ⅰ・Ⅱの区 分 なし）  推薦入学Ⅱ（経済学部 H10~H17，工 学 部  
H2~H11） 
在 外 子 女 （工 学 部 S60~H11）          中 国 引 揚 者 等 子 女 （医 学 部 H 元 ~H12） 

＊AO 入試の区分  
Ⅰ期：社会人等，Ⅱ期：センター試験を課さない，Ⅲ期：センター試験を課す，Ⅳ期：

外国の教育制度を経た者  
 

資料 教中２－小１－２ Web サイト「受験生の方へ」の構成 
・東北大学合格案内Webシステム・ 教育・学生支援部入試課 入試情報ページ→※ 

・ オープンキャンパス，進学・入試説明会   ・ 大学案内 （主に受験生の方に向け

た大学案内冊子です）

・ 東北大学概要 （東北大学に関するデータ集です）  ・ 東北大学アニュアルレビ

ュー（東北大学の研究・教育・産学連携などについての成果をわかりやすくご紹介

しています）
・入試に関するお問合せ（〒980-8576 仙台市青葉区川内 28 電話番号等省略） 
（学部編入学，大学院入試については 各学部・大学院入試情報 を参照，または， 各

学部・研究科教務係へお問合せ願います。）

東北大学

のトップ

ページか

ら「受験

生 の 方

へ」→ 
※ 教育・学生支援部入試課入試情報ページ  ・大学案内 ・選抜要項 ・ 募集要

項  ・入試情報開示 

 ・出題意図 ・オープンキャンパス・進学（入試）説明会  

 

資料 教中２－小１－３ 平成 19 年度入試広報活動例 

（１）高校生・保護者に直接本学の紹介をする「進学説明会」（入試の説明を行うことにより，

高校生の本学理解と入学意欲を高めるとともに，潜在的な志願者の掘り起こしを図る。） 

① 東京会場 ７月 21 日（土）13：00～16：40  学術総合センター２階中会議場 

医歯薬系講演 理工農系講演 文系講演 全学部 備考 

医学部医学科 工学部 文学部 

医 学 部 保 健 学

科 
理学部 教育学部 

Ｚ会入試分析 農学部 法学部 

歯学部 Ｚ会入試分析 経済学部 

薬学部  Ｚ会入試分析

個別相談 

（教員 

及び学生）

平成 18 年度から引き続き開催 

全学部（各教員１・学生１）参加

講演１単位時間は 40 分 

 

参加者実数 講演参加者 個別相談参加者 講演・個別相談合計 備考 

330 名(283) 637 名(555) 99 名(115) 736 名(延べ数)(670) （ ）は昨年実績 

      ② 大阪会場 ７月７日（土）13：30～16：25 キャンパスイノベーションセンター 

理系講演 文系講演 参加全学部 備考 

理学部 文学部 

工学部 教育学部 

Ｚ会入試分析 経済学部 

農学部 Ｚ会入試分析 

個別相談 

（教員及び学生） 

初めて実施 

全学部（各教員１・学生１）参加 

講演１単位時間は 40 分 

 

参加者実数 講演参加者 個別相談 講演・個別相談合計

28 名 63 名 17 名 80 名（延べ数） 

    （２）進路指導教諭対象入試説明会 

№ 開催地 期日 対象地域 参加校数 参加者数 備考（H18 年度） 

1 札幌市 ５月 25 日 北海道 15 校 19 名 17 校 20 名 

2 静岡市 ５月 ５日 静岡県 14 校 15 名 12 校 13 名 
3 青森市 ６月 ７日 東北・北関東 22 校 29 名 21 校 29 名 

4 秋田市 ６月 ８日 東北・北関東 14 校 16 名 10 校 11 名 

5 金沢市 ６月８日 北陸３県 11 校 11 名 10 校 10 名 

6 新潟市 ６月 14 日 新潟県 13 校 15 名 16 校 23 名 

7 大阪市 ６月 14 日 近畿圏 ７校 ７ 名 新規 

8 さいたま ６月 15 日 南関東４都県 12 校 13 名 15 校 16 名 

9 郡山市 ６月 21 日 東北・北関東 ７校 10 名 16 校 20 名 

10 山形市 ６月 26 日 東北・北関東 17 校 23 名 16 校 22 名 

11 長野市 ６月 28 日 長野県 ８校 ９ 名 ５ 校８ 名 

12 高崎市 ６月 28 日 東北・北関東 16 校 19 名 14 校 18 名 

13 宇都宮市 ６月 29 日 東北・北関東 15 校 17 名 19 校 26 名 

14 盛岡市 ７月 ３日 東北・北関東 19 校 23 名 14 校 19 名 

http://www.gokaku.tohoku.ac.jp/
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/nyushi/
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/nyushi/other/koho/
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/campus_guide/2008.pdf
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/koho/pub/gaiyou/
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/koho/pub/annual_review/
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/koho/pub/annual_review/
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/nyushi/nyushi1-1.htm#gakubu
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/studentinfo1-3.htm#tel
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/studentinfo1-3.htm#tel
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/nyushi/
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/nyushi/yoko_2/
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/nyushi/yoko_2/
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/nyushi/other/kaiji/index.htm
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/nyushi/other/koho/index.htm
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15 仙台市 ７月 ５日 東北・北関東 60 校 86 名 43 校 48 名 

16 水戸市 ７月 ５日 東北・北関東 12 校 23 名 14 校 20 名 

計 262 校 335 名 242 校 303 名  

（３）進路指導教諭対象地元高校の要請による入試説明会 

№ 内容 会場 期日 参加校 参加者 

１ 
一高 ･二高 ･三高 ･一女高 ･二女高説

明会 
二高 ５月 17 日 ５ 校  約 50 名 

２ 
３大学入試説明会(本学･宮教大･宮

城大) 

仙台ｶﾞｰﾃﾞﾝﾊﾟ

ﾚｽ 
９月 28 日  91 名 

（４）高校への入試説明会・出前授業講師派遣状況 

№ 月  日 高校名 派遣部局等 № 月  日 高校名 派遣部局等

１ 
５月 17 日 

仙台二高説

明会 

入 試 ｾ ﾝ ﾀ ｰ ， 教

育，医，薬 
14

10 月 ３日

山形東高

校 

法，経済，

薬，工，農

２ 
５月 24 日 

福島成蹊高

校 理 
15

10 月 11 日

盛岡第四

高校 理 

３ 
５月 24 日 

宇都宮女子

高校 理 
16

10 月 12 日

藤枝東高

校 工 

４ 
５月 24 日 

仙台第三高

校 経済，工 
17

10 月 23 日

青森北高

校 工 

５ 
６月 18 日 

米沢興譲館

高校 薬，工 
18

10 月 23 日 磐城高校 

文，教育，

法，経済 

６ 
６月 28 日 南陽高校 文 

19
10 月 24 日 磐城高校 

理，医，薬，

工，農 

７ 
７月９日 新潟高校 工 

20
10 月 24 日

大船渡高

校 

法，経済，

理，工 

８ ７月 10 日 新潟高校 経済 21 10 月 24 日 福岡高校 理，工 

９ 
９月 14 日 山形南高校 理，工 

22
10 月 27 日

沼津東高

校 工 

10 ９月 20 日 花巻北高校 保，工 23 11 月 13 日 富岡高校 理 

11 
９月 25 日 安積高校 

文，法，経済，

理，薬，工 
24

11 月 15 日

青森東高

校 法，理 

12 
９月 25 日 鶴岡南高校 理，薬 

25
11 月 20 日

八戸北高

校 経済，工 

13 10 月 １日 宮古高校 理 26 11 月 30 日 角館高校 経済 

     計 

24 校 

( 前 年 度

20 校) 

延べ 58 名 

（５）大学見学受入状況 

№ 月  日 高校名 受入学部 備考 

１ ４月 19 日 白河市立五箇中学校 経済，理  

２ ４月 27 日 佐沼高校 工  

３ ５月 10 日 山梨学院大附属高校 

教育，法，経済，理，

薬，工  

４ ６月 19 日 山形北高校 図書館  

５ ６月 21 日 三本木高校 入試センター訪問，農  

６ ７月３日 福島東高校 法，図書館  

７ ９月 13 日 

陸 前 高 田 市 立 第 一 中

学校 図書館  

８ ９月 27 日 新潟南高校 工  

９ ９月 27 日 仙台南高校 法，農  

10 10 月 11 日 須賀川桐陽高校 工  

11 10 月 12 日 大田原高校 工  

12 10 月 19 日 白河高校 工  

13 11 月 16 日 村山市立葉山中学校 図書館  

 計 13 校  前年度 18 校 

 
 

資料 教中２－小１－４ 朝日新聞社「大学ランキング 2008 年版」（抜粋） 
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計画１－２ ●14「アドミッション・ポリシーの一層の明確化・具体化を図るため，

全学共通及び各学部等のアドミッション・ポリシーが本学の理念を的確に反映した

ものとなっているか，入学者選抜の方式として適切に具体化されているかについて，

点検・整備に努める。」に係る状況 

 

本学の目的・理念に基づいて定められた全学共通のアドミッション・ポリシーは，

平成 13 年に整備されたが，本学の理念をより的確に反映させるとともに，平成 19

年３月に公表された「井上プラン 2007」との整合性を図るため，平成 19 年 10 月に

その一部を修正した。（資料 教中２－小１－５ アドミッション・ポリシーの見

直し） 

また，学部の特性を踏まえた各学部のアドミッション・ポリシーは，全学共通の

アドミッション・ポリシーを踏まえ見直し･点検をするとともに，それぞれの学部

で入学者選抜の方式として適切に具体化されているか毎年度点検・整備（前掲資料 

教中２－小１－１ 入学者選抜方法の変遷 P22）し，７月発表の入学者選抜要項で

公表している。 

- 25 - 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料 教中２－小１－５ アドミッション・ポリシーの見直し 

平成20年度 平成19年度 

東北大学の理念 

東北大学は，明治40年(1907年)の建学以来，

｢研究第一｣，｢門戸開放｣，｢実学尊重｣の理念を

掲げ，世界トップレベルの研究・教育を展開し

てきました。この伝統と実績のうえにさらに飛

躍的な発展を図り，世界をリードするトップ･

ユニバーシティとして21世紀の困難かつ複雑

な課題に取り組み，人類社会の発展に大きく貢

献します。 

こ の た め に ， ｢挑 戦 (Challenge) ｣， ｢創 造

(Creation)｣，｢革新(Innovation)｣の精神を高

く掲げ，学部と大学院，研究所，その他の組織･

施設が一体となって国際的水準の創造的研究

をおこない(知の創造)，社会の指導的･中核的

人材となる研究者や職業人を養成し(知の継

承)，地域･産業界･国際社会に開かれた大学と

して知識や技術の社会化に努めます(知の普

及)。 

東北大学の理念 

東北大学は，創立以来の個性的伝統を基礎に，世界

のトップクラスの研究大学として，人間性を尊重した

科学技術の開発，倫理に根ざした政治経済社会の構

築，自然環境との共生という21世紀の人間社会の課題

に大きく貢献します。 

 そのために，学部と大学院，研究所，その他の組織･

施設が一体となって，国際的水準の創造的研究をおこ

ない(知の創造)，これをもとに，社会の指導的･中核

的人材となる研究者や職業人を養成し(知の継承)，地

域･産業界･国際社会に開かれた大学として知識や技

術の社会化に努めます(知の普及)。 

 

東北大学の特徴 

 ① 創立以来の個性的な伝統：創立後すぐに

｢研究第一｣，｢門戸開放｣，｢実学尊重｣とい

った個性を確立し，時代に応じてその内容

を一層発展させています。 

 

 ② 教育環境に恵まれた総合大学：10 学部，

15 大学院研究科および５研究所をはじめ

とする多数の研究組織･施設を擁し，研究

所等のスタッフも教育に参加しています

(教員約 2,600 人，学部学生入学定員約

2,400 人)。 

③ 研究大学：国際的な研究成果を多数生み

出し，先端的研究と教育を一体的に進め

る大学であり，学生の過半数が卒業後大

学院に進学しています(大学院学生入学

定員約 2,700 人)。卒業後すぐ職に就く場

合も高度な職業人への道が開かれていま

す。 

 ④ 積極的な地域連携･産学連携：地域や産業

界との間に多様な連携を積極的に発展さ

せています。 

 ⑤ 魅力的な所在地：大学の大部分が，杜の

都とも学都とも言われる快適な都市仙台

の中心部に位置し，便利な都市機能と豊か

な自然環境を兼備する環境にあります。 

東北大学の特徴 

① 創立以来の個性的な伝統：創立後すぐに

「学術研究第一主義」や「門戸開放」，「実

用忘れざるの主義」など現代にも通じる

個性を確立し，時代に応じてその内容を

一層発展させています。 

② 教育環境に恵まれた総合大学：10 学部，

15 研究科，５附置研究所等を擁し，研究

所等のスタッフも教育に参加します(教

員約 2,600 人，学部学生入学定員約 2,400

人)。 

 

③ 研究大学：国際的な研究成果を多数生み

出し，先端的研究と教育を一体的に進め

る大学であり，学生の過半数が卒業後大

学院に進学します。卒業後すぐ職に就く

場合も高度な職業人の道が開かれていま

す。 

 

④ 積極的な地域連携・産学連携：地域や産

業界との間に多様な連携を積極的に発展

させています。 

⑤ 魅力的な所在地：大学の大部分が，杜の

都とも学都とも言われる快適な都市仙台

の中心部に位置し，便利な都市機能と豊

か な 自 然 環 境 を 兼 備 す る 環 境 に あ り ま

す。 

東北大学が志願者に求める学生像 

 東北大学の理念に共感し， 

○ 21 世紀の人間社会の課題に対し研究者と

して真剣に取り組み優れた貢献をしよう

とする志 

あるいは 

○ 豊かな学識とリーダーシップを備える高

度な職業人として社会の発展に優れた貢

献をしようとする志をもち，これを実現す

る強い意志と学問に対するたくましい好

奇心，その基礎となる優れた学力を備えた

学生を求めています。 

東北大学が志願者に求める学生像 

東北大学の理念に共感し， 

○ 21 世紀の人間社会の課題に研究者とし

て優れた知的貢献をしようとする学生 

○ 豊かな学識とリーダーシップを備える

高度な職業人として社会に寄与しようと

する学生 
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計画１－３ ●15「アドミッションセンターを中心に，高校以下の教育の状況，教

育課程の変化等に対応できるように入学者選抜にかかわるデータベースの整備を

進め，選抜方法区分による入学者の状況を平成 17 年度の開始を目標に毎年入学者

の 5％程度について適宜追跡調査し，分析する。」に係る状況 

 

高校以下の教育の状況，教育課程の変化等に対応できるよう，教務情報システム

を入学者選抜データを取り込んだシステムに変更するとともに，大学入試センター

研究開発部の協力を得て，入試の成績と入学後の成績の相関関係等の分析ができる

よう整備した。 

これにより，入学者全員について，入学者選抜方法の区分別に入学後の修学・成

績の状況の追跡調査・分析を平成 17 年度から開始し，入学者選抜方法の検討のみ

ならず，高校以下の教育の状況，教育課程の変化等にも対応できるよう整備した。 

 

資料 教中２－小１－６ 追跡調査報告（目次のみ抜粋） 
平成 17 年度東北大学追跡調査報告書 

１.       はじめに 
２.       経緯 
２.１     業務担当部署の変更 
２.２     総長裁量経費 
２.３     教務情報の利用 
２.４      大学入試センター研究開発部

に対する協力依頼 
２.５      歯学部の協力に基づく基礎研

究 
３.     分析 
３.１      方法 
３.１.１  分析の単位と範囲 
３.１.２  成績の得点化方式 
３.１.３  基準変数 
３.２      結果 
３.２.１  全学の概要 
３.２.１.１   単位未取得者 
３.２.１.２   全学教育科目 
３.２.１.３   専門科目 
４.      まとめ 

平成 18 年度東北大学追跡調査報告書 

１.      はじめに 

２.      方法 

２.１      分析の単位と範囲 

２.２      成績の得点化方式 

２.３      基準変数 

３.    結果 

３.１     全学の概要 

３.１.１ 第 1 セメスターにおける単位未取得

者 

３.１.２ 第 1 セメスターにおける全学教育科

目の分析 

３.１.３ 第 1 セメスターにおける専門科目の

分析 

３.１.４ 第 3 セメスターにおける全学教育科

目の分析 

３.１.５ 第 3 セメスターにおける専門科目の

分析 

３.２     学部別の分析結果 

４.     まとめ 

 

計画１－４ ●16「高校生・予備校生・社会人等に，本学のアドミッション・ポリ

シー，教育研究活動及び社会貢献に関する情報を効果的に伝えるため，広報誌，ホ

ームページ等による広報活動の充実に努める。」に係る状況 

 

本学のアドミッション・ポリシー，教育研究活動及び社会貢献に関する情報を効

果的に伝えるため，高校生・予備校生・社会人等を対象として，以下のとおり，入

試広報誌，ホームページ等による広報活動の充実に努めた。 

(1) 入試広報冊子「東北大学案内」は，本学受験希望者に対し主に各学部の様子

を紹介する内容で編集されていたが，アドミッション・ポリシー，教育研究活動，

社会貢献に関する情報に加え，広く内外の意見を取り入れて紙面を充実させた。

同冊子は，オープンキャンパス，入試説明会，進学説明会等でも活用（平成 19

年度 55,000 部作成）するとともに，電子版を本学のホームページに掲載した。

な お ， 平 成 19 年 度 （ 2007. ５ ～ 2008. ３ ） の 「 入 試 情 報 」

（http://www.tohoku.ac.jp/japanese/nyushi/nyushi1-1.htm）のアクセス件数

は，706,476 である。） 

(2) 主に高校生を対象としたオープンキャンパスでは，広く本学の教育研究活動

を中心に情報を提供できるよう企画内容の充実を図ってきた結果，参加者数が大

幅に増加した。（全学部の延べ人数：平成 15 年度 17,470 名，平成 19 年度 30,332
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名）（資料 教中２－小１－７ オープンキャンパス参加者数の推移） 

(3) 入試説明会，進学説明会等は，開催地域・方法等の見直しを図りつつ，アド

ミッション・ポリシー，入試に関する情報とともに，広く教育研究活動・社会貢

献等に関する情報を提供している。（資料 教中２－小１－３ 平成 19 年度入試

広報活動例 P23） 

 

資料 教中２－小１－７ オープンキャンパス参加者数の推移 

学 部 名 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 

文 学 部 708 1,140 1,510 1,548 1,800 2,050 2,320 2,660 3,650

教 育 学 部 332 667 880 1,040 1,900 1,450 1,525 2,312 4,020

法 学 部 570 770 997 1,283 1,802 1,882 1,940 2,074 2,712

経 済 学 部 217 503 670 952 1,350 1,364 1,090 1,970 3,000

理 学 部 1,385 1,708 1,850 1,894 2,411 2,307 2,450 2,870 3,100

医 学 部 357 599 712 904 1,583 1,990 2,290 3,095 4,104

歯 学 部 61 72 110 130 255 255 351 373 411

薬 学 部 780 909 1,174 1,455 1,871 2,032 1,857 2,194 2,749

工 学 部 1,700 2,600 2,910 3,625 3,710 3,857 4,462 4,739 5,311

農 学 部 220 500 637 608 788 835 882 923 1,275

計(学部 

 のみ) 
6,330 9,468 11,450 13,439 17,470 18,022 19,167 23,210 30,332

前年度比 ‐ +3,138 +1,982 +1,989 +4,031 +552 +1,145 +4,043 +7,122

 

計画１－５ ●17「奨学金制度や外国留学に対する学費援助，諸外国の教育機会の

情報紹介，本学の教育研究の画期的な成果等，本学の特徴を高校生や予備校生等に

周知する。」に係る状況 

 

奨学金制度や外国留学に対する学費援助，諸外国の教育機会の情報紹介，本学の

教育研究の画期的な成果等，本学の特徴を高校生や予備校生等に周知するため，入

試広報冊子「東北大学案内」のページを増やして紙面の充実を図った。 

具体的には，ユニバーシティハウスを含む学寮，学生の経済事情，国際交流協定

校を含む外国の大学等への留学，本学の教育研究の画期的な成果等を加えた。 

また，入試説明会，進学説明会等においても，本学の特徴を高校生や予備校生等 

に周知するよう努めた。（資料 教中２－小１－８ 高校生・予備校生対象各種

入試説明会実施例） 

 

資料 教中２－小１－８ 高校生・予備校生対象各種入試説明会実施例 

(1) 駿台予備校主催「東北大・宮教大・宮城大入試合同説明会」10 月 13 日(土)  

大学・ 

時間 

宮城大 13:40～14:20 宮教大 14:30～15:00 東北大 15:10～16:00

参加者  約 50 名 30 名強 約 80 名 

(2) 代々木ゼミナール主催「入試説明会」12 月１日(土)代々木ゼミナール仙台校 

(3) 学生支援機構主催「私費外国人留学生」説明会 

    東京会場 ７月  １日(日) ブース来談者約 86 名 

 大阪会場 ７月 15 日(日)  ブース来談者約 40 名 

(4) 朝日新聞社主催入試説明会 

       埼玉会場 ７月 14 日（土）11：00～16：00 ブース来談者 58 名 

    横浜会場 ７月 15 日（日）11：00～16：00 ブース来談者 38 名 

    大阪会場 ７月 22 日（日）11：00～16：00 ブース来談者 18 名 
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計画１－６ ●30「「門戸開放」の理念推進に伴う多様な学生の入学に対応するた

め，学生が十分な修学ができない場合には，カウンセリング指導教員による個別指

導を行う。」に係る状況 

 

多様な学生の入学に対応するため，「部局学生支援相談担当者制度」を実施し，学

生相談所と各学部・研究科等が連携し，十分な修学ができていない学生に対する個

別指導の充実化を図っている。（例：経済学部・経済学研究科＝学生相談所との連

携のもとにティーチング・アシスタント（TA）配置の学生相談室設置，理学部・理

学研究科＝学生相談所，保健管理センターと連携して対応に困難を伴う学生への個

別対応）（後掲資料 教中４－小１－１ 履修・進路等に関する相談・助言のため

の指導教員制 P97）（※より適切な中期計画の参考資料とするために後に掲載する

ことと致しました。） 

また，学生相談所は，相談員の資質向上のため「部局学生支援相談担当責任者協

議会」（毎年２回），「カウンセリングの基礎スキル習得のための実技研修(FD)」，「東

北大学における学生相談・学生サービスの展開を考える研究会」を開催している。

（資料 教中２－小１－９ 全学教職員を対象とした研修会等の開催状況） 

 

資料 教中２－小１－９ 全学教職員を対象とした研修会等の開催状況 

（平成 18 年度） 

学生相談・学生サービスの展開を考える

研究会 

第１回（平成 18 年 12 月 11 日） 

東北大学における部局独自の学生支

援の実情 

第２回（平成 19 年１月 18 日） 

学生の『落ち込み』対策と東北大学

のキャリア支援の現状 

部局学生支援相談担当責任者協議会 

第 1 回（平成 18 年７月５日） 

キャンパスにおけるハラスメント問題への対

応① 〜東北大学のハラスメント新体制と相談

担当者の役割〜」 

第２回（平成 18 年７月 21 日）～ワークショップ

～ 

部局学生支援相談担当者へのカウンセリングの基

礎に関する研修会 

カウンセリングの基礎に関する講義と実技 

（平成 19 年３月 13 日） 

 

b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

計画１－１がウエイト付けされている理由は，本小項目としての目標である「門

戸開放の理念に基づき，これまで以上に国の内外から，東北大学で学ぶにふさわし

い資質・意欲を持ち，入学者受け入れ方針に適合する人材を受け入れる」を具現化

するために必須である「多様な媒体を通して本学のアドミッション・ポリシーを周

知するための広報活動体制の整備」を掲げている計画であるためである。 

全学のアドミッション・ポリシー及び各学部のアドミッション・ポリシーは，入

学者選抜方法との整合性を図りつつ見直しが行われ，入学者選抜要項に反映されて

いる。 

入試広報活動は，入試結果等の分析を踏まえて企画され，本学で学ぶにふさわし

い資質と意欲を持ち，アドミッション・ポリシーに適合する人材を受け入れること

ができるよう全学をあげて組織的かつ丁寧に実施されるようになり，そのことは高

等学校の進路指導教諭を対象としたアンケート結果等から，本学への期待と本学が

期待する学生像が十分に周知されており，良い評価を受けていることが分かる。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 
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○小項目２「大学院には，多様な学術領域の知識・経験等を有する学部卒業生・社会

人とともに，グローバルな視点を重視して世界の優秀な人材の受け入れを推進す

る。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画２－１ ●18「国内外から，多様な資質，多様な学習歴を持つ学生を選抜する

ために，博士課程前期２年の課程（修士課程），後期３年の課程（博士課程）の選

抜方法を検討するとともに，合否判定の一層の客観性，公平性の確保できるように，

入学基準を明確にする。」に係る状況 

 

各研究科は，それぞれの特性に応じたアドミッション・ポリシーを定めており，

その趣旨に基づき国内外から多様な資質・学習歴を持つ者の選抜方法を検討し導入

に努めた。（資料 教中２－小２－１ 平成 19 年度大学院入試実施状況） 

その結果，飛び入学・早期卒業制度適用者，社会人，外国人留学生を受け入れる

研究科及びその入学者数は増加傾向にある。 

また，英語のみで授業・研究指導を行う特別コース（理学研究科，工学研究科等）

や，優秀で意欲のある学生の受け入れを目的とした国際高等研究教育院を設置した。 

さらに，入学試験実施要領，合否判定基準等の実態調査を実施し，内容が不十分

な研究科には個別に改善を求め，合否判定の一層の客観性・公平性の確保及び入学

基準の明確化を図るとともに，入試の公平性の確保と入試ミスの防止を目的とした

「申合わせ」を策定した。（資料 教中２－小２－２ 合否判定の一層の客観性，

公平性の確保に関する「申合せ」） 

 

資料 教中２－小２－１ 平成 19 年度大学院入試実施状況 
研究科 選抜の種類 

前期秋期 一般，社:ﾘﾌﾚｯｼｭｺｰｽ 

後期秋期 社:研究者ｺｰｽ 

前期春期 一般，社:ﾘﾌﾚｯｼｭｺｰｽ 
文学研究科 

後期春期 一般，社:研究者ｺｰｽ 

前期 一般(第１期･第２期)，社(第１期･第２期) 
教育学研究科 

後期 一般，社(第１期)(第２期) 

(H18.10)前期  外 

後期 一般，社:法律行政実務，新司法試験合格者対象 

(H19.４)前期 一般，外，社 
法学研究科 
(研究大学院)  

後期 一般，社:専門職業人，新司法試験合格者対象 

法科大学院 一般 

一般，一般(追加募集) 
法学研究科 
(専門職大学院)  公共政策大学院 

社:公共政策関係実務経験者(政策法務教育ｺｰｽ) 
(H18.10)前期 一般，外，社 
後期 一般，社 
会計専門職 一般，職業人 
(H19.４)前期  一般(Ⅰ期)Ⅱ期)，外，社，飛 
後期 一般，社 

経済学研究科 

会計専門職 一般(Ⅰ期･Ⅱ期)，職業人(Ⅰ期･Ⅱ期)，飛 

(H18.10)後期 一般，外，社  

(H19.４)前期 一般，飛，外，自己推薦(地球物理)，２次，(数学) 理学研究科 

後期 一般，社，外 

(H18.10) 医 科 学 (博
士) 

一般，社，飛  

(H19.４ )医 科 学 (修
士) 

一般，飛 

医科学(博士) 一般，社，飛 

障害科学(前期) 一般，飛 

障害科学(後期) 一般 

医学系研究科 

(MD-PhD ｺｰｽ) 学部４，５年次生 

歯科学(修士) 一般，社，外(１次･２次) 
歯学研究科 

歯科学(博士) 一般，社，外(１次･２次) 
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(H18.10)前期 外 

後期 外 

(H19.４)前期 一般，推薦，外 
薬学研究科 

後期 一般，社Ⅰ(研究者)，社Ⅱ(薬剤師)，外 
(H18.10)前期(秋季) 社，外，飛等 
後期(秋季) 一般，社，外 
後期 (留 学 生特 別 ｺｰ
ｽ) 

外 

(H19.４)前期(秋季) 一般，推薦(他大学等，高専専攻科等) 
後期(秋季) 一般，社，外 
前期 飛等，一般(２次)，社，外 

工学研究科 

後期(春季) 一般，社，外 

(H18.10)後期 一般，社 

(H19.４)前期 一般(第１次･第２次)，社(第１次･第２次) 農学研究科 

後期 一般(第１次･第２次)，社(第１次･第２次) 

前期 
一般(秋季･春季)，社(秋季･春季)，外(秋季･春季)，
海外出願(秋季) 国際文化研究科 

後期 一般(秋季･春季)，外(秋季･春季)，海外出願(秋季) 

(H18.10)前期 一般，外，飛等，社 

後期 一般，外，社 

(H19.4)前期(上期) 一般，外，飛，社 

前期(下期) 一般，外，飛，社，推薦(他大学，高専専攻科) 

情報科学研究科 

後期 一般，外，社 

前期 
一般，飛(Ⅰ期･Ⅱ期)，社(Ⅰ期･Ⅱ期)，帰国子女，外
(Ⅰ期･Ⅱ期) 生命科学研究科 

後期 一般，外，社 

(H18.10)前期 飛等，社，外，｢ﾋｭｰﾏﾝ･ｾｷｭﾘﾃｨと環境｣特別ﾌﾟﾛｸ ﾞ ﾗ ﾑ 

後期 
一般，社，外，｢ﾋｭｰﾏﾝ･ｾｷｭﾘﾃｨと環境｣特別ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ(ﾕﾆｯﾄ)

一般，社，外 

(H19.４)前期(秋季)
一般，(推薦)他大学，高専専攻科，(ﾕﾆｯﾄ)一般，外，
社 

後期(秋季) 一般，社，外 

前期(春季) 一般，社，外，飛等 

環境科学研究科 

後期(春季) 一般，社，外 

(H18.10)前期 一般，社，外 

後期 一般，社，外 

(H19.４)前期 一般(第一期･第二期)，社，外，推薦(第一期･第二期)
教育情報学教育
部 

後期 一般，社，外(第一期･第二期) 
（注）略記説明…一般：一般選抜，社：社会人特別選抜，外：外国人特別選抜，飛：飛入学特 
別選抜 
 

資料 教中２－小２－２ 合否判定の一層の客観性，公平性の確保に関する「申合せ」（抜粋） 

各学部編入学試験，大学院研究科入試試験等の実施体制について 

(平成 19 年 11 月 ２日入学試験審議会)

 各学部・研究科等における入学者選抜については，あらかじめ，その適正な実施のための組織，

責任体制等を記載した実施要領（監督要領を含む。）を作成して入試センター長に報告するとと

もに，次の事項を確認して入試ミスの防止を図るものとする。 

Ⅰ 募集要項の作成 

Ⅱ 出願書類受付時の対応 

Ⅲ 試験問題 

 １問題の作成 

(１)試験問題の作成要領を作成し，原稿作成時の注意事項等について周知する｡ 

   ① 試験問題は，｢文部省用字用語例｣を参考に常用漢字及び現代かなづかいを用いて作成す

る｡ 

   ② 作家等の作品を使用する場合は，出題に際しみだりに作品を改変しないこと及び出典（著

作者名，作品名等）を明示する。 

 (２)試験問題の作成は，可能な限り複数の教員により行う｡ 

 ２ 原稿の保管 

(１) 試験問題の原稿は所定の保管庫で保管することが望ましいが，不可能な場合は作題者

が責任をもって保管することとする｡特に，パソコン等のハードディスクを使用した場

合は特に注意すること｡ 

(２) 校正紙は所定の保管庫に保管する｡ 

(３) 保管庫は担当事務責任者が複数で管理する｡ 

３ 問題の点検 
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(１) 問題の校正 

    ① 作題者は解答例を作成し，問題等のﾁｪｯｸを行う｡ 

    ② 試験問題のチェックを作題者以外の教員により行う｡ 

ア 受験生に不公平を生じさせる内容(例:特定の受験者しか知ることのできない過去の

問題を課す等)，社会的差別等の問題及び解答用紙との整合性を含め，問題の内容等に

ついてチェックスする｡ 

イ 図･表，数式，年号，単位の使用方法や表記の仕方，スペルミス及び誤字･脱字等に

ついてチェックする｡ 

    ③ 試験問題･解答用紙の形式･体裁等，事務的な内容は担当事務がチェックする｡ 

    ④ 終校了は当該試験の責任者が行う｡ 

(２) 解答時間及び正解等のチェック 

作題者以外の複数の教員等により，事前に入試問題を解答してもらうなどの方法によ

り解答時間及び正解等についてチェックする｡ 

(３) 問題原稿の各点検者は，学部長･研究科長等に点検結果報告書を提出し，その確認を

受けなければならない｡点検結果報告書の様式は，別記１の点検項目に基づき，別記２

を参照して，各学部･研究科が作成する｡ 

４ 問題の印刷等 

５ 問題の保管 

Ⅳ 試験の実施 

１ 試験を適正かつ円滑に行うため作題者も含めた実施体制を整備する｡ 

  身内に東北大学を受験する者がいる場合は，作題者及び採点者の構成員に含めない｡ 

２ 試験を適正かつ円滑に行うため実施要領及び監督要領を作成し，実施担当者，監督者に説

明会等を実施する｡ 

３ 試験問題の搬送等については，事故防止の観点から複数の教職員で対応する｡ 

４ 作題者は，試験当日の試験開始 30 分前から，各学部･研究科等の試験実施本部において，

問題の再点検を実施する｡ 

Ⅴ 採 点 

 １ 採点のﾁｪｯｸ体制等 

  (１) 採点は，答案紙に記載している受験番号，氏名が見えないように工夫してから行う｡ 

  (２) 採点内容の確認は採点者以外の教員が行う｡     

  (３) 採点結果を採点表に転記する場合は複数の教職員で確認する｡ 

 ２ 採点評価基準 

   採点基準を明確にし，採点の公平性を図る｡ 

 ３ 答案の管理状況 

Ⅵ 合否判定等 

 １ 合否判定    合否判定資料の確認は複数の教職員で行う｡ 

 ２ 合格発表    発表内容の確認は複数の教職員で行う｡ 

Ⅶ 不測の事態への対応について 

 

計画２－２ ●19「志願者，入学者に国内外の他大学出身者が増加していることか

ら，学部専門教育と大学院教育を円滑に接続する教育カリキュラムを検討し，整備

する。」に係る状況 

 

志願者，入学者に国内外の他大学出身者が増加していることから，必要に応じて

実施される学部と大学院合同授業の実施，大学院学生の学部専門教育科目履修の制

度化等により，学部専門教育と大学院教育を円滑に接続するカリキュラムを整備し

た。例えば，法学研究科の研究大学院において，他学部及び外国の大学を卒業した

研究大学院学生に対しては，学部専門教育科目を大学院科目として履修できること

を周知徹底し，特に担当教員が習得すべき科目について細かく指導している。理学

研究科において，他大学からの入学者は自由に学部の講義を聴講できる体制を取っ

ており，一部の専攻では，留学生の学力に応じた特別補修コースを課外授業として

提供している。医学系研究科においても，修士課程において他学部出身者等を対象

として学部の講義を受講できる仕組みとしている。（資料 教中２－小２－３ 研

究科における学部科目等の履修制度例）教育学部では，教育学研究科に新専攻を設

置することに伴い，学部コースを再編し，専門教育科目を大学院との接続を考慮し

た新たな教育カリキュラムに整備した。（資料 教中２－小２－４ 学部と大学院
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を接続するカリキュラムの例） 

このように，ほとんどの大学院研究科において，国内外の他大学や他学部出身者

に対して，学部の授業を自由に聴講できる体制が整備されている。 

 

資料 教中２－小２－３ 研究科における学部科目等の履修制度例 

研究科 履修制度 

文学研究科 学部の授業を自由に履修できる。 

教育学研究科 学部の授業を自由に履修できる。 

法学研究科 学部の授業科目を履修することができる。 

経済学研究科 学部の授業科目を履修することができる。 

理学研究科 学部の授業科目を関連科目として履修することができる。 

医学系研究科 修士課程では他学部出身者等を対象として学部の講義を受講できる。 

歯学研究科 修士課程では学部専門教育科目「歯学概論」を必修としている。 

薬学研究科 学部の授業科目を履修することができる。 

工学研究科 他大学からの入学者は自由に学部の講義を聴講できる 

農学研究科 学部の授業科目を関連科目として履修することができる。 

国際文化研究科 アドバイザーもしくは所属講座の教員の指導・助言を受け履修する。 

情報科学研究科 学部の授業科目を関連科目として履修することができる。 

生命科学研究科 関連科目として指導教員の指示に基づき履修することができる。 

環境科学研究科 学部の授業科目を関連科目として履修することができる。 

教育情報学教育部 学部の授業科目を履修することができる。 

 
資料 教中２－小２－４ 学部と大学院を接続するカリキュラムの例 

（教育学部・教育学研究科）
 

 

 

左記科目に対応する 

学部授業科目 

履修目的，学習効果等 

総合教育科学専攻 

 

教育実践論特論 

Ⅰ 

 

教育実践論講義Ⅰ 

教育の方法・技術 

教育実践論演習Ⅰ 

教育実践論演習Ⅱ 

教授学習科学実験Ⅰ,Ⅱ 

左記の学部授業（教育に関する実践的な知識や理

論が強く求められる）をさらに発展させ，興味を

持つ学生の学習機会を広げる事を目的とする。カ

リキュラム経営論の理論と実際について理解させ

ることにより，教育方法学と教育経営学における

重要課題を認識し教育界のリーダー資質の形成に

資することが出来る。 

 

総合教育科学専攻 

 

心理学研究法特論 

 

 

教授学習科学実験Ⅰ,Ⅱ 

人間発達臨床科学実験 

人間発達臨床科学実習Ⅰ,Ⅱ

 

学部の実験，実習で学んだ心理学研究法の基礎を

さらに発展させ大学院入学後の研究，とりわけ「課

題研究論文」や「修士論文」と接続させることを

目的とする。 

加えて，大学院入学後の研究を見据えながら学部

の卒業研究論文の遂行にも役立つと考えられる。 

教育設計評価専攻 

 

教育測定論 

 

 

心理検査法 

教育統計学 

教育政策科学演習Ⅱ 

教育政策科学実習 

 

実務上必 要 度が高ま っ てきてい る にもかか わら

ず， 

学問分野としてはマイナーであるため，学ぶ機会

が少なく，興味を持つ学生の学習チャンスを広げ

ることを目的とする。学習レディネストしては初

歩的な統計学の素養と各分野の研究法の基礎的素

養があれば十分に理解できる内容である。 

教育・心理などの人間を対象とする分野で，人間

の様々な心理特性を数値に置き換えるための理論

的基礎を体系的に理解させることにより，逆にそ

の限界を知ることができるため学部卒業後の様々

な分野での応用が可能となる。 
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計画２－３ ●20「優秀な外国人学生等の大学院への入学を促進するために，本学

が外国の大学との間で相互に設置しているリエゾンオフィス等を通して，人材確保

のための積極的な広報活動に努める。」に係る状況 

 

平成 18 年度に東北大学米国代表事務所を設置し，留学支援の活動を開始した。次

いで平成 19 年度には北京に中国代表事務所を開設し，中国各地に在住の本学出身

教授をシニアリサーチャーに委嘱し，本学の情報を強力に発信する体制を整備した。

（資料 教中２－小２－５ 「東北大学米国代表事務所ニューヨークオフィス」ニ

ュースから） 

外国向けの入試広報としては，ホームページの英文化の実施，本学概要の英語版，

中国語版及びフランス語版の掲載のほか，全研究科の英文の募集要項の掲載を進め，

国際交流センターの英文ホームページに留学生ガイドブック及びハンドブックを

掲載した。 

また，Annual Review 2006 及び 2007 の英語版の作成，仙台市と本学が費用を負

担して Nature 誌に仙台市と本学の研究・教育活動を紹介する特集を掲載（平成 18

年８月号）とその別刷りを海外協定校や海外からの来訪者に配布した。 

さらに，人材確保のための積極的な広報活動として，平成 19 年度には，オースト

ラリア，アメリカ，中国，台湾，韓国，フランスの留学フェアに参加するとともに，

当該国の関係大学と学生交流推進のための協議を行った。 

 

資料 教中２－小２－５「東北大学米国代表事務所ニューヨークオフィス」ニュースから  
東 北 大 学 米 国 代 表 事 務 所 ニューヨークオフィスオープンハウスならびに同 窓 生 の集 いを開 催  
２００７年 １１月 ５日 （月 ）午 後 ５時 半 から，東 北 大 学 米 国 代 表 事 務 所 ニューヨークオフィスにおいて，オープンハウス
ならびに同 窓 生 の集 いが開 催 されました。 
ニューヨークオフィスは，米 国 代 表 事 務 所 （カリフォルニア州 ロスアルトス市 ）と同 じ２００６年 ５月 に，高 崎 康 裕 特 任
教 授 の経 営 する企 業 オフィス内 に設 置 され，米 国 代 表 事 務 所 と連 携 して活 動 してきました。２００７年 ８月 ，高 崎 特
任 教 授 のオフィスが拡 張 移 転 するのに伴 い，ニューヨーク市 五 番 街 に移 転 しました。 
今 回 のオープンハウスと同 窓 生 の集 いは，世 界 のビジネス・文 化 の中 心 地 であるニューヨーク市 に東 北 大 学 のオフ
ィスが設 置 されたことを，政 財 界 からの来 賓 ならびに地 元 メディア記 者 を招 待 して宣 言 するとともに，ニューヨークな
らびに近 郊 で活 躍 する同 窓 生 ネットワークを構 築 し，今 後 の東 北 大 学 同 窓 会 北 米 支 部 設 立 に向 けた発 起 集 会 と
するために開 催 されました。 
庄 子 哲 雄 東 北 大 学 理 事 の挨 拶 でオープンハウスが開 始 され，櫻 井 本 篤 在 ニューヨーク日 本 国 総 領 事 館 大 使 ，小
寺 次 郎 国 連 日 本 政 府 代 表 をはじめとする来 賓 の方 々からご祝 辞 を頂 きました。また，西 村 俊 彦 米 国 代 表 事 務 所
所 長 代 理 から，２００７年 に創 立 １００周 年 を迎 えた東 北 大 学 の歴 史 と現 在 を紹 介 するプレゼンテーションが，佐 藤
源 之 東 北 アジア研 究 センター教 授 から，電 波 計 測 技 術 を駆 使 した地 雷 探 査 技 術 の研 究 についてプレゼンテーショ
ンがありました。なお，佐 藤 教 授 は，翌 日 に国 連 本 部 において地 雷 探 査 技 術 についての説 明 を行 っています。 
同 窓 生 の集 いでは，参 加 した２１名 の同 窓 生 全 員 から近 況 の報 告 ならびに，今 後 の東 海 岸 地 区 での同 窓 会 運 営
についての話 し合 いが行 われました。最 後 には，全 員 で東 北 大 学 学 生 歌 「青 葉 もゆるこのみちのく」を合 唱 し，学 生
時 代 を懐 かしみました。 

櫻井本篤 在ニューヨーク日本国総領事から祝辞

 

地元メディアの取材に応じる，（左から）西村所長
代理，庄子理事，高崎特任教授  
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同 窓 生 による，東 北 大 学 学 生 歌 「青 葉 もゆるこのみちの

く」の合 唱  

 

5 番 街 からニューヨークオフィスが入 居 するビルを望 む  

 

 
資料 教中２－小２－６ Annual Review2007 

CONTENTS 
  Cover 
01Mission Statement 
  History 
03Aiming to Be a World-Leading University 
  News and Events in FY 2006 
  The Inoue Plan 
05Our Products are the Most Widely Used Drugs in the World 
06Discovering the Mechanism for Reducing Obesity and Diabetes 
07Nano-Machines Help Restore Functions to Part ial  Areas of the Eyes and Brain 
08Eluc idat ing Moments of Insight into Ideas Through Science 
09An UltraHigh-Speed Opt ical Network is the Key to the Future of Information

Communicat ion 
10Eluc idat ing the Mysteries of the Earth 's Interior Under a Microscope 
11A New Creat ion in Educat ion with "Self-Cult ivat ion Seminars" 
12Creat ing a New Direct ion in the Future of Robotics at the Advanced Level of Human

Hapt ic Sensat ion 
13Award Winners for 2006 
15Substant ia l  Education Cont inues in Development 
17A Bright and Active Campus Life with Many Talented Friends 
19Providing Inte l lectual Resources Through University-Industry Cooperation 
21Internat ional Exchange Programs 
23Contribut ing to Society and Promoting a Gender-Equal Society 
25Tohoku University Celebrates Its 100th Anniversary 
26New Campus Plan 
27Divis ional Major Achievements 
29Contacts Location of Tohoku University 
3 0Data and Overview of Tohoku University 

 

計画２－４ ●26「留学生に対する日本語論文の指導，多様なニーズに対応できる

新しい日本語教育プログラムの開発等，留学生の日本語教育の充実を図るとともに，

英語による試験・授業・研究指導の拡大を図る。」に係る状況 

 

留学生に対する日本語論文の指導，多様なニーズに対応できる新しい日本語教育

プログラムの開発等，留学生の日本語教育の充実を図るため，高等教育開発推進セ

ンターの外国人留学生特別課程においては，外国人留学生が日本語による論文作成

及び研究発表ができるようにするための授業科目を開講した。また，留学生向けに

Web を利用した日本語教育（e-learning)も開始している。 

各研究科では，必要に応じて英語による試験・授業の実施及び英語による研究指導・

論文作成が行われている。（資料 教中２－小２－８ 専門分野の英語指導・英語に

よる教育・研究指導コースの例 P28） 
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資料 教中２－小２－７ 留学生に対する日本語論文の指導等の例 

経済学部・経済学研究科 

・留学生チューター制度の運用とチューターの研修を実施，留学生向

けの図書コーナー「ミニ図書館」の充実，留学生を含む学生の相談，

留学生就職支援のための「個別相談タイム」の設置，他大学との交

流機会の拡充 

・国際交流協働プロジェクトから発足した多文化・多言語交流サーク

ル継続し，学内外の留学生支援組織と連携を取り包括的な留学生支

援を実施 

・外国人留学生・日本人学生共修の英語による授業を実施 

理学研究科 
・英語のみにより教育・研究指導を行う「先端理学国際コース」（IGPAS)

を開設した。 

工学研究科 

情報科学研究科 

環境科学研究科 

・「外国人留学生特別コース」を開設 

情報科学研究科 

・学生による授業評価をもとに，これまでの「英語による授業」のよ

り一層の充実化を図るなど，留学生等への英語による教育の充実を図

った。 

 

計画２－５ ●27「必要に応じて，専門分野の英語指導を行うとともに，英語によ

る講義のみで大学院修了に必要な単位を確保できる制度を整備する。」に係る状況 

 

 各学部では，必要に応じて「科学英語」，「工学英語」といった専門科目を開講す

るとともに，英語のみによる授業を実施した。また，英語による教育・研究指導の

みで大学院修了に必要な単位を確保できるコースを整備した。 

 

資料 教中２－小２－８ 専門分野の英語指導・英語による教育・研究指導コースの例 

理学研究科 英語により修学する「先端理学国際コース」（IGPAS)を開設 

環境科学研究科 

医学系研究科 

農学研究科 

国際文化研究科 

連携して，英語により修学するコース「ヒューマン・セキュリテ

ィー連携国際教育プログラム」を開設 

国際文化研究科 
高度な英語能力を育成するため「研究のための英語スキル」を開

設 

文学研究科 英語指導の強化を図るため「英語研究論文作成法」を開設 

農学研究科 
大学院の専門分野の英語教育強化を図るため，ネイティブスピー

カーによる実践科学英語（２単位）を開設 

工学研究科 

情報科学研究科 

環境科学研究科 

連携して「外国人留学生特別コース」の設置 

 

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

 各研究科は，それぞれの特性に応じたアドミッション・ポリシーを定め，その趣

旨に基づく入学者選抜を実施し，国内外から多様な学術領域の知識・経験を有する

者の受け入れを積極的に実施している。 

また，英語のみの授業や研究指導で終了できるコースの設置，優秀で意欲ある学

生の受け入れを目的とした国際高等研究教育院の設置など，多様な人材の受け入れ

態勢と教育の充実を図っている。 

海外に対する入試広報活動は，英文ホームページや英文広報誌，本学の海外代表

事務所，海外協定校における活動などを通じて行われ，優秀な外国人学生の受け入

れに結びついている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 
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○小項目３「入口（高校と大学，学部と大学院の接続）と出口（大学と社会，学部と

大学院の接続）を結ぶ適切なカリキュラムを編成する。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画３－１ ●13「近年の高校教育の変化，入学者の多様化に対応できるように，

全学部の入学基準，卒業基準，教育カリキュラムの見直しを図る。」に係る状況 

 

近年の高校教育の変化，入学者の多様化に対応できるようにするため，全学教育

科目の新カリキュラム点検・改善検討ワーキング・グループが設置され，その報告

に基づき編成（実施例：高等学校の新たな必修科目「情報」履修者に対応した新た

な授業内容の「情報基礎Ａ・Ｂ」の開設，社会的に話題となっているテーマを比較

的短期間で組み替えて開講するカレントトピックス科目のうち，ジェンダー論，現

代学問論，学生生活概論を基幹科目や展開科目に組み入れて恒常的に開講するとと

もに，「生命と自然」を基幹科目とし，新たに「文科系のための自然科学総合実験」

を平成 19 年度から開講）された新しい教育カリキュラムによる授業は，平成 18 年

度から実施されている。 

併せて，高校と大学の関係者が一堂に会して，高校と大学の教育接続の問題につ

いて積極的に意見交換する「東北大学高等教育フォーラム」は，平成 16 年度から

これまでに４回開催したほか，全学教育における数学の学力調査の継続実施による

基礎学力の変化の定量的追跡，高校での履修・未履修の対応策を検討する履修問題

に関する検討ワーキング・グループ及び在学中に身に付ける英語力を検討するため

の英語教育に関する検討ワーキング・グループを設置し，教育カリキュラムの見直

しを図っている。（資料 教中２－小３－１ 新カリキュラム点検・改善検討ワー

キング・グループ報告） 

また，各学部では必要に応じて高等学校の新カリキュラムに対応して検討委員会

を設置して授業内容を見直し，履修指導の徹底，補習授業等を実施した。 

本学の入学者選抜においては，一般選抜はもとより AO 入試においても基礎学力を

重視しているが，選抜の種類による入学基準の差異を調査するため，入学後の履

修・修学状況の追跡調査を継続実施している。 

卒業要件については学部規程で定められ，卒業判定は厳格に適用されているが，

卒業基準の実態を検討するため，卒業時の４年次学生を対象とした教育の成果等に

関する調査を実施し，その結果を踏まえ，履修指導・助言体制の強化を図った。（東

北大学の卒業生評価に関する調査報告書 2006.12） 

 

資料 教中２－小３－１ 新カリキュラム点検・改善検討ワーキング・グループ報告（抜粋） 

Ⅰ カリキュラム関係 

１ 科目区分の検討 

(1) 科目区分の整理 

   「全学教育改革検討委員会報告」に，カレントトピックス科目は「本学の総合大学とし

ての特質を生かして，社会的に話題になっている主題について掘り下げて扱う科目であり，

比較的短い期間(１年，場合によっては２年)で組み替えて開講する。この中に本学教官の

申し出による自発的な科目を含むものとする」と示されている。 

カレントトピックス科目として，平成 15 年度から「ジェンダー論」，「学生生活概論」

及び「現代数学講義Ａ～Ｃ」が，平成 16 年度からは「大学生のための情報検索術」が開

講されたが，次のように科目区分の整理を行う。 

① 「ジェンダー論」は，基幹科目類に移行し，基幹科目類を別紙１「全学教育科目基幹

科目類科目編成表」に示すように改める。なお，授業題目は同表の例に示すように具体

的な名称を用いる。 

② 「現代学問論」は，展開科目(総合科学)類に移行し，展開科目(総合科学)類を別紙２

「全学教育科目展開科目(総合科学)類科目編成表」に示すように改める。 

③ 「学生生活概論」は総合科学・総合科目群に移行し，教員の申し出による自発的な授
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業科目とする。 

④ 「日本事情Ａ～Ｊ」は基幹科目類に取り込み，例えば別紙１「全学教育科目基幹科

目類科目編成表」の「授業内容の例」の丸印を付した授業などで開講する。 

⑤ 「現代数学講義Ａ～Ｃ」は，総合科学・カレントトピックス科目群から除く。ただし，

総合科学・総合科目群のあり方については，例えば他部局からの教員を３分の１程度入

れるなどの実施方法も含めて，引き続き検討する。 

 

計画３－２ ●19「志願者，入学者に国内外の他大学出身者が増加していることか

ら，学部専門教育と大学院教育を円滑に接続する教育カリキュラムを検討し，整備

する。」に係る状況 

 

志願者，入学者に国内外の他大学出身者が増加していることから，必要に応じて

実施される学部と大学院合同授業の実施，大学院学生の学部専門教育科目履修の制

度化等により，学部専門教育と大学院教育を円滑に接続するカリキュラムを整備し

た。例えば，法学研究科の研究大学院において，他学部及び外国の大学を卒業した

研究大学院学生に対しては，学部専門教育科目を大学院科目として履修できること

を周知徹底し，特に担当教員が習得すべき科目について細かく指導している。理学

研究科において，他大学からの入学者は自由に学部の講義を聴講できる体制を取っ

ており，一部の専攻では，留学生の学力に応じた特別補修コースを課外授業として

提供している。医学系研究科においても，修士課程において他学部出身者等を対象

として学部の講義を受講できる仕組みとしている。（前掲資料 教中２－小２－３ 

研究科における学部科目等の履修制度例 P33）教育学部では，教育学研究科に新専

攻を設置することに伴い，学部コースを再編し，専門教育科目を大学院との接続を

考慮した新たな教育カリキュラムに整備した。（前掲資料 教中２－小２－４ 学

部と大学院を接続するカリキュラムの例 P33） 

このように，ほとんどの大学院研究科において，国内外の他大学や他学部出身者

に対して，学部の授業を自由に聴講できる体制が整備されている。 

  

計画３－３ ●22「学問的・社会的な必要性や時代のニーズを踏まえ，高校教育・

学部専門教育及び大学院教育との連携を考慮し，理工系・生命科学系・人文社会科

学系の学生に共通で必須な基盤科目を充実する。」に係る状況 

 

学問的・社会的な必要性や時代のニーズを踏まえ，高校教育・学部専門教育及び

大学院教育との連携を考慮し，理工系・生命科学系・人文社会科学系の学生に共通

で必須な基盤科目を充実するため，全学教育科目の「新カリキュラム点検・改善に

関する報告」に基づき，全学教育における基幹科目の区分等を整備・拡充して，平

成 18 年度から新たな教育カリキュラムを実施した。（資料 教中２－小３－２（１） 

平成 18 年度全学教育科目改正 対照表） 

具体的には，社会的に話題となっているテーマを比較的短期間で組み替えて開講

するカレントトピックス科目のうち，ジェンダー論，現代学問論，学生生活概論を

基幹科目や展開科目に組み入れて恒常的に開講するとともに，「生命と自然」を基

幹科目とし，新たに「文科系のための自然科学総合実験」を平成 19 年度から開講

した。（資料 教中２―小３－２（２）平成 19 年度全学教育科目基幹科目科目名） 

 



東北大学 教育 中項目２ 

資料 教中２－小３－２（１） 平成 18 年度全学教育科目改正 対照表 
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資料 教中２－小３－２（２）平成 19 年度全学教育科目基幹科目科目名 

群 授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目 開講クラス 群 授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目 開講クラス

思想と倫理の世界 ２ ２ ｢心｣の思想史 医保歯薬工 芸術の世界 ２ ２ 演劇の魅力 文系 理農

（Ｗｏｒｌｄ ｏｆ Ｔｈｏｕｇｈｔｓ 西洋哲学史 医保歯薬工 （Ｗｏｒｌｄ ｏｆ Ｆｉｎｅ Ａｒｔｓ） ルネサンスの美術 文系 理農

ａｎｄ Ｅｔｈｉｃｓ）
西洋哲学史 文系 理農

西洋音楽の歴史的推移と音楽
表現の変遷

文系 理農

孔子と儒教 文系 理農 日本近代洋画史 文系 理農

｢心｣の思想史 理医保歯薬工 藝術哲学入門 文系 理農

諸子百家の思想 経医保歯薬工農 演劇の魅力 経医保歯薬工農

文学の世界 ２ ２ 『南総里見八犬伝』の世界 文系 理農 芸術の世界 経医保歯薬工農

（Ｗｏｒｌｄ ｏｆ Ｌｉｔｅｒａｔｕｒｅ）
中国文学史 文系 理農

西洋音楽の歴史的推移と音楽
表現の変遷

経医保歯薬工農

『南総里見八犬伝』の世界 医保歯薬工 人間と文化 ２ ２ ペルシャ語からイラン文化へ 文系 理農

『南総里見八犬伝』の世界 文系 理農 （Ｐｅｏｐｌｅ ａｎｄ Ｃｕｌｔｕｒｅ） メディア論 文系 理農

江戸語の世界 文系 理農 ペルシャ語からイラン文化へ 医保歯薬工

『南総里見八犬伝』の世界 経医保歯薬工農 国際スポーツマネージメント論 医歯薬工

19世紀フランス小説へのいざない 経医保歯薬工農 中東の宗教文化 文系 理農

言語表現の世界
２ ２

社会科学レポート作成法－｢知
的生産｣の基礎技術－

文系 理農 グローバル化と大学の現在 文系 理農

（Ｗｏｒｌｄ ｏｆ Ｅｘｐｒｅｓｓｉｏｎ）
言語と心：心理言語学概論 文系 理農 国際スポーツマネージメント論

医歯薬工
(1-5,15-16組)

日本語を鍛える 文系 理農

言語と心：心理言語学概論 医保歯薬工

外国人に教えるための日本語
文法

文系 理農

世界の書記体系 文系 理農

世界の書記体系 経医保歯薬工農

コミュニケーション＆プレゼ
ンテーション

経医保歯薬工農

コミュニケーション＆プレゼ
ンテーション

医歯薬工
(1-5,15-16組)

音声とコミュニケーション
医歯薬工
(1-5,15-16組)

人
間
論

人
間
論

 

 

 

群 授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目 開講クラス 群 授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目 開講クラス

歴史と人間社会 ２ ２ アジアの経済発展と社会 文系 理農 法･政治と社会 ２ ２ 冤罪はなぜ生じるのか 文系 理農

（Ｈｉｓｔｏｒｙ ａｎｄ
Ｈｕｍａｎ Ｓｏｃｉｅｔｙ）

（近代ヨーロッパ史 入門編）
ナポレオンとその一族をとお
してみるフランス近代史
(1789-1848)

文系 理農
（Ｌａｗ， Ｐｏｌｉｔｉｃｓ ａｎｄ

Ｓｏｃｉｅｔｙ）

法と政治の関係と私たちの人
間関係

文系 理農

江戸時代の日本 文系 理農
理系のための実践法学･政治
学･ビジネス入門

医歯薬工

近代初期ヨーロッパにおける
大国の興亡

医保歯薬工 冤罪はなぜ生じるのか 医保歯薬工

戦後経済と日本社会の変貌－戦後
改革からバブル崩壊まで－

文系 理農 社会の構造 ２ ２ イスラム世界の都市社会 文系 理農

メイキング･オブ･チンギスハ
ン６

文系 理農
（Study of Society） 社会･人文科学のデータ分析･

統計分析初歩
文系 理農

近代初期ヨーロッパにおける
大国の興亡

文系 理農 社会学の歩みと現代の歩み 文系 理農

（近代ヨーロッパ史 入門編）
ナポレオンとその一族をとお
してみるフランス近代史
(1789-1848)

文系 理農 近代社会の構造と社会思想 経医保歯薬工農

中国に近代科学文明が発生し
なかったのはなぜか

理医保歯薬工
ジェンダーと人間社会

２ ２ 日本語におけるジェンダー 文系 理農

日仏比較史入門 理医保歯薬工 （Ｇｅｎｄｅｒ ａｎｄ 日本語におけるジェンダー 文系 理農

経済と社会 ２ ２ マクロ経済分析入門 文系 理農 Ｈｕｍａｎ Ｓｏｃｉｅｔｙ） ジェンダーと人間社会 経医保歯薬工農

（Ｅｃｏｎｏｍｙ ａｎｄ 国際経済と国民経済 医歯薬工

Ｓｏｃｉｅｔｙ） ドイツ資本主義と農業の歴史
的展開

医歯薬工

マクロ経済分析入門 医保歯薬工

国際経済と国民経済 医保歯薬工

ドイツ資本主義と農業の歴史
的展開

文系 理農

国際経済と国民経済 文系 理農

開発経済論 経医保歯薬工農

社
会
論

社
会
論
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群 授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目 開講クラス 群 授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目 開講クラス

自然界の構造 ２ ２ 流れの科学 医歯薬工 自然と環境 ２ ２ アジアの環境問題と資源循環 文系 理農

（Ｓｔｕｄｙ ｏｆ Ｎａｔｕｒｅ） 人間の鉄と環境 医歯薬工 （Ｎａｔｕｒｅ ａｎｄ 農業問題と環境問題 文系 理農

自然界の構造 医保歯薬工 Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ） 地球環境の科学 理医保歯薬工

自然界の構造 理医保歯薬工 環境外交における科学と政治 理医保歯薬工

自然界における生態系の成り
立ちと物質循環

経医保歯薬工農
科学と情報

２ ２ 芸術と認知Ⅱ 文系 理農

科学技術とエネルギー
２ ２ アジアの環境エネルギー問題 文系 理農 （Ｓｃｉｅｎｃｅ ａｎｄ

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）

｢科学｣と｢情報｣の発展と現代
的意味、そして二つの関係

文系 理農

（Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ ものづくりの科学と工学 文系 理農 考古学でとく『科学』以前の科学 文系 理農
ａｎｄ Ｅｎｅｒｇｙ） ものづくりの科学と工学 経医保歯薬工農 科学技術の哲学と倫理 文系 理農

生命と自然

２ ２ ヒト・人を知る 文系 理農
情報工学・認知科学から見た
日本語

文系 理農

（Ｌｉｆｅ ａｎｄ Ｎａｔｕｒｅ） 生命体の基本単位としての細
胞機能－その普遍性と多様性
について－

文系 理農 芸術と認知Ⅱ
医歯薬工
(1-5,15-16組)

生命のしくみ 文系 理農
人間にとっての情報･科学とい
う営み

経医保歯薬工農

口腔の生命科学と歯科医学
医歯薬工
(1-5,15-16組)

自
然
論

自
然
論

 

計画３－４ ●31「学科・学部の枠を超えた聴講と単位互換等の教育課程の柔軟性

を高めるとともに，意欲のある学生には弾力的に大学院修士課程の授業を聴講させ，

単位認定できるようなシステムを整備する。」に係る状況 

 

学科・学部の枠を超えた聴講と単位互換等の教育課程の柔軟性を高めるため，他

学部聴講など学部の枠を超えた授業科目の履修ができるよう制度を策定したほか，

必要がある学部においては，他学部等で履修した授業科目の単位を関連科目として

卒業要件単位に認定する制度を新たに策定した。 

また，意欲のある学部学生には弾力的に修士課程の授業の聴講を認め，単位を認

定するシステムを平成 19 年度に整備した。これは学部学生に修士課程の授業科目

を先行履修させ，試験に合格した授業科目については，当該学生が当該修士課程に

入学後，既修得単位として認定できるようにしたものである。（資料 教中２－小

３－３ 本学学部学生の大学院授業科目の先行履修に関する申合せ） 

 

   資料 教中２－小３－３ 本学学部学生の大学院授業科目の先行履修に関する申合せ 

 東北大学(以下｢本学｣という｡)の学部に在籍する学生に，東北大学大学院(以下｢本大学院｣とい

う｡)の研究科又は教育部(以下｢研究科等｣という｡)の授業科目を先行して履修させる場合の取

扱いについて，次のとおり申し合わせる｡ 

(先行履修) 

１ 研究科等は，本学の学部に在籍する学生であって，本大学院への入学を希望する者のうち，

あらかじめ本大学院の研究科等の授業科目を履修させることが教育研究上有益であると認め

る者については，当該研究科等の授業科目を先行して履修すること(以下｢先行履修｣という｡)

を認めることができる｡ 

 (資格) 

２ 先行履修をすることができる者は，本大学院の研究科等への入学を希望する本学の学部４

年次学生(医学部医学科及び歯学部にあっては，学部６年次学生｡以下同じ｡)のうち，先行履

修をさせることが教育研究上有益であると当該研究科等において認める者とする｡ 

 (履修範囲) 

３ 先行履修をすることができる授業科目の範囲は，本大学院の研究科等の修士課程，博士課

程前期２年の課程，医学履修課程及び歯学履修課程における授業科目のうちから，研究科等

が定めるものとする｡この場合において，研究科等は，当該学生の大学院入学後の履修を含め，

系統的及び段階的な学修が可能となるよう配慮するものとする｡ 

 (履修の許可) 

４ 学生が先行履修をしようとするときは，在籍する学部の学部長の許可を得た上，当該研究

科等の定めるところにより，所定の手続を経て，その許可を受けなければならない｡ 

 (学生の身分) 

５  ４により先行履修を許可された者は，先行履修学生として授業科目を履修するものとす

る｡ 
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 (試験，成績評価及び単位認定) 

６ 研究科等は，５により先行履修学生として授業科目を履修した者に対し試験を行い，これ

に合格した者に所定の単位を与えるものとする｡この場合において，成績の評価は，本大学院

の学生と同様にこれを行う｡ 

 (単位の取扱い) 

７ ６により先行履修学生が履修した授業科目について修得した単位は，当該先行履修学生が

授業科目を履修した研究科等に入学した場合に限り，東北大学大学院通則(昭和 28 年 11 月

16 日制定)第 16 条の２第１項の規定により，当該研究科等において修得した単位とみなす｡

(単位認定の範囲) 

８ 学部は，先行履修学生が履修した研究科等の授業科目について，これを学部の単位として

認定することはできない｡ 

(その他) 

９ １から８までに申し合わせるもののほか，先行履修に関し必要な事項については，研究科

等の定めるところによる｡ 

 (適用) 

10 この申合せは，平成 20 年度に本学の学部に在籍する学部４年次学生から適用する｡ 

 (疑義等が生じた場合の取扱い) 

11 この申合せの解釈に疑義が生じた場合又はこの申合せに改正の必要が生じた場合であって，

その内容が軽微なものであるときは，学務審議会の議により決定するものとする｡ 

 

b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  

高校と大学の接続については，全学教育科目の「新カリキュラム点検・改善検討

ワーキング・グループ」の報告に基づき，平成 18 年度から新しい教育カリキュラ

ムが実施されている。また，高校と大学の教育接続をテーマとする「東北大学高等

教育フォーラム」の開催，数学の学力調査の継続実施による基礎学力の変化の定量

的追跡などの組織的取組が行われ，その成果はカリキュラムに反映されている。 

学部と大学院については，必要に応じて実施される学部と大学院合同授業の実施，

学部学生の修士課程授業科目の先行履修，大学院学生の学部専門教育科目の履修，

さらに学部における成績優秀者については履修単位の上限設定を解除して「早期卒

業制度」により早期に大学院に入学させる制度等を整備し，その円滑な接続を図っ

ている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目４「学士課程全学教育では，全人的な教養及び各分野に必須な基礎知識を身

に付けるとともに，学生自身が主体的に専門性の向上に取り組めるように指導す

る。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画４－１ ●23「多様な学術領域を網羅する豊富な視野を修得させるため，全学

教育審議会が責任を持ってカリキュラム編成を行う。」に係る状況 

 

全学教育審議会を改組整備して設置した学務審議会（構成員は各学部のカリキュ

ラムに責任を持つ教務委員会委員長等）は，全学教育科目の基幹科目区分等の見直

し，多様な学術領域を網羅する豊富な視野の修得，新しい高校教育の対応等からな

る「新カリキュラム点検・改善検討ワーキング・グループ」の報告について審議・

承認し，平成 18 年度からこれに基づく授業を開始している。 

学務審議会の責任の下に，全学教育科目として新たに「文科系のための自然科学

総合実験」を平成 19 年度から開講し，その後も「英語教育の見直しに関する検討

ワーキング・グループ」及び「全学教育科目と学部専門教育科目の履修のあり方に

関する検討ワーキング・グループ」を設置するなど，全学教育科目の一層の充実を
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図るための整備・検討が進められている。 

 

資料 教中２－小４－１ 全学学務審議会のワーキング・グループの設置例 

（一部抜粋） 

全学教育科目と学部専門教育科目の履修のあり方に関する検討ワーキング・グループ報告 

（平成 19 年 12 月 25 日）

１．設置の目的 

  本「全学教育科目と学部専門教育科目の履修のあり方に関する検討ワーキング・グループ」

は，平成 19 年７月２日開催の学務審議会において，学務審議会委員長のもとに設置された。

全学教育と学部専門教育の橋渡しについて，専門の活かし方や連続性などの観点から現在

の問題点を洗い出し，うまく橋渡しができるようなシステムを提案することを目的とする。

 

計画４－２ ●21「実践的外国語教育，情報技術を効果的に活用する能力向上に対

応できるカリキュラムを編成する。」に係る状況 

 

全学教育科目の初修外国語については，ネイティブ教員と日本人教員を組み合わ

せた授業を多数取入れ，英語についても可能な範囲でネイティブ教員を活用した時

間割を編成している。外国語教育については，自学自習により実践的能力を身に付

けさせるため CALL システムを設置し，多くの授業で活用されているほか，同シス

テムは授業時間以外，自学自習のために開放されている。（資料 教中２－小４－

２（１）全学教育科目 実践英語） 

情報の授業については，全学教育科目の情報基礎をレベルに合わせて２種類の授

業から選択できるようにしており，必要とする学部・学科においては分野別に独自

の専門教育科目を開設し実践的活用技術を身に付けさせるための授業を実施して

いる。（資料 教中２－小４－２（２）全学教育科目 情報処理） 

なお，情報関係機器類の使用は，自学自習を含めて学生は十分に利用できる状況

にあり，プログラミング等に関する自学自習時の質問についてもティーチング・ア

シスタント（TA）による支援者を配置しており，活用できるよう配慮している。 
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資料 教中２－小４－２（１）全学教育科目 実践英語（抜粋） 

    

 

授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目
セメス
ター

授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目
セメス
ター

実践英語ⅠＡ ２ 1 Aspects of British Culture Ⅰ ３ 基礎ドイツ語Ⅰ ４ ２ ドイツ語文法（Ｂコース） １
（Ｅｎｇｌｉｓｈ ｉｎ

 Ｐｒａｃｔｉｃｅ Ⅰ
Exposure to Multimedia and
open source software

３
（Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ ｔｏ

ドイツ語・ドイツ文法入門（Ｂコース） １

Practical English ⅠA ３
Ｇｅｒｍａｎ Ⅰ）

ドイツ語入門Ⅰ（Ｃコース） １

実践英語ⅠＡ ３ ドイツ語入門Ⅰ（Ｂコース） １
実践英語ⅠＡ ３ ドイツ語・ドイツ文化入門（Ａコース） １
英語実践演習－英語音声学の
基礎とリスニング

３
ドイツ語初級（Ｃコース/コミュニ
ケーション）

１

英語実践演習 ３ ドイツ語入門 １

英語実践演習 ３
ドイツ語初級（Ａコース：ドイツ文
化入門）

１

実践英語ⅠＡ ３ ドイツ語入門（Ｂコース） １
Skills Building for the English
Internet

３ ドイツ語・ドイツ文法入門（Ｂコース） １

Exposure to Multimedia and
open source software

３ ドイツ語初級（Ａコース） １

"Planning Your Trip Abroad-in
English!!"

３
ドイツ語初級Ⅰ（Ｃコース/コミュ
ニケーション）

１

聴解力養成を中心とした英語総
合演習

３ 基礎ドイツ語e-Learning（Ｃコース） １

英語実践演習－相互作用英語 ３ ドイツ語の基礎的運用能力の開発 １
英語実践演習 ３ ドイツ語・ドイツ文化入門 １
英語実践演習－人気テレビドラ
マから習得するナマの英語

３ ドイツ語入門Ⅰ（Ｂコース） １

英語実践演習－リスニング＆
ディクテイション

３ ドイツ語初級（Ａコース） １

Practical English ⅠA ３ ドイツ語入門 １
"Planning Your Trip Abroad-in
English!!"

３ ドイツ語入門 １

Practical English for
International Communication

３ 基礎ドイツ語e-Learning（Ｃコース） １

英語実践演習－海外で｢使える」
英語を身に付けよう－

３
ドイツ語初級Ⅰ（Ｃコース/コミュ
ニケーション）

１

英語実践演習－人気テレビドラ
マから習得するナマの英語

３ ドイツ語初級（Ｃコース） １

英語実践演習 ３ ドイツ語の基礎的運用能力の開発 １

実践英語ⅠＡ ３ 基礎ドイツ語Ⅰ １

英語実践演習 ３ ドイツ語入門 １

英語実践演習 ３ ドイツ語の基礎的運用能力の開発 １

英語実践演習 ３
ドイツ語・ドイツ語コミュニケーショ
ン（Ｃコース）

１

英語実践演習 ライティングスキ
ルの養成

３ 基礎ドイツ語e-Learning（Ｃコース） １

英語実践演習 ３ ドイツ語入門Ⅰ（Ｃコース） １
ドイツ語初級（Ｂコース） １
ドイツ語入門 １

ドイツ語入門Ⅰ（Ｃコース：コミュ
ニケーション）

１

群

外
国
語

初
修
語

（
ド
イ
ツ
語

）

群

外
国
語

英
語

資料 教中２－小４－２（２） 

全学教育科目 情報処理（抜粋）  
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授業科目名
週授
業時
間数

単
位

授業題目
セメス
ター

曜日
講時

開講クラス

２ ２ 情報科学と情報処理の教養と実践 １ 月２ 文(1-２組)

情報科学と情報処理の教養と実践 １ 火１ 文(３組) 文系

情報基礎Ａ １ 木３ 法
情報基礎Ａ １ 水２ 経(１-３組)
情報基礎Ａ １ 木１ 経(４-６組)
情報基礎Ａ １ 水４ 理(６組)農(１-２組)

情報基礎Ａ １ 木２ 医歯
情報基礎Ａ １ 木２ 保
情報基礎Ａ １ 水４ 薬農(３組)理系

２ ２ 情報基礎Ｂ １ 火１ 理(１-２組)
情報処理・情報活用・情報倫
理の基礎

１ 金１ 理(３-４組)

情報基礎Ｂ １ 金１ 理(５-６組)医薬
情報基礎Ｂ １ 金３ 工(１-２組,３組半分)

情報基礎Ｂ １ 金３ 工(３組半分,４-５組)

情報基礎Ｂ １ 木４ 工(６-７組,８組半分)

情報基礎Ｂ １ 木４ 工(８組半分,９-１０組)

情報基礎Ｂ １ 火２ 工(11-12組)
情報基礎Ｂ １ 火２ 工(13-14組)
情報基礎Ｂ １ 金2 工(15-16組)

群

情報基礎Ａ
（Ａｎ Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ
 ｔｏ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ
 Ｓｃｉｅｎｃｅ Ａ）

情報基礎Ｂ
（Ａｎ Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ
 ｔｏ  Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ
 Ｓｃｉｅｎｃｅ Ｂ）

情
報
科
目
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計 画 ４ － ３  ● 24「 実 践 的 外 国 語 教 育 は ， CALL(Computer Assisted Language 

Learning)システムの活用を図り，TOEFL，TOEIC 等の国際的に通用する評価基準を

重視するとともに，必要に応じて実践英語教育をアウトソーシングすることを検討

する。」に係る状況 

         

 実践的外国語教育を目的とし，CALL システムの活用を図る授業科目「実践英語

Ⅱ」を，文科系学部学生向けに開設した。実践英語Ⅱは，TOEFL，TOEIC 等の国際的

に通用する外部検定試験で単位を認定するもので，文科系学部は必修に指定してい

る。 

また，英語スキルの向上を目的とした課外授業「プラクティカル・イングリッシ

ュコース」は，学外の教育機関にアウトソーシングして開設したものであるが，予

想以上の受講希望者がある。（資料 教中２－小４－３ 「プラクティカル・イン

グリッシュコース」平成 19 年度募集案内） 

なお，TOEFL，TOEIC 等の外国語技能検定試験のスコアーで所定の得点を得た理科

系学部の学生には，大学以外における学修として単位を認定しており，自発的に学

ぼうとする学生に良い効果を与えている。（資料 教中２－小４－４ 外国語技能

検定試験等による単位認定制度） 

 

資料 教中２－小４－３ 「プラクティカル・イングリッシュコース」平成 19 年度募集案内 

（抜粋） 

１ 趣旨 

  本コースは，「学部生コース」「大学院生コース」の２つのコースを設け，会話によりレベ

ルをチェックし，各コースを 2 つのクラスに分け，受講者に合ったレベルで実践的な英語力

を養成できるカリキュラム編成になっています。英語により自分の意見を相手に伝える能力

や学会等で世界的な研究者との意見交換ができるような能力を身につけることを目的として

います。 

２ カリキュラム概要 

本コースは，ディスカッション・ショートプレゼンテーション中心のアウトプット主体の

講義方式で行います。講義では，課題（英字新聞等の記事）をあらかじめ読んでおき，課題

について英語でディスカッションをしたり，講義の 終回では，発表会を行い，パワーポイ

ントを使ってプレゼンテーションをします。 

資料 教中２－小４－４ 外国語技能検定試験等による単位認定制度（抜粋） 

１．学部通則第 26 条の６及び第 26 条の７の規定により，文部科学大臣が別に定める学修で，

いわゆる外国語技能検定試験等により，所定の得点等を得た場合で，教育上有益であると各

学部において認めるものは，各学部規程の定めるところにより，本学における授業科目の履

修とみなし単位を与えることがある。 

２．単位認定を行う学部は，次のとおりとする。 

  理学部，医学部，歯学部，薬学部，工学部及び農学部 

３．単位認定の対象とする外国語科目は，次のとおりとする。 

  英語，ドイツ語及びフランス語 

４．単位認定の対象とする外国語技能検定試験等の種類，認定基準及び単位数は，次のとおり

とする。 

  なお，認定単位数は，各外国語科目とも４単位を上限とする。 

 

計画４－４ ●25「短期留学生と日本人学部学生の英語による合同授業の実施や，

長期留学生と日本人学生の共通授業の充実を図る。」に係る状況 

 

短期留学生と日本人学部学生の英語による合同授業の実施を促進させるため，外国

人留学生と日本人学生との共修授業科目を拡充させたほか，全学的な取り組みとし

て，国際交流企画室に国際研究者交流・学生交流等ワーキング・グループを設置し，

実施している学部（法学部，理学部，工学部）の実例を踏まえつつ，短期留学プロ

グラムの充実，合同授業の拡充及び海外留学で習得した単位認定の拡充・緩和等の

検討を行った。（資料 教中２－小４－５（１） 短期留学プログラムの一部を学部
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学生共修科目としている例， 教中２－小４－５（２）工学部専門教育科目の短期

留学生との共修科目例） 

また，全学教育科目の外国人留学生向け授業科目であった「日本事情Ａ～Ｊ（江

戸小説の世界，日本近代洋画史，江戸時代の日本，日本語におけるジェンダー）」

を，基幹科目類に取り込み，外国人留学生と日本人学生との共修授業科目とした。

（前掲資料 教中２－小３－２（２）平成 19 年度全学教育科目基幹科目科目名 P41） 

 

資料 教中２－小４－５（１）短期留学プログラムの一部を学部学生共修科目と 

している例（平成 18 年度後期～平成 19 年度前期） 
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資料 教中２－小４－５（２）工学部専門教育科目の短期留学生との共修科目例 

 

2004春 2004秋 2005春 2005秋
工学英語 材料科学Ａ フーリエ級数と境界値問題 量子力学Ａ

フーリエ級数と境界値問題 システムダイナミクス 材料科学Ｂ 材料科学Ａ
応用量子化学 計算機ソフトウエア工学 システムダイナミクス
材料科学Ｂ 計算機ソフトウエア工学

2006春 2006秋 2007春 2007秋
フーリエ級数と境界値問題 材料科学Ａ 計算機ソフトウエア工学 材料科学Ａ

材料科学Ｂ システムダイナミクス 計算機工学 システムダイナミクス
量子力学Ａ 応用化学の基礎理論 量子力学Ａ
環境科学 バイオテクノロジー 環境科学

分離の科学と工学
材料科学Ｂ

フーリエ級数と境界値問題

 

計画４－５ ●29「全学教育のティーチング・アシスタント（TA）制度，TA の研修

制度及びその評価システムを平成 18 年度を目標に整備を図る。」に係る状況 

 

学務審議会は，全学教育のティーチング・アシスタント（TA）配置基準を制定し，

基礎的知識を授ける授業の充実を図っている。 

TA の事前研修は同審議会の科目委員会が主体となって企画・実施し，その実施内

容の報告は同審議会教務委員会が評価している。また，授業終了時に TA に対する

アンケート調査を実施し，その結果を授業担当教員にフィードバックするとともに，

学生による授業評価においても TA の評価が行われており，評価結果を次年度の改

善に役立てるシステムとなっている。 

 

教中２－小４－７ 全学教育科目 TA アンケート調査集計表（平成 19 年度後期調査報告抜粋） 

アンケート回答者数 

優先配置科目  優先配置科目以外の科目  

授業科目等  対象
者数  

回答
者数  

授業科目
等  

対象
者数

回答
者数

授業科目等  対象
者数  

回答
者数

自 然 科 学 総 合 実

験  
74 人  35 人  基幹科目  22 人 9 人  総合科目  4 人  3 人  

初修外国語（西．中．

朝） 
24 10 人文科学  3 1 

カレントトピック

ス 
10 8 

ＣＡＬＬ  10 2 社会科学  1 1 現代学問論  2 1 
計算機システム利用

相談 
26 15 数学  14 7 外国語  46 21 

   物理学  4 2 保健体育  10 10 
   化学  8 1 留学生科目  3 3 
   生物学  2 0 教職  3 2 

   
宇 宙 地 球 科

学  
2 2    

計  134 62 計  134 71 
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計画４－６ ●62「仙台地区・東北地区の大学間における単位互換制度の充実を 

図る。」に係る状況 

 

学都仙台単位互換ネットワークの提供する授業科目の履修については，学生便覧

等に掲載して学生に周知されており，教養教育，専門教育に関わらず主体的に知識

を広げることを希望する学生に利用され，修得した単位は，審査により本学におい

て履修したものと認定されている。 

「学都仙台コンソーシアム」は，同ネットワークを発展的に拡充して設置された

ものであり，本学は大学間における単位互換制度の充実を図り，市民向けの公開講

座の継続的実施を目的として参加している。 

 

資料 教中２－小４－８ 学都仙台コンソーシアム（平成 18 年９月設置）  
 

 
 

 

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

全学教育では，全人的な教養及び各分野に必須な専門知識を獲得するための授業

科目，学生自身が主体的に専門性の向上に取り組む教育に向けて，学務審議会にお

ける検討（新カリキュラム点検・改善に関する報告） を踏まえて新カリキュラム

を編成している。 

外国語教育においては，CALL システムの活用，第 1 年次学生の全てのクラスを対

象とした共通の副教材を指定した語彙テストの実施，課外授業としての「プラクテ

ィカル・イングリッシュコース」の開講，TOEFL，TOEIC 英語検定試験の結果により

単位を認定する授業科目「実践英語Ⅱ」の開設，留学生と日本人学生の英語による

合同授業の実施など，語学力強化のための授業科目を開設した。 

- 49 - 
また，高等学校での情報科目の履修を勘案した新たな授業科目「情報基礎Ａ・Ｂ」
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の開設，ティーチング・アシスタント制度を活用した授業の支援や充実，仙台地区

の他大学等とのコンソーシアムを通じた単位互換制度などにより，学生の基礎的学

力向上に向けた取組みを積極的に進めた。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。   

 

○小項目５「学士課程専門教育では，それぞれの専門的知識を十分に修得させるとと

もに，社会貢献に必要な専門性とグローバルな視点に立つ倫理観を修得させる。」

の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画５－１ ●28「グローバルな視点に立つ倫理観を修得させるため，専門課程教

育におけるカリキュラムを充実する。」に係る状況 

 

グローバルな視点に立つ倫理観を修得させるため，学部及び研究科において，職

業倫理，研究者倫理，生命倫理等の授業科目を開設し，専門課程教育における教育

カリキュラムを充実させた。（資料 教中２－小５－１ 倫理観を修得させるため

の教育カリキュラム例） 

 

 資料 教中２－小５－１ 倫理観を修得させるための教育カリキュラム例 

文学部 「人文科学総合」の枠内に，研究倫理・職業倫理の授業を開設 

教育学部 
他者理解や倫理観の向上を図るため心理学研究法，比較教育や異文化教育に関する

教育カリキュラムを開設 
医学部 「医の倫理学・社会学」を開設 
歯学部 歯学共通カリキュラムＡ・Ｂ項目（倫理教育科目）開設 

工学部 
共通科目として「工学倫理」，「知的財産権入門」，「技術政策論」を開設 
電気情報・物理工学科は情報に関する倫理教育として「情報化社会論」，「情報化社
会と職業」開設 

 

b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

学士課程専門教育では，中項目１の小項目４のとおり，それぞれの専門的知識を

十分に修得させるとともに，各学部は，研究倫理・職業倫理など社会貢献に必要な

専門性とグローバルな視点に立つ倫理観を醸成するための授業科目を開設してい

る。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目６「大学院教育では，学部教育と先端学術を結ぶ大学院専門教育に重点を置

き，高度な専門性のある人材を養成する。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画６－１ ●32「第一線の研究を推進する教員による 高水準の先端的教育を行

い，教員と学生の双方向の議論を活性化するために，研究科間の連携を密にして，

カリキュラムの相互調整，単位互換等を進める。」に係る状況 

 

研究科間で連携してカリキュラムの相互調整，単位互換等を進め，いくつかの研

究科が共同授業を実施している（資料 教中２－小６－１ 研究科の連携による合

同講義の例）。さらに，大学院学生が他の研究科の授業を履修することや，教員が

必要に応じて他の研究科の研究指導に参加することも行われており，これらを通じ

て大学院の活性化が図られている。 
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また，異分野を融合した新しい研究分野で，卓越した知識と創造的な「総合知」

の要素をもった，世界トップレベルの若手研究者養成を支援する組織として，研究

科，研究所等の第一線の研究成果を誇る教員が参画する「国際高等研究教育院」を

設置し，選抜された大学院学生に対し， 高水準の先端的教育を展開している。同

教育院では，新しい履修制度の導入を図るため，研究科間の連携により，博士課程

前期２年の課程（修士）の第１年次学生に，特別に指定する授業科目を研究科や専

攻の壁を越えて６単位以上修得させ，カリキュラムの相互調整，単位互換等を進め

ている。 

資料 教中２－小６－１ 研究科の連携による合同講義の例（平成 19 年度） 

講義名 期間 曜 時間 会場 講義担当教員の所属部局 

生態学合同講義 

５.８ 

～ 

11.13 

火 

13:20

～ 

17:30

さくら 

ホール 

理学研究科，工学研究科，農学研究科，文

学研究科，生命科学研究科，東北アジア研

究センター，歯学研究科，医学系研究科，

環境科学研究科，多元物質科学研究所 

生化学合同講義 

４.18 

～ 

12.５ 

水 

9:00 

～ 

12:00

農 学 

研究科 

工学研究科，生命科学研究科，環境科学研

究科，医学系研究科，農学研究科，加齢医

学研究所，薬学研究科，歯学研究科 

細 胞 生 物 学 合 同

講義 

４.19 

～ 

12.20 

木 

13:00

～ 

16:30

農 学 

研究科 

生命科学研究科，加齢医学研究所，農学研

究科，医学系研究科 

 

計画６－２ ●33「法科大学院・公共政策大学院・会計大学院の専門職大学院にお

いては，「研究者」教員による高度の理論教育を行うとともに，相当数の「実務家」

教員を任用して，実践を重視した授業を展開する。」に係る状況 

 

法科大学院，公共政策大学院及び会計大学院のそれぞれにおいて相当数の実務家

教員（法科大学院７人，公共政策大学院６人，会計大学院８人）を専任教員（みな

し専任を含む。）として任用し，実務と実践を重視した専門職大学院にふさわしい

内容の教育を実施した。（資料 教中２－小６－２ 専門職大学院実務家教員数） 

平成 19 年度は，３つの専門職大学院で実務家教員がこれまでに行った教育内容の

評価及び検証を踏まえ，公共政策大学院においては公共政策ワークショップの内容，

会計大学院においては実務家教員の担当する新たな授業科目開講などの見直しを

行った。 

 

教中２―小６－２ 専門職大学院実務家教員数（平成 19 年４月１日現在） 

専門職大学院名 実務家教員数 教授 准教授 講師 助教 

法科大学院 ７ ７  

公共政策大学院 ６ ３ ３  

会計大学院 ８ ５ ３  

 

計画６－３ ●76「留学生を含む，多様な学生の学力・関心の変動，進路に対応し

た教育プログラムの充実を図る。」に係る状況 

 

学際的・総合的分野を担う次世代の人材を育成するため，環境科学研究科，医工

学研究科等の独立研究科設置，社会の要請に基づく高度な能力を備えた人材を育成

するため，法科大学院，会計大学院等の設置により，多様な学生の学力・関心の変

動，進路に対応した教育プログラムの充実を図った。 

また，フランス及び中国の重点大学と共同教育プログラムの交流協定を締結し，

学生の受入・派遣を進めているほか，アジア人財資金構想による外国人留学生教育

プログラムやサマープログラムを実施し，留学生教育，学生国際交流活動の充実を

図っている。 
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資料 教中２－小６－３ 共同教育（ダブルディグリー）プログラム 

共 同 教 育 （ ダ ブ ル デ ィ グ リ ー ） プ ロ グ ラ ム と は

（http://www.insc.tohoku.ac.jp/doble_degree_j/index.html から） 

東北大学では，21 世紀のグローバル化社会をリードする次世代の人材を育成するために，今

年度からフランス及び中国のトップにランクされる高等教育機関をパートナーとする，大学院

修士レベルのダブルディグリープログラムをスタートさせることにしました。 

本プログラムのフランスにおける提携先となるのは，エコールセントラル国立中央理工科学

校グループ(Ecoles Centrale)と国立応用科学院リヨン校（INSA-Lyon）でいずれもフランス国

内はもとより世界各国からトップエリートを集めて，高度な教育を実施しているフランスを代

表するグランゼコール（注１）です。また，中国における提携先は，現在世界で も注目を集

めている大学といわれる清華大学です。将来世界で大きく飛躍する道を拓くプログラムですの

で，多くの学生諸君の参加を希望します。 

＊参加学部･研究科 理学部・理学研究科，工学部・工学研究科（学科・専攻によっては，こ

のプログラムに参加していないところもありますので参加の有無は，各学部・研究科

に問い合わせてください。） 

＊参加資格 学業の優秀なもの 

＊エコールセントラル：授業，研究をするのに必要なフランス語能力を有するもの，又は優れ

た英語能力（TOEFL600 点程度）を有するもの 

＊INSA-Lyon：授業，研究をするのに必要なフランス語能力を有するもの 

＊清華大学：授業，研究をするのに必要な英語能力を有するもの 

＊特別プログラム（フランス語） 平成 18 年度から，留学希望者向けのフランス語補習の特

別プログラムを開設します。学部 1 年次からの受講も可能です。希望者はグローバル

オペレーションセンターまたは，国際交流部留学生課へ問い合わせください。 

 

b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

 各研究科においては，第一線の研究成果を誇る教員が専門分野における研究成果

を大学院専門教育に反映させたカリキュラムを設計している。また，特別に選抜さ

れた学生を教育する「国際高等研究教育院」においては，21 世紀 COE やグローバル

COE に参画する教員などによる 高水準の教育を展開し，世界トップレベルの若手研

究者養成を進めている。 

専門職大学院（法科大学院，公共政策大学院及び会計大学院）においては，高度

の理論教育と 新の実務に通じた実務家教員による授業を提供し，高度な専門性あ

る人材養成を行っている。 

よって，目標の達成状況は非常に優れていると判断される。 

 

○小項目７ウエイト「多様な授業形態を利用し，「科学する心」を持つ人材を育成す 

る。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画７－１ ウエイト●１「豊かな教養と人間性を備え，「科学する心」を持って

知的探求を行うことができる人材を養成するために，主として学士課程１年次から

２年次に，教養教育に当たる全学教育（共通基盤教育）の充実を図る。」に係る状

況 

 

豊かな教養と人間性を備え，「科学する心」を持って知的探求を行うことができる

人材を養成するために，平成 17 年１月の学務審議会で策定した「新カリキュラム

点検・改善に関する報告」に基づき，全学教育における基幹科目の区分等を整備し

て，平成 18 年度から新たな教育カリキュラムを実施した。 
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理科系学生向けの「自然科学総合実験」開講に次いで，平成 19 年度には，文科系

学生に自然科学へのの理解と探究心を深めるため，新たに「文科系のための自然科

学総合実験」を開講した。なお，「自然科学総合実験」は，文部科学省から「特色

ある大学教育支援プログラム」に採択されている。（資料 教中２－小７－１ 自

然科学総合実験シラバス） 

また，学部の初期段階における意欲的な学生を対象に，諸科学への応用と展開を

もたらすことができる基礎としての数学を提供することを目的として，高度な少人

数教育「アドバンスト・マスマティクスコース」を正課外に開講した。（前掲資料 

教中１－小２－２ アドバンスト・マスマティクスコース P9） 

 

資料 教中２－小７－１ 自然科学総合実験シラバス 

１. 授 業 題 目  自 然 科 学 総 合 実 験   

２. 授 業 の目 的 と
概 要  

自 然 科 学 学 習 へ向 けての取 り組 み姿 勢 の確 立 を目 的 とする。各 テーマについて学 生 一 人 一 人
が自 ら実 験 や観 察 を行 い,そこから導 かれる自 然 の法 則 ・しくみを理 解 する。  

３. 学 習 の到 達
目 標  

 ・自 然 科 学 における観 察 や実 験 の役 割 ・進 め方 を理 解 する。 
 ・各 テーマについて自 分 の五 感 で体 験 し,しくみを理 解 し,自 分 の言 葉 でまとめられるようにな
る。 
 ・簡 単 な実 験 （物 理 ・化 学 ・生 物 ・地 学 ）の基 礎 事 項 を融 合 した形 で,総 合 的 に学 ぶ。  

４. 授 業 内 容 ・方  
と進 度 予 定  

 ・[地 球 科 学 ・環 境 科 学 ]に関 するテーマ：3 回  
   内 容 ：地 球 の重 力 の測 定 ,自 然 放 射 能 の計 測 ,イオン交 換 反 応  
 ・[物 質 科 学 ]に関 するテーマ：3 回  
   内 容 ：有 機 化 合 物 の合 成 ,金 属 ・高 温 超 電 導 体 ,ポリマーの電 気 伝 導  
 ・[エネルギー]に関 するテーマ：2 回  
   内 容 ：光 のエネルギーと太 陽 電 池 ,燃 料 電 池  
 ・[生 命 科 学 ]に関 するテーマ：3 回  
   内 容 ：DNA による生 物 の識 別 ,生 きた細 胞 の観 察 ,DNA の物 理 的 性 質  
 ・[科 学 と文 化 ]に関 するテーマ：1 回  
   内 容 ：弦 の振 動 と音 楽   

５. 成 績 評 価 方
法  

出 席 とレポートを基 に評 価 する。詳 細 は初 回 のガイダンスで説 明 する。  

６. 教 科 書 および
参 考 書  

  書 籍 名  著 者  出 版 社  出 版 年  
資 料 種

別  

1： 
2008 自 然 科 学 総 合
実 験   

東 北 大 学 自 然 科 学 総
合 実 験 テ キ ス ト 編 集 委
員 会 編  

東 北 大 学  
出 版 会  

2008   

 

７. その他  
  履 修 に関 する質 問 は, e-mail : t-jikken@he.tohoku.ac.jp まで。 
  実 験 に関 する質 問 は,それぞれの実 験 課 題 の担 当 教 官 まで。  

更 新 日 時  2008/04/02 22:45  

 

計画７－２ ●34「学生が関心を持ち理解できる授業を実現するため，講義・演習・

実験・フィールドワーク等の多様な授業形態を設定する。」に係る状況 

 

学生が関心を持ち理解できる授業を実現するため，全学教育や専門教育において，

講義，演習，実験，フィールドワーク等の多様な授業形態を設定している。（資料 

教中２－小７－２ 授業形態ごとの科目数）全学教育科目の「基礎ゼミ」は学生が，

調査・観察・体験・実験などを通じて，学問への取り組み方，推論方法，思考の整

理の仕方，考えの表現方法，学問的討議（debate）や共同作業の仕方を習得し，主

体的に学問行動のできる能力を培うため開講されている。 

学部及び研究科の取組としては，例えば，法学部及び法学研究科（研究大学院）

においては少人数教育をさらに徹底し，授業形態・学習指導法の多様化を図ったう

え，演習形式の授業では文献講読のほか，ディベート，ロールプレイなど少人数授

業のメリットを生かした様々な実験的試みを，法科大学院においては実務基礎科目

の中に，リーガル・リサーチ，リーガル・クリニックなど，技能系の科目が多数用

意され，高度な職業専門教育に応える多様な授業形態としている。また，医学部に
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おいてはチュートリアル教育を充実させるとともに，２年次学生に地域医療体験実

習ワークショップ，５年次学生に地域医療実習を取り入れ，多様な授業形態により

学生が関心を持ち理解できる授業を実施している。 

 

資料 教中２－小７－２ 授業形態ごとの科目数 

（１）全学教育 

演習 実験・実技 
区分 講義 

基礎ゼミ 外国語 スポーツ 実験 
計 

科目数 508 154 552 55 6 1,275 
・平成 18 年度の「基礎ゼミ」は，本学全学部・研究科等の教員により，154 テーマが開講され，

学部学生など 2，550 名（１テーマ平均約 16 名）が受講した。 

・実験は，融合型理科実験として実施しており，「特色 GP」に採用された。 

・マルチメディア教育研究棟の実践英語教育用システム（CALL(Computer Assisted Language 

Learning324 台）を活用した授業（ｅｰ Learning を含む。）も多数実施されている。 

・マルチメディア教育研究棟はもとより，全講義室とも多様なメディアを高度に利用した授業

が展開できる環境となっている。 

・TA は，きめ細かな授業を行う必要がある場合や，受講者が一定数以上の場合に配置されてお

り，事前の研修を行うとともにその実施報告による評価やアンケート調査を実施している。

（２）専門教育科目の例（平成 18 年学生便覧から） 

その他 
学部 区分 講義 演習 実験・実習

研究指導 自由選択 卒業研究 

科目

数 
61 41 ８ 必修 － 必修 

教育学

部 
備考 

講義・演習・実験・実習等の多様な授業形態を取り入れており，特にその内

容的な連携を重視している。 

学科 創薬化学科 薬学科 

区分 講義 実習 課題研究 講義 演習・実習 課題研究 

科目

数 
43 ６ 必修 55 13 必修 

薬学部 

備考 講義・演習・実験・実習等の多様な授業形態を実践している。 

（３）基礎ゼミのシラバスから 

手作り東北大学物語 木 5 

１．授業題目：手作り東北大学物語 

２．授業の目的と概要：東北大学はこの６月にちょうど創立百周年を迎えます。そこここに記

念ムードが漂っているのはそのためです。いつの頃からか，門戸開放，研究第一主義は東

北大学の伝統的学風と言われるようになりました。その輝かしい伝統を自分で確かめるた

めに，自分の学部や学科の歴史や『東北大学百年史』を史料館，部局の資料室などの史料

を調査し，手作りの大学史を書いてみませんか。また，各キャンパスの片隅にひっそり建

っているさまざまな碑や記念物の故事来歴を掘り起こし，パンフレットを作ったりするの

も良いかも知れません。現在刊行が進んでいる『東北大学百年史』には書かれなかったこ

とを見つけることが出来るかも知れません。こうした作業を通じて東北大学で学ぶ意味や

学問の意味を問い直してみませんか。 

３．学習の到達目標： 

  １)学問としての「大学論」「大学史」の一端に触れ，その構成を理解する。 

  ２)自分の所属する学部の学部史や関連の研究所史について史料を調査収集し，授業で発表

する。 

  ３)その際，問題意識を整理し，平明な表現で歴史がまとめられるように努力するとともに，

発表の技術をも磨く。 

  ４) 終的には合宿研修でを通して全体像を仕上げ，「手作り東北大学物語」としてまとめ

る。 

４．授業の内容・方法と進度予定： 

   第１～２回講義「講義の概論，講義の目的・進め方について」，第３～４回講義「学部

史・研究所史の書き方について」第５～８回史料館，記念室めぐりと討論，第９～12 回各

学部史・研究所史案の発表（レジュメと発表原稿の準備）７月７日(土)・８日(日)合宿研

修（川渡共同セミナーセンター予定） 

 ５．成績評価方法： 

   出席及び授業での発言を重視する（40％）．よく準備された口頭発表であるかないか

（20％），自分の所属する学部の歴史，関連する研究所の歴史はよく調査され，自分の見
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解が十分な論拠をもとによくまとめられているか否かなどを評価の中心におく（40％）．

 ６．教科書および参考書：授業中に参考文献を適宜指示する． 

 ７．その他： 

   初回授業４月 19 日（木）５講時，川内北キャンパス  担当教員のＥメール・アドレス

 

計画７－３ ウエイト●35「各種視聴覚機器の利用やコンピュータ等のメディアを

利用した教育環境を充実させるとともに，情報リテラシー教育，情報倫理教育等を

全学的に実施する。」に係る状況 

 

全学教育を行う川内北キャンパスのマルチメディア教育研究棟はもとより，ほぼ

全講義室が多様なメディアを利用した授業に対応できるよう整備されたほか，学部

及び研究科においては，教室内情報インフラの整備を推進するとともに，教育シス

テムの刷新，情報インフラを活用した e ラーニング・システムを開発し，各種視聴

覚機器の利用やコンピュータ等のメディアを利用した教育環境を充実させた。 

情報リテラシー教育，情報倫理教育等を全学的に実施するため，全学教育の情報

教育科目を第１セメスターに設定し，それに接続する専門の情報教育科目・情報倫

理教育等を必要とする学部を第２セメスターに設定して実施した。（資料 教中２

－小７－３ 情報リテラシー教育の実施状況） 

また，全学生・教員を対象とした全学電子認証システムを導入するなど，機器利

用環境の整備を図った。（資料 教中２－小７－４ 全学電子認証システム例） 

 

資料 教中２－小７－３ 情報リテラシー教育の実施状況 

法科大学院 
授業の予習・復習ならびに授業中に，インターネットを介した情報提供システ

ム TKC を活用 

経済学部 

経 済 学 研 究

科 

講義室などで利用できるセキュアな無線 LAN システムの学生向けの運用を開始

平成 19 年度，学生に対するメッセージボード並びにアンケート収集システム

（CampusCommunity)を独自に開発し，携帯電話などでの休講掲示閲覧とアンケ

ート収集を試験的に運用 
法学部 情報リテラシーや情報倫理に関する「情報学演習」を開設 
工学部 情報倫理教育を「工学倫理」中で実施 

法科大学院 
リーガル・リサーチにおいて情報リテラシー教育，情報倫理教育を合わせて実

施 

情 報 科 学 研

究科 

情報リテラシー教育として，「計算機システム概論」，「ソフトウェアー概論」，

「情報リテラシー実習」を開設 

情報倫理教育は「情報倫理学」（選択必修科目）を開設 
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資料 教中２－小７－４ 全学電子認証システム例 

 

 

計画７－４ ●36「教員研修（ファカルティーデベロップメント）の中心的な課題

として授業方法等の改善に取り組む。」に係る状況 

 

教員研修（ファカルティーデベロップメント：FD）の中心的な課題として授業方

法等の改善に取り組むため，学務審議会と高等教育開発推進センターが協力し，全

学教育教員研修，ワークショップ型教員研修，基礎ゼミ教員研修及び非常勤講師教

員研修を継続的に企画・実施している。（資料 教中２－小７－５ 全学教育 FD） 

ワークショップ型教員研修では，参加前と参加後における FD の効果等についてア

ンケート・意見聴取を行っており，大多数の参加教員は，FD 参加後に授業方法等の

改善に取り組むことの必要性の理解が深まっていることが明らかになっている。 

全学教育における授業改善については，他の教員の授業参観制度，学生による授

業評価に基づく「授業実践記録」作成（後掲資料 教中３－小９－２ 東北大学全

学教育科目 授業実践記録 P88）及び自分の授業を録画して自ら評価するための機

器貸し出しが行われており，学部・研究科においても，独自の教員研修を実施し，

授業内容の改善を図っている。（資料 教中２－小７－６ 学部・研究科独自の教

員研修） 
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資料 教中２－小７－５ 全学教育 FD 

第 1 回東北大学全学教育 FD（2006.12.４） 

学務審議会と高等教育開発推進センターは，平成 11 年度以来継続的に実施してきた全学教育

教員研修の成果と参加者からの意見・要望を踏まえ，さらなる充実化を図るためにこのたび，

研修内容と形態を改革して新たな企画を実施することと致しました。 

新研修は全体会と分科会で構成され，非常勤講師を含むすべての全学教育担当教員が参加す

る教員研修となります。この研修では，①本学における全学教育の趣旨・教育目標を確認し，

②授業を行ううえで不可欠な評価改善，授業の工夫，学生への対応等の諸問題について認識を

深めるとともに，③科目委員会 FD における担当授業科目に関わる実践的な諸問題の論議を通し

て，全学教育の質の向上を図ることを目標としております。 

日時：平成 19 年３月 23 日（金） 13：00～17：00 

会場：マルチメディア教育研究棟 206 室 分科会会場 

参加者：平成 19 年度全学教育担当教員（非常勤講師を含む） 

全学教育科目委員会の委員長 

主催：学務審議会 高等教育開発推進センター 

 
資料 教中２－小７－６ 学部・研究科独自の教員研修 

文学部 「人文社会総論」を授業改善に向けての FD の場として教員に公開 
法学部 教員研修に加え教員相互の授業参観を実施 

医学部 
学生の授業評価をもとに臨床実習の指導能力向上のための「臨床実習の学生指

導方法 FD」を実施 

薬学部 
授業評価に基づく改善案を教務委員会委員長に提出し，教務委員長が必要に応

じ改善を勧告する制度策定 

工学部 

教員研修（FD）実施の際に，授業評価で高い評価を受けた教員による「模範授

業」を実施 

研究科長教育賞を設置して奨励する制度制定 

     

計画７－５ ●38「大学院では，国内外の企業や研究機関に短期間赴き，研修等を

行うインターンシップ制度の充実を図る。」に係る状況 

 

大学院では，国内外の企業や研究機関に短期間赴き，研修等を行うインターンシ

ップ制度の充実を図るため，ほとんどの研究科においてインターンシップは制度化

され実施され，必要に応じて，評価のうえ単位が認定されている。（資料 教中２

－小７－７ インターンシップ取組例） 

工学研究科においては，夏季休暇におけるインターンシップのほか，国際インタ

ーンシップなど多様な形態，機会の提供に努めており，法科大学院及び公共政策大

学院においては，専門に応じたインターンシップを積極的に進めており，各研究科

においては，今後も実施状況を踏まえながら取組を充実させることとしている。 

 

    資料 教中２－小７－７ インターンシップ取組例 

経済学研究科 

平成 18 年より大学院科目「経済実習Ⅰ」「経済実習Ⅱ」を，地域イノベーショ

ン研究センターを中心とする大学院レベルのインターンシップ科目として改編

し，平成 19 年もこれを維持している。同センターを中心に，平成 18 年度より

学部専門教育科目「インターンシップ」を平成 18 年４月より開講し，Ｈ19 年度

も事前研修体制を強化するなど，適切かつ多様なインターンシップ制度の検討

を進めるとともにさらなる拡充を図っている。平成 18 年度の履修者数は大学院

前期課程３名 

理学研究科 
インターンシップは，既に複数の専攻，並びに英語による大学院課程「先端理

学国際コース」で導入実施 

薬学研究科 
インターンシップ制度は導入済みであるが，より充実を図るため，正課とする

方向で検討（単位認定無し） 

工学研究科 
夏期休暇を利用して３週間程度のインターンシップを実施（一部の学生は国際

インターンシップ利用） 

農学研究科 

大学院後期課程でインターンシップ研修を実施（単位化） 

学部・大学院前期課程では，公的機関におけるインターンシップ研修は実施（単

位認定なし） 
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情報科学研究科 

全専攻がインターンシップ研修を単位化（長期インターンシップを推進するた

め企業との協定を準備中） 

IAESTE を通してのインターンシップ学生の国際的交流の計画に参加予定 

生命科学研究科 インターンシップ制度は制定（単位認定なし） 

環境科学研究科 

平成 15 年の研究科開設当初から，修士及び博士インターンシップを専門科目に

取り入れている。平成 16 年度からはインターンシップ受入先から研修評価を依

頼して，その結果を考慮した評価システムを取り入れている。また，毎年学生

のインターンシップ・レポートを冊子にまとめ，希望者に公開している。 

 

b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

計画７－１及び計画７－３がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標で

ある「多様な授業形態を利用し，科学する心を持つ人材を育成する」を具現化する

ために必須である「学士課程１年次から２年次に，教養教育に当たる全学教育の充

実」（計画７－１）及び「情報リテラシー教育，情報倫理教育等を全学的に実施す

る」（計画７－３）を掲げている計画であるためである。 

全学教育においては，理系学部学生を対象とした「自然科学総合実験」，文科系学

部学生を対象とした「文科系のための自然科学総合実験」を通じて諸科学への理解

と学習意欲向上を図っているほか，調査・観察・体験・実験などを融合した授業科

目「基礎ゼミ」を通じて学問への取り組み方，推論方法，思考整理の仕方，学問的

討議の仕方等を修得させ，科学する心，主体的に学問行動できる能力を培うための

教育を展開している。 

また，全学教育における情報教育科目やそれに接続する専門の情報教育科目，情

報倫理教育等を, 施設の整備とともに充実させてきた。さらに, 学生が関心を持ち

理解できる授業を実現するため，全学教育において，講義，演習，実験，フィール

ドワーク等の多様な授業形態を設定している。 

専門教育においても，各学部・研究科において，演習，実験，フィールドワーク，

グループワーク等の多様授業形態を用いた教育により，「科学する心」を持つ人材

育成を行っている。また，ほとんどの研究科において，国内外への企業や研究機関

に対してインターンシップ制度を充実させている。 

各教員の授業方法，教育効果などは，各種の FD のほか，組織的な自己点検を通じ

て検証し，改善を図っている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 
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○小項目８「インターネットを活用する教育方法として，ISTU（ Internet School of 

Tohoku University）の充実を図る。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画８－１ ●37「ISTU の大学院講義を活用したカリキュラムの整備に努める。」 

に係る状況 

 

ISTU の大学院講義を活用したカリキュラムの整備に努めるため，研究科において，

ISTU に蓄積されるべき講義科目の選定作業と次年度に向けたコンテンツの作成を進

め，整った科目から ISTU による講義を開講した。（資料 教中２－小８－１ ISTU

による正規授業開講科目一覧）例えば，医学系研究科においては，医学履修課程に

おける授業科目について，60％のコンテンツ収録を終え，ISTU を利用したインター

ネット授業を順次開講した。薬学研究科，工学研究科，環境科学研究科においては，

授業科目の収録及び電子コンテンツの作成等に積極的に取り組んだ。学部・研究科

等を含めて，1,800 におよぶコンテンツが作成されている。（後掲資料 教中３－小

６－１ インターネットによる授業及び授業科目電子化状況例 P80，教中３－小６

－２ ISTU 講義数・受講者数 P81） 

 

  資料 教中２－小８－１ ISTU による正規授業開講科目一覧（平成 19 年度） 

学 部 ・ 研 究 科 授  業  科  目  名 

教育学部・教育学研究科 カリキュラム論特論Ⅰ，全学教育展開科目，カリキュラム概論 

理 学 部 ・ 理 学 研 究 科 
現代数学特選Ｃ（学部），現代数学特論Ａ（学部），現代数学特論

Ｃ（修士），現代数学特殊講義 1（博士），現代数学特論Ａ（修士）

医学部・医学系研究科 

リハビリテーション医学，分子細胞生物学Ⅰ（第１回～第 11

回），分子細胞生物学Ⅰ（第 12 回～第 21 回），分子生物学Ⅰ・Ⅱ

（第１回～第８回），分子生物学Ⅰ・Ⅱ（第９回～第 17 回），神経

科学Ⅰ・Ⅱ（第１回～第 20 回），リハビリテーション医学，免疫科

学セミナー，分子細胞生物学Ⅰ（第１回～第 11 回），分子細胞生物

学Ⅰ（第 12 回～第 19 回），分子生物学Ⅰ・Ⅱ（第１回～第９回），

分子生物学Ⅰ・Ⅱ（第 10 回～第 20 回），神経科学Ⅰ・Ⅱ（第１回

～第 19 回），神経科学Ⅰ・Ⅱ（第 20 回～第 41 回），病態細胞生物

学Ⅰ・Ⅱ（第１回～第 21 回），病態細胞生物学Ⅰ・Ⅱ（第 22 回～

第 40 回），腫瘍病態学（第１回～第 11 回），腫瘍病態学（第 12 回

～第 22 回），病態生化学Ⅰ・Ⅱ（第１回～第 14 回），病態生化学

Ⅰ・Ⅱ（第 15 回～第 30 回），病態生化学Ⅰ・Ⅱ（第３１回～第 45

回），病態器官生理学Ⅰ・Ⅱ（第１回～第 15 回），病態器官生理学

Ⅰ・Ⅱ（第 16 回～第 29 回），分子細胞生物学Ⅱ，疫学・医学統計

学Ⅰ（第１回～第８回） 

歯 学 部 ・ 歯 学 研 究 科 
歯学特論 顎口腔機能創建学，国際歯科保健学，歯学概論（修士），

歯学特論 顎口腔機能創建学，歯学概論（学部） 

薬 学 部 ・ 薬 学 研 究 科 2006 年 ＣＯＥ／ＭＣＳコース 

工 学 部 ・ 工 学 研 究 科 

機械知能・航空実験Ⅱ 加速器応用実験，材料科学，ポリマー化学，

電子パッケージコース，電子パッケージ熱力学，応用材料力学，電

子システムパッケージ，電気系ＣＡＤ概論，熱管理/アセンブリー，

パッケージ性能試験・評価，電子システムパッケージ（2006） 

環 境 科 学 研 究 科 

環境経営基礎学，環境経営基礎学，サステナブル商品設計・開発学，

CSR 戦略論２，CSR 戦略論（Ｈ18），環境科学概論（Ｈ17），サステ

ナブル･ビジネスモデル学（H18），環境文明論（H17），サステナブ

ル･マーケティング論（H18），サステナブル商品設計・開発学（H18），

環境経営基礎学（Ｈ18），ＣＳＲ戦略論（Ｈ17），サステナブル商

品設計・開発学（Ｈ17），サステナブル・マーケティング論（Ｈ17）

教育情報学研究部・教育部 

自然科学総合実験（全学教育），科学と情報（全学教育）2005，科

学と情報（2006 １セメスター），IT 教育メディア設計論 特論 B，

IT 教育メディア設計論 演習Ｂ，全学教育基礎ゼミ (ショートデジ

タルシネマ作り），IT 教育システム プログラミング基礎，IT 教育

基礎論 特論 C，IT 教育コミュニケーション論 特論 B，IT 教育メデ
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ィア設計論 特論 A，IT 教育メディア設計論 特論 B，IT 教育メディ

ア設計論 特論 C，IT 教育ネットワーク論 特論Ｂ，IT 教育基礎論 演

習 A，IT 教育コミュニケーション論 演習 A，IT 教育メディア設計

論 演習Ｂ，IT 教育ネットワーク論演習 B，ｅラーニング基礎，オー

プンキャンパス 2004 e-Learning 受講体験，IT 教育システム プロ

グラミング基礎，ＩＴ教育基礎論特論Ａ，ＩＴ教育基礎論特論Ｂ，

ＩＴ教育コミュニケーション論 特論 B，IT 教育メディア設計論 特

論Ａ，IT 教育ネットワーク論特論 B，IT 教育ネットワーク論演習 B，

e ラーニング基礎(2006)，課題研究，合同セミナー（課題研究，修

士論文，特定研究，博士論文） 

会 計 大 学 院 情報システム管理，連結財務諸表 

 

b)「小項目８」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

 ISTU を活用した授業科目は，各研究科において主体的に授業科目の選定とコンテ

ンツ作成を進めている。代表的な例として，医学系研究科の医学履修課程において

は，60％の授業科目のコンテンツ収録を終え，順次授業に活用し，社会人学生等の

受講の便を図っている。学部・研究科等を含めて，1,800 におよぶコンテンツが作成

されている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目９「学習到達度について厳正かつ公平な成績評価を行い，その後の学生自身

の学習意欲向上にフィードバックする仕組みを整備する。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画９－１ ●39「指導法の改善を図るために，各部局単位や全学レベルで学生の

授業評価を参考に授業改善のシステムの確立を図る。」に係る状況 

 

    各学部・研究科等では，学生の授業評価結果について担当教員の個別データだけ

でなく，授業科目別の集計データについても教員に送付し，個々の教員の教育活動

の継続的な改善に結び付けている。 

また，各学部・研究科等では，独自に組織的な取組を行い，個々の教員の授業内

容，教授技術等の改善を図っている。例えば，理学部や農学部では，講義用とは別

に演習・実習用の評価シートを作成し，また，教員が独自に設問を設定できるよう

工夫して，評価結果が各教員の授業内容の改善に直結するような仕組をとっている。

教育学部や公共政策大学院では，評価結果を受けた担当教員が授業改善策を報告す

る体制（資料 教中２－小９－１ 学生による授業評価実施例）をとっており，評

価結果が個々の教員の教育改善に結び付いている。（後掲資料 教中３－小８－２ 

学生による授業評価アンケート結果など，学生からの意見聴取結果が改善に結び付

いた具体例 P86） 

全学教育では，授業評価アンケートの個別データを集計データとともに各担当教

員に送付し，各担当教員は学生の評価結果を受けて，具体的な授業改善策などを科

目委員会委員長あてに提出するシステムをとっている。科目委員会委員長は，これ

らを取りまとめ，毎年発行される報告書で授業内容・方法等に関する「意見及び改

善策」の形で代表的事例を公表し，個々の教員の評価結果を質の向上に結び付ける

継続的改善の努力を行っている。 
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計画９－２ ●40「学生の理解度，応用力等の項目別にきめ細かな成績評価を行うため，

厳正かつ公平な成績評価基準を整備し，公表する。」に係る状況 

 

学生の理解度，応用力等の項目別にきめ細かな成績評価を行い，厳正かつ公平な

成績評価基準を整備するため，全学教育においては「成績評価等の取り扱い基準」

及び「成績評価に対する不服申し立ての制度」を策定・公表するとともに，シラバ

スへの成績判定と評価方法を記載した。（資料 教中２－小９－２ 成績評価等の

取扱例（全学教育科目）） 

また，各学部及び研究科においては，成績評価の基準等を策定して学生便覧等に

掲載し，オリエンテーション等で説明している。 

なお，全学教育及びいくつかの学部では，成績分布図の作成・公表，評価項目と

重みづけ等により，きめ細かな成績評価に努めている。 

 

資料 教中２－小９－２ 成績評価等の取扱例（全学教育科目） 
１．全学教育科目の成績評価区分は，次の表のとおりとする。 

成績評価 評価の内容 点数としての目安 合否区分 

AA 成績が特に優秀であるもの 90 点～100 点 

Ａ 成績が優秀であるもの 80 点～89 点 

Ｂ 成績が良好であるもの 70 点～79 点 

Ｃ 成績が可であるもの 60 点～69 点 

合格 

Ｄ 成績が不可であるもの 59 点以下 不合格 

Ｅ 履修を放棄したもの ― ― 

備考 (1) 成績評価は，合格又は不合格とすることがある。 

(2) 成績評価は，試験の他，提出レポート，出席状況及び履修状況等を勘案して行

うことがある｡ 

(3) 成績評価ＡＡは，平成 16 年度入学者からの適用であり，それ以前の入学者は成

績評価ＡＡと成績評価Ａの区分はない。 

(４) 成績評価Ｅは，学生が，奇数セメスターにあっては５月末日まで，偶数セメス

ターにあっては 11 月末日まで，教務課に履修放棄の届出を行ったもののみを対象

とする。 

２．シラバスには，授業科目ごとの教育目標（学習到達目標）及び具体的な成績評価の方法を

記載するものとし，成績の評価は，原則として，授業科目ごとに設定した教育目標に対す

る達成度を基準とした絶対評価で行う。 

３．授業担当教員は，答案は試験実施期日から，レポート等は提出期限からそれぞれ概ね１年

間，成績評価の根拠及び学生からの開示請求の対応として保存する。 

  ただし，レポート等に評価・コメントを付して学生に返却する場合には保存を要しないも

のとし，答案の場合は原本を保管しておき，そのコピーを返却することが望ましい。 

４．学生は，成績発表から２週間以内に限り，授業担当教員に成績評価について説明を求める

ことができる。 

ただし，この期間内に申し出ないことに対して正当な理由がある場合には，１年以内の保

存期間に限り，申し出期間経過後も説明を求めることができる。 

５．授業担当教員に成績評価について説明を受けた学生が，その説明になお不服がある場合に

は，学務審議会教務委員会（以下，「教務委員会」）の委員長に不服の申立をすることがで

きる。 

６．教務委員会委員長に不服の申立があった場合は，教務委員会の委員若干名で構成する審査

委員会を設置し，不服の申立内容を審査する。 

７．学務審議会評価改善委員会は，成績評価を集計・分析し，授業担当教員及び学

生に公表する。 

 

計画９－３ ●41「学生の多様なニーズに適応し得る柔軟なカリキュラムを編成し，

成績優秀な学生の期間短縮卒業や他学部の基礎専門教育科目を全学教育科目とし

て聴講できるようにする。」に係る状況 

 

学生の多様なニーズに適応し得る柔軟なカリキュラムを編成するため，学部にお

いて，分野の特性に応じた柔軟なカリキュラム編成を行っている。例えば，法学部
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においては，専門科目の完全自由選択制を実施している。 

成績優秀な学生の期間短縮卒業（通称：早期卒業制度）については，学則を改正

し（資料 教中２－小９－３ 早期卒業制度），履修登録できる単位の上限設定と

連動させて実施しており，工学部での実績は，資料 教中２－小９－４のとおりで

ある。 

また，他学部の基礎専門科目を履修し，修得した単位を全学教育科目の単位に認

定する制度は，平成 20 年度から実施することになった。 

 

    資料 教中２－小９－３ 早期卒業制度（東北大学学部通則抜粋） 

第６章 卒業及び学位授与 

第 27 条 本学に第２条第１項又は 第２項に規定する期間在学し，かつ，所定の授業科目を履

修し，卒業に必要な単位を修得した者又は所定の授業科目を履修し，その試験に合格した者

には，卒業を認め，学士の学位を授与する。

２ 前項の規定にかかわらず，医学部医学科，歯学部及び薬学部薬学科を除き，本学に３年以

上在学した者(学校教育法施行規則(昭和 22 年文部省令第 11 号)第 149 条に規定する者を含

む。)で，前項に規定する卒業に必要な単位を優秀な成績で修得したと各学部において認める

ものには，各学部規程の定めるところにより，卒業を認め，学士の学位を授与することがあ

る。 

資料 教中２－小９－４ 工学部における早期卒業制度の実績 

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 
年 度 

９月 ３月 ９月 ３月 ９月 ３月 

人 数 １名 ７名 ６名 ８名 ３名 ９名 

 

計画９－４ ●42「平成 18 年度を目標に，TOEFL，TOEIC 等の国際的に通用する検

定試験において一定以上の得点を得た学生に対しては，相応の単位を認定する制度

の整備に全学的に努める。」に係る状況 

 

TOEFL，TOEIC 等の国際的に通用する検定試験において一定以上の得点を得た学生

については，大学以外の学修等として，全学教育の外国語授業科目の修得とみなす

制度として整備した。（資料教中２－小９－５ 外国語技能検定試験当による単位

認定制度に関する申し合わせ） 

また，全学教育では，CALL システムを活用した自学自習とアウトソーシングによ

る TOEFL，TOEIC 英語検定試験の成績により単位を認定する全学教育科目「実践英

語Ⅱ」の授業を導入した。 

なお，私費外国人留学生特別選抜のほか，学部編入学試験や大学院入学試験にお

いても英語の試験に代えて TOEFL・TOEIC の活用が進んでいる。 
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資料教中２－小９－５ 外国語技能検定試験等による単位認定制度に関する申し合わせ

（抜粋） 

外国語技能検定試験等による単位認定制度に関する申し合わせ（平成 14 年３月 19 日） 

1 学部通則第 26 条の６及び第 26 条の７の規定により，文部科学大臣が別に定める学修で，い

わゆる外国語技能検定試験等により，所定の得点等を得た場合で，教育上有益であると各学

部において認めるものは，各学部規程の定めるところにより，本学における授業科目の履修

とみなし単位を与えることがある。 

2 単位認定を行う学部は，次のとおりとする。 

理学部，医学部，歯学部，薬学部，工学部及び農学部 

3 単位認定の対象とする外国語科目は，次のとおりとする。 

英語，ドイツ語及びフランス語 

4 単位認定の対象とする外国語技能検定試験等の種類，認定基準及び単位数は，次のとおりと

する。 

なお，認定単位数は，各外国語科目とも 4 単位を上限とする。 
科目 検定試験等の種類 認定規準 認定単位

数 
評価 認定授業科目 

１級 ４ AA 実用英語技能検定試験
(英検) 準１級 １ Ａ 

900 点以
上 

４ AA 

830 点以
上 

２ AA 
Test of English for 
International 
Communication(TOEIC) 

680 点以
上 

１ Ａ 

600 点以
上 

４ AA 

550 点以
上 

２ AA 

Test of English as a 
Foreign 
Language(TOEFL) 
(Paper Based Testing) 505 点以

上 
１ Ａ 

100 点以
上 

４ AA 

79 点以
上 

２ AA 

Test of English as a 
Foreign 
Language(TOEFL) 
(Internet Based 
Testing) 64 点以

上 
１ Ａ 

英語の授業科目の中から 
認定する。 

英語 

備考１ 同一認定基準による複数回申請は認めない。ただし，前に申請した認定基
準より上位の認定基準による申請は認める。この場合も，認定単位数の上限
は４単位とする。 

備考２ １単位又は２単位認定基準での申請の場合は，実践英語ⅠA 及び実践英語
ⅠB の中から認定する。 

また，４単位認定基準での申請の場合は，展開英語Ⅰ，展開英語Ⅱ，実践英
語ⅠA 及び実践英語ⅠB の中から認定する。ただし，展開英語Ⅰ又は展開英語
Ⅱの認定を行うためには実践英語ⅠA 又は実践英語ⅠB を修得していなければ
ならない。修得していない場合は，同時に認定を行う必要がある。 

備考３ 理学部は，２単位のみを認定する。 
備考４ 歯学部は，４単位認定の場合，実践英語の中から２単位及び展開英語の中

から２単位認定する。 
備考５ 薬学部は，実践英語の中から認定する。 
備考６ 工学部は，TOEFL-ITP 及び TOEIC-IP による認定は行わない。 
ドイツ語技能検定試験
(独検) 

３級以上 ４ AA 
ドイ 
ツ語 ドイツ語基礎統一試験

(ZD) 
合格 ４ AA 

基礎ドイツ語Ⅰ(２単位 )及び
基礎ドイツ語Ⅱ(２単位 )とし
て認定する。 

３級 ４ AA 
基礎フランス語Ⅰ(２単位)及
び基礎フランス語Ⅱ(２単位)
として認定する。 

フ ラ
ン 
ス語 

実用フランス語検定試
験 
(仏検) 

２級以上 ２ AA 
展開フランス語Ⅰ(２単位)又
は展開フランス語Ⅱ(２単位)
として認定する。 

５ 申請の方法 

(１) 申請に必要な書類は，所定の申請書及び認定証又は得点証明書の写しとする。 

(２) 認定書又は得点証明書は，認定された日から１年以内のものとする。 

６ 認定の方法及び評価等 

(１) 単位の認定は，認定証又は得点証明書の写しに基づき，学務審議会外国語委員会(以下

「外国語委員会」という。) 

の審査を経て学部が行う。 
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b)「小項目９」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由)  

学生による授業評価は，全学部・研究科等が実施しており，個々の教員の教育活

動の継続的な改善に結び付けている。また，その後の集計・分析結果を踏まえ，学

習到達度記録や授業実践記録による検証・指導等により，組織的な取組みを進めた。 

厳正・公正な成績評価を目的とした成績評価取扱基準を策定・公表した。また，

成績評価不服申し立て制度策定，成績分布図の作成，成績の評価方法等に関する教

員研修等により，その実質化に取組んでいる。 

成績が優秀な学生については，履修登録単位の上限設定に連動する早期卒業制度， 

TOEFL，TOEIC の検定試験を利用した単位認定，成績の優秀な学生に対して学位記授

与式で表彰される総長賞が実施されており，学習の意欲向上につながっている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

②中項目２の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

小項目１がウエイト付けされている理由は，小項目１は，本学の「基本方針」で

ある世界と地域に開かれた大学として，「門戸開放の理念に基づいて，国内外から，

国籍，人種，性別，宗教等を問わず，豊かな資質を持つ学生を広く迎え入れる」と

一致し，推進するための必須項目であるためである。 

全学のアドミッション・ポリシー及び各学部のアドミッション・ポリシーは，入

学者選抜方法との整合性を図りつつ見直しが行われ，入学者選抜要項に反映されて

おり，組織的に実施される入試広報活動を通じ，広く周知されている。海外に対す

る入試広報活動は，英文ホームページや英文広報誌，本学の海外代表事務所，海外

協定校における活動などを通じて行われている。意欲のある優秀な外国人留学生の

受入への特色ある取組として，英語による授業・研究指導を行うコースを設置した

ほか，世界トップレベルの若手研究者養成を支援する国際高等研究教育院を設置し，

その促進を図っている。また，米国・中国代表事務所の設置，Annual Review 等の

刊行，Nature 誌への紹介特集掲載，英文ホームページの拡充等により，海外への情

報発信を強化している。その結果として，優秀な外国人学生の受け入れに結びつく

など，本学の「基本方針」である「門戸開放の理念に基づいて，国内外から，国籍，

人種，性別，宗教等を問わず，豊かな資質を持つ学生を広く迎え入れる」への取組

みが推進されている。 

    小項目７がウエイト付けされている理由は，小項目７は，本学の教育理念・教育

目標の一つである「学部教育では，豊かな教養と人間性を持ち，人間・社会や自然

の事象に対して科学する心を持って知的探求を行うような行動力のある人材を養成

する」と一致し，推進するための必須項目であるためである。 

教育課程については，近年の高校教育の変化，入学者の多様化に対応できるよう，

全学教育科目の「新カリキュラム点検・改善検討ワーキング・グループ」の報告に

基づき，平成 18 年度から新しい教育カリキュラムが実施されており，高校と大学

の教育接続をテーマとするフォーラムの開催，数学の学力調査の継続実施による基

礎学力の変化の定量的追跡などの組織的取組が行われ，その成果はカリキュラムに

反映されている。学部と大学院についても学部と大学院合同授業の実施，学部学生

の修士課程授業科目の先行履修，大学院学生の学部専門教育科目の履修，早期卒業

制度の整備により，その円滑な接続を図っている。 
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外国語教育においては，CALL システムの活用，第 1 年次学生の全てのクラスを対

象とした共通の副教材を指定した語彙テストの実施，課外授業としての「プラクテ

ィカル・イングリッシュコース」の開講，TOEFL，TOEIC 英語検定試験の結果により

単位を認定する授業科目「実践英語Ⅱ」の開設，留学生と日本人学生の英語による

合同授業の実施など，語学力強化のための授業科目を開設した。また，各学部は，

研究倫理・職業倫理など社会貢献に必要な専門性とグローバルな視点に立つ倫理観

を醸成するための授業科目を開設している。専門教育においても，各学部・研究科

において，演習，実験，フィールドワーク，グループワーク等の多様授業形態を用

いた教育により，「科学する心」を持つ人材育成を行っている。また，ほとんどの

研究科において，国内外への企業や研究機関に対してインターンシップ制度を充実

させている。 

また，学生による授業評価結果や教員研修(FD)は，個々の教員の教育活動の継続

的な改善に結び付けており，その後の集計・分析結果を踏まえ，学習到達度記録や

授業実践記録による検証・指導等が行われている。厳格で公平な成績評価のための

成績評価取扱基準を策定・公表するとともに，成績評価不服申し立て制度策定，成

績分布図の作成，成績の評価方法等に関する教員研修等により，その実質化に取組

んでいる。 

このようにアドミッション・ポリシーの目的に則した制定・周知，意欲ある国内

外の学生の受入れ，カリキュラムの継続的な見直し，英語・情報教育等の工夫，学

生の授業評価のフィードバックシステムの整備など，継続的に意欲的な取組がなさ

れている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点)  

・朝日新聞社「大学ランキング 2008 年版」では，オープンキャンパス参加者数で第

５位（国立大学では１位），入学定員を基準とした参加者の倍率は２位であり，本

学のオープンキャンパスへの積極的な取組みがうかがい知れる。なお，同ランキ

ングにおいて，高等学校の進路指導教諭を対象としたアンケートでは，「生徒に薦

めたい」第２位，「進学して伸びた」第１位，「広報活動が熱心」第３位と上位を

占める結果となっており，本学の広報活動の熱心さや，高校からの本学の教育の

高い評価や将来への強い期待等がうかがい知れる。 

・CALL システムを導入した授業科目「実践英語Ⅱ」を開設し，自学自習を促進させ

た。また，TOEFL，TOEIC 等の外国語技能検定試験の成果は，大学以外における外

国語の授業科目の学修とみなし，単位を認定した。留学生と日本人学生の英語に

よる合同授業の実施など，語学力強化のための授業科目を開設した。 

・コンピュータ等のメディアを利用した教育環境を充実させるため，全学電子認証

システムを導入した。 

・学部学生が大学院の授業科目を先行履修できる制度を制定した。 

(改善を要する点) 

該当なし。 

(特色ある点)  

・英語教育として，第 1 年次学生の全てのクラスを対象とした共通の副教材を指定

した語彙テストを実施し，課外授業としての「プラクティカル・イングリッシュ

コース」を開講した。ＩＴ社会への対応として，高等学校での情報科目の履修を

勘案した新たな授業科目「情報基礎Ａ・Ｂ」を開設した。 

・ISTU を活用した授業科目は，各研究科において主体的に授業科目の選定とコンテ

ンツ作成を進めている。代表的な例として，医学系研究科の医学履修課程におい

ては，60％の授業科目のコンテンツ収録を終え，順次授業に活用し，社会人学生

等の受講の便を図っている。学部・研究科等を含めて，1,800 におよぶコンテン
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ツが作成されている。 

 



東北大学 教育 中項目３ 

(３)中項目３「教育の実施体制等に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目の分析 

 

○小項目１ウエイト「第一線の研究を担う研究者が学生を直接指導することにより，

研究中心大学にふさわしい質の高い高等教育を行う。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画１－１ ●３「学問全般に対する興味あるいは専門教育への意欲の喚起，大学

院レベルの高度な研究成果を全学教育に反映するため，研究科・研究所等のすべて

の部局が参加する「少人数教育・基礎ゼミ」を充実させる。」に係る状況 

 

学問全般に対する興味や専門教育への意欲の喚起，大学院レベルの高度な研究成

果を全学教育に反映することを目的としている全学教育科目の「基礎ゼミ」は，全

ての部局の教員が担当する体制を確立し，毎年 150 前後のテーマで開講されている。

また，その一層の充実を図るため，名誉教授の授業参加，ティーチング・アシスタ

ントの配置，研修旅費の一部補助を行ったほか，資料取りまとめやプレゼンテーシ

ョンの訓練を目的として，受講後の研究成果発表会・パネル展示を実施している。 

   （前掲資料 教中１－小１－１ 「基礎ゼミ」開講課題数・担当教員数・受講学生数 

P3） 

 

計画１－２ ●43「学士課程教育の改善のため，「大学教育研究センター」の整備

充実を図る。」に係る状況 

 

学生の修学支援と学生生活支援を有機的に連携させるため，大学教育研究センタ

ー及び関係部署を改組・統合して，平成 16 年 10 月に「高等教育開発推進センター」

を設置した。また，同センターにキャリア支援センターを設置することにより，高

大接続からキャリア支援に至る学生の修学・自己開発・進路選択のプロセスを一貫

して支援する学生支援体制の整備充実を図った。 

同センターでは，学士課程教育改善の方策として，『学びの転換』を育む研究大学

型少人数教育，融合型理科実験が育む自然理解と論理的思考の２件の特色 GP，文部

科学省特別教育研究経費による FD，SD 推進のための国際連携を活かした高等教育

システムの構築等の事業を展開している。 

    資料 教中３－小１－１ 高等教育開発推進センター組織図 
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計画１－３ ウエイト●44「学部・研究科と研究所等との連携により，教育力の強 

化を図る。」に係る状況 

 

本学の研究所や学内共同教育研究施設のセンター等の各教員は，研究科の協力講

座として，教育に協力している。（別添資料 教中３－小１－２ 研究科の組織の

細目）例えば，金属材料研究所の教員は，理学研究科，工学研究科，環境科学研究

科に属する研究室から構成され，おのおのの大学院生もこれらの研究科に属してい

る。したがって，学部・研究科においては，当該分野における第一線の研究者によ

る教育が専門教育の中で展開され，最先端の研究を実施している各研究所等の教員

は，大学院教育に連携・参加して豊富な研究経験を反映した講義を行うとともに，

必要に応じて学部専門教育も担当しており，第一線の研究経験が十分に反映されて

いる。（資料 教中３－小１－２ 教育における各研究科と研究所の連携） 

異分野を融合した新しい研究分野で卓越した知識と創造的な「総合知」の要素を

もった世界トップレベルの若手研究者養成を支援する全学的な組織である「国際高

等研究教育院」は，研究科と研究所等の連携により教育力の強化を図っている例で

あり，各研究科から選抜された学生の教育を行っている。 

 

    資料 教中３－小１－３ 教育における各研究科と研究所の連携 

理 学 研 究 科 における研 究 指 導 ・授 業 担 当 の状 況 （平 成 20 年 度 ） 

教員 指導学生数 ＤＣ授業担当数 ＭＣ授業担当数 専 
攻 所属部局 

教員
数 ＤＣ ＭＣ 講義等 セミナー ･ 

課題研究 講義等 セミナー ･
課題研究

理学研究科 50 55 118 11 90 19 100 
金属材料研究所 16 5 31  16 3 31 
多元物質科学研究所 6 5 13 3 8 2 12 

物 
理 

サイクロトロン・RI センター 2 3 5  4 2 4 
理学研究科 28 50 88 7 54 19 56 
高 等 教 育 開 発 推 進 センター 1  2   1 2 
金属材料研究所 4 6 8  8 1 8 

化 
学 

多元物質科学研究所 17 6 37  16 7 32 
理学研究科 19 27 52 24 38 44 37 
総合学術博物館 4 1 3 1 8 5 5 

地 
学 

東 北 アジア研 究 センター 1   1 2 2 2  

 

   計画１－４ ●47「教育に対する責任体制を明確にするため，教育研究を主とする

教員と管理運営に携わる教員等の適切な役割分担の工夫に努める。」に係る状況 

 

各部局において，副研究科長や副所長制度，運営会議制度の採用により，運営体

制の改善・整備を図り，教育に対する責任体制の明確化を行っている。資料 教中

３－小１－３に工学研究科の教育体制例を示す。 

さらに，各部局は，運営会議や補佐会，企画室といった関係各組織の責任と役割

の明確化や教育に対する責任体制の明確化のための検討を継続的に行っている。 
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計画１－５ ●48「効果的・効率的な教育研究体制の実現のため，一定期間，教育

あるいは研究のいずれかに重点を置くなど，教員間の分業体制の工夫に努める。」

に係る状況 

 

教員間の効率的な分業体制を整備するために，各部局の教育研究の特性に応じた

サバティカル制度の導入を検討し，平成 17 年度には全学的なガイドラインを策定

した。その結果，サバティカル制度を採用した部局は増加している。（資料 教中

３－小１－４ サバティカル制度採用の例） 

また，サバティカル制度と平行して，複数の研究科では，21 世紀 COE プログラム

の拠点リーダーや主要メンバー等に対して，実質的な研究専念が可能となるような

措置を講じている。 

 

     

教 務 センター 

学 部 教 務 委 員 会  研 究 科 教 務 委 員 会  入 試 検 討 委 員 会  学 生 生 活 委 員 会  

・学 科 代 表 委 員 会  

・教 育 制 改 善 ＷＧ 

・教 育 計 画 推 進 ＷＧ 

・共 通 科 目 実 施 ＷＧ 

・編 入 学 実 施 ＷＧ 

・短 期 留 学 生 受 入 プログラ

ム実 施 ＷＧ 

・創 造 工 学 研 修 実 施  ＷＧ 

・TOEFLーITP実 施  ＷＧ 

・授 業 評 価 分 析 ＷＧ 

・教 育 ・評 価 ＷＧ 

・入 学 ・進 学 ・留 学 生 特  

 別 コースＷＧ 

・ISTU・ダブルディグリーＷＧ 

・第 １小 委 員 会  

  企 画 ・制 度 見 直 し 

・第 ２小 委 員 会  

  ＡＯ入 試 Ⅰ～Ⅲ期 実 施  

・第 ３小 委 員 会  

  Ａ Ｏ 入 試 Ⅳ 期 ・ 特 別 選 抜

入 試 実 施  

・第 ４小 委 員 会  

  広 報 担 当  

・第 ５小 委 員 会  

  追 跡 調 査 等 担 当  

・奨 学 金 返 還 WG 

・学 生 の懲 戒 WG 

教 育 相 談 室  

・修 学 上 の問 題  

・学 生 生 活 上 の問 題

将 来 計 画 委 員 会  総 務 企 画 室  
（総 務 企 画 会 議 ） 

工 学 研 究 科 長 ・工 学 部 長  

工 学 研 究 科 教 授 会  
教 務 センター 
･学 部 教 務 委 員 会  
･大 学 院 教 務 委 員 会  
･入 試 検 討 委 員 会  
･学 生 生 活 委 員 会  

工 学 部 教 授 会  
工 学 研 究 科 委 員 会  

学 科 長 ・専 攻 主 任 会 議  
（代 議 員 制 ） 

運 営 会 議  
・工 学 研 究 科 長  
・副 研 究 科 長 （総 務 担 当 ）
・副 研 究 科 長 （教 育 担 当 ）
・副 研 究 科 長 （研 究 担 当 ）
･教 育 研 究 評 議 会 評 議 員
 

財 務 企 画 室 （ 運 営 委 員

国 際 交 流 室  

評 価 室

健 康 安 全 管 理 室  
各 種 委 員 会  

情 報 将 来 計 画 委 員 会  
運 営 協 議 会 （諮 問 機 関 ） 
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資料 教中３－小１－５ サバティカル制度採用の例 

文 学 

研 究 科 

本研究科に於けるサバティカル制度は，６月以上１年以内の連続した期間，講義

及び会議出席等の教員の職務の一部を免除し，重点的に研究に従事させるものであ

る。その間の講義については，学問内容の隣接する研究科内専攻分野あるいは他部

局の関連する分野の教員の協力を仰ぐのを原則とするが，必要な場合は非常勤講師

を配当することもある。 

本制度の正式の発足は平成 19 年度からであるが，実際には研究科内部の申し合わ

せとして，平成 17 年度より実施され，これまで４名（17 年度２名，18 年度１名，

19 年度１名）の教員が本制度を利用している。なお，平成 20 年度は３名を予定して

いる。 

教 育 学 

研 究 科 

サバティカル制度実施要領と申し合わせ事項を定め，平成 19 年度から実施してい

る。その内容の概略は，専任教員として６年以上勤務，管理職等を除く，原則６ヶ

月，始期は４月１日または 10 月１日，始期の同一者を２名までとする，授業担当の

免除，有給，研究費の支給，報告書の提出など。 

農 学 

研 究 科 

「サバティカル制度を実施するためのガイドライン」に基づき，本研究科において

導入について検討し，平成 18 年 11 月に「農学研究科サバティカル制度実施要項」

を制定した。また，同実施要項に基づく申請が１件あり，平成 19 年２月に承認した。

国 際 文

化 

研 究 科 

平成 18 年度に科内サバティカル制度（半年）実施要項を設定して希望者を募り，

毎年４名をめどに利用者を決定することにした。平成 19 年度は２名が「日英語イデ

ィオムの統語と意味」と「アメリカ史の再構築」のテーマでの著書執筆のために同

制度を利用した。平成 20 年度は４名が「移行経済における私的所有の生成メカニズ

ムに関する比較研究」，「ブコヴィナのユダヤ系ドイツ語文学における多重的周縁

性とその表象」，「省略現象の比較統語論的研究」，「マーク・トウェインと世紀

転換期」に関する著書や論文執筆のために同制度を利用する。 

情 報 科

学 

研 究 科 

１.研究専念期間制度 (16.９.16 制定)研究科に６年以上在職の基幹講座の講師以上

が，最長１年間，授業及び研究科管理業務等から解放され研究に専念できる制度。

【適用：平成 17 年度１名，同 18 年度１名】 

２.プロジェクト研究専念教員制度(18.12.14 制定)研究科に１年以上在職の教員が，

最長１年間，研究科が承認した重点研究プロジェクト等に専念できる制度。本人

の申し出により講義，学生指導，研究科管理業務等を免除可能。また，本人の申

し出により所掌委員会が認めた場合は 100 万円を限度として研究費を支援するこ

とが可能。 

 

計画１－６ ●50「講義等の教育活動で高い評価を受けた教職員の顕彰制度（総長

教育賞）等を整備する。」に係る状況 

 

    講義等の教育活動で高い評価を受けた教職員を顕彰する「総長教育賞」を創設し，

学位記授与式において表彰しており，全学教育においては教育上の貢献があった教

職員を顕彰する「全学教育貢献賞」を創設し，学務審議会において表彰している。

（資料 教中３－小１－５ 東北大学総長教育賞要綱） 

また，医学部の「医学部教育貢献賞」，工学部の「工学部長教育賞」，環境科学研

究科の「研究科長教育賞」等，同様の趣旨による学部・研究科等独自の表彰制度が

整備されている。 

 

資料 教中３－小１－６ 東北大学総長教育賞要綱（抜粋） 

東 北 大 学 総 長 教 育 賞 要 綱 （ 平成15年６月６日） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，東北大学(以下｢本学｣という｡)の教育理念達成のため，教育方法及び教育

技術の向上を図り，優れた教育を推進することを目的として，全学教育，学部専門教育及び

大学院教育における授業(卒業論文等の指導を除く｡)及びその支援並びに課外活動，国際交流

等における指導，教育方法及びその支援等について優れた業績を挙げた者や創意工夫に溢れ

る取り組みにより大きな教育上の成果を挙げた者を表彰する場合の取扱いについて定めるも

のとする｡ 

（表彰の名称） 

第２条 表彰は，東北大学総長教育賞としてこれを行う。 

（表彰対象者） 

第３条 表彰対象者は，第１条に掲げる職務に従事する本学の職員とする。 
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b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

 目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

計画１－３がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標である「第一線の

研究を担う研究者が学生を直接指導することにより，研究中心大学にふさわしい質

の高い高等教育を行う」を具現化するために重要である「学部・研究科と研究所等

との連携により，教育力の強化」を掲げている計画であるためである。 

全学教育科目の授業は，「基礎ゼミ」をはじめ全ての学部・研究科，附置研究所等

の教員が担当しており，学生は最先端の研究成果に触れることができる。なお，全

学教育のカリキュラム開発や教員研修(FD)等を通じた授業の改善は，高等教育開発

推進センターの教員が担当している。 

学部・研究科においては，当該分野における第一線の研究者による教育が専門教

育の中で展開されている。最先端の研究を実施している各研究所等の教員は，大学

院教育に連携・参加して豊富な研究経験を反映した講義を行うとともに，必要に応

じて学部専門教育も担当しており，第一線の研究経験が十分に反映されている。 

このように，第一線の研究を担う学部・研究科，附置研究所等の研究者が全学教

育から大学院教育まで，重厚な連携体制のもとに学生を直接に指導する体制が整え

られている。 

さらに，授業等の教育活動において高い評価を得た教職員の表彰制度など，第一

線の研究者による質の高い教育を継続し，向上するための種々の取組みを推進して

いる。 

また，教員の研究時間を担保するために，各部局の教育研究の特性に応じたサバ

ティカル制度を導入した部局が増加している。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目２「学部・研究科は，総合的な知の拠点として研究所等の連携協力を得て，

人間・社会，自然について，人類の発展に必要な広範な学問分野の教育を行う。」

の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画２－１ ●44「学部・研究科と研究所等との連携により，教育力の強化を図

る。」に係る状況 

 

教員と学生，学生同士が密接な人間関係を築きながら学生が主体性をもって参加

する全学教育科目の「基礎ゼミ」は，学部・研究科と研究所等との連携により教育

力の強化を図っている典型的な例である。 

学部・研究科においては，当該分野における第一線の研究者による教育が専門教

育の中で展開されている。最先端の研究を実施している各研究所等の教員は，研究

科の協力講座として教育に参画し，大学院教育に連携・参加して豊富な研究経験を

反映した講義を行うとともに，必要に応じて学部専門教育も担当しており，第一線

の研究経験が十分に反映されている。 

異分野を融合した新しい研究分野で卓越した知識と創造的な「総合知」の要素を

もった世界トップレベルの若手研究者養成を支援する全学的な組織である「国際高

等研究教育院」は，研究科と研究所等の連携により教育力の強化を図っている例で

あり，各研究科から選抜された学生の教育を行っている。 

（前掲資料 教中３－小１－３ 教育における各研究科と研究所の連携 P69） 
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計画２－２ ●63「学部教育と大学院教育の連続性や学際的な素養，グローバルな

視点に立つ倫理観の養成に必要なカリキュラムを編成するため，学部と研究科の連

携教育体制を整備する。」に係る状況 

 

学部と研究科の連携教育体制を整備するため，学部及び研究科において，連携カ

リキュラムや合同授業の実施などを整備し（資料 教中３－小２－１ 学部・研究

科の連携教育事例），例えば，法学部及び法学研究科においては学部専門科目と大

学院教育とを円滑に接続するため，一部の科目で合同授業が行われている。経済学

部と経済学研究科においては，学部と大学院の連携カリキュラムとして，３・４年

次の学部学生が 100 以上の大学院の授業科目「特論」を大学院生とともに履修でき

る「特殊講義」を開講している。また，教育学部では，教育学研究科に新専攻を設

置することに伴い，学部コースを再編し，専門教育科目を大学院との接続を考慮し，

学部４年次学生が，大学院科目である「教育実践特論Ⅰ」，「心理学研究法特論」，「教

育測定論」を先行履修できる。歯学部及び歯学研究科においては学部と大学院の一

貫教育カリキュラムの「歯学基礎研究実習」，「歯学基礎演習」及び「歯学臨床ゼミ」

を開講した。（資料 教中３－小２－２ 歯学部シラバス（学部教育と大学院教育

の連動性を意識した教育））このように学部生が，大学院生とともに講義科目を履

修できる連携教育体制が整備されている。 

 

資料 教中３－小２－１ 学部・研究科の連携教育事例 

部局 開講科目例 対象学生 

法学部-法学研究科 「ドイツ法入門」他 30 科

目程度開講 

4 年次学部生-大学院生 

経済学部-経済学研究科 特殊講義 

学部生が大学院の 100 以上

の授業科目 ｢特論 ｣を大学

院生とともに受講 

3，4 年次学部生-大学院生

教育学部-教育学研究科 教育実践論特論Ｉ 

心理学研究法特論 

教育測定論 

4 年次学部生-大学院生 

歯学部-歯学研究科 「歯学基礎研究実習」 

「歯学基礎演習」 

「歯学臨床ゼミ」 

「歯学シミュレーション

実習」 

９ -10 セメスターー大学

院生 

 

 

 

   資料 教中３－小２－２ 歯学部シラバス 

（学部教育と大学院教育の連動性を意識した教育）  

    

 基礎研究実習 

 本学部が他大学に先駆けて実施してきたプログラム。５年次の２学期９月から 11 月ま

で，授業時間 200 時間を当てる。学生は基礎系分野の中から１分野を選択し，当該分野に

おいて研究実習に取り組む。本プログラムでは，学生は単に知識，技術を伝授されるので

はなく，興味を抱いたテーマに関して，指導教員からマンツーマンの指導・助言を受けな

がら，主体的に研究等に取り組む。このような実践を通して，本学部教育理念の一つ「考

える歯科医師」たるに必要なリサーチマインドの涵養を目指す。 
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授業科目 歯学臨床ゼミ 

授業細目  

授業担当 

責任者 

 

曜日―時限 
火―３・４ 

木―３ 

対象年次 

学期 

５年次 

９セメスター 
講義室名 

実施時 

に指定 

授業の目標並

びに概要 

歯科の臨床では，問題発見能力とその問題の探求のための情報収集能力，そして

臨床推論能力を最大限に行使して問題解決方針を決定してゆく。本ゼミでは，症

例のシナリオを通じで，歯科医療に関わる者としてのこれらの能力と態度を身に

つける。 

回数 授業内容 担当者 

１～９ 歯科臨床ゼミ・シナリオ１  

１０～１８ 歯科臨床ゼミ・シナリオ２  

１９～２７ 歯科臨床ゼミ・シナリオ３  

   

授
業
計
画 

   

アドバイス 

ＰＢＬ－チュートリアル形式でゼミを行うので，積極的に授業

へ参加すること。各自のこれまで学んだ教科書・参考書を利用

するので，グループごとに直ぐに利用できるよう，準備するこ

と。 

テキスト・教材・参考書等 必要に応じて指定する。 

成績評価の方法 出席状況，及び，担当教官の評価に基づいて判定する。 

 

        

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

全学教育は，学部・研究科と附置研究所等の全教員参加型の教育体制となってお

り，一部の学部においては，専門分野が近接する附置研究所等の教員の参画を得て

行われている。大学院においては，研究所等の教員が研究科の協力講座として教育

に参画し，研究科の教育の充実に寄与している。 

よって，目標の達成状況は非常に優れていると判断される。 

○小項目３「世界に開かれた大学として，外国人の教員任用を含め教員採用の多様性

と開放性の確保に努める。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画３－１ ●45「多様な人材による先端的かつ広範囲な高等教育を実践するため，

優れた人材を国内外から教員として受け入れる。」に係る状況 

 

多様な人材による先端的かつ広範囲な高等教育を実践するため，各学部・研究科，

研究所等において，公募制を徹底し，国内外からの優れた人材の任用を行っており，

例えば，専門職大学院では，実務家教員について関係機関と絶えず情報交換しなが

ら，優れた実務家教員の採用に努めている。（前掲資料 教中２－小６－２ 専門

職大学院実務家教員数 P51） 

また，専任教員のほか，産業界や外国の研究機関などから客員教授を招へいする

ことにより，教育研究の活性化策を進めている。（資料 教中３－小３－１ 客員

教授・客員准教授数） 

また本学の平成 20 年１月における外国籍教員数は 100 名に及んでいる。（教中３ 

小３－２ 外国籍教員数内訳）。 
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資料 教中３－小３－１ 客員教授・客員准教授数（平成 19 年５月１日現在） 

男 女 男 女
研究協力部 8 8
文学研究科 3 3
経済学研究科 1 1
理学研究科 19 4 23
医学系研究科 10 1 11
歯学研究科 3 1 4
薬学研究科 6 1 7
工学研究科 19 1 20
工学部 1 1
農学研究科 1 1
国際文化研究科 1 1
情報科学研究科 4 1 5
生命科学研究科 3 3
環境科学研究科 9 1 10
教育情報学研究部 1 1
金属材料研究所 7 7
加齢医学研究所 2 2
流体科学研究所 2 2
電気通信研究所 13 13
多元物質科学研究所 4 4
東北アジア研究センター 1 1
高等教育開発推進センター 1 1
国際高等研究教育機構 1 1
未来科学共同研究センター 33 1 34
学際科学国際高等研究センター 4 4
先進医工学研究機構 6 6

計 162 4 7 1

日本 外国
部局名 計

 174

 

資料 教中３－小３－２ 外国籍教員数内訳 

部局名 教授 准教授 講師 助教 助手 総計
文学研究科 1 2 2 1 6
教育学研究科 1 1
法学研究科 1 1 2
経済学研究科 2 2
理学研究科 1 2 1 3 7
医学系研究科 1 4 1 6
薬学研究科 1 1
工学研究科 1 7 6 14
農学研究科 1 1
国際文化研究科 1 4 5
情報科学研究科 2 2 4
環境科学研究科 2 2
金属材料研究所 2 4 11 2
加齢医学研究

19
所 1 1

流体科学研究
2

所 1 1
電気通信研究所 1 2
多元物質科学研究

3
所 1 2 1 5

病
9

院 1 1
高等教
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b)

(達

状況が非常に優れている 

(判

ついては，関係機関との情報交換を継続的

に

の活性化を図

っ

 

2
育開発推進センター 8 8

国際高等研究教育機構 2 2
学際科学国際高等研究センター 1 1
先進医工学研究機構 1 1 2

11 30 15 41

平成20年1月1日現在

計 3 100

「小項目３」の達成状況 

成状況の判断)  

目標の達成

断理由) 

教員採用は，原則，公募制が採用され，優れた人材の受け入れに努めている。ま

た，専門職大学院における実務家教員に

行い，適任者の採用に努めている。 

さらに，専任教員のほか，多様な教育者や研究者を受け入れ，教育

ている。平成 20 年１月の外国籍教員数は 100 名に及んでいる。 
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よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○ が担うべき使命を果たす教育体制，

男女共同参画支援体制の充実を図る。」の分析 

a)

積極

的導入，国内外の研究機関・地方公共団体等との連携を図る。」に係る状況 

 

採

教 ）） 

らに平成 17 年８月に教職員等のための川内けやき保育園を設置した。 

第 参画」

日 時：平成 14 年９

時 

内 容

基調講演

第２回 テーマ：「性差と

 

日 時：平 水） 

内 容：

稲田大学教授による特

第 」

日 時： 土） 

内 容：

），東京大学教授による特

第４回 テーマ：「どこ  

日 時：平 土） 

 

内 容

教授による基調講演，名古屋

   授

第５回 研究者の

日 時：平成 1 （日） 

内 容

事 等とのパネル

ノベーションを生みだす

男

日 時：平成 19 年

時 30 分 

内 容

授 等とのパネルディスカッ

ション 

小項目４「男女共同参画社会形成のため，大学

 

 関連する中期計画の分析 

計画４－１ ●49「ジェンダー教育体制の充実のため，東北大学男女共同参画奨励

賞（沢柳賞）を活用するとともに，全学教育などにおける「ジェンダー学」の

平成 14 年度から継続して「男女共同参画シンポジウム」を開催し，男女共同参画

に関する研究教育活動を奨励する「沢柳賞」の授賞式を行い，その啓蒙及び取組み

推進に努めているほか，学内外有識者を招聘し，基調講演等を実施するなど，関係

機関との連携を図っている。平成 18 年度には，文部科学省科学技術振興調整費「

女性研究者支援モデル事業」である「杜の都女性科学者ハードリング支援事業」が

択されている。（資料 教中３－小４－１ 男女共同参画シンポジウム開催状況） 

また，全学教育科目では，「ジェンダーと社会」，「ジェンダー論」，「ジェンダーと

人間社会」を開講するなど，ジェンダー教育体制の充実に取り組んでいる。（資料 

中３－小４－２ ジェンダーに関する授業科目開講状況（全学教育科目の例

さ

 

資料 教中３－小４－１ 男女共同参画シンポジウム開催状況 

 授，秋田大学教授，早稲田大学助教１回 テーマ：「学問・教育と男女共同

月 28 日（土） 

13 時～17

場 所：仙台国際センター 

：沢柳賞の創設，お茶の水大学名誉教

授，日本女子大学教授による

は何か？ 

 ヒトと人の間」

成 15 年 11 月 26 日（

16 時 30 分～19 時 

場 所：川内マルチメディア教育研究棟 

第１回沢柳賞授賞式の実施（受賞課

題４件），早

別講演 

３回 テーマ：「現代日本社会とジェンダー

平成 16 年 11 月 20 日（

13 時 30 分～17 時 

場 所：川内マルチメディア教育研究棟 

第２回沢柳賞授賞式の実施（受賞者

課題５件

別講演 

まで進んだ大学の

男女共同参画」 

成 17 年 11 月 26 日（

13 時～17 時 40 分

場 所：仙台国際センター 

：第３回沢柳賞授賞式の実施（受賞課

題４件），第１回沢柳賞（プロジェク

ト部門）受賞者による成果報告講演，

東京大学

大学教 

等とのパネルディスカッション 

テーマ：「大学における女性

育成と支援，その施策」 

8 年 10 月 15 日

10 時～16 時 

場 所：仙台国際センター 

：第４回沢柳賞授賞式の実施（受賞者

課題４件），第２回沢柳賞（プロジェ

クト部門）受賞者による成果報告講

演，内閣府男女共同参画局長による基

調講演，北海道大学教授，京都大学特

任教授，熊本大学理

ディスカッション 

第６回 テーマ：「イ

女共同参画」 

11 月 17 日（土） 

13 時～16

場 所：仙台国際センター 

：第５回沢柳賞授賞式の実施（受賞者

課題５件），第３回沢柳賞（プロジェ

クト部門）受賞者による成果報告講

演，内閣特別顧問による基調講演，科

学技術振興機構社会技術研究開発セ

ンター長，三重大学教授，日本女子大

学客員教

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/koubo/06060127/002.htm
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資料 ンダーに関する授業科目開講状況 

6 年度 基幹科目「ジェンダーと社会」

ントトピックス科目「ジェ

ンダー論」開講 

平成 18 年度 基 ェンダーと人間社

9 年度 基幹科目「ジェンダーと社会」

開講 

教中３－小４－２ ジェ

（全学教育科目の例） 

平成 1

開講 

平成 17 年度 カレ

幹科目「ジ

会」開講 

平成 1

 

b) 状況 

況が非常に優れている。 

(判

，その活動と啓発を継続的に行い，男女共同参画支援体制の

充

」や，

東

科目にジェンダーに関する科目を開講し，学生

教

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○ に対応するきめ細かい教育を実施するため

に 教育支援体制を強化する。」の分析 

a)

●46「優秀な大学院生を TA として採用し，教育研修を受講させる。」 

に係る状況 

 

とともに，当該学生の教育研究活動に支障がないことを確認して採用

し

。（前掲資料 教中２－小４－７ 全学教育科目 TA アンケート調査集計

表 48） 

資料 教中３－小５－１ 全学教育科目ティーチング・アシスタント選

 

１．目

学教育の充実及び指導者としてのトレーニングの機会を提供することを目的と

３．資 施要項（以下「実施要項」という。）に定め

業内容について十分な知識と技術を有する者 

（３）外国人留学生等は，原則として日本語の能力が十分である者 

「小項目４」の達成

(達成状況の判断) 

 目標の達成状

断理由) 

男女共同参画シンポジウムは平成 14 年度から毎年開催，男女共同参画委員会報告

書は平成 15 年度から毎年発行，男女共同参画に関する研究教育活動を奨励する沢

柳賞の選考・授与など

実を図っている。 

男女共同参画事業活動と支援措置については，文部科学省科学技術振興調整費「

女性研究者支援モデル事業」である「杜の都女性科学者ハードリング支援事業

北大学教職員のための保育園（川内けやき保育園）の設置に取組んだ。 

また，教育においては，全学教育

育への取組みも充実している。 

小項目５「大学院生の増加や学生の多様性

，

 

 連する中期計画の分析 

計画５－１ 

ティーチング・アシスタント(TA)は，大学教育の充実及び指導者としてのトレー

ニングの機会を提供することを目的に実施しており，研究指導担当教員がその適性

等を判断する

ている。 

TA に対する教育研修は，TA としての自覚を促し，教育補助業務の方法等を説明す

る内容により，全学教育については学務審議会の下に企画・実施され，専門教育科

目については各学部の責任の下に実施されている。なお，全授業終了後のアンケー

ト調査の結果は，授業担当教員へのフィードバック，配置のあり方の見直しに活用

されている

 P

 

考要綱 

（抜粋）

的 東北大学大学院に在学する優秀な学生等に対し，全学教育科目の教育補助業務を行

わせ，大

する。 

格 東北大学ティーチング・アシスタント実

る者で，次の各号に該当するものとする。 

（１）教育補助業務を行うに当たり，授

（２）将来指導者として期待できる者 

 

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/koubo/06060127/002.htm
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活用した教育方法（高度情報型の教育システム）の工夫に努める。」に

係 状況 

いる。（前掲

資料 教中２－小８－１ ISTU による正規授業開講科目一覧 P59） 

中

策 大

学院 

アクセスに利用者認証を導入して，無権限アクセ

計画５－２ ●51「学際的な科学技術の進展，学生の多様化による補習的な教育の

必要性，遠隔地からの即時的な学習要求等に柔軟に対応するため，IT 技術，新しい

メディアを

る

 

IT 技術，新しいメディアを活用した教育方法として，条件が適合する学部及び研

究科から，東北大学インターネットスクール（ISTU）と連携して，講義の一部をインターネ

ット授業の開発利用に取組んでおり，例えば，医学系研究科医学履修課程では授業科目の

60％以上をコンテンツ化し，ISTU を利用したインターネット授業を実施している。

また，外国語教育の一部では e-learning を取り入れた授業が行われて

 

資料 教 ３－小５－２ メディアを活用した教育方法の例 

自習室において，無線 LAN を利用して教育システムにアクセスすることが可能

となっているほか，無線 LAN

法科大学院 

公 共 政

ス等の防止を図っている。 

法科大学院 

去問題演習やＴＫＣ提供の実力テストにも協力し

ＩＴ技術，新しいメディアを活用した教育方法（高度情報型の教育システム）

の工夫に努めるため，法科大学院教育情報システム（ＴＫＣ）を活用し，法律

情報検索，講義内容の伝達，授業で十分に行えなかった質疑応答等に利用する

とともに，司法試験短答式過

て実践的な教育に努めた。 

国 際 文 化 研 ステムにより，自宅及び学外からの学習・研究支援体制の提供を開始

究科 

WebOCM シ

した。 

環 境 科 学 研

究科 

ント人材養成ユニットにおいてｅ-Learning を取

り入れた講義を実施した。 

高度環境政策・技術マネジメ

 

化，情報リテラシー教育の支援，情報検索システ

ムの整備を図る。」に係る状況 

 

学分館では 24 時まで，

北

ど，効率的で学生が利用しや

すい仕組みの充実の取組みが着実に進行している。 

 

計画５－３ ●53「図書館機能の拡充を図るために，開館時間の延長，学生用図書

の整備，学習支援情報のデジタル

附属図書館本館では試験期間における開館時間を延長し，医

青葉山分館及び農学分館では 24 時間学生が利用できる。 

学生用図書，文献情報整備については，毎年度可能な限りの予算措置を得ながら

充実に努めており，学習支援情報のデジタル化や情報検索システムについては，電

子化されたシラバスの教科書・参考書情報と図書館蔵書検索システムをリンクした

システムを構築し学習支援を強化した。このシステムの利用のために，「東北大学

生のための情報検索の基礎知識」の基本編，自然科学編，人文社会科学編及び英文

版（ダイジェスト版）を順次発刊し，学生に配布するとともに全学教育科目「大学

生のための情報検索術」の授業の主体的支援を行うな
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資料 教中３－小５－３ 図書館機能の高度化の概略 

図書館機能の拡充のための活動図書館機能の拡充のための活動

開館時間の延長

学生用図書の整備

情報リテラシー教育の支援

・「東北大学生のための情報探索の基礎知識 基本編」４０００部 新入生
４００部 留学生

８時４５分～
２１時
２１時

の作成・ に配布
・「東北大学生のための情報探索の基礎知識 英語版」 の作成・ に配布
・全学教育科目「大学生のための情報検索術」 の開講

・平日の開館時刻の延長試行：９時～ →
・試験期間の開館時間の延長：平日 ２号館 ９時～１７時 → ９時～

：土・日・祝日 ９時～１７時 → ９時～

・年間学生１人当たり１冊購入を目指した学生用図書の整備
・全学教育科目担当教員による学生用図書の選定
・シラバス掲載図書の整備

 

 

計画５－４ ●54「遠隔講義・少人数講義に対応する施設の整備を図る。」に係る 

状況 

 

遠隔講義・少人数講義に対応する施設の整備を図るため，少人数の講義やセミナ

ーを行うスペースの確保を進めるとともに，遠隔教育，情報システムを利用した教

育に必要な施設の整備を進めた。 

経済学部・経済学研究科においては遠隔講義設備（映像配信システム）を導入し，

法科大学院においては法科大学院教育支援システム上でシラバスに対応したオン

デマンド教材を活用できるようにするなど，学生の利用に配慮した整備を進めた。 

また，医学系研究科においては，東北大学インターネットスクール（ISTU）によ

る授業科目の収録を行うため同研究科内に「ISTU 収録室」を設置し，授業のほか

ISTU Web Magazine cultural café を通じた情報発信を行っている。 

 

資料 教中３－小５－４            

医学系研究科における ISTU 収録室機材 

 

b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

大学教育の充実及び指導者としてのトレーニングの機会を提供することを目的と

するティーチング・アシスタント(TA)には優秀な大学院生が採用されており，TA と

しての自覚を促し，教育補助業務の方法等を説明する内容とした教育研修も実施さ

れている。 
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 きめ細かい教育を実施するため，一部の学部・研究科においては，独自の

e-Learning コンテンツを開発し講義等に活用しているほか，自習室や自宅からも利
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用できる学習支援システムを導入し，利用に供している。 

附属図書館においては，北青葉山分館及び農学分館における 24 時間開館や，シラ

バスの教科書・参考書と蔵書検索システムをリンクしたシステムの提供のほか，独

自に編集した東北大学学生のための情報検索のガイドブックを学生に配布するな

ど，多様な支援を行っている。 

このように，学生の増加や多様性に対応するように教育を実施するための教育支

援体制が整備されていると判断される。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目６「新規メディアの活用により，教授方法・学習方法の改善を図る。」の分 

析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画６－１ ●52「ISTU の実践を始めとする，講義科目の電子情報化・授業方法の

改善等を積極的に行い，社会人もアクセス可能なインターネットによる講義を充実

させる。」に係る状況 

 

学部及び研究科は，東北大学インターネットスクール（ISTU）のホームページか

らの電子情報提供に適する教材の選定を行い，準備の整った部局から順次活用して

おり（資料 教中３－小６－１ インターネットによる授業及び授業科目電子化状

況例），平成 18 年度末に平成 17 年度の４倍近くまで増加した受講生数は，平成 19

年度末（２月末時点）には平成 17 年度の 6.4 倍に達した。また，平成 18 年度末に

平成 17 年度の２倍近くまで増加した講義数は，平成 19 年度末（２月末時点）には

平成 17 年度の３倍近くに達している。（資料 教中３－小６－２ ISTU 講義数・受

講者数） 

 ISTU 講義には特別講義と正規講義の２種類があり，正規講義は ID とパスワード

を発行された学生等のみに受講が認められている講義であり，特別講義は ID とパ

スワードなしに自由に受講できる講義である。  

特別講義は毎月 1,000 回から 2,000 回程度，また，正規講義は平成 18 年度６月に

急激に受講が増加し，その後は毎月 1,000 回から 3,000 回程度，継続的に極めて活

発に利用されている。 

また，講義科目の電子情報化と社会人もアクセス可能なインターネットによる講

義の充実により，教育レベルの向上，特に社会人学生のための遠隔地教育に効果を

あげている。 

 

資料 教中３－小６－１ インターネットによる授業及び授業科目電子化状況例 

経済学研究科 会計大学院における e ラーニングコンテンツを開発 

環 境 科 学 研 究

科 

ISTU を積極的に利用し，「環境文明論」及び「環境科学概論」を e-Learning

教材化して社会人のための遠隔地教育に供した 

歯学部・歯学研

究科  
大学院講義の数コースを ISTU で開講  
学部１年，修士課程１年に対し歯学概論全講義を ISTU で配信  

医学系研究科  医学履修課程の授業科目 60％をコンテンツ化， ISTU を活用した講義を開講
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資料 教中３－小６－２ ISTU 講義数・受講者数 
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（１）東北大学全体における ISTU 登録受講者数（累計） （２）東北大学全体における ISTU 講義数（累計）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受講者数は，大学院生，学部生を含む平成 20 年 2 月末現在の値    講義数は，平成 20 年 2 月

末現在の正規講義のみの値 

 （３）月ごとにみた東北大学全体における ISTU 講義の受講数  

 
受講数は，動画を使用している講義のみの平成 20 年 2 月末現在の値  
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計画６－２ ●53「図書館機能の拡充を図るために，開館時間の延長，学生用図書

の整備，学習支援情報のデジタル化，情報リテラシー教育の支援，情報検索システ

ムの整備を図る。」に係る状況 

 

附属図書館本館における学習支援情報のデジタル化や情報検索システムについて

は，電子化されたシラバスの教科書・参考書情報と図書館蔵書検索システムをリン

クしたシステムを構築し学習支援を強化した。 

また，「東北大学生のための情報検索の基礎知識」基本編 2004，自然科学編 2005，

人文社会科学編 2007 及び英文版 2008（ダイジェスト版）を順次発刊し，学生に配

布するとともに全学教育科目「大学生のための情報検索術」の授業の主体的支援を

行うなど，情報リテラシー教育の推進に向けた取組が着実に進行している。 

  

    資料 教中３－６－３ 図書館蔵書検索システム概要 

  

 
 

 

b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。  
(判断理由) 

東北大学インターネットスクール（ ISTU）は，遠隔地教育，特定教室及び学生

自習室における利用のほか，自宅等での授業の補習にも利用される。また，一部

の学部・研究科においては，独自の教育支援システムにより，講義内容の伝達や，

補習，情報検索，質問等への対応を可能とするなど多様な支援活動により教授方

法等の改善を図っている。また，附属図書館における教科書・参考書と蔵書検索

システムをリンクしたシステムや東北大学学生のための情報検索のガイドブック
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の発行など，学生の学習環境の改善，充実を図っている。  
よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。  

                            
○小項目７「学務事務の IT (Information Technology)化を進め，効率的で学生が利用

しやすい仕組みの充実を図る。」の分析  
  
a) 関連する中期計画の分析  

計画７－１ ●55「学生に対する修学上のサービス向上のために，学内の学務事務

システムを統合し，事務情報処理環境の一元化を図る。」に係る状況  
 

学生に対する修学上のサービス向上のために，学内の学務事務情報処理環境の一

元化を図るため，教務情報システムを改善し，発生源入力（履修登録，成績入力），

学生の修得単位確認，学生証による各種証明書の自動発行体制を整備した。  
これにより，全学生，教員を対象とする履修登録，成績入力が実現するとともに，

学部及び大学院在籍時における学生レコード番号の統一化を図った。また，学部入

試データ及び進路（就職）データを追加してシステム機能を拡張し，学生サービス

の向上，教務情報システムが保有するデータの一元管理化と充実を図った。  
 



東北大学 教育 中項目３ 

資料 教中３－小７－１ 教務情報システム概要 

 
b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断) 

 目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

教務情報システムは，データベースとして，学籍情報，授業情報，履修・成績情

報，進級・卒業・修了情報のほか，入試情報，進路就職情報を加えることにより，

入学から卒業，就職までの一連の情報を備え，学生情報の一元管理と学習・生活支

援に利用される。システムは，発生源入力による履修登録，各種証明書の自動発行

などの機能を備え，学生の利用を高く意識し設計された。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 
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○小項目８ウエイト「学生等による授業評価の有効性と限界を十分に踏まえた上で，

その適切な利用により教育の改善を図る。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析   

計画８－１ ●39 指導法の改善を図るために，各部局単位や全学レベルで学生の

授業評価を参考に授業改善のシステムの確立を図る。 

 
    各学部・研究科等では，学生の授業評価結果について担当教員の個別データだけ

でなく，授業科目別の集計データについても教員に送付し，個々の教員の教育活動

の継続的な改善に結び付けている。 

また，各学部・研究科等では，独自に組織的な取組を行い，個々の教員の授業内

容，教授技術等の改善を図っている。例えば，理学部や農学部では，講義用とは別

に演習・実習用の評価シートを作成し，また，教員が独自に設問を設定できるよう

工夫して，評価結果が各教員の授業内容の改善に直結するような仕組をとっている。

教育学部や公共政策大学院では，評価結果を受けた担当教員が授業改善策を報告す

る体制をとっており，評価結果が個々の教員の教育改善に結び付いている。 

全学教育では，授業評価アンケートの個別データを集計データとともに各担当教

員に送付し，各担当教員は学生の評価結果を受けて，具体的な授業改善策などを科

目委員会委員長あてに提出するシステムをとっている。科目委員会委員長は，これ

らを取りまとめ，毎年発行される報告書で授業内容・方法等に関する「意見及び改

善策」の形で代表的事例を公表し，個々の教員の評価結果を質の向上に結び付ける

継続的改善の努力を行っている。（資料 教中３－小８－１ 平成 19 年度「学生に

よる授業評価」実施の流れ（全学教育科目）） 

 

資料 教中３－小８－１ 平成１９年度「学生による授業評価」実施の流れ（全学教育科目） 
【奇数セメスター】 
 6 月初旬 実施日程調査「全学教育授業評価実施日程記入表」送付（担当係→授業担当教員）
7 月初旬 「全学教育授業評価実施日程記入表」提出（授業担当教員→担当係） 
6 月～ 9 月 授業評価実施（基礎ゼミ含む）（授業担当教員→担当係） 

 9 月下旬 集計データ送付（担当係→授業担当教員） 
11 月下旬 成績分布データ，授業評価の自由記述，集計データにより，授業実践記録提出（授

業担当教員→担当係） 
【偶数セメスター】 
11 月下旬 実施日程調査「全学教育授業評価実施日程記入表」送付（担当係→授業担当教員）
12 月上旬 「全学教育授業評価実施日程記入表」提出（授業担当教員→担当係）  
12 月～2 月 授業評価実施（授業担当教員→担当係） 
 2 月下旬 集計データの送付（担当係→授業担当教員） 
2 月下旬～3 月
上旬  

成績分布データ，授業評価の自由記述，集計データにより，授業実践記録提出（授
業担当教員→担当係） 

3 月中旬 各教員から提出された授業実践記録，授業評価データを各科目委員会委員長（外
国語は教科部会長）に送付 

4 月以降 平成１９年度学生による授業評価報告書編集・作成・公表 

 

計画８－２ ウエイト●57「必要に応じて学生等による授業評価を導入し，学部

長・研究科長等は，その結果を授業担当教員にフィードバックする。」に係る状況 

 

各学部・研究科等における学生の授業評価の結果は，担当教員の個別データだけ

でなく，授業科目別の集計データについても送付されており，個々の教員の教育活

動の継続的な改善に結び付けている。（資料 教中３－小８－２ 学生による授業評

価アンケート結果など，学生からの意見聴取結果が改善に結びついた具体例） 

また，各学部・研究科等では，独自に組織的な取組を行い，個々の教員の授業内

容，教授技術等の改善を図っており，例えば，理学部や農学部では，講義用とは別
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に演習・実習用の評価シートを作成し，また，教員が独自に設問を設定できるよう

工夫して，評価結果が各教員の授業内容の改善に直結するような仕組をとっている。

教育学部や公共政策大学院では，評価結果を受けた担当教員が授業改善策を報告す

る体制をとっており，評価結果が個々の教員の教育改善に結び付いている。 

全学教育では，学生による授業評価結果に加え，授業実践記録を活用した授業改

善などの取組みが行われており，個々の教員の評価結果を質の向上に結び付ける継

続的改善の努力を行っている。 

 

資料 教中３－小８－２ 学生による授業評価アンケート結果など，学生からの意見聴取  
結果が改善に結び付いた具体例  

 

文 学 部 ・
文 学 研 究
科  

・アンケート結 果 に基 づき，平 成 18 年 度 ，文 学 部 １年 生 必 修 の「人 文 社 会 総 論 」については学 問
的 導 入 という趣 旨 に明 確 に添 った講 義 内 容 にするよう学 務 教 育 室 （教 育 改 善 担 当 ）から運 営
委 員 会 に申 し入 れ，次 年 度 から改 善 された。なお，授 業 評 価 アンケート結 果 （報 告 書 および原
票 ）は各 担 当 教 員 に渡 され，感 想 ，改 善 点 などをまとめて，フィードバック報 告 書 として提 出 する
ことになっており，ウェブ上 に公 開 される。 

教 育 学
部 ・ 教 育
学 研 究 科  

・授 業 評 価 アンケートの結 果 を踏 まえて，ほぼ全 ての教 室 にプロジェクターなど IT 機 器 類 が整 備 さ
れた。空 調 設 備 も適 切 に整 備 された。 

法 学 部 ・
法 学 研 究
科  

・法 学 部 では「意 見 箱 （学 生 の声 ）」を設 置 して学 生 の多 様 な要 望 を汲 み上 げているが，この仕 組
みは授 業 内 容 に対 する要 望 や開 講 科 目 の時 間 帯 の変 更 について，特 に有 効 に機 能 しており，
平 成 １９年 度 においては，学 生 からの強 い要 望 を受 けて，金 融 担 保 法 ，民 法 基 礎 演 習 ，不 法
行 為 法 の時 間 割 調 整 が行 われた。 

公 共 政 策  ・学 生 からの意 見 および報 告 書 に基 づき，インターンシップの期 間 延 長 を検 討 した。 

経 済 学
部 ・ 経 済
学 研 究 科  

（１）カリキュラムの改 善  
・実 践 的 な科 目 ・資 格 取 得 へつながる科 目 の開 設 （ビジネス・コミュニケーション，簿 記 １・２，イ
ンターンシップ） 
・学 生 からの要 望 科 目 の開 設 （平 成 １９年 度 ：交 通 経 済 論 ） 

（２）時 間 割 の改 善  
平 成 １６年 度 から大 学 院 講 義 をセメスター化 ，夜 間 開 講 科 目 の増 加  

（３）追 試 験 制 度 の改 善  
上 限 ３科 目 という制 限 を撤 廃 ，追 試 験 成 績 ２割 控 除 を１割 控 除 に（平 成 １９年 度 から） 

（４）学 習 支 援  
・平 成 １７年 度 に学 生 談 話 室 を設 置  
・各 講 義 室 や演 習 室 に無 線 ＬＡＮ設 備 を導 入  
・学 生 相 談 室 の設 置 （平 成 １９年 度 ） 

（５）設 備 の改 善  
不 満 が大 きかったトイレを改 修 （平 成 １９年 度 ） 

会 計  
専 門 職  

（１）カリキュラムの改 善  
税 法 関 連 ２科 目 （所 得 税 法 ・消 費 税 法 ）を新 たに開 講 ． 

（２）授 業 方 法 の改 善  
教 員 の声 が小 さいとの要 望 に対 応 など 

（３）学 習 支 援  
卒 業 後 に利 用 できる自 習 室 を設 置  

理 学 部 ・
理 学 研 究
科  

（１）理 学 研 究 科 では，アンケート結 果 を踏 まえ，キャンパスライフ支 援 室 と連 携 し TA による補 習 を
中 心 とする学 習 支 援 や履 修 に関 する相 談 及 び専 門 のインテーカーによる学 生 生 活 相 談 を行
っている。 

（２）教 育 環 境 に関 するアンケートを行 い，自 習 室 や女 子 学 生 のための休 憩 所 を設 置 しよりよいキャ
ンパス整 備 に常 に心 がけている。 

医 学 部 ・
医 学 系 研
究 科  

（１）医 学 部 の医 学 英 語 の授 業 において，学 生 からの授 業 評 価 を，非 常 勤 講 師 を採 用 する際 の参
考 としており，非 常 勤 講 師 に対 する学 生 の評 価 は向 上 している。 

（２）学 生 からの要 望 を参 考 に，おもに生 活 面 ，メンタル面 について担 当 をする厚 生 委 員 会 を設 置
した。 

歯 学 部 ・
歯 学 研 究
科  

（１）各 講 義 室 にＰＣプロジェクター等 のＡＶ器 機 の充 実 を図 った。（Ｈ１８まで完 了 ） 
（２）各 講 義 室 に空 調 システムを完 備 した。 
（２）ＡＶ教 材 を用 いた授 業 を各 教 員 に推 奨 し授 業 実 施 方 法 の改 善 に努 めた。  

薬 学 部 ・
薬 学 研 究
科  

（１）学 科 振 り分 けは，２年 次 の後 期 に志 望 学 科 と成 績 順 位 を通 知 し，３年 次 の後 期 に行 っていた
が，目 安 箱 （学 生 等 の意 見 を広 く聴 取 する目 的 で薬 学 研 究 科 のホームページに設 置 ）に寄
せられた学 生 の要 望 を取 り入 れ，１年 次 後 期 に成 績 を通 知 することに改 めた。 

（２）授 業 評 価 アンケートの学 生 の要 望 等 に基 づき，講 義 室 の液 晶 プロジェクター設 置 ・更 新 を行
ない，天 井 スピーカーの設 置 等 を行 った。 

農 学 部 ・
農 学 研 究
科  

（１）学 生 による授 業 評 価 を参 考 に，大 学 院 授 業 科 目 やカリキュラムの見 直 しを行 っている。 
（２）評 価 に対 する改 善 点 の回 答 を求 め，FD において指 導 方 法 改 善 に役 立 てている。 
（３）授 業 評 価 コメントを参 考 に，農 学 英 語 ，食 農 アセスサイエンス，生 態 学 特 論 を新 たに開 設 し

た。 
国 際 文 化
研 究 科  

授 業 評 価 アンケートの結 果 から，特 論 （複 数 教 員 による講 義 ）の実 施 形 態 を，各 講 座 で工 夫
して，使 用 言 語 別 やテーマ別 の分 科 会 方 式 を取 り入 れた。 
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情 報 科 学
研 究 科  

（１）学 生 による授 業 評 価 アンケート，修 了 生 アンケート及 び新 入 生 アンケート（集 計 結 果 は本 研 究
科 Ｗｅｂページで公 開 ）等 を実 施 し，学 生 の生 の声 を集 約 し，教 務 委 員 会 で検 討 した。 

（２）学 生 による授 業 評 価 アンケートでは，各 授 業 担 当 者 からのフィードバック資 料 を冊 子 にし，全
教 員 に配 付 した。 

生 命 科 学
研 究 科  

授 業 評 価 がきっかけとなり改 善 に至 った項 目 として，講 義 室 の居 住 性 の改 善 ，講 義 時 期 の変
更 ，講 義 内 容 及 び講 義 資 料 の改 善 等 がある。 

環 境 科 学
研 究 科  

（１）平 成 １６年 度 まで，共 通 科 目 Ａとして，学 内 の自 主 開 講 科 目 である環 境 化 学 ・生 態 学 合 同 講
義 を必 修 科 目 に設 定 していたが，学 生 によるアンケートに本 研 究 科 の教 員 による概 論 の開 講 を
望 む声 が多 く，これに応 えて平 成 １７年 度 から研 究 科 教 員 のオムニバス形 式 による環 境 科 学 概
論 を共 通 科 目 Ａに取 り入 れた。この科 目 は，その後 の学 生 による授 業 評 価 で高 い評 価 を得 てい
る。 

（２）授 業 評 価 アンケートに，座 学 によらない新 たな授 業 形 式 の科 目 を要 求 する自 由 記 述 が見 られ
たため，平 成 １７年 度 から学 生 によるグループ討 論 ，ディベート，見 学 調 査 等 を取 り入 れた環 境
科 学 演 習 を共 通 科 目 Ｂ群 に新 設 した。その後 のアンケートでは，受 講 者 全 員 から高 い評 価 を受
けている。 

教 育 情 報
学 教 育 部  

（１）空 欄 補 充 式 ワークシートへの記 入 は退 屈 ，という学 生 もいたため，ワークシートを廃 止 し，授 業
内 容 を学 生 自 身 が手 書 きでまとめる方 式 への切 り替 えを行 った。 

（２）社 会 人 学 生 から対 面 授 業 での受 講 が困 難 である点 を指 摘 されたことから，遠 隔 講 義 のみで単
位 履 修 が可 能 となるよう授 業 形 態 を改 善 した。 

（３）９０分 を長 く感 じるという受 講 生 からの指 摘 を受 け，短 時 間 ごとのスモールステップで学 生 への
発 問 を用 意 して授 業 進 行 にメリハリをつけ，それと連 動 して用 いる学 生 をひきつける教 材 を使
用 するよう改 善 を行 った。 

（４）学 生 同 士 の議 論 の時 間 が長 いとの指 摘 を受 け，教 員 による説 明 の時 間 ，討 論 の時 間 ，発 表
の時 間 ，作 業 課 題 の時 間 の配 分 を改 善 した。 

 

b)「小項目８」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

計画８－２がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標である「学生等に

よる授業評価の適切な利用による教育の改善」を具現化するために重要である「授

業結果の授業担当教員へのフィードバック」を掲げている計画であるためである。 

    学生による授業評価は，全ての学部・研究科において実施されており，評価・分

析結果は，各教員にフィードバックされ，個々の教員の教育活動の継続的な改善に

結び付けているほか，評価の高い教員による模擬授業や事例報告などにも活用され

ている。 

    全学教育においては，学生による授業評価結果に加え，授業実践記録を活用した

授業改善などの取組みが行われている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目９「教員の教育・評価技術の全体的な向上を図る。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

 

計画９－１ ●56「学生の学習到達度を適正に測定するため，教員研修等を通じて，

教員の適切な評価方法の改善に努める。」に係る状況 

 

全学教育科目では，学生の学習到達度を適正に測定できるようにするため，授業

担当教員に成績分布データを成績分布公開システムにより閲覧できるように（教科

別の分布図は Web で公表）するとともに（資料 教中３－小９－１ 全学教育科目

成績分布図例），各種の教員研修（FD：授業研修型，ワークショップ型）を実施し，

評価方法の改善・向上に努めている。また，担当教員による「授業実践記録」作成

を試行的に実施し，アンケートと合わせて調査分析し，適切な成績評価システムの

構築を進めている。（資料 教中３－小９－１ 全学教育科目成績分布図例，資料 

教中３－小９－２ 東北大学全学教育科目 授業実践記録） 

専門教育科目では，全学教育に準じた成績分布の作成等の取組により，教員の適

切な評価方法の改善に努めている。 
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資料 教中３－小９－１ 全学教育科目成績分布図例 

 

資料 教中３－小９－２ 東北大学全学教育科目 授業実践記録（様式抜粋） 

授業科目名：                   

     授業題目名：                   

     実施年度セメスター：平成   年度   セメスター  曜日  講時 

 担当者氏名（代表）：                 

１ 授業科目の目標（シラバス記載の学習到達目標等） 

２ 授業実践の成果をあげるにあたって教育内容・方法等で工夫した点 

３ 学生による授業評価結果概要と分析ならびにそれに対する意見 

４ 授業実践の成果（学生の学習態度や成績評価結果に関するコメントなど） 

５ 解決すべき課題や今後の改善策など 

 

計画９－２ ●57「必要に応じて学生等による授業評価を導入し，学部長・研究科

長等は，その結果を授業担当教員にフィードバックする。」に係る状況 

 

各学部・研究科等における学生の授業評価の結果は，担当教員の個別データだけ

でなく，授業科目別の集計データについても送付されており，個々の教員の教育活

動の継続的な改善に結び付けている。（資料 教中３－小９－３ 学生による授業評

価実施状況） 

また，各学部・研究科等では，独自に組織的な取組を行い，個々の教員の授業内

容，教授技術等の改善を図っており，例えば，理学部や農学部では，講義用とは別

に演習・実習用の評価シートを作成し，また，教員が独自に設問を設定できるよう

工夫して，評価結果が各教員の授業内容の改善に直結するような仕組をとっている。

教育学部や公共政策大学院では，評価結果を受けた担当教員が授業改善策を報告す

る体制をとっており，評価結果が個々の教員の教育改善に結び付いている。 

- 88 - 
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全学教育では，学生による授業評価結果に加え，授業実践記録を活用した授業改

善などの取組みが行われており，個々の教員の評価結果を質の向上に結び付ける継

続的改善の努力を行っている。 

 

資料 教中３－小９－３ 学生による授業評価実施状況 

文学部・ 

文学研究科 

教育改善委員会のイニシアティブのもとに，学生による授業アンケート及び教育環境アン

ケートを，毎セメスター行っている。 

授業評価・教育環境アンケートによる評価結果は，統計分析結果と指摘事項に対して対応

すべき学科の責任者や，全学生や各教員に配布している。 

自由記述による個々の授業科目アンケート用紙は直接教員個々人に示し，授業内容の向上

を図っている。 

教育学部・ 

教育学研究科 

平成 12 年度から実施されている「学生による授業評価」は，平成 16 年度には，従来の評

価の対象であった「講義Ⅰ」と「講義Ⅱ～Ⅳ」に加えて，「教育文献講読」，「教育制度

の理解」，「教育研究の理論Ⅰ～Ⅴ」，「教育研究の方法Ⅰ～Ⅴ」が新たに評価対象科目

として加えられた。さらに平成 18 年度には新たに「演習」，「実習」，「実験」を評価

対象科目に追加し，かつ毎年開講される「講義Ⅰ」や共通科目については継続的な改善実

績を追跡調査することとした。各授業担当教員は，評価結果を分析し，「授業実施レポー

ト」として報告することが義務づけられ，また，この報告に記された種々のコメントが全

教員，学生に対して公開されている。このように教員それぞれの授業実施に関して，反省

とその改善が計られうる仕組みが準備されている。教員の意識改革と関わって，「東北大

学全学教育教員研修（FD）」に毎年，複数の教員が講師や受講者として参加している。 

法学部・ 

法学研究科 

各教員が自主的に授業評価アンケートを行っているほか，平成 17 年度前期には，平成 10

年度，平成 13 年度にひきつづき，法学部・法学研究科全体としてすべての講義及び演習

について授業評価アンケートを実施した。 

平成 17 年度前期の実施率は 84.62％（講義），53.85％（演習）で，受講者に対する回収

率は 39.88％（講義），87.72％（演習）となっている。 

アンケート項目は，大きく分けて，「担当教員の授業内容・方法について（12 項目）」「学

生自身の授業への取り組みについて（７項目）」と「授業についての意見（自由記述）」

の二つの部分から構成されている。前者は５段階評価となっているが，その内容は，授業

内容・方法に関する評価（授業内容の系統性，準備状況，説明の理解しやすさ，授業の速

度，教材の適切性など）と，授業取り組みへの学生の自己評価（出席状況，授業科目への

意欲，授業外関連学習など）からなっている。  

これらの評価については，カリキュラム委員会が統計的な分析や改善点の指摘を行うこと

としている。このなかで法学部・法学研究科全体に関わる問題が明らかになった場合には，

評価広報委員会（平成 17 年度からは評価改善委員会）をはじめとする関連諸委員会が審

議し，効果的な改善方法を速やかに採用することとしている。また授業評価のアンケート

回答を直接各教員に通知し，個々人による授業内容の向上を図るとともに，評価結果及び

分析結果を教授会で報告するなどして，全体としての授業内容の向上にもつなげることと

している。 

経済学部・ 

経済学研究科 

学士課程の基本専門科目・特定専門科目を対象に，平成 10 年度からスタートした。実施

主体は５名の教員からなる授業評価委員会であり，各年度の前後期にアンケートを実施

し，その集計結果は教員・学生に配布される。単純な集計のみならず，評価構造の解明を

目指した分析結果も明記された報告書が毎年度末に発行され，教員・学生全員に配布され

ている。さらに同委員会は，評価結果の活用方法の検討や評価方法の改訂も行ってきた。

授業評価委員会は，教授会においてアンケート結果に関する委員会の所見を述べ，教員に

対して改善点すべき点，注意点などを指摘する。  

全科目をプールした平均値でみれば，教育活動として満足できる水準にある。同一の設問

を採用している平成 14 年度～16 年度の経年変化で見ても，あまり変化は見られない。ま

た，講義担当者へは，アンケート個票及び担当科目の得点分布等の分析結果をフィードバ



東北大学 教育 中項目３ 

- 90 - 

ックしている。特に，自由記入欄へのコメント等から，学生の意見を把握し，貴重な講義

改善への情報源として活用されている。例えば，過去に指摘のあった「同一時間帯での開

講科目の重なり，シラバスの詳細化」等の意見は，教務委員会でのカリキュラム改善の検

討に反映されてきた。 

理学部・ 

理学研究科 

理学部では独自に，平成８年度後期，平成９年度前期，平成 10 年度後期，平成 14 年度後

期，平成 15 年度前期の５回，「授業及び教育環境等に関する学生アンケート」を実施し

た。これらの結果を踏まえ，平成 16 年度より，学生による授業アンケート及び教育環境

アンケートを，毎セメスターすべての授業科目で実施している。  

これらの評価は，平成 16 年度までは評価委員会が，平成 17 年度からは，企画室の下に置

かれた評価分析室が，統計的な分析や改善点の指摘を行っている。この中で，本学部・研

究科全体にわたる改善点などが出た場合は教務委員会などの諸委員会が審議し，速やかで

効果的な改善方法を採用することとしている。  

これらの評価・分析結果は，指摘事項に対する関連する学科・専攻の責任者や，関連する

委員会の責任者の改善策の回答とともに，冊子体で教員へ配布し，同時に学生・院生，事

務系・技術系職員の閲覧が可能なように，教務係に配置している。また，教員，事務系・

技術系職員，学生・院生，さらには学外者であっても閲覧が可能なように，ホームページ

で公開している。  

さらに，授業評価のアンケート回答をそれぞれの授業を担当した教員個々人に直接示すこ

とで，教員個々人による授業内容の向上を図っている。 

医学部・ 

医学系研究科・ 

歯学部・ 

歯学研究科 

これまでの一方通行の知識伝授型講義を廃し，教育のあり方についての教員の認識の変革

の必要性を徹底する取組が行われている。 

学生の自主的問題探索型学習(Problem Based Learning ) への変革が，医学教育の中では

特に強く求められていることから，各分野の教育担当責任者による会議を開催し，教育上

の問題点の抽出を行い，改善のための企画立案実行を担当している。 

また，実際に教育に関わるスタッフに対するファカルティ・ディベロップメント (FD)を

実施しており，たとえば医学部では，平成 12 年度より OSCE/Skill training （OSCE…

Objective Structured Clinical Examination の略，客観的臨床能力試験。以下 OSCE と略。）

のための FD を，平成 14 年度よりチュートリアル教育のための FD を開始し，それぞれ

年に１度の開催であるが，毎回 40～50 名の参加を得ている。FD への参加は，教員の講師

以上の昇任にあたっての必要条件と設定し，さらなる教員の意識改革に資している。 

薬学部・ 

薬学研究科 

学部学生による授業アンケート及び教育環境アンケートを平成９年度から，大学院の学生

による授業アンケートを平成 12 年度から実施している。学部学生による授業評価は，始

めてから６年経過した平成 15 年に，教員や学生の意見を取り入れた新たなアンケートに

変更された。新アンケートでは授業評価と教育環境の評価を切り離し，授業評価は従来ど

おり毎セメスター行い，教育環境のアンケートは，実習，カリキュラムに関する質問事項

も設け別のアンケートし，こちらのアンケートは年１回行っている。 

アンケート結果は集計され，授業評価報告書として公表されている。また，授業評価のア

ンケート回答を直接教員個々人に示すことで，個々人による授業内容の向上を図ってい

る。 なお，結果をフィードバックしたのちの改善の確認が行われていないので，改善点

を教務委員会に報告することを義務づけることとした。 

工学部・ 

工学研究科 

工学部では平成７年度から学生による授業評価を約 90％の専門科目で実施している。ま

た，工学研究科においても，平成 16 年度から学生による授業評価を全ての授業科目で開

始している。これらの評価は，学部・研究科教務委員会の評価分析専門委員会やＷＧ及び

評価室で統計的に分析し，その結果を授業担当教員にフィードバックして，授業の改善を

図っている。この中で，本学部・研究科全体にわたる改善点などが出た場合は教務委員会

などの諸委員会が審議し，速やかで効果的な改善方法を採用することとしている。 

これらの評価・分析結果は，指摘事項に関連する学科・専攻の責任者や，関連する委員会

の責任者の改善策の回答とともに，冊子体で教員へ配布するとともに，学生・院生，事務

系・技術系職員の閲覧が可能なように，教務係に配置している。 
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農学部・ 

農学研究科 

学部の講義，演習・実験と研究科の講義の３種類で異なるアンケート用紙を準備し，すべ

ての授業科目で毎セメスター行っている。集計結果は担当教員に示され，評価項目につい

ての意見を提出させており，それぞれの授業の内容，進め方などの問題点を認識するとと

もに，指摘された事項に対しては，関係する委員会の責任者が改善策として回答すること

としている。 

 国際文化，情報科学，生命科学，環境科学の各研究科も学生による授業評価を実施してい

る。 

 

計画９－３ ●58「不適切な教育指導，学生の学習不足等が生じないように，各部

局は教員の教育活動，学生の学習到達度について，自己点検，学生の授業評価，学

内外者による評価等を積極的に行う。」に係る状況 

 

不適切な教育指導，学生の学習不足等が生じないように，学部及び研究科は，入

学時のオリエンテーション，進級時の履修ガイダンス等の充実を図るとともに，全

学部に配置しているクラス担任やアドバイザー，オフィスアワーの実施により，教

員による学生への修学指導体制を強化した（資料 教中３－小９－４ 学生に対す

る修学支援の例）。また，修学指導体制の内容は，学務審議会に毎年度報告を求め，

修学指導情報の全学共有化を図った。 

さらに，１・２年次学生を対象とした履修状況の保護者への通知，学生による授

業評価，自己評価・外部評価を積極的に実施した。面談や指導の必要がある学生に

対しては，学部・研究科において適切に対処している。例えば，理学部においては，

キャンパスライフ支援室において，追跡資料を利用して単位修得不良者をリストア

ップし，各学科がこれらの学生と面談してその理由を把握するとともに，解決方策

を学科とキャンパスライフ支援室が協力して行う体制を整備した。また，工学部及

び工学研究科にいては，ポートフォリオによる学生の個別修学指導を実施するなど

修学状況，学生生活状況に応じた個別対応を積極的に行っている。 

 

 資料 教中３－小９－４  学生に対する修学支援の例 

文学部 
クラスアドバイザー制度，オフィスアワー制度の改善を進め，学生との対話時間の
確保 

教育学部 クラスアドバイザー制度，履修相談コーナーの設置 

法学部 
アドバイザー制を採用し，オフィスアワーを設定した教員はその時間帯，また，教
員は随時研究室において，教員によっては，メールを通しても履修相談，進路相談
に応じている 

経済学部 
クラス担任制度，電子メール及びウエプを利用した個別アンケートシステムを開
発・導入・試行した 

理学部 

1 年生から 3 年生にはクラス担任制度，キャンパスライフ支援室において，追跡資
料を利用して単位修得不良者をリストアップし，各学科がこれらの学生と面談して
その理由を把握するとともに，解決方策を学科とキャンパスライフ支援室が協力し
て行う体制を整備 

医学部 
クラスアドバイザー制度の実施，教務委員会を中心にマッチング説明会，キャリア
パス懇談会の実施 

歯学部 クラス担任制度，オフィスアワー制度，学部，大学院に学生支援専門委員会の設置

薬学部 
クラス担任制，少人数教育により学生の学習不足がないように努めており，評価分
析委員会が中心になり教育の現況調査を実施 

工学部 
 

クラス担任制度，アドバイザー制度，ポートフォリオによる学生の個別修学指導を
実施するなど修学状況，学生生活状況に応じた個別対応実施 

農学部 
学部 1，2 年生にクラス担任制度，進路相談はキャリア形成支援室を設置し，きめ
細かい指導体制の整備 

国 際 文 化
研究科 

各学生にアドバイザー・指導教員の配置。全教員がオフィスアワー・メール，電話
などにより，学生からの教育相談に応じている。 

情 報 科 学
研究科 

指導教員の他に学位論文指導教員を置くことができ，学生にきめ細かい指導。 

生 命 科 学
研究科 

指導教員の他に他分野の教員をアドバイザー（副指導教員）として加え，学習相談，
助言，支援 

環 境 科 学
研究科 

指導教員制度，副指導教員制度。学生の相談窓口を設け，相談状況を教務センター
が把握 

教育情報 指導教員・副指導教員制度 
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計画９－４ ●60「教育能力向上のために，IＴの多様な利用法を含む教員研修を

企画・実施する。」に係る状況 

 

教育能力向上のために，IＴの多様な利用法を含む教員研修（ファカルティーデ

ベロップメント：FD）は，各学部・研究科，学務審議会，高等教育開発推進センター

で多様な形で行われている。例えば，全学の新任教員研修内容は，インターネットを

通じて公開している。（資料 教中３－小９－５ 新任教員研修内容のインターネッ

トによる公開例）また，「IT 教育と著作権」に関する研修を学内で実施したほか（資

料 教中３－小９－６ 「ＩＴ教育と著作権」研修実施例），メディア教育開発セン

ター主催の研修会など外部の研修会なども利用しながら，IT を利用した教育能力向

上の組織的な取組みを行っている。 

 

資料 教中３－小９－５ 新任教員研修内容のインターネットによる公開例 

平成１９年度東北大学新任教員研修 

資 料 

当日の資料です。プリントアウトしてお持ち下さい。 

講演時間 講演者 資料 

１３：４０～１４：００ 講話「東北大学の目標（井上プラン）」 井上 明久 総長 PDF  

１４：００～１４：２０ 講義「東北大学の中期目標・中期計画」 北村 幸久副学長 PDF  

１４：２０～１４：４０ 講義「大学評価・部局評価・個人評価」 橋本治副学長 PDF  

１４：４０～１５：１０ 講義「入試・教育・学生支援」 植木 俊哉理事 PDF  

１５：２０～１５：５０ 講義「研究推進・研究不正防止・知財管理・国際戦略」 庄子 哲雄理事 PDF  

１５：５０～１６：１０ 講義「就業規則・利益相反マネジメント」 徳重 眞光理事 PDF  

１６：１０～１６：３０ 講義「広報マネジメント：東北大学の情報発信」 杉山 一彦理事 
資料 

無し 

※連絡事項  （必ずお読み下さい。また，受付票に必要事項を記入して，当日，受付箱に入れて下さい。）

 

資料 教中３－小９－６ 「ＩＴ教育と著作権」研修実施例 

ＩＴ教育と著作権－教育関係者が知っておきたい著作権－ 

 日時:平成 18 年４月７日(金)13:00~14:30  場所:教育･学生支援部大会議室  講師:メディ

ア教育開発センター教授 
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http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/17fd-2.pdf�
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/17fd-2.pdf�
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/17fd-2.pdf�
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/17fd-2.pdf�
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/17fd-2.pdf�
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/17fd-2.pdf�
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/19FD/19siryo01.pdf
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/19FD/19siryo02.pdf
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/19FD/19siryo03.pdf
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/19FD/19siryo04.pdf
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/19FD/19siryo05.pdf
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/19FD/19siryo06.pdf
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/kensyu/19FD/19renraku.pdf
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計画９－５ ●61「教員研修の内容充実のため，模範授業についての研究会への教

員の参加を促すとともに，定期的に相互に授業参観する等の工夫に努める。」に係

る状況 

 

全学教育科目においては，授業参観型教員研修制度を策定・実施しており，模範

授業を取り入れた教員研修（ファカルティーデベロップメント：FD）などの全学的

な取組みを行っている。学部・研究科等においても，学生による授業評価において，

評価の高い教員の模範授業を教員研修として実施するなどの取組みを実施してい

る。（資料 教中３－小９－７ 模模範授業を取り入れた教員研修（FD）例） 

 

資料 教中３－小９－７ 模範授業を取り入れた教員研修（FD）例 

薬学部・薬学研究

科 
特定の授業科目（薬学概論）模範講義として指定し教員に公開 

工学部・工学研究

科 
授業評価において高評価の教員による模範授業を教員研修において実施 

法科大学院 

相互授業参観制度を制定して実施 

評価報告書の分析に基づ評価の高い授業を模範授業として選定，教員の相

互研修として実施 

経済学部・経済学

研究科 

模範授業，相互授業参観，授業評価アンケート結果フィードバック（アン

ケート結果に対するリプライの提出を全教員に求める）を導入 

 

b)「小項目９」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

全学教育においては，教員別・教科別成績分布データを利用して評価方法の改善

を進めているほか，授業参加型 FD，ワークショップ型 FD など多様な FD を実施して

いる。また，教員に授業実践記録を求め，アンケートと合わせて教育，評価の改善

の取組みを進めている。学部・研究科においても，FD や模範授業，研修など継続的

に教育・評価技術の向上に向けたと取組みを進めている。教育能力向上のための IT

利用についても，学内における研修会や他機関実施の研修会に教員を派遣するなど

の方法により，組織的な向上策を実施している。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。    

 

○小項目 10「自己点検・評価，外部評価，大学評価・学位授与機構等の各種の評価結

果を有効に利用し，教育改善を図る。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画 10－１ ●59「外部評価，自己評価の結果を踏まえ，各部局は教育の実施体制

の改善を図る。」に係る状況 

 

    各部局は，それぞれの特性と役割を考慮して一定のサイクルで独自に外部評価を

実施・公表しており，教育研究活動の改善に取り組んでいる。（後掲資料 研中１－

小２－12 各部局の外部評価実施状況例 P133，教中３－小 10－１ 外部評価実施

例）平成 17 年度に，これまでの自己評価・外部評価結果に基づく教育の実施体制改

善の具体策について検討し，各部局の自己評価に対する大学執行部による部局評価

が実施され，そのヒアリング結果を各部局にフィードバックする体制が整えられ，

全学的な取組みとして毎年度継続実施している。平成 17 年度の部局評価には，教育

評価項目の多くに認証評価機関の評価項目・視点を取りいれ，平成 19 年度には，大

学評価・学位授与機構の教育現況調査表の項目を取り入れるなど教育の実施体制に
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ついての評価が実施され，改善がなされている。 

平成 19 年度に独立行政法人大学評価・学位授与機構の実施する大学機関別認証評

価を受審し，その基準を満たしていると評価されている。（後掲資料 研中１－小

２－14 平成 19 年度大学機関別認証評価結果 P134） 

 

資料 教中３－小 10－１ 外部評価実施例 

（東北大学教育学研究科・教育学部外部評価実施報告から） 

 実施日 平成 15 年 12 月 22 日 

評価項目  ①改革の経緯と現況 

          ②教育活動 

          ③研究活動 

          ④社会との連携及び協力 

          ⑤国際交流 

 ⑥組織及び管理運営 

 評価委員   委 員 長           清泉女学院大学学長 

          副委員長           昭和女子大学教授 

          委   員           放送大学教授 

          委   員           佛教大学教授 

外部評価委員長「まとめ」の抜粋 

本委員会の外部評価委員（4 名）の全員が，教育研究の質の向上，そのための組織の整備，カリキ

ュラム改善，指導体制と方法の検討に向けての本学部教職員の取り組みがきわめて精力的かつ効果的

になされていることを認めた。 

自己評価活動も適正かつ良心的であり，資料も良く整備されている。その上で各委員ともそれぞれ

感想や期待を述べたが，それは各自の評価報告にゆずる。  

 

b)「小項目 10」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている 

(判断理由) 

   各部局は，それぞれの特性と役割を考慮して一定のサイクルで独自に外部評価

を実施・公表しており，教育研究活動の改善に取り組んでいる。平成 17 年度以降

は，大学評価・学位授与機構の多くの認証評価項目を評価指標として取りいれた

大学執行部による部局評価が実施された。その評価結果が各部局にフィードバッ

クされ部局の施策のさらなる改善につながっている。平成 19 年度には，大学評

価・学位授与機構の教育現況調査表の項目を取り入れた部局評価が実施された。 

本学は平成 19 年度に，大学評価・学位授与機構の実施する大学機関別認証評価 

を受け，基準を満たしているとの評価を受けたが，こうした結果から各部局の現 

行の教育の実施体制も目的目標を実現するものとして十分なものと判断されてい

る。 

 よって目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

②中項目３の達成状況 

（達成状況の判断） 

 達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

小項目１がウエイト付けされている理由は，小項目１は，本学の開学以来の「研

究第一主義」に基づいた研究中心大学としての高等教育を実践することと一致し，

推進するための必須項目であるためである。 

教育の実施体制について，全学教育は，学部・研究科と附置研究所等の全教員参

加型の教育体制となっており，全学教育科目「基礎ゼミ」は，学部・研究科と研究
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所等との連携により教育力の強化を図って実施されている科目の典型的な例であ

る。学部・研究科においては，当該分野における第一線の研究者による教育が専門

教育の中で展開されている。最先端の研究を実施している各研究所等の教員は，研

究科の協力講座として，大学院教育に連携・参加して豊富な研究経験を反映した講

義を行うとともに，必要に応じて学部専門教育も担当しており，第一線の研究経験

が十分に反映されている。 

小項目８がウエイト付けされている理由は，小項目８は，教育の実施体制として

必須である，「授業評価による継続的な教育改善の推進」を掲げているためである。 

学生による授業評価は，全ての学部・研究科において実施されており，授業評価

の集計結果は，各教員にフィードバックされ，個々の教員の教育活動に結び付けて

いるほか，評価の高い教員による模擬授業や事例報告などにも活用されている。全

学教育においては，教員別・教科別成績分布データを利用して評価方法の改善を進

めているほか，高等教育開発推進センターが組織的に取組む各種の教員研修（FD）

とともに，教育，評価の改善の取組みを進めている。学部・研究科においても，FD

や模範授業，研修など継続的に教育・評価技術の向上に向けたと取組みを進めてい

る。 

さらに，各部局は，それぞれの特性と役割を考慮して一定のサイクルで独自に外

部評価を実施・公表しており，教育研究活動の改善に取り組んでいる。平成 17 年

度以降は，大学評価・学位授与機構の多くの認証評価項目を評価指標として取りい

れた大学執行部による部局評価が実施された。その評価結果が各部局にフィードバ

ックされ部局の施策のさらなる改善につながっている。平成 19 年度に，大学評価・

学位授与機構の実施する大学機関別認証評価を受け，基準を満たしているとの評価

を受けたが，こうした結果から各部局の現行の教育の実施体制も目的目標を実現す

るものとして十分なものと判断されている。 

教員採用においては公募制を原則とし，優れた人材の受け入れに努める一方，教

育活動で高い評価を受けた教職員を顕彰する「総長教育賞」を創設する取組みを実

施し，教育の活性化を図っている。  
高度情報型教育システムに関しては，学部・研究科ごとに，東北大学インターネ

ットスクール（ISTU）による授業科目のコンテンツ化や独自の教育支援システム導

入を図ったほか，附属図書館における学習支援情報のデジタル化や情報検索システ

ムについては，電子化されたシラバスの教科書・参考書情報と図書館蔵書検索シス

テムをリンクしたシステムを構築し，教育支援体制の強化を図った。また，教務情

報システムを整備し，学生の履修登録・修得単位や成績の確認，教員の成績報告の

Web 化を実現した。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点) 

・全学教育は，学部・研究科と附置研究所等の全教員参加型の教育体制となって

おり，全学教育科目「基礎ゼミ」は，学部・研究科と研究所等との連携により

教育力の強化を図って実施されている科目の典型的な例である。  
・全学教育においては，教員別・教科別成績分布データを利用して評価方法の改

善を進めているほか，授業参加型 FD，ワークショップ型 FD など多様な FD を実

施している。また，教員に授業実践記録を求め，アンケートと合わせて教育，

評価方法の改善の取組みを進めている。 

・教務情報システムは，データベースとして，学籍情報，授業情報，履修・成績

情報，進級・卒業・修了情報のほか，入試情報，進路就職情報を加えることに

より，入学から卒業，就職までの一連の情報を備え，学生情報の一元管理と学

習・生活支援に利用される。システムは，発生源入力による履修登録，各種証

明書の自動発行などの機能を備え，学生の利用を高く意識し設計された。 



東北大学 教育 中項目３ 

- 96 - 

・各部局は，それぞれの特性と役割を考慮して一定のサイクルで独自に外部評価

を実施・公表しており，教育研究活動の改善に取り組んでいる。平成 17 年度以

降は，大学執行部による部局評価が実施され，その評価結果が各部局にフィー

ドバックされ部局の施策のさらなる改善につながっている。 

 (改善を要する点) 

該当なし  
(特色ある点) 

・男女共同参画事業活動と支援措置については，文部科学省科学技術振興調整費

「女性研究者支援モデル事業」である「杜の都女性科学者ハードリング支援事

業」や，東北大学教職員のための保育園（川内けやき保育園）の設置に取組ん

だ。全学教育科目にジェンダーに関する科目を開講し，学生教育への取組みも

充実している。 

・教員の研究時間を担保するために，各部局の教育研究の特性に応じたサバティ

カル制度を導入した部局が増加している。 

・附属図書館においては，北青葉山分館及び農学分館における 24 時間開館や，シ

ラバスの教科書・参考書と蔵書検索システムをリンクしたシステムの提供のほ

か，独自に編集した東北大学学生のための情報検索のガイドブックを学生に配

布するなど，多様な支援を行っている。 

 

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/koubo/06060127/002.htm


東北大学 教育 中項目４ 

- 97 - 

(４)中項目４「学生への支援に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目の分析 

 

○小項目１ウエイト「学生の履修相談・進路相談，心身全体の健康維持等への支援体  

制を整備・拡充する。」の分析  
 
a) 関連する中期計画の分析  

計画１－１ ウエイト●64「教員と学生との対話機会を増やしきめ細かい履修指導

や進路指導を行うための「指導教員制」を整える。」に係る状況  
 

教員と学生との対話機会を増やし，きめ細かい履修指導や進路指導を行うための，

「指導教員制」を整えるため，学部・研究科において，その特性に応じて，学部１・

２年次学生についてはクラス担任（学部ごとに 50 人程度に分け所属学部教員を配

置）を置いているほか，少人数の学生を対象とするアドバイザー教員の配置，研究

室やゼミへの配属に伴う指導教員制度や副指導教員制度を整備し，履修指導，進路

指導を行っているほか，オフィスアワー制度や部局独自の相談室の設置，Ｗｅｂを

活用した相談体制等により，教員と学生との対話の機会を増やし，きめ細かい履修

指導や進路指導の体制が整備されている。 

 
資料 教中４－小１－１ 履修・進路等に関する相談・助言のための指導教員制  

文学部 
文学研究科 

クラスアドバイザー制度，指導教員制度，副指導教員制度 

教育学部 
教育学研究科 

クラスアドバイザー制度，履修相談コーナーの設置，指導教員制度，副指導教員制
度 

法学部 
法学研究科 

アドバイザー制度，指導教員制度，副指導教員制度 

経済学部 
経済学研究科 

クラス担任制度，指導教員制度，副指導教員制度 

理学部 
理学研究科 

1 年生から 3 年生にはクラス担任制度，指導教員制度，副指導教員制度 

医学部 
医学系研究科 

クラスアドバイザー制度，指導教員制度，副指導教員制度 

歯学部 
歯学研究科 

クラス担任制度，指導教員制度，副指導教員制度 

薬学部 
薬学研究科 

クラス担任制，指導教員制度，副指導教員制度 

工学部 
工学研究科 

クラス担任制度，アドバイザー制度，指導教員制度，副指導教員制度 

農学部 
農学研究科 

学部 1，2 年生にクラス担任制度，指導教員制度，副指導教員制度 

国際文化研究科 アドバイザー制度，指導教員制度，副指導教員制度 

情報科学研究科 
指導教員制度，学位論文指導教員制度 
 

生命科学研究科 指導教員制度，他分野の教員のアドバイザー制度（副指導教員） 
環境科学研究科 指導教員制度，副指導教員制度 
教育情報学 
教育部 

指導教員・副指導教員制度 

 
 

計画１－２ ●９「就職情報・大学院情報のデータベース化等により，広くきめ細

かい就職・進路に関する情報提供を推進する。」に係る状況  
教務情報システムデータベースに就職管理サブシステムを新たに構築し，平成 18

年度から就職・進路情報を一元的に扱えるようするとともに，同年度に設置された

キャリア支援センターが就職・進路に関するガイダンスやセミナーを開催し，きめ
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細かい支援を実施した。（資料 教中４－小１－２ キャリア支援センターの役割，

資料 教中４－小１－３ キャリア支援センターからのお知らせ例）  
 

資料 教中４－小１－２ キャリア支援センターの役割 

    

 
資料 教中４－小１－３ キャリア支援センターからのお知らせ例  
      T O P I C S  

0 8 / 0 3 / 2 6  4 月 の 就 職 相 談 会 日 程 が 決 ま り ま し た  

0 8 / 0 3 / 0 5  O B ・ O G 名 簿 を 更 新 し ま し た  

0 8 / 0 3 / 0 3  3 月 の 就 職 相 談 会 日 程 が 決 ま り ま し た  

0 8 / 0 2 / 1 8  学 内 専 用 ホ ー ム ペ ー ジ を 更 新 し ま し た  

0 8 / 0 2 / 1 3  学 内 O B ・ O G 訪 問 会 が 開 催 さ れ ま す  

0 8 / 0 2 / 0 6  模 擬 面 接 セ ミ ナ ー が 開 催 さ れ ま す  

0 8 / 0 1 / 3 0  学 内 専 用 ホ ー ム ペ ー ジ を 更 新 し ま し た  

0 8 / 0 1 / 2 8  就 職 フ ェ ア が 開 催 さ れ ま す  

0 8 / 0 1 / 2 5  学 内 O B ・ O G 質 問 会 が 開 催 さ れ ま す  

0 8 / 0 1 / 1 5  就 職 講 座 が 開 催 さ れ ま す  

0 8 / 0 1 / 1 5  O B ・ O G 名 簿 （ 学 内 専 用 ） を 公 開 し ま し た  
 
計画１－３ ●66「学生に対する支援相談のための適切な人材確保に努める。」に  
係る状況  

 
平成 16～19 年度の間に，複数の学部・研究科において学生に対する支援相談の

ための支援室あるいは相談室が設置され，相談員，TA アドバイザー及び相談受理

面接者（インテーカー）等が配置され，学生相談所と連携して修学上の相談に当た

っている。（資料 教中４－小１－４ 支援相談担当者配置状況例）  
学生相談所は，各学部及び各研究科の学生支援相談担当者の資質向上のために，

「東北大学における学生相談・学生サービスの展開を考える研究会」を毎年開催し，

さらに平成 18 年度からはカウンセリングの実技に関する研修会（FD）を実施した。

これらの取組みは，平成 19 年度以降も継続して実施され，人材確保と人材養成両

面からの取組みを進めている。  
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資料 教中４－小１－４ 支援相談担当者配置状況例 

設 置 形 態  名      称  相 談 ・助 言 内 容  

保 健 管 理 センター 健 康 診 断 ・診 療 ，食 生 活 の相 談 ，精 神 衛 生 相 談  

学 生 相 談 所  トラブル・ハラスメント相 談 ，進 路 相 談 ，学 業 相 談 など 

ハラスメント全 学 相 談 窓 口  ハラスメント相 談  
全   学  

キャリア支 援 センター 進 路 ・就 職 相 談  

保 健 室 ・学 生 相 談 室 （農 ） 医 師 ・看 護 師 による健 康 相 談 ・診 察  

キャンパスライフ支 援 室 （理 ） 
TA による学 習 相 談 ，学 生 相 談 所 との連 携 による各 種 相

談  

教 育 相 談 室 （工 ） 生 活 相 談 ，進 路 相 談 ，ハラスメント相 談  

国 際 交 流 ・学 生 支 援 室 （国 際 文 化 ） 進 路 ・就 職 相 談  

保 健 室 （工 ） 健 康 相 談  

ハラスメント相 談 窓 口 （全 ） ハラスメント相 談  

学   科 ・ 

研 究 科 等  

アドバイザー制 ・担 任 制 ，指 導 教 員

制 など（全 ） 
教 員 による各 種 相 談 への対 応  

教育・学生支援部調べ 

 
計画１－４ ●68「学生の心身の健康に関して，大学病院と連携しつつ保健管理セ

ンター，学生相談所等が行う各種の事業やプログラムへの支援体制の充実を図る。」

に係る状況  
 

保健管理センターと大学病院との連携として，大学病院看護部と検査部との人事

交流を実施している。また，定期健康診断時における大学病院からの医師及び看護

師派遣により学生支援の充実も図られた。二次検査対象学生のみならず日常的に健

康相談に訪れる学生のなかで更なる診療が必要な学生は大学病院へ紹介されるな

ど，学生への支援体制の充実が図られている。（資料 教中４－小１－６ 東北大

学病院・他の医療機関への紹介数）  
保健管理センターと学生相談所は，大学院生のメンタルヘルス等をテーマに，毎

年各学部・研究科の学生支援相談担当者等が参加する「東北大学における学生相

談・学生サービスの展開を考える研究会」を開催し，学生の心身の健康への支援充

実を図っているほか，疹（はしか）流行期には大学病院との連携を取りつつ対策が

講じられるなど組織的対応を図っている。   
 
資料 教中４－小１－５ 定期健康診断時受診率の推移  

（平成 15 年度から平成 19 年度）  

年度   区分  対 象 者

(人 ) 
受 診 者

(人 ) 受 診 率  年度  区分
対 象 者

(人 ) 
受 診 者

(人 ) 受 診 率  

学 部  11,156 8,724 78.2% 学 部 10,874 8,491 78.1%
大 学

院  6,631 4,040 60.9% 大 学

院  7,045 4,102 58.2%H15 

全 体  17,787 12,764 71.8%

H18

全 体 17,919 12,593 70.3%
学 部  11,054 8,489 76.8% 学 部 10,954 8,621 78.7%
大 学

院  6,867 4,134 60.2% 大 学

院  6,895 4,046 58.7%H16 

全 体  17,921 12,623 70.4%

H19

全 体 17,849 12,667 71.0%
学 部  10,892 8,517 78.2%
大 学

院  7,002 4,154 59.3%H17 

全 体  17,894 12,671 70.8%

    

 



東北大学 教育 中項目４ 

- 100 - 

資料 教中４－小１－６ 東北大学病院・他の医療機関への紹介数  
 平成 16 年度  平成 17 年度  平成 18 年度  平成 19 年度  
大学病院  82 124 161 152 
他医療機関  207 251 265 255 
   計  289 375 426 407 

 
計画１－５ ●69「学生の修学相談，進路相談，自己形成過程における，いわゆる

「落ち込み」に対する支援を行う。」に係る状況  
 

学生の「落ち込み」への支援のために，学生相談所主催による「部局学生支援相

談担当責任者協議会」を毎年２回開催し，学生相談所と各学部及び各研究科とが実

効ある連携を行えるようになり，実際の連携例が増加した。「落ち込み」から回復

し学業へ再挑戦する学生に対しては大学院生のティーチング・アシスタント（TA）

等を活用する取組みも進めている。（資料 教中４－小１－６ 「落ち込み」に対

する TA 等活用例）  
また，学生相談所及び保健管理センターは，毎年，学生のメンタルヘルスをテー

マに各学部・研究科の学生支援相談担当者等が参加する「東北大学における学生相

談・学生サービスの展開を考える研究会」を通じて相談担当者の質の向上を図り，

支援体制の充実に努めている。  
   
資料 教中４－小１－７ 「落ち込み」に対する TA 等活用例  

理 学 研 究

科  
キャンパスライフ支 援 室 は，大学院生チューターを配置して学

習支援等を実施  
工 学 研 究

科  
毎 週 水 曜 日 ，川 内 北 キャンパスに２名 の TA を配置して学習支

援等を実施  

学 生 相 談 所 は，相 談 に

来 た学 生 との「つなぎ」

を担 当  

 
計画１－６ ●71「セクシュアルハラスメント，アカデミックハラスメントに関す

る相談は，予防の観点からも全学的協力体制をさらに充実させる。」に係る状況  
 

平成 16～17 年度に，学生相談所は，アカデミックハラスメント防止対策等のた

めの５大学合同研究協議会をオーガナイズして，社会的ニーズの高まっていたアカ

デミックハラスメント防止対策について学生相談の事例から検討を行い，全国の大

学に成果報告を発信した。  
平成 17 年度末には，セクシュアルハラスメント，アカデミックハラスメントを

包含する取扱規程・ガイドラインを制定，相談体制を整備し，早期解決，予防に関

する対応を積極的に進めた。  
セクシュアルハラスメント，アカデミックハラスメントの予防活動は，毎年，各

学部が学生相談所との連携で，教職員に対する講義・研修，学生に対する講義とし

て実施している。また，相談等に関しては，学外を含む相談体制を整備した。  
 

    資料 教中４－小１－８ ハラスメント防止対策（ホームページから）  
主な改善策は，以下のとおりです。 

①ハラスメントの取扱いを，セクシュアル・ハラスメントに加え教育研究ハラスメントを新

たに対象とし，統合的に処理することとした。 

②ハラスメント防止対策組織を改組し，全学的処理体制を確立することとした。 

③従来のガイドラインを問題解決のためのガイドラインとして，わかりやすく全面改訂した。

④全学として統合的・実質的な研修を企画・実施し，ハラスメントの予防強化に努めること

とした。 

 このページでは，本学におけるハラスメント防止対策に関する情報を公開しています。

私たち一人ひとりが相手の人格を尊重し，思いやりのある行動をとることによって，ハラ

スメントはなくすことができます。私たち一人ひとりの手で，ハラスメントのないキャン

パスにしましょう。                平成 18 年２月１日 
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ハラスメント相談窓口一覧 （平成 19 年 11 月１日現在）  

○相談日等  
 ①全学相談窓口（学生用・職員用）  
  月曜日～金曜日 9:30～ 17:00（休日を除く。）  
 ②部局相談窓口          
  月曜日～金曜日 8:30～ 17:15（休日を除く。）  
○本学では，学内相談窓口のほかに，専門業者に委託し，  

学外にも相談窓口を設置しています。詳しくは次の  
アドレスをご覧ください。  
 

ＵＲＬ http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/secure/clinic/clinic_top.htm 
 

計画１－７ ●74「社会人を対象とするリカレント教育，生涯学習等の持続的学習

の場を提供するプログラムの整備を進める」。に係る状況  
 

社会人を対象とするリカレント教育，生涯学習等の持続的学習の場を提供するプ

ログラムとして，学部及び研究科において，毎年継続して，社会人向けの公開講座，

地域連携講座を開講しており，たとえば，会計大学院では，会計実務家のリカレン

ト教育として「高度会計職業人コース」を開設し，持続的学習の場を提供している。 

 

資料 教中４－小１－９ リカレント教育の一環として実施している公開講座の例

（平成 19 年度） 

公開講座名称 専攻 期日 

受
講
者
数

原子核システム安全工学特論 量子エネルギー工学専攻 
９.10～

13 
２

軽水炉高経年化対応セミナー 

エネルギー安全科学国際研究センター，量子

エネルギー工学専攻，機械システムデザイン

工学専攻 

７.30～

８.１ 
14

研究開発マネージメント論 
機械システムデザイン工学専攻，技術社会シ

ステム専攻 

８.１～

８.３ 
１

スピン工学・スピンシステム 

電気・通信工学専攻（電子工学専攻，電子通

信研究所 21 世紀情報通信研究開発センタ

ー） 

７.25～

27 
１

極限知能デバイスシステム工学 電子工学専攻 
８.６～

10 
５

極限表面制御半導体プロセス工学 電子工学専攻 
７.30～

8.3 
10

先進材料システムの加工プロセス

と評価 
材料システム工学専攻 

７.23～

24 
１

エコテクノロジーによる環境の修

復と 

保全とその機能の活用 

土木工学専攻 ８.４ ２

実態論ベースの安全学に向けて 技術社会システム専攻 
８.７～

９ 
５

 

計画１－８ ●75「留学生へのサービスの充実や国際交流を促進するために，全学

の国際交流事業の推進・支援を行う中核組織として，国際交流センター機能を整備

する。」に係る状況 

 

平成 17 年４月に，国際交流センター設置ワーキング・グループにおける検討を経

て国際交流センターを設置した。国際交流センターは留学生に対して，修学・生活

- 101 - 
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上の指導助言，地域交流事業への助言，留学生間の交流に関する企画・広報などを

行っている。さらにその機能を充実するため，国際交流センター将来構想検討ワー

キング・グループにおける検討，国際交流センターを含む国際交流関係組織の機能

点検プロジェクトチームにおける検討を重ね，平成 20 年の国際交流関係組織全体

の再整備に向けた取組を進めた。 

 

資料 教中４－小１－10 国際交流センター組織図  
 
 

設置目的  
国 立 大 学 法 人 東 北 大 学 国 際 交 流 センター規 程 （抜 粋 ） 
 第 ２条  国 立 大 学 法 人 東 北 大 学 国 際 交 流 センター（以 下 「センター」という。）は，国 立 大 学 法 人
東 北 大 学 （以 下 「本 学 」という。）の学 生 及 び研 究 者 の受 入 れ，派 遣 ，国 際 展 開 活 動 等 の支 援 を
行 うとともに，外 国 人 留 学 生 及 び外 国 人 研 究 者 に対 する修 学 支 援 及 び生 活 上 の支 援 を行 い，  も
って国 際 交 流 の推 進 を図 ることを目 的 とする。 
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計画１－９ ●76「留学生を含む，多様な学生の学力・関心の変動，進路に対応し

た教育プログラムの充実を図る。」に係る状況 

 

英語による学位取得課程は，理学研究科の「先端理学国際コース」（IGPAS)（後掲

資料 社中１－小６－３ 理学研究科の「先端理学国際コース」（IGPAS) P185），工

学研究科，情報科学研究科，環境科学研究科が連携した「外国人留学生特別コース」，

環境科学研究科，医学系研究科，農学研究科及び国際文化研究科が連携した，「ヒュ

ーマン・セキュリティー連携国際教育プログラム」がある。 

平成 19 年度は，多様な学生の学力・関心・進路に対応するよう，新たな学生受入

プログラムとしてアジア人財資金構想による外国人留学生教育プログラム及びサマ

ープログラムを実施した。 

単位互換については，留学の成果については相互の認定により実施しているほか，

共同教育（ダブルディグリー）プログラムによるものとしては，フランス国立応用

科学院リヨン校及びフランス国立中央理工科学校５校及び中国清華大学と覚書を

締結し，同プログラムを進めている。 (前掲資料 教中２－小６－３ 共同教育（ダ

ブルディグリー）プログラム P52)  

インターネットを活用した国外の高等教育研究機関との共通講義については，工

学部の創造工学研修においてワシントン大学，中国の北京科学技術大学と実施して

おり，ISTU の活用については医学系研究科が授業の６割をコンテンツ化するなどの

取組みを実施しており，国内外の学生に配信する体制の整備・拡充に努めている。 

このように，留学生を含む，多様な学生の学力・関心の変動，進路に対応した教

育プログラムを推進した。    

 

計画１－10 ●77「留学希望者の本学への応募について，来日・入学等の諸手続き

が円滑に進むような全学的な支援体制を整える。」に係る状況 

 

本学への留学希望者への対応として，英文ホームページの作成及び充実，海外交

流協定校学生用の短期留学生受入プログラム応募書類の Web 掲載を実施した。（資

料 教中４－小１－11 GUIDE FOR INTERNATIONAL STUDENTS）さらに，窓口担当職

員に対する入国制度に関する研修，事務職員及び技術職員を対象とした英語研修を

実施した。 

また，平成 18 年５月に設立した米国代表事務所に次いで二番目の海外事務所とし

て，東北大学における研究，教育成果並びにそのポテンシャルを中国において展開

し，東北大学の創造的かつ構造化された知の発信拠点として普及･促進するため，

各種事業を実施し，東北大学の世界的プレゼンスを高めるとともに大学の成果の社

センター長 （副 学 長 ） 教授・准教授・講師・ 副 センター長 （１人 ） 
その他の職員  
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会的還元を円滑に国際的に展開することを目的として，平成 19 年４月 20 日に東北

大学中国代表事務所を設立した。（資料 教中４－小１－12 東北大学中国代表事

務所概要） 

東北大学中国代表事務所には，本学の OB で現職の中国の大学教員をシニアリサー

チャーに採用し，本学留学希望者等への情報提供・相談体制を整備し，米国代表事

務所にニューヨークオフィスを設置し米国東海岸における支援体制を強化した。 

 

   資料 教中４－小１－11 GUIDE FOR INTERNATIONAL STUDENTS（ホームページから） 

 GUIDE FOR INTERNATIONAL STUDENTS 

INTRODUCTION 

Ⅰ．TOHOKU UNIVERSITY : A THUMBNAIL SKETCH  

Ⅱ．CURRICULUM 

1. Curriculum for Regular Students 

2. Research Students & Others 

3. Japanese courses 

Ⅲ．ADMISSION PROCEDURES 

1. Requirements for Admission 

2. Selection Procedures 

3. Tuition and Fees 

Campus Map 

Mailing Addresses 

Ⅳ．LIVING EXPENSES 

1. Housing 

2. Miscellanes 

Ⅴ．PROCEDURES FOR ENTRY TO JAPAN 

Ⅵ．SCHOLARSHIPS（as of 2007） 

1. The Japanese Government Scholarships 

2. Other Scholarships 

Number of International Students Studying at Tohoku University  

The Breakdown of International Students at Tohoku University by countries / regions 

The Breakdown of International Students by major 

ACCESS to Sendai  
 

 

    資料 教中４－小１－12 東北大学中国代表事務所概要 

１．名称 東北大学中国代表事務所 Tohoku University China Office 

２．事業内容 ①教職員，学生の国際交流の支援を行うとともに，中国出張者へ情報提供，便

宜供与，保護を行う。 

②東北大学中国代表事務所登記に向けた中国内での活動支援を行う。 

③東北大学中国校友会活動の支援を行う。 

④産学連携の国際化の推進を行うとともに，知的財産の国際的活用を図る。 

⑤その他本学の研究教育戦略に関する事項 

３．設置場所 北京市 日本学術振興会北京研究連絡センター内 

４．組織   所長（研究・国際交流担当理事） 

特別顧問（特任教授，日本学術振興会北京研究連絡センター長） 

副所長（教育国際交流担当副学長） 
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b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

計画１－１がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標である「学生の履

修相談・進路相談，心身全体の健康維持等への支援体制の整備・拡充」を具現化す

るために重要である「履修指導や進路指導を行うための指導教員制の整備」を掲げ

ている計画であるためである。 

クラス担任教員，アドバイザー教員の配置，ポートフォリオを導入した個別学生

指導，オフィスアワーの実施，部局独自の学生相談室設置，Web による相談体制等

により，教員と学生との対話の機会を増やし，きめ細かい履修指導や進路指導の体

制を整えた。  
就職管理サブシステムを新たに構築するとともに，キャリア支援センターを設置

し，就職・進路に関するきめ細かい支援を実施した。 

 保健管理センターと大学病院，保健管理センターと学生相談所の連携により，学

生の心身全体の健康を維持する体制が整備・拡充された。 

平成 17 年に設置された国際交流センターは留学生に対して，修学・生活上の指導

助言，地域交流事業への助言，留学生間の交流に関する企画・広報などを行ってい

る。英語による学位取得課程は，理学研究科の「先端理学国際コース」（IGPAS)，工

学研究科，情報科学研究科，環境科学研究科が連携した「外国人留学生特別コース」，

環境科学研究科，医学系研究科，農学研究科及び国際文化研究科が連携した，「ヒュ

ーマン・セキュリティー連携国際教育プログラム」などがあり，留学生を含む，多

様な学生の学力・関心の変動，進路に対応した教育プログラムを推進した。 

 このように，学生の履修相談・進路相談のための体制整備と，きめ細かい指導が

行われるとともに，心身全体の健康維持等の支援体制が整備されていると判断され

る。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目２「きめ細かい修学指導や生活指導を組織的に行うことによって，学生の人

間形成を支援し，意欲の喚起や学習支援の充実を図る。」の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画２－１ ●65「学習面に関するアドバイザー制・チューター制・TA 制度を充 

実させる。」に係る状況 

 

多くの学部・研究科は，きめ細かに学習等を支援するため，アドバイザー制を導

入した。（資料 教中４－小２－１ 各学部・研究科のアドバイザー制度の実施状

況例）例えば，文学部のクラスアドバイザーは 1 年次学生に対して 14～15 名に 1

名の割合で相談相手を務め，文学研究科では 1 つの研究課題に複数のアプローチが

できる研究者を育成するため主アドバイザー・副アドバイザーが配置され，COE 研

究員・大学院生の場合は１人当り２人のアドバイザーが異なる視点から指導してい

る。 

チューター制については，本学では外国人留学生の学習等の支援をする学生をチ

ューターとして委嘱しており，外国人留学生の増加に伴いその人数は増加している。 

ティーチング・アシスタント（TA）制度については，全学教育の授業科目に対す

る TA 配置基準等を新たに策定してその充実を図った。また，TA 制度は，学習に不

安を感じる学生や，日本語学習を希望する留学生への支援等のための要員として，

有効に活用されている。 
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資料 教中４－小２－１ 各学部・研究科のアドバイザー制度の実施状況例 

学 部 ・研 究 科  実  施  状  況  

文 学 部 

（１）１年 次 担 当 のクラスアドバイザーとして１５名 の教 員 を任 命 し，新 入 生 に対 する少 人

数 のきめ細 やかな指 導 を行 っている。 

（２）クラスアドバイザーとなった教 員 を対 象 として年 度 初 めに FD を行 い，最 低 年 ２回 の

個 別 面 談 と生 活 相 談 の実 施 を要 請 した。 

文 学 研 究 科 

文 学 研 究 科 ではそれぞれの大 学 院 生 に対 して複 数 指 導 教 員 制 をとり，細 やかな指

導 を行 っている。専 攻 分 野 を毎 に，学 位 取 得 を目 標 として，教 員 が大 学 院 生 の修 学

等 を全 面 的 に支 援 している。 

教 育 学 部 

第 １～３セメスター時 にクラスアドバイザーを配 置 している。配 置 は学 年 を６クラスに分

け，各 クラスに１名 の教 員 を配 置 している。セメスターごとにアドバイザーは面 談 を行

い，また，適 宜 個 人 面 談 にも応 じている。 

教 育 学 研 究 科  
課 題 研 究 と修 士 論 文 の作 成 または特 定 研 究 と博 士 論 文 の作 成 を指 導 するため，各

大 学 院 生 に指 導 教 員 ・副 指 導 教 員 を定 め，面 談 を行 っている。 

医 学 部 

医 学 系 研 究 科  

医 学 研 究 を志 向 する医 学 部 学 生 に対 して，早 期 に研 究 機 会 を与 えるため，若 手 研

究 者 の養 成 を目 的 とする MD－PhD コースを設 置 しており，本 コースに関 する詳 細 に

関 し，アドバイザー教 員 を配 置 し，説 明 ・指 導 等 の対 応 を行 っている。 

工 学 部 

工 学 研 究 科 

（１）１・２年 次 学 生 の様 々な相 談 に応 じるため，アドバイザー制 度 を設 けている。アドバイ

ザー担 当 教 員 は，工 学 部 の教 授 で，入 学 時 にアドバイザーの連 絡 先 ・メールアドレス

を教 え，自 由 に何 でも相 談 できる体 制 になっている。 

（２）学 生 が各 自 の論 文 作 成 に向 けての研 究 の途 中 経 過 を研 究 背 景 や他 研 究 者 によ

る重 要 な研 究 内 容 を含 め発 表 ・議 論 し，数 人 の教 員 がアドバイザー教 員 として発 表 ・

議 論 に立 ち会 う体 制 になっている。 

（３）AO 入 試 の合 格 者 については，大 学 入 学 前 に自 由 研 修 を課 すこととしているが，希

望 がある場 合 ，工 学 部 教 員 をアドバイザー教 員 として配 置 している。 

国 際 文 化 研 究 科  
新 入 生 に入 学 当 初 より学 生 １名 に対 し，アドバイザー教 員 １名 を配 置 し，課 程 修 了 に

必 要 な授 業 科 目 を適 切 に履 修 できるよう指 導 する体 制 を整 えている。 

生 命 科 学 研 究 科  
前 期 ２年 の学 生 の指 導 を指 導 教 員 のほかにアドバイザーをもうけ，複 数 指 導 制 を実

施 している。 

 

計画２－２ ●67「学生がインターネットで相談できるシステムの構築を進める。」 

に係る状況 

 

平成 18 年度までに，各学部・研究科においてキャンパスライフ支援室，学生支援

室，学生相談室，教育相談室，学生支援相談窓口，クラス担任あるいは教員にメー

ルで相談できるシステムが作られた。（資料 教中４－小２－２ 学生相談所のホ

ームページからのリンク先案内）また，各部局はそれぞれのホームページから学生

相談所にアクセスできるようリンクをはり，相談へのアクセサビリティを高めた。

学生相談所及びキャリア支援センターは個別面接後に，場合に応じてメールでの相

談を行っているほか，遠隔地の学生に対し，メール相談及びメールによる情報提供

などの援助も行っている。 

 

資料 教中４－小２－２ 学生相談所のホームページからのリンク先案内（抜粋） 

学内の相談窓口など 

 ・東北大学ハラスメント防止対策・相談窓口   

 東北大学のハラスメント防止対策および相談窓口一覧です。 

・東北大学保健管理センター   

 学生の健康を保持しさらに増進することを目的として，学医による健康相談と診療を行って

います。 

・東北大学国際交流センター   

 外国人留学生および留学を希望する日本人学生に対するサポートを行っています。 

・東北大学キャリア支援センター   

 就職・進路に関する情報提供と相談への対応を行っています。 

・東北大学理学研究科・理学部 キャンパスライフ支援室   

 理学研究科・理学部に所属する学生および教職員の，学習・教育・研究・事務活動等に関す

る支援を行っています。 

http://www.bureau.tohoku.ac.jp/jinji/open/harassment/new_harassment/top/top.htm
http://www.health.he.tohoku.ac.jp/
http://insc.tohoku.ac.jp/main_j.html
http://www.career.he.tohoku.ac.jp/
http://www.sci.tohoku.ac.jp/oasis/index.html
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・東北大学工学研究科・工学部 教育相談室   

 工学研究科・工学部に所属する学生を対象とする相談室です。 

・東北大学工学部・工学研究科機械・知能系 女性のためのWebsite   

 機械・知能系における女子学生・女性研究者支援の取り組みです。 

 

計画２－３ ●70「各種生活相談等に関しては，学生相談所が中心となって支援プ

ログラムを展開し，関係各部局はこれに協力する。これらの支援活動は，予防とい

う観点からも一層の充実を図る。」に係る状況 

 

学生相談所は，毎年，予防の観点から，各学部及び各研究科と協働して，オリエ

ンテーション，１年次学生対象の予防授業，その他の機会を利用して，カルト宗教・

悪質商法への対応策，アルコールハラスメントやアカデミックハラスメントを含む

ハラスメント問題への理解と対応，対人関係のスキル向上等について，正課外及び

正課教育による予防の観点からの支援プログラムを実施している。 

    

資料 教中４－小２－３ 学生相談所の支援プログラム 

      （１）ホームページから  
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（２）学生相談所スタッフが担当している授業「学生生活概論」のシラバス 

１.授業題目 学生生活概論―学生が出あう大学生活の危機と予防  

２.授業の目的と 
概要 

学生が大学生活で直面し，学生相談が必要になるような様々な危機・トラブルを予防・
軽減するための知識を学習する。  

３.学習の 
到達目標 

大学生活で，しばしば学生が直面する様々な危機的問題・トラブルが，具体的にどの
ような現れ方をするのか，なぜ生じるのか，どう対処したらよいか，またそれらが起
こらないようにするにはどのような方策が必要か，学生相談の経験に基づいた講義を
聴き問題の予防や対処が自らも可能になるようにする。  

４.授業内容・ 
方法と進度予定 

１）学生生活サイクルと危機(１) 
２）自分だけはひっかからないか？―学生の消費者被害とその心理的メカニズム 
３）学生生活サイクルと危機（２）＆学生相談所の活動 
４）やる気がおきない―目標の喪失と修正 
５）完全主義―発表・テストの不安／リポートや卒業論文が書けないと思ったとき 
６）カルト・ドラッグに誘われるとき 
７）不安が強くなるとき 
８）友人ができない ＆コミュニケーション・スキル１（「話を聴く」スキル） 
９）コミュニケーション・スキル２（「自分の意見・感情を述べてみる」スキル） 
10）被害者・加害者になったときの心の危機 
11）ひきこもる 
12）セクシュアル・ハラスメント＆アカデミック・ハラスメント―被害者にも加害者
にもならないために 
13）人生をどうデザインするか―ライフ・キャリアデザイン ＆授業内レポート  

５.成績評価方法 
毎回の授業毎の小レポート（出席点を兼ねる，90％），および最終回レポート（10％）
により評価する  

６.教科書および 
参考書 

   

７.その他 
授業の順序は変更することがある。 
連絡先：795－7833（学生相談所・  まで）  

更新日時 2008/04/02 22:55  

 

計画２－４ ●72「学生の社会性を涵養するために，学友会文化部・体育部を中心

とした部活動の一層の発展を図る。」に係る状況 

 

文化，体育などに関する自発的な活動のための全学的な組織として学友会がある。

学友会は，本学の教職員・学生の全員で組織され，会員の会費により，その運営（大

学祭，新入生歓迎会，海上運動会，サークル活動等の援助）が行われている。学友

会は，総務部，体育部，文化部，生活部，報道部から構成され，議決機関として全

学協議会，検討機関として運営委員会がある。文化部に２４団体，体育部に４６団

体が所属している。これら所属団体のほかに「学生団体，集会，掲示，印刷物配布

等の内規」に定める届出を行って受理された団体を準加盟団体とし，目的，活動内

容により文化部又は体育部のいずれかに所属している。（資料 教中４－小２－４ 

学友会）  

学生生活協議会等の関係委員会は，平成 16 年度から学友会等の部活動に関する諸

ルールの見直しと体制整備について検討し，学友会の改組や体育部各部の指導体制

の充実を図るとともに，学友会の部活動の一層の活性化を図るため，寄付なども含

めた資金等の導入にも努め，経費的支援を充実させてきた。 

平成 19 年度は，学生の社会性を涵養するため，学友会活動の活性化策として，「体

育部運営会議」に比べ実質的活動が低い「文化部運営会議」の運営改善に取り組み，

定期的な会議の開催と，意見交換の場を設けるなど，活動活性化に向けた改革を行

った。 
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資料 教中４－小２－４ 学友会  

 

学友会は，総務部，体育部，文化部，生活部，報道部から構成され，議決機関として全学

協議会，検討機関として運営委員会を置く。文化部に 24 団体，体育部に 46 団体が所属して

いる。これら所属団体のほかに「学生団体，集会，掲示，印刷物配布等の内規」に定める届

出を行って受理された団体を準加盟団体とし，目的，活動内容により文化部又は体育部のい

ずれかに所属する。 

 
（２）加盟団体  
文化部      
男声合唱部  茶道部
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  奇術部
混声合唱部  能楽部   軽音楽部
交響楽部  邦楽部   ﾏﾝﾄﾞﾘﾝ楽部
文芸部  放送研究部   化学部
美術部  ｱﾏﾁｭｱ無線部   ｵｰﾃﾞｨｵ研究部
映画部  落語研究部   吹奏楽部
演劇部    E.S.S部 将棋部
写真部    囲碁部 書道部
体育部      
陸上競技部    ｽｹｰﾄ部 ｻｲｸﾘﾝｸﾞ部
硬式野球部    乗馬部 ﾎﾞﾃﾞｨﾋﾞﾙ部
準硬式野球部    ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ部 少林寺拳法部
硬式庭球部    柔道部 体操部
軟式庭球部    ｽｷｰ部 ｱﾒﾘｶﾝﾌｯﾄﾎﾞｰﾙ部
ﾗｸﾞﾋﾞｰ部    ﾊﾝﾄﾞﾎﾞｰﾙ部 ｵﾘｴﾝﾃｰﾘﾝｸﾞ部
男子ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ部    航空部 競技舞踏部
女子ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ部    剣道部 ｱｰﾁｪﾘｰ部
蹴球部    弓道部 ﾄﾗｲｱｽﾛﾝ部
男子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ部    空手道部 ﾗｸﾛｽ部
女子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ部   自動車部   ｱｲｽｽｹｰﾄ部
卓球部    ﾜﾝﾀﾞｰﾌｫｰｹﾞﾙ部 ﾚｰｼﾝｸﾞｶｰﾄ部
山岳部    ｺﾞﾙﾌ部 極真ｶﾗﾃ部
水泳部    合気道部 相撲部
漕艇部    ﾌｪﾝｼﾝｸﾞ部 ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ部
ﾖｯﾄ部   応援団   

（３）準加盟団体  
楽 焼 工 芸 同 好 会  幻 想 文 学 研 究 会  ｱﾆﾒｰｼｮﾝ研 究 会  
ﾌｫ-ｸｿﾝｸﾞ研 究 会  楽 心 会 茶 道 部  ｴﾚｸﾄｰﾝｻｰｸﾙ MUSICA 
ｸﾗｼｯｸ音 楽 研 究 会  ﾋﾟｱﾉｻｰｸﾙ semplice GO∞HIP  

数 学 ｻｰｸﾙ 調 理 研 究 会  北 海 道 人 会  
川 内 聖 書 研 究 会  投 資 ｻｰｸﾙ AIS 漫 画 研 究 会  
農 学 部 ｾﾞﾐﾅｰﾙ  Jazz Orchestra  ﾌﾞﾙｰｸﾞﾗｽ同 好 会  
鉄 道 研 究 会  広 島 県 人 会  現 代 司 法 研 究 会  
園 芸 部  Del mundo 現 代 音 楽 研 究 会  
ｸﾗｼｯｸｷﾞﾀｰ部  RNECS 鹿 野 ｾﾂﾙﾒﾝﾄ 
ﾘｺｰﾀﾞｰｱﾝｻﾝﾌﾞﾙ 東 北 大 Masspy  人 形 劇 団 星 座  

（１）学友会組織図  
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http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b19.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b12.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b20.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b13.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b21.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b14.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b22.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b07.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b15.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b15.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b23.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b08.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b16.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/b24.html
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t00.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t01.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t17.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t33.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t02.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t18.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t34.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t03.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t19.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t35.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t04.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t20.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t36.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t05.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t21.htm
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http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t43.htm
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http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t28.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t44.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t13.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t29.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t45.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t14.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t30.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t46.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t15.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t31.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t47.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t16.htm
http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/t32.htm
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ｼ ｭ ﾐ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｹ ﾞ ｰ ﾑ 研 究 会
HEXAGON  料 理 の哲 人  みんな歌 う会  

かるた会  SF･推 理 小 説 研 究 会  模 型 製 作 研 究 会  
野 鳥 の会  工 学 部 自 主 ｾﾞﾐﾅｰﾙ協 議 会  ｵｾﾛ研 究 会  
天 文 同 好 会  材 料 ｼｽﾃﾑｾﾞﾐﾅｰﾙ ｺﾞｽﾍﾟﾙｻｰｸﾙ God People 
ｸｲｽﾞ研 究 会  動 く会  QUEST 
地 学 ｾﾞﾐﾅ-ﾙ 旅 行 研 究 会  昆 虫 研 究 会  
ｺﾝﾄﾗｸﾄﾌﾞﾘｯｼﾞ 自 動 制 御 ｾﾞﾐﾅｰﾙ CCF16 
文 化 ｾﾞﾐﾅ-ﾙ 東 洋 思 想 研 究 会  考 古 科 学 技 術 研 究 会  
ほととぎす  Salsa monde ﾊﾞｲｸﾄﾗｲｱﾙｸﾗﾌﾞ 
熱気球ｸﾗﾌﾞ COUNTUP ｱｳﾄﾄﾞｱ同好会  
自然に親しむ会  F.C.FORZA 中国武術研究会  
山歩会  ﾚｲﾀﾞｰｽ Of course! 
教養部ｻｯｶｰｻｰｸﾙ 医学部ｻｯｶｰ部  居合道同好会  
ＦＤ同好会  防具空手道部  Da･Da･Da･Darts 
川内ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ同好会  弓道ｻｰｸﾙ Zansin 飛羽  
軟式野球同好会  Volts Company 
川内卓球同好会  PIVOS F.C.ARRIBA 
川内ﾃﾆｽｸﾗﾌﾞ  剣道ｻｰｸﾙ F.C.A.P 
川内ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ同好会  Tricolore INNEBANDY 
Windnauts GONRYO ｽｷｭｰﾊﾞﾀﾞｲﾋﾞﾝｸﾞ愛好会  
ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ同好会  ｽﾄﾘｰﾄﾀﾞﾝｽｻｰｸﾙ『WHO』    

 

 

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

各学部・研究科は，アドバイザー，チューター，TA 制度を導入・拡充するととも

に，キャンパスライフ支援室，学生支援室，学生相談室，教育相談室等を設置し，

学生相談所等との連携により，きめ細かな修学指導・生活指導を組織的に実施した。

学生相談所及びキャリア支援センターは個別面接後に，場合に応じてメールでの相

談を行っているほか，遠隔地の学生に対し，メール相談及びメールによる情報提供

などの援助も行っている。 

また，学生の人間形成支援のため，学生相談所は，毎年，予防の観点から，各学

部及び各研究科と協働して，オリエンテーション，１年次学生対象の予防授業，そ

の他の機会を利用して，カルト宗教・悪質商法への対応策，アルコールハラスメン

トやアカデミックハラスメントを含むハラスメント問題への理解と対応，対人関係

のスキル向上等について，正課外及び正課教育による予防の観点からの支援プログ

ラムを実施している。 

学生の社会性を涵養するために，学友会文化部・体育部を中心とした部活動につ

いて，学生生活協議会等は学友会各部の運営体制を見直し，その改善を図った。 

よって，目標の達成状況は非常に優れていると判断される。   

 

○小項目３「恩恵的援助ではなく，教育サービスの観点に立つ経済的支援を進める。」 

の分析 

 

a) 関連する中期計画の分析 

計画３－１ ●73「優秀な人材の確保のために，授業料支援等の特別優待生制度を 

創設する。」に係る状況 

 

各学部・研究科は，優秀な学生を経済的に支援する制度として，授業料相当額の

TA 及び RA 業務の委託，留学あるいは海外派遣させるための奨学金支給，国際会議

出席経費補助等を行っている。（資料 教中４－小３－１ 優秀な人材の確保のた

めの授業料支援等） 

また，「国際高等研究教育院」においては，優秀な大学院生に奨学金，論文投稿費，

http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/tjkawate.htm
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学会出席費用等の支援を行う制度を創設し，平成 19 年度は修士研究教育院生 25 名

に支援を実施した。 

なお，優秀な人材の確保のために，新たに授業料支援等の特別優待生制度を検討

している。 

 

資料 教中４－小３－１ 優秀な人材の確保のための授業料支援等 

教 育 学 研 究

科 

優秀な人材を留学あるいは海外派遣させるための奨学金制度を学部・研究科独

自に設定している。学部生には尾形尚子奨学基金制度があり，平成 19 年度もこ

の基金により留学した。大学院生の海外での学会発表等を支援するために，平

成 19 年度から教育学部同窓会と共同で海外派遣制度を新設した。 

法学研究科 

法科大学院 

公 共 政 策 大

学院 

東日本旅客鉄道株式会社（JR 東日本）から平成 18 年度に受け入れた寄附金は，

法科大学院学生に対しては「JR 東日本奨学生」として成績優秀者 10 名（１年

次生３名，２年次生７名）に給付した。  

〔選考基準〕 第１年次生：当該年度の第１年次科目単位加重総得点の高得点

者上位３名。 

       第２年次生：当該年度の基幹科目単位加重総得点の高得点者上

位７名。  

〔給付額〕20 万円  

〔給付時期〕2008 年３月 

 また，公共政策大学院学生に対しては，公共政策大学院ワークショップ実施

に係る費用の一部を支援した。 

理学研究科 

COE では優秀な後期課程院生を RA として雇用するとともに，極めて優れた院生

に格段の支援をしている。優れた研究テーマを提案している院生には，研究費

の一部を支援している。 

医 学 系 研 究

科 

経済的支援を必要とする学生に医学部独自で艮陵育英会奨学金を支給している

ほか，優秀な研究成果を挙げた学生に対しては，学生奨学賞を授与し，奨学金

を与えている。 

その他各種奨学金制度の活用を推進した。 

薬学研究科 
優秀な人材の確保のために，後期３年の課程の大学院生に対して授業料相当額

の TA および RA 業務を委託することにより経済的支援を行っている。 

工学研究科 

平成 17 年度後期より，優秀な人材確保のため，博士課程学生を RA として雇用

し，授業料半額相当を工学研究科で，残りを系の資金をもって充てるシステム

を導入している。 

情 報 科 学 研

究科 

後期３年の課程の学生に対しては，TA， RA を併用し，授業料の半期分に相当

する金額を支援する体制を導入している。 

環 境 科 学 研

究科 

平成 17 年度より研究科長奨学賞を設け，優秀な学生の国際会議出席に対する経

済的支援を行っている。また，平成 18 年度より後期課程に在学する優秀な学生

を対象に，ドクター支援制度を設けた。 

 

b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

全ての研究科において，優秀な学生を TA，RA に採用して教育者・研究者の育成を

通じた経済的支援を行い，学習環境の充実を図っている。また，一部の学部・研究

科においては，独自の奨学金制度等を創設し，優秀な学生に対する経済的支援を行

っている。 

平成 18 年度に発足した国際高等研究教育院においては，優秀な大学院生に奨学金，

論文投稿費，学会出席費用等の支援を行う制度を確立し，修士研究教育院生 25 名

に対する経済支援を実施した。 

よって，目標の達成状況は非常に優れていると判断される。 
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②中項目４の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  
小項目１がウエイト付けされている理由は，小項目１は，学生の支援に関する項

目として必須である，「学生の履修相談・進路相談，心身全体の健康維持等への支援

体制の整備・拡充」を掲げているためである。 

学生の履修・進路相談として，クラス担任教員，アドバイザー教員の配置，ポー

トフォリオを導入した個別学生指導，オフィスアワーの実施，部局独自の学生相談

室設置，Web による相談等，教員と学生との対話の機会を増やす，きめ細かい履修

指導や進路指導の体制が整えられた。 

また，就職管理サブシステムを新たに構築するとともに，キャリア支援センター

を設置し，就職・進路に関するきめ細かい支援を実施した。平成 17 年に設置され

た国際交流センターは留学生に対して，修学・生活上の指導助言，地域交流事業へ

の助言，留学生間の交流に関する企画・広報などを行っている。 

 各学部・研究科は，アドバイザー，チューター，TA 制度を導入・拡充するととも

に，キャンパスライフ支援室，学生支援室，学生相談室，教育相談室等を設置し，

学生相談所等との連携により，きめ細かな修学指導・生活指導を組織的に実施した。  
保健管理センターと大学病院，保健管理センターと学生相談所の連携により，学

生の心身全体の健康を維持する体制が整備・拡充された。  
また，学生の人間形成支援のため，学生相談所はカルト・悪質商法，ハラスメン

ト問題等に取組み，各種相談はインターネットでも対応している。学生の社会性を

涵養するために，学友会文化部・体育部を中心とした部活動について，学生生活協

議会等は学友会各部の運営体制を見直し，その改善を図った。 

優秀な学生を TA，RA に採用して経済的支援を行い，一部の学部・研究科は，独

自の奨学金制度等を創設した。  
このように学生の履修・進路相談，修学・生活相談，就職相談，健康相談，経済

的支援，留学生支援，学生の部活動支援など，教員と学生との対話のある，きめ細

かい，学生への支援が整備されていると判断される。  
よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。  

 

③優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点) 

・学生相談所は，毎年，予防の観点から，各学部及び各研究科と協働して，オリエ

ンテーション，１年次学生対象の予防授業，その他の機会を利用して，カルト宗

教・悪質商法への対応策，アルコールハラスメントやアカデミックハラスメント

を含むハラスメント問題への理解と対応，対人関係のスキル向上等について，正

課外及び正課教育による予防の観点からの支援プログラムを実施している。 

・全ての研究科において，優秀な学生を TA，RA に採用して教育者・研究者の育成

を通じた経済的支援を行い，学習環境の充実を図っている。また，一部の学部・

研究科においては，独自の奨学金制度等を創設し，優秀な学生に対する経済的支

援を行っている。 

 (改善を要する点)  

該当なし 

(特色ある点) 
・各部局はそれぞれのホームページから学生相談所にアクセスできるようリンクを

はり，相談へのアクセサビリティを高めた。学生相談所及びキャリア支援センタ

ーは個別面接後に，場合に応じてメールでの相談を行っているほか，遠隔地の学

生に対し，メール相談及びメールによる情報提供などの援助も行っている。 

・セクシュアルハラスメント，アカデミックハラスメントの予防活動は，毎年，各



東北大学 教育 中項目４ 

- 112 - 

学部が学生相談所との連携で，教職員に対する講義・研修，学生に対する講義と

して実施している。また，相談等に関しては，学外を含む相談体制を整備した。 
   ・社会人を対象とするリカレント教育，生涯学習等の持続的学習の場を提供するプ

ログラムとして，学部及び研究科において，毎年継続して，社会人向けの公開講

座，地域連携講座を開講している 
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２ 研究に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目の分析 

 

○小項目１ウエイト「研究中心大学として，人類の発展に必要な，人間・社会，自然

に関する学術研究活動を行い，新たな知識・技術・価値の創造に努め，人類の福祉

と社会の発展に貢献する。この目的に向け，国立大学法人として総合的な研究推進

の施策を定め，広範な基礎的研究を基盤とした世界水準の先進的な専門領域におけ

る研究，新たな学術領域における研究を推進し，優れた成果の創出に努める。」の

分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画１－１ ●78「総合大学として学術研究活動を展開するにあたり，大学院研究

科・研究部は，大学院教育に関連する専門分野の学術研究を推進し，成果の創出と

これを取り入れた高度専門教育による人材育成を目指す。附置研究所等は，学術研

究の重要性を基に定められた設置の主旨に沿って高度研究を推進して成果を創出

するとともに，互いに連携してプロジェクト等を積極的に展開し，新たな学術領域

の開拓と進展を図る。学内共同教育研究施設は，教育研究，成果の社会還元，大学

の安全・リスク管理等，大学の使命達成に必要な全学に共通の重要なミッションを

持ち，全国，学内，地域等多様な運用形態で教育研究活動を推進する。」に係る状

況 

 

大学院研究科・研究部は，研究中心大学としての方針の下に連携して大学院教育

に関連する専門分野の学術研究を推進し，自然科学から人文・社会科学にわたる 13

件の 21 世紀 COE プロジェクトと先進医工学研究機構（TUBERO）プロジェクト採択

という成果を創出し，それぞれにおいて高い水準の教育・研究活動を展開している。

（資料 研中１－小１－１ 部局等の主な成果）これらの実績をもとに，平成 18

年４月には国際高等研究教育院，平成 19 年には国際高等融合領域研究所を創設し，

国際高等研究教育機構として新たな先端学際融合領域を創生し将来の世界の学界

をリードする人材養成を目指している。 

附置研究所は，高度研究を推進して多くの成果を創出するとともに，４大学附置

研間(東北大・阪大・北大・東工大)の連携事業（アライアンス事業）等により，新

たな学術領域の開拓と進展を図っている。 

学内共同教育研究施設は，大学の使命達成に必要な全学に共通の重要なミッショ

ン等について，多様な形態で教育研究活動を推進している。 

 

     資料 研中１－小１－１  部局等の主な成果（平成 18 年度） 

文学研究科 

・日本学術振興会の受託研究「システムと倫理」研究成果を医療現場に提供 

・有備館講座を継続して開催し，その成果の一つとして『食に見る世界の文化』

を刊行 

・文学部・文学研究科ブックレット『考えるということ』を創刊し，書店等を

通じて市民に配布 

教育学研究科 

・東北大学創立百周年記念国際シンポジウム「日米高校教員の現状と課題」の

開催 

・東北７県（新潟県を含む）の小中高校教員を対象とする第 42 回「教育指導者

講座」の開催 

法学研究科 ・国際セミナー「市民参加，多様性とジェンダー－日本・カナダ・フランスの
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比較分析－」開催 

・COE シンポジウム「オランプ・ドゥ・グージュ研究の新地平」開催 

・日本学術会議地区フォーラム「少子高齢化社会と男女共同参画」後援（COE）

経済学研究科 

・本学文系部局初の寄附講座（中小企業政策）設置 ・国際大学院生シンポジ

ウム『21 世紀の東アジア経済』開催 ・大村教授をコーディネータに本学が中

国山西省コークス産業のクリーン開発メカニズムプロジェクトに参加 

理学研究科 

・銅酸化物高温超伝導体における「擬ギャップ状態」の起源の同定に成功 ・

山本嘉則教授の A.C.Cope Scholar Award（アメリカ化学会）受賞 ・高校生や

教師など数学に興味を持つ人々を対象とした文化講演会を川井ホールで開

催 ・塩谷隆教授が「アレクサンドロフ空間に関する一連の研究業績」により

2006 年度日本数学会幾何学賞受賞 

医学系研究科 

・がん医科学講座（連携講座）の設置 ・片桐秀樹教授が第３回日本学術振興

会賞を受賞 

・解決手順の先読みと実行過程に前頭前野が関連－細胞レベルでの神経機構を

解明－ 

・肝臓からの肥満を改善する神経シグナルを発見－肥満・糖尿病の治療に応用

性 

・緑茶摂取と全死因死亡・循環器疾患死亡リスク低下が関連することを発見 

歯学研究科 

・歯学研究科主催第２回インターフェイス口腔健康科学国際シンポジウム開催

・宮城県，仙台市との連携による地域歯科保健推進室の設置 

・経産省地域コンソーシアム事業「噛み合わせの立体可視化装置の開発」 

・歯冠計測学からみた東北地方中央部江戸時代人の成立の発見 

薬学研究科 

・薬学部５０年記念式典を開催 ・岩渕芳治教授が 2006 日本プロセス化学会優

秀賞 

・大久保孝義准教授が日本疫学会奨励賞 

工学研究科 

・加藤康司教授が日本学士院賞受賞決定 ・サブ波長格子による発光ダイオー

ドからの光取り出し増強技術 の確立(羽根一博教授 G) ・内田龍男教授･石鍋

隆宏助手が超低電力･高品位反射型液晶ディスプレイの開発に成功（内田龍男教

授 G） ・パラニトロフェニル配糖体の直接合成に世界で初めて成功（正田晋

一郎教授 G） ・0.5GHz 超高精度コヒーレント･テラヘルツ波を用いて有機物の

分子欠陥検出に成功（小山裕教授 G） ・2004 年インド洋津波によるバンダア

チェでの調査・解析により，浸水深と死亡率の関係を解明（今村文彦教授 G） ・

断熱気密改修による元禄から現在までの住宅長寿命化促進事業を推進（吉野博

教授 G） 

農学研究科 

・リン酸化 Ser-Pro 異性化酵素 Pin1 の癌やアルツハイマー病での役割と創薬 

・小川雄一准教授がテラヘルツ波分光技術による顔料の識別に成功 

・東北大学百周年記念・農学研究科主催国際シンポジウム「生物産業創成科学

研究の新展開」開催 

・農学国際シンポジウム「イネ科学の最前線－遺伝子からフィールドまで」を

開催 

国際文化研究科 

・日中韓学術交流フォーラム「東アジアにおける日本研究―言語・文学・思想」

開催 

・ヨーロッパ文化講演会「EU における言語教育の現在」開催 

情報科学研究科 

・「先進的 ICT リテラシー強化教育プログラム」が採択され ICT リテラシー国際

会議を開催 

・ロボカップジャパンの４足リーグおよびレスキュー実機リーグでロボット研

究グループが準優勝 

・18 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰（研究部門），若手科学者賞を計４

名の教員が受賞 

生命科学研究科 

・植物が陸地環境で生きるために根を水に向かって伸ばすのに必要不可欠な遺

伝子の発見 

・北米で猛威を振るう外来巻貝とその寄生虫の侵入プロセス解明 

・『メラニン色素』の輸送を阻害する新酵素 Rab27A-GAP の発見 

環境科学研究科 

・第４回環境技術シンポジウム「あらためてものつくりの原点を考える」開催

・第 12 回環境フォーラム「土壌汚染と地圏環境インフォマティクス２００７」

開催 

金属材料研究所 

・井上明久教授が平成 18 年度内閣総理大臣賞受賞 ・太陽電池用高品質 Si バ

ルク多結晶の成長技術の開発 ・酸化物の量子ホール効果を実現 ・精密数値

計算により物質形成の根源的理解に成功 

加齢医学研究所 ・認知作業を生活介入として実施することが，脳機能低下の抑制につながるこ
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とを実証 

・細胞内小胞輸送を調節する新規因子を発見 

流体科学研究所 

・伊藤英覺名誉教授が平成１８年度の文化功労者に顕彰 

・第１回流体科学研究所－釜山大学合同大学院ワークショップの開催(徳山教

授) 

電気通信研究所 

・中沢正隆教授が 2006 年度トムソンサイエンティフィック栄誉賞を受賞 

・スピン注入磁化反転方式を用いた２メガビット不揮発性 RAM チップの試作に

成功 

・世界最先端広域ブロードバンドワイヤレスアクセス公開実験（ドライビング

デモ）を実施 

多元物質科学 

研究所 

・アライアンス（北大・電子研，東工大・資源研，阪大・産研との共同研究）

と新機能ナノエレクトロニクス研究の実施 ・物材機構と多元研の連携ラボの

完成と研究成果発信 ・窒化物材料研究の重点化 

東北アジア 

研究センター 

・地雷検知器 ALIS の開発とカンボジアなど地雷被災国における評価試験の実施

・中朝国境の活火山白頭山の火山危機に関する日中韓３ヶ国共同研究の組織化

と開始 

・「日ロ間の技術移転」支援事業の開始 

未来科学技術 

共同研究センタ

ー（NICHe） 

・東京エレクトロン（株）が仙台市近郊に工場進出決定（大見研究室とより密

接な連携構築へ） 

・NICT(総務省)から連携大学４校の１つに採択され，東北・関東・甲信越地域

を担当 

・東北大学連携型起業家育成施設：T-Biz（中小機構）着工 

高等教育開発 
推進センター 

・全学教育「基礎ゼミ」の取組成果が「特色ある大学教育支援プログラム」に

採択された 

・プラクティカル・イングリッシュコースを開設し，優秀な学生の英語力向上

を実現した 

附属図書館 

・「東北大学生のための情報探索の基礎知識 人文社会科学編」刊行 

・留学生向け“Guide to Academic Information Search ‒ for Students of Tohoku 

University”刊行 

・「東北大学機関リポジトリ TOUR」公開 

病院 

・東病棟の完成及び病棟への移転 ・高度救命救急センターの設立 ・がんセ

ンターの設立 

・東北大学病院地域医療連携協議会の設立 
先進医工学研究 
機構（TUBERO） ・TUBERO 発ベンチャー「ジーオングストローム」設立 

   （東北大学 Annual Review 2007 から） 

計画１－２ ●79「各教育研究組織はその設置主旨の下に，教員の自由な発想と独

創性に基づく研究を活発かつ継続的に推進する。総長をはじめ役員会等は，客観的

な評価に基づく運営方針に沿って，組織・運営の見直しや改組・新設等を図るとと

もに，大学として高い実績を有する高度基礎研究を支援し，組織の長と連携してさ

らに卓越した成果を得ることができるよう，管理運営や施設・設備の整備に努め

る。」に係る状況 

 

各教育研究組織は，その設置主旨に沿った研究を推進することとしているが，組

織・運営の見直し，改組・新設，予算の配分においては，各教育研究組織の研究状

況等の部局評価等を通じた客観的評価，プロジェクトの重要性を踏まえるとともに，

さらなる研究推進を図り，卓越した成果を得ることができるよう，学長はじめ役員

会等が戦略性・独創性を考慮して審議・決定している。大学として高い実績を有す

る高度基礎研究支援については計画１－７ ●84 の重点的に取り組む領域の研究

業績を参照されたい。 

具体例としては，異分野を融合した新しい研究分野で世界トップレベルの若手研

究者を支援する組織である国際高等研究教育院の設置（平成 19 年 4 月），医学と工

学の融合分野である医工学研究科の設置（平成 20 年 4 月），医学部保健学科に接続

する保健学専攻の設置（平成 20 年 4 月）等が挙げられる。トップダウンによる領

域横断型の研究を推進することを目的の一つとして，特定領域研究推進支援センタ

ーを平成 18 年 4 月に設置し（資料 研中１－小１－２ 特定領域研究推進支援セ
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ンター支援体制），学術領域の創出のため戦略的取組みや大型の競争的資金等獲得

のための支援体制を整備した。 

また，研究教育の推進に資する研究教育設備等を計画的に整備し，管理運営する

ため研究教育基盤技術センターが設置され（資料 研中１－小１－３ 東北大学に

おける設備整備に関するマスタープラン），たとえば高性能電子顕微鏡等の整備等

が行われた。 

 

    資料 研中１－小１－２特定領域研究推進支援センター推進体制 

運
営
委
員
会

外
部
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
委
員
会

産学連携講座
産学連携研究部門
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戦略的特定領域
プログラム企画・支援

特定領域研究推進室

分子イメージング研究
推進室

テニュアトラック
プログラム推進室

女性研究者育成
支援推進室

マイクロナノマシニング
プログラム推進室

スプリング８ビームライン
利用推進室

先端小型科学衛星
開発推進室

超高純度金属研究
開発推進室

原子力高経年化対策強化
基盤整備推進室

スマートエイジングプログラム
推進室

コンビナトリアル計算化学推進室

知的クラスター創成事業推進室

 
    資料 研中１－小１－３ 東北大学における設備整備に関するマスタープラン 

（平成19年版抜粋） 
 

【研究教育基盤技術センターの役割・機能】  
１ 東北大学（以下，「本学」という。）において，研究教育の推進に資する研究教育設備

等を計画的に整備し，及び管理運営することを目的として，研究教育基盤技術センター（以

下，「本センター」という。）を平成18年４月１日に設置した。  
２ 本センターにおいては，  
（1）研究教育設備等を計画的に整備するためのマスタープランの策定及び整備後の設備の管

理運営に当たり，効率的な共同利用を推進する。  
（2）分野間融合の拠点として，研究組織のゆるやかな結合体のコンソーシアムを形成するな

ど，研究体制の調整や共同研究の提案等を行い，研究の推進を支援する。  
【本学が保有する設備の概要及び今後の設備整備の方向性】  

１ 本学が保有する設備の概要（平成18年度末現在）は，別添に示してあるとおり，  
（購入金額）  
（1）設備の規模としては，１千万円以上１億円未満が 95％，1億円以上の設備は５％となっ

ている。  
なお，財源別に見ると，「旧国立学校特別会計」や「運営交付金」の基盤的経費により

導入している設備は60％で，競争的資金により導入している設備は 26％である。さらに，

共同利用に供している設備については，基盤的経費により導入しているものが 64％で，競

争的資金により導入しているものが19％であり，共同利用に供している設備ほど，基盤的

経費により措置されている傾向となっている。  
（共同利用）  
（2）また，全国共同利用に供している設備は 27％，学内共同利用に供している設備は７％

となっており，総じて 34％が共同利用という形態で使用している。  
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計画１－３ ウエイト●80「人類社会が直面する重要課題の解決に役立つ社会・人

間科学，医療・生命，食，情報通信，物質・材料，エネルギー・環境等に関する領

域横断的課題を研究するため，柔軟かつ機動的な研究体制の充実に努め，新たな学

術領域の創出を図る。」に係る状況  
 

領域横断的課題を研究し，新たな学術領域の創出を図るため，21 世紀 COE プログ

ラムやグローバル COE プログラムに大学一体となって申請し，21 世紀 COE プログラ

ムについては 13 拠点が採択され（資料 研中１－小１－４ 21 世紀 COE プログラ

ム），グローバル COE プログラム（資料 研中１－小１－５ グローバル COE プロ

グラム）については平成 19 年度に５拠点が採択された。 

また，21 世紀 COE プログラム終了後の学術領域として，さらにグローバル COE の

全学的推進のためや，異分野を融合した新しい研究分野における世界トップレベル

の若手研究者を育成するために，平成 19 年４月に国際高等研究教育機構を設置し

た。（研中１－小１－６ 国際高等融合領域研究所の組織図） 

この国際高等研究教育機構には国際高等研究教育院と国際高等融合領域研究所を

配置した。国際高等融合領域研究所は，異分野の融合によって創出された領域を６

つの領域基盤に緩やかに分け，領域基盤をプラットホームのように異分野が交流す

る場とし，そこに新しい異分野の融合が次々に生起し，時にはその６つの領域基盤

さえ流動的で，変化するものとした。したがって，従来の研究科や研究所が伝統的

に受け継いできた研究体制で対応しきれない種々の側面を補完する形で新しいタ

イプの研究所組織の確立を目指している。 

 

    資料 研中１－小１－４ ２１世紀 COE プログラム 

平成 14 年度採択（５件）  
人間医工学  バイオナノテクノロジー基盤未来医工学  
複合化学  大分子複雑系未踏化学  
材料科学  物質創製・材料化国際研究教育拠点  
電気電子工学  新世代情報エレクトロニクスシステムの構築  
言語科学  言語・認知総合科学戦略研究教育拠点  
平成 15 年度採択課題（７件）  
総合医科学  シグナル伝達病の治療戦略創生拠点  
物理学  物質階層融合科学の構築  
地球惑星科学  先端地球科学技術による地球の未来像創出  
機械  ナノテクノロジー基盤機械科学フロンティア  
総合工学  流動ダイナミクス国際研究教育拠点  
社会学  社会階層と不平等研究教育拠点の形成  
法学・政治学  男女共同参画社会の法と政策  
平成 16 年度採択課題（１件） 

革新的な学術分野 医薬開発統括学術分野創生と人材育成拠点 

 

資料 研中１－小１－５ グローバル COE プログラム（平成 19 年度採択拠点５拠点） 

分野 拠点プログラム名称 

生命科学 脳神経外科を社会へ環流する教育研究拠点 

化学・材料科学 分子系高次構造体化学国際教育拠点 

化学・材料科学 材料インテグレーション国際教育研究拠点 

情報・電気・電

子 

情報エレクトロニクスシステム教育研究拠点 

学際・複合・新

領域 

新世紀世界の成長焦点に築くナノ医工学拠点 
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 資料 研中１－小１－６ 国際高等融合領域研究所の組織図 

 
 

計画１－４ ●81「包括的研究協力のシステム等を整備して，公正なルールの下に

本学内外の組織との共同研究を推進し，学術研究の動向や社会ニーズに応じた柔軟

かつ機動的な研究プロジェクトの推進を図る。」に係る状況 

 

産学官連携推進本部は，学外組織との包括的研究の定義及び公正なルールを整備

した。（資料 研中１－小１－７ 包括的な研究のルール）モデルケースとして技

術交流会と研究プロジェクトからなる組織的連携研究を２社と実施して成果の評

価を行なうなど，学術研究の動向と社会ニーズに応じた研究推進を進めている。（資

料 研中１－小１－８ 学外組織との包括的研究協定締結状況）現在までに，11 社

と組織的に連携して協定を締結している。 

また，民間との共同研究件数や受入金額も年ごとに増加している。（資料 研中１

－小１－９ 民間との共同研究実施状況の推移） 

 

資料 研中１－小１－７ 包括的な研究のルール 

「異分野・領域融合の研究開発による先端的な技術・製品開発」を目指し，本学と企

業との間で「研究協力協定」を締結し，研究を進める。 

 

１．協定に係るマネジメント 

双方のスタッフ（本学側から研究担当理事・産学官連携推進本部・研究代表者，企業

側から CTO・技術企画部門・研究代表者）による「運営委員会」を設置し，「目標管理」，

「進捗管理」，「成果発表会等」を企画・実施する。 

２．組織的連携項目 

研究戦略，ロードマップ作成 

研究テーマの探索 

共同研究の推進 

技術交流会を含む研究者の相互交流 

教育・人財育成の推進及び相互支援 

研究施設，設備の交互利用 

留学生及び国際交流助成支援 
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資料 研中１－小１－８ 学外組織との包括的研究協定締結状況  
年度  協     定     先  
H17 （株）日立製作所，（独法）産業技術総合研究所，（独法）放射線医学総合研究所  

H18 （株）セイコー･エプソン，東北イノベーションキャピタル，七十七銀行，国民生活金

融公庫，DOWA ホールデイングス，松下電器（株）  
Ｈ19 （独法）宇宙航空研究開発機構（JAXA），ダイキン工業 (株 ) 

 
資料 研中１－小１－９ 民間との共同研究実施状況の推移  

年度 受入件数（件） 受入金額（単位：百万円）
2003年度 284 1,129
2004年度 392 1,675
2005年度 479 1,827
2006年度 519 2,028
2007年度 698 2,086  

 
計画１－５ ●82「本学の基礎・応用研究の中から学外の評価に基づいて拠点候補

に認定されたプロジェクト研究を強化し，国際研究拠点機能の一層の充実に努め

る。」に係る状況  
 

総長裁量経費により，21 世紀 COE プログラムや先進医工学研究機構（TUBERO)へ

の支援を行い，当初の目的を達成させるとともに，それらの成果を踏まえ，プログ

ラム終了後も自主的・恒常的に継続発展させるための組織として国際高等研究教育

機構及び医工学研究科を設置した。 

また，全国での採択が５拠点のみの世界トップレベル研究拠点形成促進プログラ

ムに採択され，平成 19 年 10 月に原子分子材料科学高等研究機構を発足させた。（資

料 研中１－小１－10 原子分子材料科学高等研究機構（WPI 研究拠点）） 

 

資料 研中１－小１－10 原子分子材料科学高等研究機構（WPI 研究拠点） 

 
計画１－６ ●83「研究成果の産業化を目指す開発研究を重点的に行うセンター，

寄附講座・部門の設置を進め，リエゾン機能の支援の下に応用研究を推進する。」

に係る状況  
 

東北大学未来科学技術共同研究センター(NICHe)のリエゾン機能は，平成 17 年 11

月から研究推進・知的財産本部に再編し，窓口を一本化して各部局と連携のうえ事
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業化・起業化の推進を図った。さらに，平成 18 年度には研究推進・知的財産部を

産学官連携推進本部に改組・拡充して事業化推進部を新設し，機能の強化を図った。 

また，インキュベーション拠点として，東北大学連携型起業家育成施設（BI 施設）

を整備し，平成 19 年度から運用を開始した。（後掲資料 研中２－小５－１ 東北

大学連携ビジネスインキュベータ BI 施設 P149）さらに，研究成果の応用研究を積

極的に推進するための寄附講座・寄附研究部門の設置を進めている。（資料 研中

１－小１－11 寄附講座・寄附研究部門の設置件数，別添資料 研中１－小１－12 

寄附講座・寄附研究部門設置状況）また，微小電気機械システム（MEMS）センター

では，産業化を目指した研究開発プログラムが推進されている。 

平成 18 年度に経済産業省が実施した産学連携に関する評価において，東北大学は

全国で２位であったことから，優れた取組を実施していると評価されている。（資

料 研中１－小１－13 産学連携に関する産業界からの評価） 

 

資料 研中１－小１－11 寄附講座・寄附研究部門の設置件数 

年度 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 備考 

件数 16(6) 19(7) 29(15) 43(13) (  )書きは新規設置分で内数 

      

 

資料 研中 1－小 1－13 産学連携に関する産業界からの評価 

（出典：経済産業省「技術移転を巡る現状と今後の取り組みについて」2006.） 

順位 大学名 評価点  順位 大学名 評価点 

１位 立命館大学 140.0  ６位 北海道大学 115.3 

２位 東北大学 132.9  ７位 徳島大学 111.8 

３位 九州大学 122.7  ８位 慶應義塾大学 108.3 

４位 筑波大学 119.4  ９位 東京農工大学 107.4 

５位 大阪大学 119.1  10 位 広島大学 104.0 

 

 

計画１－７ ウエイト●84「21 世紀 COE プログラム等，実績と組織編成構想に基づ

いて評価認定された基礎的研究領域の研究推進と組織構築を重点的に行う。」に係

る状況 

 

13 件の 21 世紀 COE プログラムと 25 件の各研究分野で大型プロジェクトとしてさ

れた基礎的な研究領域（別添資料「重点的に取り組む領域Ⅲ表（整理表）」）を重点

的に取組む領域として推進し，別紙のとおり優れた業績を挙げている。 

 

資料 研中１－小１－14  重点的に取り組む領域名（１）（抜粋） 
２１世紀ＣＯＥプログラム「バイオナノテクノロジー基盤未来医工学」  
（整理番号：１１－０１）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「大分子複雑系未踏化学」  
（整理番号：１１－０２）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「物質創製・材料化国際研究教育拠点」  
（整理番号：１１－０３）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「新世代情報エレクトロニクスシステム構築」  
（整理番号：１１－０４）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「言語・認知総合科学」  
（整理番号：１１－０５）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「シグナル伝達病の治療戦略創生拠点」  
（整理番号：１１－０６）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「物質階層融合科学の構築」  
（整理番号：１１－０７）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「先端地球科学技術による地球の未来像創出 (Advanced 
Science and Technology Center for the Dynamic Earth)」  
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（整理番号：１１－０８）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「ナノテクノロジー基盤機械科学フロンティア」  
（整理番号：１１－０９）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「流動ダイナミクス国際研究教育拠点」  
（整理番号：１１－１０）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「社会階層と不平等研究教育拠点」  
（整理番号：１１－１１）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「男女共同参画社会の法と政策」  
（整理番号：１１－１２）  
２１世紀ＣＯＥプログラム「医薬開発統括学術分野の創生と人材の育成」  
（整理番号：１１－１３）  
実践指向型教育専門職養成システムの開発  
（整理番号：１１－１４）  
教育諸事象への情報と IT の応用  
（整理番号：１１－１５）  
生物機能の分子基盤構築  
（整理番号：１１－１６）  
次世代型産業動物開発の研究基盤構築  
（整理番号：１１－１７）  
高次脳機能を支える神経基盤の構築と動態の研究  
（整理番号：１１－１８）  
生体シグナルのセンシングと応答の分子，細胞，個体レベル統御機構  
（整理番号：１１－１９）  
環境変動下における高次生命システムの創出・維持・保全の研究  
（整理番号：１１－２０）  
マイクロ・ナノバイオメカニクスの開拓  
（整理番号：１１－２１）  
新規がん治療低分子抗体の製造及び臨床研究に向けた共同開発  
（整理番号：１１－２２）  
原子炉起源，地球起源反電子ニュートリノと太陽起源電子ニュートリノの高精度精密
測定  
（整理番号：１１－２３）  
超高分解能角度分解光電子分光装置の開発と高温超伝導機構の研究  
（整理番号：１１－２４）  
配列ナノ空間を利用した新物質科学：ユビキタス元素戦略  
（整理番号：１１－２５）  
沈み込み帯の地震発生機構とマグマ生成上昇過程に関する研究  
（整理番号：１１－２６）  
大気・陸上生物・海洋圏に係る温室効果気体の全球規模循環の解明  
（整理番号：１１－２７）  
天然物合成を基盤とするシガテラ中毒原因毒シガトキシンの総合的研究  
（整理番号：１１－２８）  
ナノ生命物質化学  
（整理番号：１１－２９）  
日本再生のためのコンビナトリアル計算化学  
（整理番号：１１－３０）  
組織・特性設計統合化システムの開発と材料特性の高性能化  
（整理番号：１１－３１）  
ナノ加工プロセスによるスピンエンジニアリングと先進的センシング技術  
（整理番号：１１－３２）  
ナノクラスターの配列・配向制御による新しいデバイスと量子状態の創出  
（整理番号：１１－３３）  
非平均透明酸化物のパラレル合成による光・電子・磁気機能の高効率探索とデバイス
（整理番号：１１－３４）  
超高速コンピューター網形成プロジェクト ナノサイエンス実証研究 ナノ電子系  
（整理番号：１１－３５）  
複雑媒体中の衝撃波現象の解明と学際応用  
（整理番号：１１－３６）  
光と半導体を利用した量子情報通信技術  
（整理番号：１１－３７）  
先端物性計測  
（整理番号：１１－３８）  
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計画１－８ ウエイト●85「未来情報産業創生等，本学の研究成果を踏まえ産業界

が特に期待し大型研究資金が投入されるような研究課題とその展開をより積極的

に推進する。」に係る状況 

 

未来情報産業創生等，本学の研究成果を踏まえ産業界が特に期待する研究課題と

その展開のため，関連部局は社会のニーズを的確に捉えて新技術の研究開発を行っ

ており，たとえば，企業関係者に本学の研究内容を積極的に広め，企業のニーズ等

を把握するため，東北大学と共同開発関連企業及び地域関連企業の関係者等を対象

としたフォーラムを開催している。（資料 研中１－小１－15 共同開発関連企業及

び地域関連企業の関係者当を対象としたフォーラム） 

また，６件の未来情報産業創生の関連分野や，７件の産業界と連携した大型プロ

ジェクトを重点的に取組む領域として推進し，別紙のとおりのとおりの優れた業績

を挙げている。（資料 研中１－小１－14 重点的に取り組む領域名（２）） 

 

資料 研中１－小１－15  共同開発関連企業及び地域関連企業の関係者等を対象

としたフォーラム 

  
 

資料 研中１－小１－16 重点的に取り組む領域名（２）（抜粋） 

次世代モバイルインターネット端末の開発  
（整理番号：１１－３９）  
次世代高信頼プログラミング言語の研究開発  
（整理番号：１１－４０）  
高機能・超低消費電力スピンデバイス基盤技術の開発  
（整理番号：１１－４１）  
超小型大容量ハードディスクの開発  
（整理番号：１１－４２）  
レスキューロボット等次世代防災基盤技術の開発  
（整理番号：１１－４３）  
次世代情報ネットワークアーキテクチャの研究  
（整理番号：１１－４４）  
マイクロシステム融合研究開発拠点  
（整理番号：１１－４５）  
放射線の高度利用に基づいた未来工学の展開  
（整理番号：１１－４６）  
未来核エネルギーシステムの構築と人材育成  
（整理番号：１１－４７）  
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革新的部材産業創出プログラム 「金属ガラスの成形加工技術プロジェクト」  
（整理番号：１１－４８）  
超薄型・高効率多結晶シリコン太陽電池の技術開発－高品質多結晶シリコンインゴ

ット－  
（整理番号：１１－４９）  
ハード材料創成プロセス  
（整理番号：１１－５０）  
ソフト・ハイブリッドナノ材料  
（整理番号：１１－５１）  

 

 

計画１－９ ●86「知的クラスター計画等，学外の評価により，本学の地域貢献へ

の適格性が明らかとなった研究課題とその展開を推進する。」に係る状況 

 

知的クラスター計画等，本学が地域貢献している５件を重点的に取り組む領域と

して積極的に推進し，別紙のとおりの優れた業績を挙げている。 

 

資料 研中１－小１－17 重点的に取り組む領域名（３）（抜粋） 

先進予防型健康社会創成クラスター構想  
（整理番号：１１－５２）  
大画面フラットパネルディスプレイの創出  
（整理番号：１１－５３）  
ユニバーサルコミュニケーション基盤技術の開発  
（整理番号：１１－５４）  
波長 1.5μm 帯光周波数高精度制御技術の開発と次世代光通信への応用  
（整理番号：１１－５５）  
地圏環境のインフォマティクスとウォーター・ダイナミクス  
（整理番号：１１－５６）  
 

 

計画１－10 ●87「学術領域の変化等に対応する大学教育システムの開発に関する

研究を展開する。」に係る状況 

 

大学教育システムの開発研究として，教育学研究科において大学院教育改革プロ

グラム「実践試行型教育専門職養成システムの開発」（前掲資料 研中１－小１－14 

重点的に取り組む領域名（１）整理番号１１－１４ P121）が実施された。プログラ

ムは多様化する教育現実を熟知し，教育改善方策を企画立案・実践・評価する知識

と技術を体験した教育専門職の組織的養成を行い，またそのシステムを開発するこ

とを目指しており，重点的に取り組む領域説明書に記載の成果があがっている。 

また，学術領域の変化等に対応する大学教育システムの開発では，本学における

教員の能力開発（FD）の実施状況とその分析，展望に関する研究がなされ，『東北

大学の FD 実施状況と展望』（平成 19 年 3 月）が高等教育開発推進センターから報

告されている。多くの部局が教育改善のための多様な FD を活発に実施しており，

いずれの FD も高く評価されていることが判明し，その分析結果から，教育改善の

ための環境整備の改善が提言されている。  
全部局の参加している「基礎ゼミ」は，他大学に例を見ない「学際的な学部横断

型」クラス編成による全学協力体制の教育システムとして，平成 18 年度に文科省

の「特色ある大学教育支援プログラム」（特色 GP）に採択された。「基礎ゼミ」で実

践されている教育内容・方法・成果に関する大学教育システムの研究の成果は『大
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学における初年次少人数教育と「学びの転換」』（東北大学出版会，平成 19 年 3 月）

『大学における「学びの転換」とは何か』（東北大学出版会，平成 20 年 3 月）とし

て刊行された。 

さらに，大学教育システム開発の取組みとして，前掲資料（教中１－小３－２ 大

学教育改革支援プログラム採択・実施状況 P11）に示すように，平成 19 年度まで

の各種の大学教育改革支援プログラムに 25 件が採択され，学術領域の変化等に対

応する教育プログラムとして提案，実践されている。  
 

b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

 目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

計画１－３，計画１－７及び計画１－８がウエイト付けされている理由は，本小

項目の目標である「研究中心大学として，人類の発展に必要な，人間・社会，自然

に関する学術研究活動を行い，新たな知識・技術・価値の創造に努め，人類の福祉

と社会の発展に貢献する。この目的に向け，国立大学法人として総合的な研究推進

の施策を定め，広範な基礎研究を基盤とした世界水準の先進的な専門領域における

研究，新たな学術領域における研究を推進し，優れた成果の創出に努める」を具現

化するために重要である「社会・人間科学，医療・生命，食，情報通信，物質・材

料，エネルギー・環境等に関する領域横断的課題を研究するため，新たな学術領域

の創出」（計画１－３），「21 世紀 COE プログラム等，実績と組織編成構想に基づい

て評価認定された基礎的研究領域の研究推進と組織構築を重点的に行う」（計画１－

７）及び「未来情報産業創生等，本学の研究成果を踏まえ産業界が特に期待し大型

研究資金が投入されるような研究課題とその積極的な推進」（計画１－８）を掲げて

いる計画であるためである。 

大学の総合的な研究推進の施策は，総長のもと，研究担当理事，研究推進審議会

により進められる。平成 18 年には戦略的及び全学的，横断的に特定領域の研究を

推進するための各種事業を支援する組織として特定領域研究推進支援センターを

設置し，研究推進体制を加速させてきた。 

13 件の 21 世紀 COE プログラム，平成 19 年度５件のグローバル COE プログラム，

世界トップレベル研究拠点形成促進プログラム（原子分子材料科学高等研究機構・

WPI）の獲得や国際高等研究教育機構の設置など，人材の育成及び新たな学術領域

の創出，国際研究拠点形成の飛躍的進展と充実を図っている。 

また，産業化を目指した微小電気機械システム（MEMS）センターの設置，産学官

連携推進本部の整備充実等により，研究成果の産業化や応用研究の推進を図り，重

点的に取り組む研究領域について 56 件を推進し優れた業績を挙げている。 

このような研究の推進，成果の産業化への取組みは，研究中心大学として本学が

掲げる真理の探求等を目指す基礎科学の推進とともに，人類の福祉と社会の発展に

貢献するという目標・使命への着実な歩みであることの顕彰であるとみなされる。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 
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○小項目２ウエイト「大学の研究が広く社会の知的財産形成に資するものであること

に鑑み，研究水準の向上を積極的に進めつつ，研究課題の社会との関係の把握と研

究成果の社会還元に努める。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ ウエイト●88「国内及び国際学術会議への研究成果の発表，学会誌へ

の論文投稿を活発に行い，研究成果の社会還元を図る。」に係る状況 

 

最近 11 年間（’97 年～’07 年）の学術論文の引用動向データベース ESI におい

て，材料科学分野世界第３位（国内１位），物理学第 11 位（国内２位）化学第 15

位（国内２位）などの成果を得た。（資料 研中１－小２－１ ESI 被論文引用件数） 

また，紀要等における論文集発刊，本学ホームページ上での研究成果の公表・研

究者紹介等により広く公開するとともに，東北大学機関リポジトリ（TOUR）により，

博士学位論文，授業資料，紀要・学術論文等の東北大学の研究・教育成果を，ネッ

トワークを通じて電子コンテンツとして公開した。（資料 研中１－小２－２ 東

北大学機関リポジトリ（TOUR）コンテンツ公開状況） 

 

資料 研中１－小２－１   ESI 被論文引用件数（’02 年～’07 年） 

 

資料 研中１－小２-２ 東北大学機関リポジトリ（TOUR）コンテンツ公開状況 
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計画２－２ ●89「研究情報の発信と包括的研究協力等に基づく研究のさらなる展

開のために，本学研究者の個人研究・組織研究の成果に関するデータベースの整備

に努める。」に係る状況 

 

平成 16 年度に評価分析室において，大学情報データベースを構築した。平成 17

年度には，これまで JST（科学技術振興機構）との連携により運用してきた研究者

データベースを組み込み，研究者が大学情報データベースに入力することによって

自動的に研究者データベースが作成されるシステムを整備した。（資料 研中１－

小２-３ 大学情報データベースにおける研究関連入力項目事例） 

さらに，平成 18 年度には研究者紹介ページを e-seeds.jp に登録し（資料 研中

２－小９－３ 産学官連携推進本部における教員データベースの利用例 P158），産

学連携の視点からの研究成果の公開を推進したほか，企業との技術交流会において，

シーズ・ニーズ情報のマッチングに大学情報データベース（教員データ）を活用し，

平成 19 年度には研究者紹介ページを学内外の利用者がより使いやすくなるよう改

修するなど，着実な整備を進めた。 

    

   資料 研中１－小２－３ 大学情報データベースにおける研究関連入力項目事例 
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NO 入力画面名称 全学必須 ＲｅａＤ 学外公開
1 教職員基本情報 ○ ○ ○
2 出身学校 ○ ○ ―
3 出身大学院 ○ ○ ―
4 取得学位 ○ ○ ―
5 略歴 ○ ○ ―
6 研究経歴 ○ ○ ―
7 取得資格 ○ ― ―
8 所属学会 ○ ○ ○
9 所属クラスター ○ ― ○
10 専門分野（科研費分類） ○ ○ ○
11 専門分野（ReaD分類） ○ ○ ―
12 兼務 ○ ― ―
13 その他の特記事項（実務家教員等） 任意 ― ―
14 研修受講歴 ○ ― ―

15 研究課題 ○ ○ ○
16 研究キーワード ○ ○ ○
17 研究活動概要 ○ ○ ○
18 論文 ○ ○ ○
19 論文一括登録 ―
20 著書 ○ ○ ○
21 著書一括登録 ―
22 総説・解説記事 ○ ― ―
23 総説・解説記事一括登録 ―
24 特許 ○ ○ ―
25 実用新案・意匠 ○ ― ―
26 作品 ○ ○ ―
27 その他研究活動 任意 ○ ―

 

計画２－３ ●90「公開講座，公開シンポジウム等を開催し，研究成果の公表に努

めるとともに，各種学術団体の主催する研究成果の実用化プログラムへの参画に努

める。」に係る状況 

 

広く市民等を対象とした公開講座，高校生を含む市民の方々にサイエンスの楽し

さに触れてもらうための毎月１回のサイエンスカフェ，タイムリィなテーマで実施

する公開シンポジウム等を開催し，研究成果の公表に努めている。（資料 研中 1

－小２－４ 公開講座実施状況） 

また，東北大学米国代表事務所によるオープンハウス，東北大学／INSA Lyon と

のジョイントフォーラム開催，各種学術団体の主催する研究成果の実用化プログラ

ムや各種イノベーションフェアへの参加・出展など，国内外に研究成果の発信及び

本学のプレゼンスを高める活動に努めた。（資料 研中１－小２－５ 国際シンポ

ジウム，研中１－小２－６ 東北大学イノベーションフェア） 
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資料 研中１－小２－４ 公開講座実施状況（平成 18 年度） 

種別 名称 実施部局 
原子力安全セミナー 
研究開発マネージメント論 
スピン工学・スピンシステム 
先端工学セミナー「極限知能デバイスシステム工学」
先端工学セミナー「極限表面制御半導体プロセス工
学」 
先導的機能材料の物性制御と高機能化 
先進材料システムの加工プロセスと評価 
最新耐震設計入門－コンクリート構造物の耐震設計
と地盤の動的解析－ 
マンション－過去・現在・未来－ 
実態論ベースの原子力安全学に向けて 

工学研究科 
大 学 院 先 端 工 学 セ ミ ナ
ー 

検査でわかるあなたの健康 
子宮体内膜細胞診ワークショップ（Ⅰ） 

医学系研究科 

「生きざま」の研究 Part２－人間的魅力とは何か－ 国際文化研究科 

部局主催 

環境問題を科学する－物質循環を中心として－ 
地殻エネルギー環境学の最前線  
環境融和型社会を支える材料技術 

環境科学研究科 

みやぎ 

県民大学 

東北のことば学 
地域企業イノベーションの切り口 
生涯元気は口から始まる 
安全な食資源と私たちの健康 
地域・時代による「環境問題」の諸相と亘理町 
流れを科学する 
エネルギーと環境 
サイクロトロンて何？－放射線で探る原子から脳ま
で－ 
よりよき進路選択のために～大学入学をめぐる最近
の状況から～ 

文学研究科 
経済学研究科 
歯学研究科 
農学研究科 
環境科学研究科 
流体科学研究所 
多元物質科学研究所 
サイクロトロン RI セン
ター 
高 等 教 育 開 発 推 進 セ ン
ター 

学都仙台 

サテライト 

キャンパス 

当てにならなさを科学する 
子どもの才能を考える 
メンタル・トレーニング入門 

教育情報学研究部 

鏡としての異文化・宗教 
国際政治について 
解を見つける 

泉館山高校 

文学研究科 
法学研究科 
理学研究科 

言語学の世界 
体育学の世界 
地理学の世界 
医学の世界 
工学の世界 
物理学の世界 

宮城野高校 

文学研究科 
教育学研究科 
理学研究科 
医学系研究科 
工学研究科 
電気通信研究所 

キャリア教育－将来を考える意味－ 
裁判員制度とは何か－君も裁判員にな
るかも－ 
再生医療・遺伝子治療などの新しい医
療 
薬の資源としての天然物と現代医療 
レスキューロボットの研究開発 
水産資源の有効活用 
各学部・学科の研究等 
地球科学における微化石の役割 

仙 台 一 高 会
場 

教育学研究科 
法学研究科 
医学系研究科 
薬学研究科 
工学研究科 
農学研究科 
各学部・学科 
理学研究科 

くすりを科学する 
酵素のはたらきと応用 

白 石 高 校 会
場 

薬学研究科 
工学研究科 

磁気機能材料最先端 仙台南高校 工学研究科 
浦島太郎と指輪物語 
学校を科学的に研究する 
ものの見え方，見方の発達 
看護に求められているものとは 

白 石 女 子 高
校 

文学研究科 
教育学研究科 
教育学研究科 
医学部保健学科 

ナノテクノロジーと私たちの生活 佐 沼 高 校 会
場 

工学研究科 

国文学とはどんな学問か 
南極・北極から見た地球の環境 

角田高校 
文学研究科 
理学研究科 

高 校 生 の た

め 

の公開講座 

刑罰って何だろう？ 
宇宙航空機とエンジン 

石巻高校 
法学研究科 
工学研究科 
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文学，史学あるいは心理学について 
国際社会と法について 
現代社会と経済について 
理学部における研究の最前線（１）（２）
現代医学の諸問題について 
歯学部研究の最前線について 
現代薬学の諸問題について 
各学科について（５学科） 
農学部における研究の最前線について

仙台二高 

文学研究科 
法学研究科 
経済学研究科 
理学研究科 
医学系研究科 
歯学研究科 
薬学研究科 
工学研究科 
農学研究科 

社会教育主事講習 

教育指導者講座 
教育学研究科 

アメリカの社会と文化～現在と未来～（全５回） 

当てにならなさを科学する：日常生活のなかの確率と統計（全 5 回）
教育情報学研究部 

 

資料 研中１－小２－５ 国際シンポジウム 
開催日 名称  内容 発表件数 開催地 

平成 16 年 
６月 10 日
11 日 

東 北 大 学 ケ
ン ブ リ ッ ジ
フォーラム 

東北大学と英国をはじめとする欧州の
学術研究機関との幅広い学術交流の促
進を目的に，２回目の海外フォーラムと
して，東北大学ケンブリッジフォーラム
を開催した。 

51 

ケ ン ブ リ
ッジ市 
（ イ ギ リ
ス） 

平成 16 年 
10 月 22 日
23 日 

魯 迅 先 生 東
北 大 学 留 学
100 周年記念
事業 

中国の文豪魯迅が東北大学医学部の前
身 で あ る 仙 台 医 学 専 門 学 校 へ の 留 学
100 周年を迎えることを記念して，東北
大学が交流協定を締結している中国の
主要６大学の学長，副学長を招聘し，一
連の行事を開催した。記念式典をはじ
め，仙台財界人とのパネルディスカッシ
ョン形式の公開シンポジウムや東北大
学との今後の学術交流について協議す
る学術セミナー及び東北大学史料館に
おいて魯迅に関する特別展を実施した。

18 
宮 城 県 仙
台市 
 

平成 17 年 
９月 27 日
28 日 

国 際 シ ン ポ
ジ ウ ム － 魯
迅の起点：仙
台の記憶－ 

経済学研究科の教員・学生を中心とする
魯迅・東北大学留学百周年史編集委員会
が東北大学出版会より出版した『魯迅と
仙台：東北大学留学百周年』の中国語版
の発行を記念し，学際的観点から魯迅留
学の意義を検討し，魯迅研究の更なる発
展への寄与に関心を寄せる研究者，政府
関係者，市民が集い，意見交換を行うこ
とを目的とし，魯迅北京博物館との共
催，在中国日本大使館の後援により開催
した。 

15 
北 京 （ 中
国） 

平成 19 年 
２ 月 ８ 日
９日 

日 仏 ジ ョ イ
ン ト フ ォ ー
ラム 
“ Lyon - 
Tohoku, 
Teaming for 
The 
Future” 
2020 年の科
学・技術の姿 

東北大学創立 100 周年と東北大学の大
学間交流協定校であり，ダブルディグリ
ープログラムの協定を締結している国
立中央理工科学校リヨン校（ECL）の 150
周 年 ， 国 立 応 用 科 学 院 リ ヨ ン 校
（INSA-Lyon）の創立 50 周年を記念した
事業で，フランス各地から高等教育・研
究機関，政財界，商工会議所，日仏の研
究者，仙台市などの自治体，企業関係者
ら延べ 300 人以上が参加し，運輸，材料，
エネルギーをテーマに 10 年後の科学技
術の姿を論じ合った。 

36 
リ ヨ ン
（ フ ラ ン
ス） 

 

資料 研中１－小２－６ 東北大学イノベーションフェア 

区分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度

東北大学イノベーションフェア 

in 東京 
44 ブース 57 ブース 71 ブース ― 

東北大学イノベーションフェア 

in 仙台 
― ― 76 ブース 68 ブース 
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計画２－４ ●91「未来科学技術共同研究センター，先進医工学研究機構等の研究

組織，及び技術移転機関（TLO）等と連携して，東北大学産学連携ポリシーの下に

研究成果の社会還元を図り，迅速な社会貢献を目指す。」に係る状況 

 

産学官連携推進本部では，産学連携推進ポリシーの下，「活用第一主義」の体制を

整備し，教員の発明等について出願・権利化・活用の実現に向け，㈱東北テクノア

ーチ（TLO）や未来科学技術共同研究センター等と連携し，企業等との共同研究，

受託研究，技術移転など研究成果の社会貢献を推進した。（資料 研中１－小２－

７ 産学官連携推進本部概念図，研中１－小２-８ 東北大学における知的創造サ

イクルの善循環モデル，研中１－小２－９産学連携推進ポリシー） 

出願件数は平成 16 年度に比し平成 19 年度 74 件増加している。（資料 研中１－

小２－10 発明届出件数等） 

 

資料 研中１－小２－７ 産学官連携推進本部概念図 

 

 - 129 -



東北大学 研究 中項目１ 

資料 研中１－小２－８ 東北大学における知的創造サイクルの善循環モデル 

http://www.rpip.tohoku.ac.jp/honbu/kitei.html 

      
 

資料 研中１－小２－９ 産学連携推進ポリシー 

 
 

 

資料 研中１－小２－10 発明届出件数等 

区分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

発明届出件数 483 528 508 483 

出願件数 313 378 397 387 

 

計画２－５ ●92「研究水準・成果の向上のために，一元化した研究情報データベ

ース等を用いて，定期的に自己評価を実施・公表する。」に係る状況 

 

平成 16 年度に策定した自己評価実施・公表の基本方針に基づき，各部局は平成

17 年度から，全学統一的な新たな部局自己評価報告書等を作成した。部局自己評価

報告書は，大学執行部による部局評価に活用し，評価結果のうち優れた取組みを，

評価年次報告として，ホームページで公表した。（資料 研中１－小２－11 部局

の優れた取組（2006 年度）（研究関連抜粋）） 

また，研究科等では，大学情報データベースを活用し，自己点検評価報告書等を

発行した。平成 19 年度は，評価項目の見直しを行いながら，前年度に引き続き全

部局の自己評価に基づく部局評価を実施し，優れた取組みを公表するなど全学及び

部局においても定期的に自己評価を実施・公表している。 
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資料 研中１－小２－11 部局の優れた取組 2006（研究関連抜粋） 

（平成 18 年度評価年次報告「卓越した教育研究大学へ向けて」から） 

優れた取組 部局 

東北大学創立１００周年記念国際シンポジウム「グローバル化の時代に

おける 新しい人間像と教養教育の創造」開催 
教育学研究科 

東北大学創立１００周年記念国際シンポジウム「アジアからみた東北大

学の学問風土」開催 
教育学研究科 

２１世紀ＣＯＥ「男女共同参画社会の法と政策」の成果として二回の国

際シンポジウムを開催 
法学研究科 

知的財産に関する活動の功績により西澤昭夫教授がＡＵＴＭ（米国大学

技術管理者協会）Ｂａｙｈ－Ｄｏｌｅ賞を受賞 
経済学研究科 

地球が発するニュートリノの世界初検出 理学研究科 

化学専攻の吉良教授が，有機ケイ素化学の分野で顕著な業績を上げた科

学者に贈られる「ワッカーシリコン賞」を受賞 
理学研究科 

片桐教授は肥満・糖尿病の新規治療法に繋がる肝臓発の脂肪燃焼シグナ

ルを世界で初めて発見（サイエンス誌）した 
医学系研究科 

重症虚血性心疾患に対する非侵襲性体外衝撃波治療を開始 医学系研究科 

癌遺伝子ファミリーが先天異常症の原因に─癌遺伝子の新たな役割を解

明 
医学系研究科 

内臓脂肪からの神経シグナルが食欲を調節することを発見─肥満・糖尿

病の治療に応用 
医学系研究科 

「患者参加型歯科医療を実現する噛み合わせの立体可視化装置の開発」

を平成１８年度経済産業省地域新生コンソーシアム研究開発事業として

推進 

歯学研究科 

「歯科用磁性アタッチメントの最適化と国際標準の創成」を平成１７年

度ＮＥＤＯ国際共同研究助成事業（国際標準創成分野）として推進 
歯学研究科 

「低侵襲かつ簡便な摂食・嚥下機能評価システムの構築に関する研究」

を厚労科研「長寿科学融合研究事業」として推進 
歯学研究科 

歯学研究科主催による国際シンポジウム「Interface Oral Health 

Science Symposium」の成果をモノグラムとして発刊 
歯学研究科 

大迫研究，HOMED-BP 研究，J-home 研究 薬学研究科 

災害地情報収集ロボットシステムの開発（吉田和哉教授 G） 工学研究科 

新型 Co 基超耐熱合金を開発（石田清仁教授 G） 工学研究科 

動画によるバーチャル･ウインドウの公開実験（内田龍男教授Ｇ） 工学研究科 

地域の地盤環境を考慮した都市構造物の耐震改修支援システムを開発

（源栄正人教授） 
工学研究科 

血液での発電間近 - 高効率で安全なバイオ燃料電池開発（西澤松彦教授

Ｇ） 
工学研究科 

世界初の 10 層積層 3 次元 LSI の試作に成功（小柳光正教授 G） 工学研究科 

イオン交換樹脂を固体培養とした新規なバイオディーゼル燃料製造技術

の開発に世界で初めて成功（米本年邦教授Ｇ） 
工学研究科 

テラヘルツ生物工学寄附講座を設置 農学研究科 

五味勝也教授，阿部敬悦助教授による麹菌ゲノム解析の完了 農学研究科 
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中村維男教授が IEEE（米国電気電子学会）計算機ソサエティの 2004 年

テイラー Ｌ. ブース賞を受賞 
情報科学研究科 

根元義章教授が IEEE コミュニケーションソサエティ衛星通信貢献賞を

受賞 
情報科学研究科 

水野健作教授，大橋一正助教授らは，血管新生を促進する新しいシグナ

ル伝達経路を解明し，その成果を EMBOJournal に発表した 
生命科学研究科 

山元大輔教授らは，性指向性を司る神経細胞を世界に先駆けて解明し，

その成果が Nature 誌に掲載され，表紙を飾った 
生命科学研究科 

渡辺正夫教授らは，アブラナ科植物における自家不和合性制御Ｓ因子Ｓ

Ｐ１１のプロモーター領域のメチル化が直線的優劣性制御することを解

明し，その成果を Nature Genetics に発表した 

生命科学研究科 

高橋秀幸教授らは，つる植物が支柱をよじ登るために必要な遺伝子を発

見し，その成果を Proc.Natl.Acad.Sci.USA に発表した 
生命科学研究科 

バルク金属ガラス(BMG）を用いた世界最小のマイクロギアードモーター

の開発とそれらに関連して，2006 年度内閣総理大臣賞受賞，これについ

て Nature 誌に掲載 

金属材料研究所 

ＺｎＯ発光ダイオードの開発ならびに「酸化物エピキタシーの精密化と

集積化による新電子機能の開拓」で２００５年度日本ＩＢＭ賞受賞，こ

れについて Nature 誌に掲載 

金属材料研究所 

大阪に金属材料の共同研究開発拠点設置 金属材料研究所 

平成１７年度付属医用細胞資源センター松居靖久教授が，減数分裂を制

御する新規のヒストン・メチルトランスフェラーゼ，Meisetz を発見し，

Ｎａｔｕｒｅ紙に論文を発表した 

加齢医学研究所 

世界初「癌治療効果と，蠕動機能を持つ多機能ステント（人工内臓）」

の発明に成功 
加齢医学研究所 

第 2 回流動ダイナミクスに関する国際会議（563 名参加）の主催 流体科学研究所 

独）日本原子力研究開発機構と超高速コンピューティング分野における

研究協力の推進に関する協定の締結 
流体科学研究所 

世界最先端ＩＴ国家実現重点研究開発プロジェクトとして，次世代モバ

イルインターネット端末の開発②超小型大容量ハードディスクの開発③

高機能・超低消費電力メモリの開発を推進中 

電気通信研究所 

大野英男教授が平成 17 年度日本学士院賞受賞 電気通信研究所 

垂直磁気記録小型 HDD の試作に成功 電気通信研究所 

阪大産研との大学間連携事業「新産業創造物質基盤技術研究センター」

設置 

多元物質科学研究

所 

東北大学多元物質科学研究所－大阪大学産業科学研究所間連携組織 新

産業創造物質基盤技術研究センター設立 

多元物質科学研究

所 

アルツハイマー病の早期診断用ＰＥＴ薬剤の開発・臨床評価を進め，独

自の診断薬の臨床応用に成功した 
ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ･RI ｾﾝﾀｰ 

運動時に脳のブドウ糖の利用が減少し代わりに乳酸が利用される可能性

を世界で初めて報告した 
ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ･RI ｾﾝﾀｰ 

自動車運転の際，花粉症治療薬服用と携帯電話通話の相乗効果がありブ

レーキ反応時間が大幅に延長することを世界で初めて報告 
ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ･RI ｾﾝﾀｰ 

横山弘之教授が半導体レーザー超短パルス光源によるバイオイメージン

グに成功 

未来科学技術共同

研究ｾﾝﾀｰ 

山中一司教授が「ボール SAW センサの基盤技術平成１７年度国立大学図

書館協会賞受賞 

未来科学技術共同

研究ｾﾝﾀｰ 
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計画２－６ ●93「各教育研究組織は，専門領域ごとに研究活動とその成果に関す

る定期的な自己評価・外部評価を通じて，国内及び国際的水準での成果の把握に努

め，結果を公表するとともに，外部からの客観的意見等の把握に努める。」に係る

状況 

 

各部局は一定期間ごとの自己評価・外部評価に関する計画等を定め，自己評価・

外部評価を実施した。また，平成 17 年度からは，評価分析室と連携して部局自己

評価を実施した。 

法科大学院では平成 18 年度に認証評価（予備評価）を，大学では平成 19 年度に

大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価を受審した。また，各部局は平

成 17 年度から行っている評価分析室と連携した部局自己評価の継続実施や各部局

の計画に基づく外部評価等を実施し，国内及び国際的水準での成果の把握に努めた。 

 

資料 研中１－小２－12 各部局の外部評価実施状況例 

学部・研究科等 報告書名称 年度

文学研究科・文学部 文学部・文学研究科外部評価報告書 2006

教育学研究科・教育学部 東北大学大学院教育学研究科・教育学部外部評価報告書 2004

法学研究科・法学部 東北大学大学院法学研究科・法学部外部評価（第三者評

価）委員会評価結果 

2007

経済学研究科・経済学部 東北大学経済学研究科外部評価報告書 2007

理学研究科・理学部 東北大学大学院理学研究科・理学部外部評価報告書 2006

医学系研究科・医学部 東北大学医学部・医学系研究科外部評価報告書 2006

歯学研究科・歯学部 東北大学歯学部・歯学研究科・歯学部附属病院外部評価

報告書 

2007

薬学研究科・薬学部 東北大学大学院薬学研究科・薬学部自己点検評価・外部

評価報告書 

2003

工学研究科・工学部 学外者による評価と提言 2007

農学研究科・農学部 外部評価報告書 2006

国際文化研究科 東北大学大学院国際文化研究科外部評価報告書 2006

情報科学研究科 東北大学大学院情報科学研究科外部評価報告書 2005

生命科学研究科 東北大学大学院生命科学研究科外部評価報告書 2006

環境科学研究科 外部評価委員会報告書 2007

教育情報学研究部 

教育情報学教育部 

東北大学大学院教育情報学研究部・教育情報学教育部外

部評価報告書 

2005

加齢医学研究所 東北大学加齢医学研究所外部評価報告書 2006

多元物質科学研究所 東北大学多元物質科学研究所外部評価報告書 2005

 

    

計画２－７ ●94「多様な尺度から見た本学各組織の活動・成果の実態把握のため

に，多様な外部評価機関の評価活動の協力に努める。」に係る状況 

 

評価分析室において，大学・部局の活動・成果実態を把握し，評価するシステム

を構築し，平成 17 年度から部局評価を実施した。この部局評価には，教育・研究

評価項目の多くに認証評価機関の評価項目・視点を取りいれ，多様な評価尺度を反

映させた。（資料 研中１－小２－13 平成 17 年度部局評価における認証評価項目

の採用例）また，平成 18 年度には法科大学院認証評価（予備評価）を，平成 19 年

度には，平成 17 年度から実施している部局評価を大学評価・学位授与機構の教育

現況調査表の項目を取り入れ引き続き実施するとともに，大学評価・学位授与機構

の大学機関別認証評価を受審するなど外部評価機関の評価活動の活用と協力を推

進した。（資料 研中１－小２－13 平成 19 年度大学機関別認証評価結果） 
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資料 研中１－小２－13 平成 17 年度部局評価における認証評価項目の採用例 

 

Ⅰ 教育・研究・社会貢献活動の理念と目標 

評価項目１ 学部・大学院教育の理念・目標 

評価項目２ 研究・社会貢献の理念・目標 

Ⅱ 教育活動評価 

評価項目３ 学部教育に関する取組み・現状・改善 

評価項目４ 大学院教育に関する取組み・現状・改善 

評価項目５ 教員の指導能力の向上と教育評価，教育支援（認証評価基準３） 

評価項目６ 教育内容及び方法（認証評価基準５） 

評価項目７ 教育の成果と効果（認証評価基準６） 

評価項目８ 教育の質の向上及び改善のためのシステム（認証評価基準９） 

評価項目９ 学生教育・生活支援に関する取組み（認証評価基準７，８） 

Ⅲ 研究活動評価 

評価項目１０ 研究活動の状況（認証選択的評価基準A） 

評価項目１１ 研究の質の向上の取組・改善（評価項目１０の補充） 

Ⅳ 社会貢献活動評価 

評価項目１２ 教育・研究成果等の国民や社会への還元，有効活用の推進 

評価項目１３ 地域・国との連携・協力の推進 

評価項目１４ 産学官連携・協力による社会貢献の推進  

評価項目１５ 国際社会への貢献の推進 

評価項目１６ 上記項目のインターネット公開，データベースの構築  

 

 

 資料 研中１－小２－14 平成 19 年度大学機関別認証評価結果（抜粋） 
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計画２－８ ●95「研究成果，特許の成立・活用状況等は，インターネット等を通

じて情報公開するとともに，定期的に市民講座，公開シンポジウム等を開催して社

会への周知・活用を図る。」に係る状況 

 

研究成果，特許の成立・活用状況等は，研究成果公開のシステムを整備し，本学

のホームページや新聞報道などを活用して公開するとともに，各種展示会等に積極

的に参加して情報公開及び活用促進を図るための研究推進に関するパンフレット

を作成・配布するなどにより，社会への研究成果発信に努めた。 

産学官連携推進本部は，各地区７か所にて開催した技術交流会等において，本学の

研究成果や承継特許一覧（外国出願含む承継特許 217 件）を公開した。（資料 研中

１－小２－15 特許情報公開） 

平成 19 年度は，公開特許情報の英語版を作成し，ホームページに掲載したほか（資

料 研中１－小２－16 特許情報公開（英語版）），「東北大学イノベーションフェ

ア in 仙台」を宮城県の財団法人みやぎ産業振興機構と共催で開催し，地域に根ざ

した研究成果の発信に努めた。（前掲資料 研中１－小２－６ 東北大学イノベー

ションフェア P128） 

 

資料 研中１－小２－15 特許情報公開 

（http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/kikou.html ホームページから抜粋） 

 公開特許              2008/4/1 現在

公開番号 発明の名称 出願番号 出願日 公開日 

特開

2000-41385 
運動素子 

特願平

10-205297 
1998.07.21 2000.02.08 

特開

2001-72624 

含フッ素モノマーおよ

びその合成方法 

特願平

11-250346 
1999.09.03 2001.03.21 

特開

2001-167419 

磁気記録媒体及び磁気

記録媒体の製造方法 

特願平

11-347522 
1999.12.07 2001.06.22 

特開

2001-198471 

水素化処理触媒製造用

含浸液および水素化処

理触媒の製造方法 

特願

2000-9120 
2000.01.18 2001.07.24 

特開

2001-205050 
被処理ガスの浄化方法 

特願

2000-15922 
2000.01.25 2001.07.31 

特開

2002-20767 

硫化物触媒を用いた一

酸化炭素の水素化法 

特願

2000-202390 
2000.07.04 2002.01.23 

特開

2002-47215 

新規なシクロブタン誘

導体及びその合成方法 

特願

2000-229179 
2000.07.28 2002.02.12 

特開

2002-83781 
半導体デバイス 

特願

2000-270377 
2000.09.06 2002.03.22 
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資料 研中１－小２－16 特許情報公開（英語版） 

（http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/listtohoku1.html 

ホームページから抜粋） 

Publication of unexamined patent applications (Patent Abstract of Japan) update 2007/09/20  

No.  Publication No.  Title  

   

1.  2007 - 132467  LINEAR CARRYING DEVICE FOR VACUUM 

2.  2007 - 132466  MOMENT RESISTANT COUNTERMEASURE STATIC PRESSURE GAS 

BEARING MECHANISM  

3.  2007 - 130179  BIOLOGICAL DUCT STENT  

4.  2007 - 128759  PLASMA PROCESSING DEVICE  

5.  2007 - 127592  NOVEL DIAGNOSTIC DEVICE FOR AMYLOID ACCUMULATIVE DISEASE, 

AND OPERATING METHOD THEREFOR  

6.  2007 - 121309  METHOD FOR SCREENING SUBSTANCE WHICH INHIBITS 

INTERACTION BETWEEN AMYLOID β  AND AMYLOID β  BINDING 

PROTEIN 

7.  2007 - 120950  TEMPERATURE MEASURING METHOD  

8.  2007 - 119874  COPPER BASED ALLOY AND METHOD FOR PRODUCING COPPER 

BASED ALLOY  

9.  2007 - 119488  PROCESS FOR PRODUCTION OF POLYSUBSTITUTED CYCLOBUTANE 

AND POLYSUBSTITUTED CYCLOBUTENE  

10.  2007 - 119390  METHOD FOR PREDICTING PROGNOSIS OF COLON CANCER PATIENT 

 

 

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

各部局は，自己点検・外部評価等を通じて，社会の要請に応えた研究を推進し，

かつ，研究成果を社会に還元するため，公開講座やセミナーなど，学術レベルのみ

ならず広く一般市民に発表する機会を通じ社会との連携を図っており，セミナー等

の開催回数は法人化後に増加している。 

大学情報データベースを構築して研究成果の公開を促進するとともに，公開シン

ポジウムの開催や各種イノベーションフェアへの積極的な出展により，研究成果の

発信に努めた。また，米国代表事務所によるオープンハウス，INSA Lyon とのジョ

イントフォーラムの開催など国際的な研究成果の発信も積極的に行ったほか，㈱東

北テクノアーチ（TLO）と連携して技術移転を行うなど，研究成果の社会還元を積

極的に推進した。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

  

http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-132467.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-132466.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-130179.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-128759.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-127592.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-121309.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-120950.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-119874.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-119488.html
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/chizai/english/plist/2007-119390.html
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② 中項目１の達成状況 

(達成状況の判断)目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  

小項目１がウエイト付けされている理由は，小項目１は，本学の使命の一つであ

る「真理の探求等を目指す基礎科学の推進とともに，研究中心大学として人類と社

会の発展に貢献するため，人間・社会，自然に関する広範な分野の研究を行う」と

一致し，これを推進するための必須項目であるためである。 

国際高等研究教育機構，特定領域研究推進支援センター，各部局の研究推進室等

を設置して，総合的な研究推進体制を加速させ，世界水準の研究成果の創出，領域

横断的研究の推進，新たな学術領域の創出と人材育成を図るための取組みを行って

いる。 

また，21 世紀 COE プログラム，グローバル COE プログラム，世界トップレベル研

究拠点形成促進プログラム（原子分子材料科学高等研究機構・WPI）を獲得したこ

とを通じ，国際研究拠点形成の飛躍的進展と充実を図っている。 

さらに，産業化を目指した微小電気機械システム（MEMS）センターの設置，産学

官連携推進本部の整備充実等により，包括的研究協力，研究成果の産業化，応用研

究の推進を図り，重点的に取り組む研究領域について 56 件を推進し，優れた業績

を挙げている。最近 11 年間（’97 年～’07 年）の学術論文の引用動向データベー

ス ESI において，材料科学分野世界第３位（国内１位），物理学第 11 位（国内２位）

化学第 15 位（国内２位）などの成果を得ており，高い研究水準を維持している。 

このような研究の推進，成果の産業化への取組みは，研究中心大学として本学が

掲げる人類の福祉と社会の発展に貢献するという目標・使命への着実な歩みの顕彰

であると判断される。 

各部局は，自己点検・外部評価等を通じて，社会の要請に応えた研究を推進し，

かつ，研究成果を社会に還元するため，公開講座やセミナーなど，学術レベルのみ

ならず広く一般市民に発表する機会を通じ社会との連携を図っており，セミナー等

の開催回数は法人化後に増加している。 

大学情報データベースを構築して研究成果の公開を促進するとともに，公開シン

ポジウムの開催や各種イノベーションフェアへ積極的に出展して研究成果の発信

に努めている。また，米国代表事務所によるオープンハウス，INSA Lyon とのジョ

イントフォーラムの開催など国際的な研究成果の発信も積極的に行ったほか，㈱東

北テクノアーチ（TLO）と連携して技術移転を行うなど，研究成果の社会還元を積

極的に推進した。 

よって目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

③ 優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点) 

 下記の点が優れた点と判断される。 

・世界水準の研究成果の創出に向け，国際高等研究教育機構，特定領域研究推進セ

ンター，各部局研究推進室等設置等の大学を挙げた取組み等により，21 世紀 COE

プログラム，グローバル COE プログラム，世界トップレベル研究拠点形成促進プ

ログラム（原子分子材料科学高等研究機構・WPI）が採択されている。 

・最近 11 年間（’97 年～’07 年）の学術論文の引用動向データベース ESI におい

て，材料科学分野世界第 3 位（国内１位），物理学第 11 位（国内２位）化学第 15

位（国内２位）などの成果を得ており，高い研究水準を維持している。 

・産学官連携の協定数，技術移転数が着実に増加している。平成 18 年度に経済産

業省が実施した産学連携に関する評価において，東北大学は全国で２位であり，

優れた取組を実施していると評価されている。 

(改善を要する点)  
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該当なし  
(特色ある点)  

・平成 16 年度に構築した大学情報データベースは，JST の研究者データベースと連

携しており，企業との技術交流など産学連携の視点から，研究成果を公開したり，

シーズ･ニーズ情報が把握できるように整備され，活用されている。 

・平成 17 年度から，各部局の教育・研究・社会貢献活動についての実態を把握し，

評価するために，全学統一的な評価基準による部局評価を実施している。その結

果を部局長裁量経費に反映するともに，各部局の優れた取組等を公表している。 

 

 
 



東北大学 研究 中項目２ 

(２)中項目２「研究実施体制等の整備に関する目標」の達成状況分析 

 
① 小項目の分析 

 
○小項目１「広範な学術領域を網羅する知の拠点である総合大学として，学問と社会

の動向に一体的に対応し，設備の共同利用，人事交流等を機動的に行うことができ

るような運営体制を整備する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画１－１ ●96「学術領域の特性に配慮しつつ，新たな発展領域等に対し人的資

源等の戦略的配置に努めるなど，学内外の人事交流・共同研究及び緊密な研究連携

を推進する。」に係る状況 

 

新たな発展領域等に対し人的資源等の戦略的配置を伴う全学的取組みとして，21

世紀 COE プログラム終了後も自主的・恒常的に継続発展させるための「国際高等研

究教育機構」を設置し，さらに，本学における知の創造及び有機構造化を推進し，

研究成果の社会への還元を積極的に支援するための「特定領域研究推進支援センタ

ー」を設置した。さらに，全国での採択が５拠点のみの世界トップレベル研究拠点

形成促進プログラムに採択され，平成 19 年 10 月に原子分子材料科学高等研究機構

を発足させた。（資料 研中２－小１－１ 国際高等研究教育機構・特定領域研究

推進支援センター・研究教育基盤技術センター概略） 

また，研究教育の高度化・融合化に対応し，社会貢献推進を図るため，共同利用

大型研究設備の設置・管理運営を行う「研究教育基盤技術センター」を設置した。

（前掲資料 研中１－小１－３ 東北大学における設備整備に関するマスタープ

ラン P116） 

 

資料 研中２－小１－１ 国際高等研究教育機構・特定領域研究推進支援センタ

ー・研究教育基盤技術センター概略 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

● 極 低 温 科学 セ ン

ター  

液体ヘリウムの供給と低温技術の指導 

● 百 万 ボ ル ト 電 子

顕微鏡室 
透過型及び走査型顕微鏡の設置と利用支援 

研 究 教 育 基

盤 

技 術 セ ン タ

ー ● テクニカル 

 サ ポ ー ト セ ン タ

ー 

研究教育の高度化及び融合化並びに社会貢献の推進を図るため，

東北大学の指定する研究設備及び機器を部局との連携により広く

東北大学内外への利用に供する 
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b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  

国際高等研究教育機構，特定領域研究推進支援センター，原子分子材料科学高等

研究機構等を設置し，新たな発展領域等に対する人的資源等の戦略的配置を機動的

に行うことができるよう運営体制を整備した。 

また，研究教育基盤技術センターを設置し，研究教育の高度化・融合化に対応し

た共同利用設備の管理・運用体制を整備した。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目２「国際的に卓越した教育研究目標を達成するために，国内外から豊かな資

質・優れた能力を持つ多様な研究者等を，組織の機能と規模に応じて適切に配置す

る。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ ●82「本学の基礎・応用研究の中から学外の評価に基づいて拠点候補

に認定されたプロジェクト研究を強化し，国際研究拠点機能の一層の充実に努め

る。」に係る状況  
 

５拠点のみの世界トップレベル研究拠点形成促進プログラムに採択され，平成 19

年 10 月に原子分子材料科学高等研究機構を発足させた。国内外で卓越した研究業

績をあげている 30 名の材料科学の Principle Investigator（専任教員 13 名，学内

他部局 2 名，ユニバーシティプロフェッサー（総長）１名，国他機関３名，外国機

関 11 名）とその他の研究者 39 名（教授１名（外国人），準教授６名（うち外国人

１名），講師２名，助教 16 名（うち外国人５名），ポストドクター14 名（うち外国

人５名））を国内外から採用し，配置している。（資料 研中２－小２－１ 原子分

子材料科学高等研究機構の研究者数） 

 

資料 研中２－小２－１ 原子分子材料科学高等研究機構の研究者数 
主任研究者（30 名） 
 （日本人 18 名 

外国人 12 名） 

専任教授               13 名 
（うち外国人１名） 
学内他部局              ２名 
ユニバーシティプロフェッサー（総長） １名 
国内他機関              ３名 
外国機関               11 名 

その他の研究者（39 名） 
 （日本人 18 名 

外国人 12 名） 

教授                 １名 
（うち外国人１名） 
准教授                ６名 
（うち外国人１名） 
講師                 ２名 
助教                 16 名 
（うち外国人５名） 
ポストドクター            14 名 
（うち外国人５名） 
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計画２－２ ●96「学術領域の特性に配慮しつつ，新たな発展領域等に対し人的資

源等の戦略的配置に努めるなど，学内外の人事交流・共同研究及び緊密な研究連携

を推進する。」に係る状況 

 

ユニバーシティプロフェッサー制度（世界的に顕著な研究実績を有する者を招聘

し，一定期間教育研究に従事）を導入する一方，21 世紀 COE プログラム終了後も自

主的・恒常的に継続発展させるための組織として，6 つの異分野融合研究領域に対

して，多くの研究科や研究所から教員が参画している国際高等融合領域研究所の設

置や若手研究者萌芽研究育成プログラム等の実施により，若手研究者の戦略的配置

を行った。（資料 研中２－小２－２ ユニバーシティプロフェッサー名簿, 研中

２－小２－３ 国際高等融合領域研究所の研究領域毎の教員・研究員数，研中２－

小２－４ 若手研究者の自立的環境整備等） 

また，特定領域研究推進支援センターを設置し，教育研究支援体制の整備を行う

とともに，宮城県，仙台市及び産業界等との継続的な人事交流を実施したほか，科

学技術振興調整費先進融合フロンティアプログラムにおいてテニュアトラック教

員を採用（平成 19 年度）し，パイロットプログラムとして若手研究者に競争的環

境の中で自立性と活躍の機会を与える仕組みを導入した。研究教育基盤技術センタ

ーを設置し，研究教育の高度化・融合化に対応できるよう，その運用職員の戦略的

配置を実施した。 

 

資料 研中２－小２－２ ユニバーシティプロフェッサー名簿 

カリフォルニア工科大学教授 Ahmed Hassan Zewail  イスラエル工科大学教授 Dan Shechtman

 

資料 研中２－小２－３ 国際高等融合領域研究所の研究領域毎の教員・研究員数  
                         （平成 20 年 3 月）  

研究領域名 教員・研究員数 

生体・エネルギー・物資材料領域基盤 
特別研究員３名（２名外国人） 

兼任教員５名（工学研究科，流体研，ＷＰＩ） 

ライフ・バイオ・メディカル・領域基盤 
特別研究員３名 

兼任教員６名（工学・医学系・薬学研究科，加齢研） 

情報工学・社会領域基盤 
特別研究員１名 

兼任教員１名（工学研究科） 

言語・人間・社会システム領域基盤 

特別研究員２名 

兼任教員５名（文学・教育・法学研究科，教育情報 

学研究部，高等教育開発センター） 

先端基礎科学領域基盤 
特別研究員２名 

兼任教員 11 名（理学・工学・情報科学研究科，ＷＰＩ）

医歯工学融合領域基盤 教授１名，准教授２名 

 

資料 研中２－小２－４ 若手研究者の自立的環境整備等 
事 業 名 採択プログラム名 

若手研究者の自立的研究環境整備促進 先端融合領域フロンティアプログラム 

女性研究者支援モデル育成 杜の都女性科学者ハードリング支援事業 

科学技術関係人材キャリアパス多様化促進

事業 

高度技術経営人財活用プラン 

テニュアトラック採用教員准教授８名，助教２名 
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計画２－３ ●97「各種資格の保有等の専門性を重視する選考基準に基づいて，特

殊技術や情報処理支援等，大学運営に欠かせない技術職員の採用に努める。」に係

る状況 

 

平成 19 年度に，各種資格の保有等の専門性を重視した選考を行うため，「事務・

技術系職員の選考採用に関する指針」を定め（資料 研中２－小２－５ 事務・技

術系職員の選考採用に関する指針），選考採用の趣旨・目的・必要性の明確化を図

るとともに，多様な選考方法により，特殊技術や情報処理支援を行う人材の確保に

努めた。（資料 研中２－小２－６ 専門性を重視した選考による採用数） 

 

資料 研中２－小２－５ 事務・技術系職員の選考採用に関する指針（抜粋） 

                                    平成 19 年６月
                                東北大学人事部

 
事務・技術系職員の選考採用に関する指針（抜粋） 

 
１．趣旨 

本学における法人化後の戦略的な大学運営を推進するため，高度の専門性や特殊な知
識・技能を要する等の理由により，現行の国立大学法人等職員採用試験（「以下法人試験」
という。）によって確保できない職については，選考採用により人材を確保する必要があ
る。このような状況を踏まえて国立法人東北大学任免規程第６条に定める，事務系・技術
系職員の選考採用について，対象とすべき職，手続等について，指針を定めるものである。

 
２．選考採用の対象とする職員 

（１） 事務系職員（次項（２）を除く） 
① 高度な専門的知識，技術・資格その他の能力を必要とする職種 

     （例示）安全管理，情報システム管理，国際交流ほか 
② 実務経験等に基づく高度の専門的な知識経験を必要とする職種 

     （例示）経営戦略・管理，知的財産，産学連携，労務管理，病院経営ほか 
   ③ その他特に必要と認める職種 

（ ２ ）  病 院 医 事 系 事 務 職 員  
病 院 医 療 事 務 は ， 病 院 特 有 の 専 門 的 知 識 を 必 要 と す る 事 務 で あ り ， 学 部 等 事

務 と の 共 通 性 が 少 な い た め ， 選 考 採 用 に よ り 病 院 事 務 を 志 望 す る ス キ ル の 高 い
職 員 を 採 用 し ， 病 院 独 自 の 人 事 管 理 を 行 う 。  

（ ３ ）  技 術 系 職 員  
① 特に高度な知識または技術が求められる職 
   （例示） 細胞培養，植物の遺伝学的育成・交配・作出技術等 
② 実験装置，分析機器等の考案及び制作について，相当の経験や技術が求めら 

れる職 
（例示） 旋盤・ＮＣフライス盤の操作，アルゴン溶接の実務経験，市販されて

いない作成困難な部品の製作・実験装置・分析装置の組立，光学ガラス
装置の制作等 

③ 特殊な免許や資格が求められる職 
   （例示） 高圧ガス製造保安責任者，特定化学物質等作業主任者，作業環境測定

士，放射線取扱主任者，診療情報管理士等 
④ その他その必要とする能力，資格，技術等が特殊であり，法人試験によっては補

充できない職 

 

資料 研中２－小２－６ 専門性を重視した選考による採用数 

年  度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 

技術職員 ― ２ ２ ９ ７ 13 

事務職員 ― ― ― ― ４ 2 
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計画２－４ ●98「各学術領域の特性に応じ，任期制の適切な運用を含めて，教育

研究の発展を可能にする任用形態の多様化・ 適化に努める。」に係る状況  

 

学術領域の特性に応じ，任期制の導入，任期付き年俸制教員，客員教員（前掲資

料 教中３－小３－１ 客員教授・准教授数 P75）の採用を行い，任用形態の多様

化・ 適化に努めた。 

平成 18 年度は，先端的・学際的領域に 40 名，委託研究プロジェクトに２名，21

世紀 COE プログラムに 16 名を始めとして任期付き教員合計 197 名を，若手育成の

観点からテニュアトラック教員６名（20.１.１現在 10 名在籍）を採用した。 

 

    資料 研中２－小２－７ 任期付き教員数 

（括弧内は年俸制教員で内数） 

調査日 16.3.1 現在 17.3.1 現在 18.3.1 現在 19.3.1 現在 20.3.1 現在 

人 数 
540 

(0) 

651

(45)

769

(83)

959 

(172) 

912

(253)

全教員 
2,624 2,614 2,682 2,710 2,736

全教員に占

める割合 

20.6% 

(0%) 

24.9%

(1.7%)

28.7%

(3.1%)

35.4% 

(6.3%) 

33.3%

(9.2%)

 

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  

世界的に顕著な研究実績を有する者をユニバーシティプロフェッサーに招聘する

制度を導入する一方，国際的に卓越した教育研究拠点としての原子分子材料科学高

等研究機構や国際高等融合領域研究所には，国内外から豊かな資質・優れた能力を

もつ多様な教員や研究者等を適切に配置した。 

また，若手研究者萌芽研究育成プログラム，科学技術振興調整費先進融合フロン

ティアプログラム等により，若手研究者に競争的環境の中で自立性と活躍の機会を

与えるとともに，豊かな資質と優れた能力を持つ人材を採用する仕組みを導入した。 

教員採用は原則的に公募制として国内外から優れた人材の受入れに努めている。 

さらに，教員の任期制の積極導入と年俸制の拡大など，多様な任用形態と給与措

置等により，競争的環境構築と教員の流動性を高める取組みを進めた。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目３「研究者等の職制は教授，准教授，講師，助教，助手及び技術職員を基本

とし，さらに，必要度と研究能力に応じて，客員教授，その他必要な職制を設ける。」

の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画３－１ ●97「各種資格の保有等の専門性を重視する選考基準に基づいて，特

殊技術や情報処理支援等，大学運営に欠かせない技術職員の採用に努める。」に係

る状況 

 

平成 19 年度に，各種資格の保有等の専門性を重視した選考を行うため，「事務・

技術系職員の選考採用に関する指針」を定め，選考採用の趣旨・目的・必要性の明

確化を図るとともに，多様な選考方法により，特殊技術や情報処理支援を行う人材

の確保に努めた。（資料 研中２－小３－１ 特殊技術や情報処理支援職員採用数） 
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資料 研中２－小３－１ 特殊技術や情報処理支援職員採用数 

年  度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 

技術職員 

（特殊技術） 

（情報処理支援） 

― 2 2 

 

1 

9 ７ 

 

1 

13 

7 

 

 

計画３－２ ●98「各学術領域の特性に応じ，任期制の適切な運用を含めて，教育

研究の発展を可能にする任用形態の多様化・ 適化に努める。」に係る状況   

 

研究者等の職制は教授，准教授，講師，助教，助手等を基本とし，必要度と研究

能力に応じて特任教授・准教授などの職制を設けた。（資料 研中２－小３-２ 本

学の職制）学術領域の特性に応じ，任期制の導入，任期付き年俸制教員，客員教員

の採用を行い，任用形態の多様化・ 適化に努めた。（前掲資料 研中２－小２－

７ 任期付き教員数 P143） 

また，平成 20 年１月に制度構築を行い，平成 20 年度から，各学術領域において

優 れ た 業 績 を 上 げ た 教 授 を デ ィ ス テ ィ ン グ イ ッ シ ュ ト プ ロ フ ェ ッ サ ー

（Distinguished Professor）として 25 名を発令した。（資料 研中２－小３－３ 

ディスティングイッシュトプロフェッサー名簿） 

 

資料 研中２－小３－２ 本学の職制（平成 19 年度から） 

職員区分 職  名  区  分 職      種 

教授 教授 

准教授 准教授 

講師 講師 

助教  助教  
助手  助手  

教員 

歯科技工士学校講師  歯科技工士学校講師  
特任教授  特任教授  特任教員 

特任准教授  特任准教授  
 

資料 研中２－小３－３ ディスティングイッシュトプロフェッサー名簿（平成 20 年度） 

高等教育開発推進センター 浅川 照夫 

工学研究科        内田 龍男 

医学系研究科       大隅 典子 

理学研究科        大谷 栄治 

電気通信研究所      大野 英男 

医学系研究科       岡  芳知 

加齢医学研究所      川島 隆太 

文学研究科        小林 隆 

工学研究科        小柳 光正 

農学研究科        佐藤 英明 

国際文化研究科      佐藤 滋 

東北アジア研究センター  佐藤 源之 

流体科学研究所      寒川 誠二 

工学研究科          庄子 哲雄 

法学研究科          辻村 みよ子 

薬学研究科          寺崎 哲也 

経済学研究科         照井 伸彦 

電気通信研究所        中沢 正隆 

理学研究科          平間 正博 

金属材料研究所        前川 禎通 

生命科学研究科        水野 健作 

教育学研究科         水原 克敏 

多元物質科学研究所      宮下 徳治 

未来科学技術共同研究センター 宮本 明 

工学研究科          吉野 博 

（五十音順：25 名） 

 

b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

研究者等の職制は教授，准教授，講師，助教，助手及び技術職員を基本としつつ，

必要に応じて客員教授等を置いているほか，ノーベル賞級の研究者をユニバーシテ

ィプロフェッサーとして招聘し，一定期間教育研究に従事する制度，本学教授のう
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ち，その専門分野において極めて高い業績を有し，かつ，先導的な役割を担うもの

をディスティングイッシュトプロフェッサーとして発令するなど，研究者の多様な

職責を設けている。また，有能な技術職員の確保についても，新たな選考採用制度

を取り入れている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目４「研究環境の整備，とりわけ研究に必要な設備の整備と開かれた活用環境

及びその維持体制を整える。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画４－１ 追加「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況  
 

 「学内の研究設備を有効に活用するために，使用内規を制定し，その利用を学内

外に公開する」取組の状況は，研究教育の高度化及び融合化並びに社会貢献の推進

を図るため，本学の指定する研究設備及び機器を部局との連携により広く学内外へ

の利用に供することを目的とし，平成 19 年に，研究教育基盤技術センター内に，

テクニカルサポートセンター（TSC）を設置した。（資料 研中２－小４－１ テク

ニカルサポートセンターの使用内規）使用内規を制定し，利用できる研究設備・機

器をホームページにおいて公開した。（資料 研中２－小４－２ 使用可能な研究設

備と使用料金事例）  
 

資料 研中２－小４－１ テクニカルサポートセンターの使用内規 

東北大学 

研究教育基盤技術センターテクニカルサポートセンター設備等使用内規 

平成 20 年 1 月 30 日

 

 

(趣旨) 

第 1 条 この内規は，東北大学研究教育基盤技術センター規程(平成 18 年規第 74

号)第 6 条第 2 項の規定に基づき東北大学研究教育基盤技術センターテクニカルサ

ポートセンターが利用に供する東北大学(以下「本学」という。)の研究設備及び機

器(以下「設備等」という。)の使用について必要な事項を定めるものとする。 

(設備等) 

第 2 条 使用の対象となる設備等は，東北大学研究教育基盤技術センターテクニカ

ルサポートセンター長(以下「センター長」という。)が定める。 

(使用者の資格) 

第 3 条 設備等を使用できる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 本学の職員及び大学院学生(以下「職員等」という。) 

二 本学の職員と研究上の協力関係を有する他の大学，研究機関等の研究者及び技

術者のうち，本学の職員から紹介のあった者 

三 その他センター長が特に認めた者 

研究教育基盤技術センター

テクニカルサポートセンタ

ー長裁定  
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資料 研中２－小４－２ 使用可能な研究設備と使用料金事例  
【1.核磁気共鳴装置】 

使用料金（円：税込）

設備等名 仕様・形式 学内者

（他部

局） 

学外者 

消耗品費

（別途）

 

設置 

キャン

パス 

設置部局 

核磁気共鳴装置  

AVANCE600（ブルカー），

600MHz 

2,520 円

/時間 
算定中 ― 青葉山 理学研究科

核磁気共鳴装置  

ECA-600 （ 日 本 電 子 ），

600MHz 

3,360 円

/時間 
算定中 ― 青葉山 理学研究科

超伝導核磁気共

鳴装置 

（NMR）（※1）  

ECA-600（日本電子製）
2,744 円

/時間 

3,595 円 

/時間 
― 青葉山 薬学研究科

超伝導核磁気共

鳴装置 

（500MHｚ，NMR）
INOVA

 

500（バリアン） 
3,189 円

/時間 

3,357 円 

/時間 
― 雨宮 農学研究科

超伝 共

 

600（バリアン） 
/時間 

 

/時間 
― 雨宮 農学研究科

導核磁気

鳴装置 INOVA

（600MHz，NMR）

3,226 円 3,482 円

3 テスラ磁気共鳴

装置 

eva 3.0T

Quqsar Dual 

円

/時間 

円

/時間 

耗 品

別 
星陵 

齢医学 

 

Intera Achi  15,599 21,232 ※ 消 加

 

 

を図る。研究期間終了後は，部局内有償利用等によ

って活用する。」に係る状況 

 

受託研究の実現に努めた。（資料 研中２－小４－３ 外部資金

受

使用内規 P145，研中２－小４－２ 使用可能な研究設備と

使用料金事例 P146） 

   受  

 

 

化を達成する機種更新が可能となるような計画的な運用に努める。」に係

区 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度

計画４－２ ●104「外部資金による研究プロジェクトの獲得及び共同研究・受託

研究の実現に努め，設備の充実

研究プロジェクトに関する学内外からの連絡・相談窓口の設置，研究者情報の提

供，共同研究・受託研究の紹介などを進め，外部資金による研究プロジェクトの獲

得及び共同研究・

け入れ状況） 

研究教育の推進にかかる研究教育設備等の計画的整備・管理運営を目的として設

置された研究教育基盤技術センターのテクニカルサポートセンターは，研究設備・

機器等の有償利用等の運用を開始した。（前掲資料 研中２－小４－１ テクニカ

ルサポートセンターの

 

 資料 研中２－小４－３ 外部資金 け入れ状況

   分 

受入額 

（百万円） 
19,822 22,799 26,335 28,470 32,261

 

計画４－３ ●105「大型コンピュータ，情報ネットワークシステム等の償却以前

に旧式化する物件については，リース方式，全学的な調整の下での利用者負担制度

等を導入し，使用料による計画的な維持管理を図るとともに，適切な時期に教育研

究機能強
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る状況 

 

の約 12 倍の性能を持つ機種への更新を

実

備している。（資料 研中２

－４ 大規模科学計算システム利用負担金） 

   

資料 研中２－小４－ 規模科学計算システム利用負担金 

   表３.１ 負担金項目と負担額 

全国共同利用の大型コンピュータについては，利用者負担制度に基づき計画的維

持管理を行い，４～５年サイクルで機種更新を行うこととした。平成 19 年度には，

利用状況分析，技術動向分析を行い，予算の範囲内で利用者の計算要求を 大限に

取り入れた仕様書を策定し，現有システム

現し，教育研究機能強化を達成した。 

基幹ネットワークシステムについては，インハウスネットワークの部局経費負担

による維持管理を継続するとともに，学内ネットワーク整備計画（TAINS…Tohoku 

University Academic/All-round/Advanced Information Network System」は，東

北大学総合情報ネットワークシステム）の将来構想）に基づき，適切な時期に教育

研究機能強化を達成する機種更新が可能となるよう整

－小４

  

４ 大

区 分 項  目 負   担   額 

 バッチ処理  演算時間 １秒につき 0.4 円 スーパー 

コンピュータ 
 会話型処理  演算時間 １秒につき ２円 

 バッチ処理  演算時間 １秒につき 0.1 円 

演 算 

負担経費 

コンピュータ 
 会話型処理  演算時間 １秒につき 0.2 円 

並 列 

 ファイル負担経費            1MB・ 日につき 0.1 円  

 出 力 負 担 経 費 
              １枚につき  600 円 

大判プリンタによるカラープリンタ用紙 

 

用環境を，全学的調整の

下で体系的・計画的に整備する。」に係る状況 

 

て平成 20 年度から２億円を新たな全学的基盤

経

クファイルを整備した。（資料 研中２－小４－５ 電子ジャーナル契約

タ

段に向上するなど学術情報等の利用環境の効果的整備を計画的に進めてい

る。 

 

計画４－４ ●106「図書館が中心となって研究活動に必要な学術刊行物・電子ジ

ャーナル及び二次情報データベース等の学術情報とその利

学術情報整備の予算的枠組みの検討を行い，総長裁量経費「電子ジャーナル整備

経費（基本的ジャーナル部分）」とし

費として措置することとした。 

また，学術雑誌の高騰に対応するため冊子体の削減を実施し，電子ジャーナルオ

ンリー化を進めるとともに，研究に不可欠な電子ジャーナル及びデータベースを充

実させ，利用の多い Elsevier，Springer，Oxford University Press 等の電子ジャ

ーナルのバッ

イトル数） 

さらに OPAC の整備による電子ジャーナル検索機能の改善，複合複写機による学内

の文献伝送サービス及びキャンパス間搬送システムを導入し，学術資料利用の利便

性を格
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資料 研中２－小４－５ 電子ジャーナル契約タイトル数 

 
 

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

各種プログラムへの応募，寄付金，受託研究，共同研究などを通じた外部資金の

獲得による研究遂行により，必要な設備の整備に努めた。学内の研究設備を有効に

活用するために，平成 19 年研究教育基盤技術センター内に，テクニカルサポート

センターが設置され，学内外の研究者を対象として，研究設備・機器等の有償利用

等の運用が開始された。 

大型コンピュータの利用者負担制度等に基づく計画的な維持管理や機種更新，情

報ネットワークの計画的整備体制を整えている。 

また，学内資源による施設の整備や，学内共用などによる研究スペースの確保策

も進めている。加えて，全学的経費措置による附属図書館における電子学術情報の

整備や情報基盤の整備が進行中である。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目５ウエイト「研究成果がその特質・特性に応じて速やかに社会貢献につなが

るシステムを整え，研究者や学生にとって励みのある研究環境を創出する。」の分

析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画５－１ ●83「研究成果の産業化を目指す開発研究を重点的に行うセンター，

寄附講座・部門の設置を進め，リエゾン機能の支援の下に応用研究を推進する。」

に係る状況 

 

研究成果の産業化を目指す開発研究を重点的に行うため，MEMS（微小電気機械シ

ステム）センターの設置や未来科学技術共同研究センター(NICHe)にはプロジェク

ト支援部を設置した。 

また，平成 17 年度から NICHe のリエゾン機能を研究推進・知的財産本部に移行・

再編し，窓口を一本化して各部局と連携のうえ，事業化・起業化の推進を図った。 

平成 18 年度には研究推進・知的財産部を産学官連携推進本部に改組・拡充して事

業化推進部を新設し，さらなるリエゾン機能強化を図るとともに，平成 19 年度に

は東北大学連携型起業家育成施設（インキュベーション拠点 BI 施設）の整備・運

用を開始した。（資料 研中２－小５－１ 東北大学連携ビジネスインキュベータ

BI 施設）さらに，研究成果の応用研究を積極的に推進するための寄附講座・寄附研

究部門の設置を進めている。（前掲資料 研中１－小１－11 寄附講座・寄附研究

部門の設置件数 P120） 
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資料 研中２－小５－１ 東北大学連携ビジネスインキュベータ BI 施設 
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●本施設の概要 

中小機構では，大学の保有する高度な研究開発成果を活用したベンチャー企業等を創出するため

の施設を整備し，大学及び自治体等と一体となって新事業の創出に取り組むため，中小企業の新

たな事業活動の促進に関する法律（中小企業新事業活動促進法）に基づき，全国各地において「大

学連携型起業家育成施設整備事業」に取り組んでいます。  

 大学連携型起業家育成施設整備事業として，平成 17 年度までに全国で 11 の施設を整備（整備

中の施設を含む）し，16 の大学と連携して事業を実施しておりますが，今年度，新たに「東北

大学連携型起業家育成施設」を整備することとなりました。  

 「東北大学連携型起業家育成施設」は，中小機構が，東北大学をはじめ，経済産業省，自治体

（宮城県及び仙台市）及び地元経済界（東北経済連合会）とも連携して，主としてライフサイエ

ンス，ナノテクノロジー等の分野における大学発ベンチャーの創出を目的としたインキュベーシ

ョン施設を整備・運営するものです。 

●施設の概要 

・事業主体独立行政法人中小企業基盤整備機構 

・整備場所仙台市青葉区（東北大学青葉山キャンパス内 

（東北大学未来科学技術共同研究センター（NICHe）に隣接） 

・施設規模（予定）延床面積 約 2,500 ㎡，地上５階建て 

 

計画５－２ ●99「研究資金の基本は競争的資金とする。運営費交付金から配分す

る研究基盤経費については，研究科等の教育研究の特性に応じ，透明性のあるルー

ルを定め，それに基づく傾斜配分を行う。」に係る状況 

 

各部局は，各種プログラムへの応募，寄付金，受託研究，共同研究などを通じ外

部資金の獲得に努め，研究活動の活性化を図っている。（前掲資料 研中２－小４

－３ 外部資金受け入れ状況 P146）運営費交付金の一部は，学生充足率，科研費

申請率等を勘案した評価指標及び予算配分方針を策定のうえ部局評価を実施し，そ

の結果に基づき教育研究基盤経費等の傾斜配分を行うなど，研究活動の活性化に資

する予算配分に努めている。 

また，一部の研究科等においては，部局内の評価に基づく傾斜配分が実施されて 

いる。 

  

資料 研中２－小５－２ 平成 19 年度部局評価における評価指標 

Ⅰ 基本的数値指標   博士後期課程充足率， 科研費申請率 

Ⅱ 実績に基づく評価指標  

  下記４項目を総長・理事・副学長が４段階で評価する。 

 １ 平成２０年度法人評価（中期目標期間評価）の実績報告書（教育） 

   （１）学部・研究科等の現況調査表（教育） 

 ２ （１）全学中期目標・中期計画への貢献状況， （２）教員個人評価の実施状況 

 ３ 全学の教育研究等に関する方針への協力と取組及び特筆すべき成果 

  ①特色ある教育ＧＰ等の採択状況と取組，②２１世紀ＣＯＥ，グローバルＣＯＥ等の採択状況，③

環境に配慮した取組，④教員新制度への取組，⑤男女共同参画への取組（職務と出産・育

児の両立支援，特に短時間勤務制度の適正な運用など） 

     その他，特筆すべき教育・研究・診療・社会貢献活動等への取組と成果，世界的位置付けな

ど。 

 ４ その他の評価項目 

  （１）博士前期・後期課程入学定員充足率，（２）博士学位授与率，（３）科研費採択率 

  （４）科研費を含めたすべての外部資金の獲得件数と総額，オーバーヘッド（間接経費の５０％，
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寄附金の５％）拠出総額と教員一人当たりの拠出額 

  （５）女性教員比率，（６）全学教育への貢献，（７）日本学術振興会特別研究員の採択 

Ⅲ １９年度の指定指標 

    ①百周年記念事業に対する貢献，②井上プランへの取組方策。 

 

計画５－３ ウエイト●100「全学の戦略的研究プログラムや，各部局における競

争的研究プロジェクト等を推進するため，外部研究資金の導入を積極的に進める。」

に係る状況 

 

国や助成財団等からの競争的研究資金に関する情報は，ホームページに掲載して

周知に努め，競争的研究資金等相談室を設置し，教員の相談等に応じている。 

また，戦略的，全学的に特定領域を推進するため，特定領域研究推進支援センタ

ーを設置するなど外部研究資金導入の推進体制を整備し，その獲得に努めた。 

平成 19 年度は，世界トップレベル研究拠点形成促進プログラムに採択された原子

分子材料科学高等研究機構を設置し活動を開始した。グローバル COE プログラムに

おいても５件が採択され，教育研究活動を実施している。 

さらに，研究推進・知的財産本部を産学官連携推進本部に改組・拡充して産学官

連携体制の充実を図っており，本学独自の共同研究の新たな仕組みの検討も進めて

いる。その結果，外部資金は順調に増加している。（資料 研中２－小５－３ 外

部式の推移） 

 

     資料 研中２－小５－３ 外部資金の推移 

（単位百万円） 

 平成 15 年 

（2003） 

平成 16 年 

（2004） 

平成 17 年 

（2005） 

平成 18 年 

（2006） 

平成 19 年 

（2007） 

共同研究費 1,129 1,675 1,827 2,028 2,086

受託研究費 3,450 6,149 7,358 7,927 9,101

学術指導費 0 0 42 79 96

奨学寄附金 2,922 3,592 4,420 4,248 4,872

科学研究費補助金 7,887 8,444 9,370 10,269 10,800

G-COE 

（21COE 含む） 
1,505 1,881 1,955 2,066 2,950

その他補助金 2,929 1,058 1,363 1,853 2,356

合計 19,822 22,799 26,335 28,470 32,261

 

計画５－４ ●101「外部資金のオーバーヘッドは，大学本部と所属組織に戦略的

に配分し，研究基盤整備，研究支援事務，知的財産の保護・活用等，組織の研究イ

ンセンティブ付与のための経費に充てる。」に係る状況 

 

外部資金のオーバーヘッドは，大学本部と部局の配分比を各 50％とし実施してい

る。また，財源の拡大を図るため，新たに共同研究費の間接経費（H17 年度から）

及びライセンス収入（H18 年度から）をオーバーヘッドの対象として加えるなどの

改革を進めた。 

本部への配分金は，総長裁量経費の財源とし，各種データベースの整備，知的財

産本部の運営経費，若手研究者萌芽研究育成プログラム支援経費等，本学としての

重点施策へ戦略的に配分している。また，部局においても研究基盤整備，研究支援

者雇用，研究費支援などに活用されている。（資料 研中２－小５－４ 間接経費

の活用例） 
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資料 研中２－小５－４ 間接経費の活用例 

①人件費 事務補佐員人件費等

②物件費
パソコン・ソフト等消耗品類，ロッカー等什器類更新経
費，光熱水量

③施設整備関連経費
厚生施設改修工事，道路補修工事，建物修繕費，身障者
用施設整備，駐車場・更衣室等整備

④その他

①人件費 研究支援者人件費，謝金等

②物件費
エアコン等研究環境整備費，プロジェクター，ソフトウ
エア等，消耗品等

③施設整備関連経費
合同研究室通信配線工事，トイレ工事，実験設備，ネッ
トワーク機器維持費，実験室補習，耐震

 

金具取付工事等

④その他 協定校交流旅費

①人件費

②物件費 ポスター等

③施設整備関連経費

④その他 調査旅費，旅費及び謝金等

管
理
経
費

研
究
経
費

そ
の
他

 

計画５－５ ●102「競争的資金の一部を用いて若手研究者の育成を行うほか，優

秀な大学院生を TA，リサーチ・アシスタント（RA）に雇用するなど，大学院生に対

する経済的支援や教育研究機会の充実に努める。」に係る状況 

 

総長裁量経費により「若手研究者萌芽研究育成プログラム」を実施し，若手研究

者の支援を行うとともに，平成 19 年度は中堅研究者までを対象とした，飛躍・発

展支援プログラムを新たに開始し，若手及び中堅研究者の支援の充実を図った。（資

料 研中２－小５－５ 平成 19 年度 東北大学若手研究者萌芽研究育成プログラム

公募要領，研中２－小５－６ 若手研究者萌芽研究育成プログラム採択状況） 

また，科学技術振興調整費の先進融合フロンティアプログラムにおいて，国際公

募によるテニュアトラック教員を採用し，若手研究者に競争的環境の中で自立性と

活躍の機会を与える仕組みをパイロットプログラムとして導入した。（資料 研中

２－小５－７ テニュアトラックプログラム） 

なお，ティーチング・アシスタント（TA），リサーチ・アシスタント（RA）の雇用

については，部局長裁量経費を増額してその裁量による柔軟な予算編成を可能とし，

雇用増を図ることができるような仕組みを導入した。（資料 研中２－小５－８ 

平成 18 年度 TA・RA 採用状況） 

 

資料 研中２－小５－５  

平成 19 年度 東北大学若手研究者萌芽研究育成プログラム公募要領(抜粋) 

１. 趣旨 

  本学の次世代を担う若手研究者の萌芽的研究について，その育成を目的として総長裁

量経費により研究費の配分を行う。 

２. 対象課題 

複数の研究者で組織する研究計画であって，実績・成果が必ずしも十分ではないが，

着想・構想に独創性並びに発展性が期待され，研究費の配分により飛躍的な成果が期待

されるもの。 

特に，異なる分野の若手研究者同士が共同して連携・融合研究に取り組むことにより

新たな学術創成の萌芽となる課題や，積極的な文理融合型の萌芽研究課題を重点課題と

する。 
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なお，既に他の競争的資金（科研費等）を獲得している者からの申請であっても，研

究課題が異なっていれば本プログラムの申請対象となるが，研究課題の文字面だけでは

無く，研究内容自体が既に獲得している競争的資金の研究内容と異なっている必要があ

る。 

３. 申請資格 

(１) 申請時原則 37 歳以下もしくは博士の学位取得後 10 年以内の学内の准教授，講師，

助教，助手及び博士研究員。 

(２) 平成 17 年度もしくは平成 18 年度に本プログラムに採択された者は申請資格を有さ

ない。 

(３) 本プログラムへの申請は，１名につき１件を限度とする。 

(４) 「東北大学飛躍・発展支援プログラム」との重複申請は認めない。 

 

資料 研中２－小５－６ 若手研究者萌芽研究育成プログラム採択状況 

年度 項目 件数 金額（千円）
推薦型 8 37,000
公募型 14 27,710
合計 22 64,710
推薦型 6 30,000
公募型 22 43,750
合計 28 73,750
公募型 10 20,000
飛躍・発展支援プログラム 6 12,000
合計 16 32,000

66
 

170,460総計

平成19年度

平成18年度

平成17年度

 

資料 研中２－小５－７ テニュアトラックプログラム 

○目的 本プログラムでは，国際的に活躍しているポスドク等の若手研究者を，一般的な

任期制度ではなく，研究領域立ち上げ時における競争的環境と，中長期的視点での研究領

域の発展の両立が期待できる，テニュアトラック教員ポストに任用することにより，国際

的な競争環境下で，将来を見据えて先端領域開拓を目指す人材を育成する。 

○実施部局 本プログラムでは，以下に示す部局をモデルとして選択し，その部局内にお

いてテニュアトラック制度を基本とする若手研究者育成プログラムを実施することによ

り，機関全体への波及を目指す。具体的には，以下のモデル部局においてパイロットプロ

グラムを実施する。 

（１） 工学系 機械系４専攻 先端学術融合工学研究機構（CAST）  

（２） ライフサイエンス系 加齢医学研究所  

（３） 医工学系 医工学関連大学院研究教育組織  

 本プログラムでは，各分野での先進領域の開拓に加えて，異分野との学際的融合による

新分野の創成をつよく意識し，関連分野のテニュアトラック教員に対して，各研究プログ

ラムの進展状況，共同研究によるプログラムの融合，共同研究を調整するプログラムオフ

ィサーを置く。とくに，医工学関連大学院教育組織との連携による，医学と工学，ナノテ

クノロジー，インフォメーションサイエンス，システムバイオロジーとの有機的な結合は，

新技術の開発に極めて大きな意義を持ち，日本の科学技術の今後を左右する重要な案件で

ある。新設するプログラムオフィサーは，この視野に立った研究プログラムのマネージメ

ントや，テニュア教員が活動状況は適切か，などについて常に観察する。 

 また，テニュアトラック教員が円滑に研究教育活動できるように，所属部局（専攻）教

授または学外の教授をシニアメンターとして，本プログラムに参加させる。シニアメンタ

ーの役割は，直接的な研究指導等ではなく，現在運用されている教員組織のなかで，円滑

に研究教育活動に従事できるように支援するものである 
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資料 研中２－小５－８ 平成 18 年度 TA・RA 採用状況（実人数） 
部局名 TA RA 部局名 TA RA

文学研究科 35 8 環境科学研究科 21 11
教育学研究科 67 0 教育情報学教育部 15 0
法学研究科 11 21 金属材料研究所 7 28
経済学研究科 57 6 学際科学国際高等研究センター 2
理学研究科 488 17 加齢医学研究所 8
医学系研究科 263 17 流体科学研究所 20
歯学研究科 112 0 電気通信研究所 18
薬学研究科 210 43 多元物質科学研究所 16
工学研究科 952 347 東北アジア研究センター 1
農学研究科 139 2 サイクロトロン 3
情報科学研究科 116 42 未来科学共同研究センター 4
国際文化研究科 85 19 情報シナジーセンター 2
生命科学研究科 229 6 合計 2,764 528

 

 

計画５－６ ●103「大学評価・学位授与機構による各部局の教育研究に対する評

価結果を，中期計画における大学の研究戦略策定や予算の配分に反映させる仕組み

の構築を図る。」に係る状況 

 

財務・人事戦略企画会議は，評価分析室と連携し，平成 17 年度に大学評価・学位

授与機構による認証評価基準を一部に含む教育・研究・社会貢献に関する部局自己

評価と，それに基づく部局評価ヒアリングを実施し，概算要求や総長裁量経費等の

重点的な予算・人材等の資源配分の施策を講じるシステムを整備した。（資料 研

中１－小２－13 平成 17 年度部局評価における認証評価項目の採用例 P132） 

部局自己評価とヒアリングは平成 17 年度以降，毎年実施している。なお，平成 19

年度部局評価指標として，大学評価・学位授与機構が実施する教育現況調査の分析

項目を採用し，評価を実施し，予算配分に反映させた。（前掲資料 研中２－小５－

２ 平成 19 年度部局評価における評価指標 P149） 

 

b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  

計画５－３がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標である「研究成果

がその特質・特性に応じて速やかに社会貢献につながるシステムを整え，研究者や

学生にとって励みのある研究環境の創出」を具現化するために重要である「外部研

究資金の積極的な支援・導入」を掲げている計画であるためである。 

研究成果が速やかに社会貢献につながるシステムとして，産学官連携推進本部に

リエゾン機能を担う事業化推進部を設置し，事業化・起業化の推進体制を整備する

とともに，東北大学連携型起業家育成施設（インキュベーション拠点 BI 施設）の

整備・運用，㈱東北テクノアーチ（TLO）との連携による研究成果の産業化の組織

的支援システムを整備した。法人化後平成 19 年度末における本学発ベンチャー企

業は 52 社，特許登録件数は 193 件，技術移転件数は 86 件に及ぶ。 
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外部資金，共同研究費の間接経費，ライセンス収入の一定比率は，オーバーヘッ

ドとして総長裁量経費の財源となり，重点施策へ戦略的に配分されており，また，

教育研究基盤経費等は部局評価の結果に基づき傾斜配分を行うなど，研究活動の活

性化に資する予算配分を行った。また，総長裁量経費により「若手研究者萌芽研究

育成プログラム」を実施し，若手研究者の支援を行うとともに，科学技術振興調整

費の先進融合フロンティアプログラムにおいて，国際公募によるテニュアトラック

教員を採用し，若手研究者に競争的環境の中で自立性と活躍の機会を与える仕組み

をパイロットプログラムとして導入するなど，研究者や学生に励みのある環境整備

を図っている。 
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よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目６ウエイト「知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する全学的仕組みを 

充実する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画６－１ ●107「研究推進・知的財産本部に特許及びプログラム，データベー

ス著作権等創作物の著作権の扱いを集約し，知財管理運用規則（仮称）に基づく運

用を図る。知的財産の活用に当たっては「活用の早期実現」を柱とし，技術移転機

関，科学技術振興事業団，民間企業等複数の利用開示手段の充実に努める。」に係

る状況 

 

平成 16 年４月から特許管理システムを導入し，このシステムの活用に当たって

は，全学の知的財産の集約・運用の視点に基づき，㈱東北テクノアーチ（TLO）と業

務委託契約を締結して特許に関するデータの入力実現を図った。（資料 研中２－小

６－１ 知的財産の流れ） 

また，プログラム・データベース著作権のガイドライン，発明等の規程，商標権・

著作物等，知的財産に関するさまざまな学内ルールを整備するとともに（資料 研

中２－小６－２ 知的財産管理実施細則），弁理士４名を客員教授に採用して体制

を充実させることにより，平成 17 年 11 月から学内特許相談の毎月開催，知財関連

セミナーの実施，潜在的な特許の掘り起こしと精査された特許出願の啓発が図られ，

教員等の知的財産活用のレベルアップにつなげている。（資料 研中２－小６－３ 

特許実績） 

平成 19 年度は，海外特許出願の審査･評価基準を策定するとともに国際知財に精

通した弁理士１名を特任助教授として採用し，国際的知財人材の積極的確保に努め

た（平成 19 年度現在弁理士（特任准教授１名，客員教授６名））。 

さらに，特許マップの作成，共同出願企業等への出願等に係るアンケート調査等

を実施して，特許活用に向けた取組みを推進した。 

 

資料 研中２－小６－１ 知的財産の流れ 
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東北大学 研究 中項目２ 

- 155 - 

資料 研中２－小６－２ 知的財産管理実施細則 

知的財産管理実施細則                 

平 成 18 年 9 月 1 日 制 定  

(目的) 

第 1 条 この細則は，国立大学法人東北大学発明等規程(平成 16 年規第 8 1 号)第 5 

条に基づき，本学に帰属すると認定された知的財産(以下「本学帰属の知的財産」と

いう。)の維持と財産処分の手続きを定めるものである。 

(審査請求可否の決定) 

第 2 条 産学官連携推進本部知的財産部長(以下「知的財産部長」という。)は，審査

請求期限前の特許出願について，産学官連携推進本部知的財産部知的財産評価部会

(以下「評価部会」という。)を開催し，当該特許出願の審査請求可否の検討をさせる

ものとする。 

2 知的財産部長は，前項の検討により審査請求しないとの報告がなされた場合，当該

特許出願の審査請求期限前に，産学官連携推進本部知的財産部知的財産審査委員会

(以下「審査委員会」という。)に，当該特許出願を審査請求しない事が適当であるか

どうかを審査決定させるものとする。 

3 審査委員会は前項の審査結果を速やかに，知的財産を創出した教員等(以下「発明

者」という。)に対し，書面により通知しなければならない。 

4 発明者は，第 2 項の決定に不服がある場合には，別に定める知的財産に関する調

整申立書により，産学官連携推進本部知的財産調整委員会(以下「調整委員会」とい

う。)に審査委員会の決定の変更を申し立てることができるものとする。 

5 調整委員会は，前項に規定する申立てがあったときは，速やかに調査を行い，その

結果に基づき審査委員会に再審査を行わせることができるものとする。 

 

資料 研中２－小６－３ 特許実績 

区  分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

発明届出件数（件数） 483 528 508 483 

出願件数  （件数） 313 378 397 387 

権利化数  （件数） 20 9 15 22 

特許収入  （千円） 4,595 17,463 769,980 755,949 

 

 

b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

平成 16 年に特許管理システムを導入し，知的財産に関する取得，管理，及び活用

などに関する様々な学内ルールを制定し，知的財産に関する全学的仕組みが整備さ

れた。また，客員教授として国際知財に精通した者を含む弁理士を採用し，学内特

許相談の開催，知財関連セミナー等を開催した。 

さらに，特許マップ作成，共同出願企業等への出願等に係るアンケート調査の実

施などを通じ，知的財産のより効果的な活用を目指した積極的取組みを展開してい

る。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 
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○小項目７「総合的な知の創造拠点として，研究科，研究所等は各々の目的に向けて

活発な研究活動を展開し，成果を公表するとともに，新たな学術研究を創出する。」

の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画７－１ ●80「人類社会が直面する重要課題の解決に役立つ社会・人間科学，

医療・生命，食，情報通信，物質・材料，エネルギー・環境等に関する領域横断的

課題を研究するため，柔軟かつ機動的な研究体制の充実に努め，新たな学術領域の

創出を図る。」に係る状況 

 

領域横断的課題を研究し，新たな学術領域の創出を図るため，21 世紀 COE プログ

ラムやグローバル COE プログラムに大学一体となって申請し，21 世紀 COE プログラ

ムについては 13 拠点が採択され，グローバル COE プログラムについては平成 19 年

度に 5 拠点が採択された。 

また，21 世紀 COE プログラム終了後の学術領域として，また，グローバル COE の

全学的推進のためや，異分野を融合した新しい研究分野における世界トップレベル

の若手研究者を育成するために，平成 19 年に，国際高等研究教育院と国際高等融

合領域研究所を有する国際高等研究教育機構を設置した。 

トップダウンによる領域横断型の研究を推進することを目的の一つとして，特定

領域研究推進支援センターを平成 18 年度に設置し，学術領域の創出のため戦略的

取組みや大型の競争的資金等獲得のための支援体制を整備した。さらに医工連携分

野においては，平成 20 年度に医工学研究科を設置した。（前掲資料 研中１－小１

－４ ２１世紀 COE プログラム P117，研中１－小１－５ グローバル COE プログ

ラム P117，研中１－小１－６ 国際高等融合領域研究所 P118） 

 

計画７－２ ●88「国内及び国際学術会議への研究成果の発表，学会誌への論文投

稿を活発に行い，研究成果の社会還元を図る。」に係る状況 

 

研究科，研究所等は各々の目的に向けて活発な研究活動を展開し，成果を公表し

ている。 近 11 年間（’97 年～’07 年）の学術論文の引用動向データベース ESI

において，材料科学分野世界第 3 位（国内１位），物理学第 11 位（国内２位）化学

第 15 位（国内２位）などの成果を得た。（前掲資料 研中１－小２－１ ESI 被論

文引用件数 P125） 

また，紀要等における論文集発刊，本学ホームページ上での研究成果の公表・研

究者紹介等により広く公開するとともに，東北大学機関リポジトリ（TOUR）により，

学論文，授業資料，紀要・学術論文等の東北大学の研究・教育成果を，ネットワー

クを通じて電子コンテンツとして公開した。（前掲資料 研中１－小２－２ 東北

大学機関リポジトリ（TOUR）コンテンツ公開状況 P125） 

 

計画７－３ ●89「研究情報の発信と包括的研究協力等に基づく研究のさらなる展

開のために，本学研究者の個人研究・組織研究の成果に関するデータベースの整備

に努める。」に係る状況 

 

平成 16 年度に評価分析室において，大学情報データベースを構築した。平成 17

年度には，これまで JST（科学技術振興機構）との連携により運用してきた研究者

データベースを組み込み，研究者が大学情報データベースに入力することによって

自動的に研究者データベースが作成されるシステムを整備した。（前掲資料 研中

１－小２－３ 大学情報データベースにおける研究関連入力項目事例 P126） 

さらに，平成 18 年度には研究者紹介ページを e-seeds.jp に登録し，産学連携の

視点からの研究成果の公開を推進したほか，企業との技術交流会において，シー
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ズ・ニーズ情報のマッチングに大学情報データベース（教員データ）を活用し（後

掲資料 研中２－小９－３ 産学官連携推進本部における教員データベースの利

用例 P161），平成 19 年度には研究者紹介ページを学内外の利用者がより使いやす

くなるよう改修するなど，着実な整備を進めた。 

 

b)「小項目７」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

研究科，研究所等は各々の目的に向けて活発な研究活動を展開し，成果を公表し

ている。学術論文の引用動向データベース ESI において，高い水準を維持している

研究分野も多い。領域横断的研究として，新たな学術領域の創出を図る取組みによ

り，21 世紀 COE プログラムに 13 拠点が採択され，グローバル COE プログラムにつ

いては平成 19 年度に 5 拠点が採択されている。国際高等研究教育機構や，特定領

域研究推進支援センターの設置，医工学研究科の設置など，新たな学術領域の創出

として，さらなる発展を図る体制を整備した。 

また，研究の成果，教育活動の状況，自己点検・評価の結果等は，大学情報デー

タベースを整備し，ホームページや報告書等で積極的な公表に努めている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

 

○小項目８「学内外の多様な評価結果を効果的に活用し，常に研究の質の向上を図 

る。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画８－１ ●108「研究活動の質を向上させるため，部局等の単位で，それぞれ

の特性と役割を考慮して研究活動の評価指標等を設定し，自己評価，外部評価等に

より研究活動の評価を行う。」に係る状況 

 

教育研究活動の質を向上させるため，評価分析室は平成 17 年度から各部局の教育

研究活動の実態を把握し，多様な評価尺度を反映させたシステムによる部局評価を

実施している。（前掲資料 研中１－小２－13 平成 17 年度部局評価における認証

評価項目の採用例 P134）その結果はフィードバックされ，平成 19 年度は，大学評

価・学位授与機構が平成 20 年度に実施予定の教育・研究水準評価項目を含めた評

価項目を採用し，役員等によるヒアリングにより実施された。各部局の優れた取組

は，評価年次報告「卓越した教育研究大学に向けて」としてホームページで公開さ

れている。（前掲資料 研中１－小２－11 部局の優れた取組（2006 年度）（研究関

連抜粋） P131） 

また，各部局は，それぞれの特性と役割を考慮して一定のサイクルで独自に外部

評価を実施・公表しており，それを通じて教育研究活動及び研究支援体制の改善に

取組んでいる。（資料 研中２－小８－１ 法人化前後自己点検評価・外部評価の

発表状況） 

なお，外部評価においては，各部局の達成目標に即して教育・研究活動の水準や

評価指標等を掲げて審査を受けている。 
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資料 研中２－小８－１ 法人化前後自己点検評価・外部評価の発表状況 

法人化前（平成 14 年度） 法人化後（平成 19 年度）  

自己点検 

評価 
外部評価 

自己点検 

評価 
外部評価 

文学研究科 ２ ～ ３ 年 に

１回 

未定（平成 10 年度

実施） 

５年に１回 ５年に１回 

教育学研究科 不定期 未定（平成９年度

実施） 

５年に１回 ５年に１回 

法学研究科 ２年に１回 ４年に１回 ２年に１回 不定期 

経済学研究科 ３年に１回 未定（平成７年度

実施） 

３年に１回 不定期 

理学研究科 ５年に１回 ５年に１回 不定期 ５年に１回 

医学系研究科 不定期 未定 不定期 不定期 

歯学研究科 ２ ～ ４ 年 に

１回 

未定（平成 11 年度

実施） 

不定期 ３年に１回 

薬学研究科 ３ ～ ４ 年 に

１回 

６年に１回 ３年に１回 ６年に１回 

工学研究科 ５年に１回 ５年に１回 ５年に１回 ５年に１回 

農学研究科 ３年に１回 ３年に１回 ５年に１回 ５年に１回 

国際文化研究科 不定期 不定期（平成 10 年

度実施） 

不定期 不定期 

情報科学研究科 ２年に１回 ３年に 1 回 ２年に１回 ３年に１回 

生命科学研究科 未定 未定 不定期 不定期 

 

計画８－２ ●109「外部評価機関等による客観的評価結果との整合性等にも留意

し，研究の質の向上につなげる改善策を織り込んだ計画を各部局が作成し，即応的

改善を図る。」に係る状況 

 

各部局の研究の質の向上につなげるために，平成 17 年度に「研究活動の状況」や

「研究の質の向上の取組・改善」状況の項目を含んだ部局自己評価報告書を作成し，

それに基づき理事・副学長会議メンバーと部局代表者の間でヒアリングを実施し，

特筆すべき事項の推進策，改善すべき事項の対応策を検討した。（前掲資料 研中

１－小２－13 平成 17 年度部局評価における認証評価項目の採用例 P134） 

平成 19 年度は，平成 17 年度から実施している部局評価指標に，大学評価・学位

授与機構が平成 20 年度に実施予定の各学部・研究科の教育・研究水準評価項目や，

教員個人評価の実施状況を含め，部局評価及び役員によるヒアリングを実施するこ

とにより，各部局における研究の質と活動の把握に努めた。（前掲資料 研中２－

小５－２ 平成 19 年度部局評価における評価指標 P149） 

また，各部局は，独自に外部評価を実施し，研究活動の活性化，研究支援体制の

改善に取組んでいる。 

 

b)「小項目８」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

平成 17 年度からの各部局の自己評価システムに基づく継続的な部局評価として，

大学執行部によるヒアリングを実施し，各学部・研究科，附置研究所等はその結果

を改善に役立てている。評価項目には，「研究活動の状況」や「研究の質の向上の

取組・改善」，「科学研究費補助金の申請状況」，「外部資金の獲得状況」なども含ま
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れ，定性的評価と定量的評価を組み合わせた形で行われ，各組織の研究活動状況等

を多方面から評価し，より有効な改善策が推進されている。 

また，各学部・研究科，研究所等は，独自に外部評価を実施し，研究活動の活性

化，研究支援体制の改善に努め，常に研究の質の向上を図っている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目９ウエイト「全研究者の成果を一元化した研究業績情報に関するデータベー

スを整備し，新たな領域横断的研究課題の計画策定等に活用するなど，研究活力を

継続的に向上させる。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画９－１ ウエイト●114「教育研究組織別，専門分野別に検索できるように，

全研究者の研究成果を一元化した研究者情報データベースを整備・拡充する。」に

係る状況 

 

既存の研究者情報データベースの機能と収録情報を引き継いで「大学情報データ

ベースシステム」を構築し，平成 16 年 12 月から各研究者による入力を開始した。

（資料 研中２－小９－１ 教員データベースの項目例） 

このデータベースの公開機能により，教育研究組織別，専門分野別の検索を可能

とした。 

また，平成 17 年度は個人・部局によるデータ出力機能追加，平成 18 年度はデー

タを目的ごとに利用できるよう改善，平成 19 年度は，学内における一層の活用推

進を図るため，教員個人評価用出力機能追加などの改良を図った。 

    本学で開発したデータベースは，秋田大学，長崎大学等 10 校で利用されている。 

 

資料 研中２－小９－１ 教員データベースの項目例 
東 北 大 学 研 究 者 紹 介
("e-seeds.jp"にリンク) 

ReaD データ 
連携 入力項目 *『データ登録』『データ確認』の

ボタンで 
全入力項目が表示されます。 入力後 24 時間以内に更新 年２回データ

送付 

情報公開 公開可否設定 学外公開：Web ReaD：Web 
教職員基本情報 学外公開：Web ReaD：Web 
出身学校 ― ReaD：Web 
出身大学院 ― ReaD：Web 
取得学位 学外公開：Web ReaD：Web 
略歴 ― ReaD：Web 
研究経歴 ― ReaD：Web 
取得資格 ― ― 
所属学会 学外公開：Web ReaD：Web 
所属クラスター 学外公開：Web ― 
専門分野（科研費分類） 学外公開：Web ReaD：Web 
専門分野（ReaD 分類） ― ReaD：Web 
兼業・兼務 ― ― 
その他の特記事項 ― ― 

教 職 員 略

歴 

研修受講歴   ― 
研究課題 学外公開：Web ReaD：Web 
研究キーワード 学外公開：Web ReaD：Web 
研究活動概要 学外公開：Web ReaD：Web 
論文 学外公開：Web ReaD：Web 
著書 学外公開：Web ReaD：Web 
総説・解説・記事 学外公開：Web ReaD：Web 
特許 ― ReaD：Web 
実用新案・意匠 ― ― 
作品 ― ReaD：Web 

研究活動 

その他研究活動 ― ReaD：Web 
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学術関係受賞 学外公開：Web ReaD：Web 
科学研究費補助金獲得実績 ― ― 
その他の競争的資金獲得実績 ― ReaD：Web 
会議の発表・講演 ― ― 
会議の主催・運営 ― ― 
プロジェクト活動   ― 
共同研究希望テーマ ― ReaD：Web 
共同研究活動   ReaD：Web 
学生学位論文 ― ― 
論文博士 ― ― 
採用研究員 ― ― 
指導大学院生・学部生の発表件
数 

― ― 

担当授業科目（他大学も含む） ― ― 
学内教職員支援   ― 
教育活動に関する受賞 ― ― 

教育活動 

その他教育上に関する活動   ― 
学生支援 教育相談   ― 
学内運営 学内活動 ― ― 

報道 学外公開：Web ― 
学外の社会活動(小中高との連
携，…) 

学外公開：Web ― 

学会活動および外部機関にお
ける活動 

学外公開：Web ReaD：Web 

行政機関・企業・NPO 等参加 学外公開：Web ― 
ベンチャー企業設立 学外公開：Web ― 

社会活動 

オープンキャンパス，研究所公
開 

学外公開：Web ― 

海外研究機関交流実績 ― ― 
国際交流 

国際交流：国際交流実績 ― ― 
海外研究活動に関する統計情
報 

― ReaD：Web 

使用する外国語 ― ReaD：Web 
その他 

提供可能な資源 ― ReaD：Web 
 おすすめ URL ―  

 

計画９－２ ●115「領域横断的分野を含め質の高い研究の推進のため，研究者情

報データベースシステムと，学際科学国際高等研究センター，未来科学技術共同研

究センター，その他の学内共同教育研究施設の活用に努める。」に係る状況 

 

学内共同教育研究施設として，学際科学国際高等研究センター，未来科学技術共
同研究センター(NICHe)，高等教育開発推進センター ，東北アジア研究センター，
サイバーサイエンスセンター（全国共同利用施設）などがある。（資料 研中２－
小９－２ 学内共同教育施設等）これらの共同教育研究施設は，共同利用施設の場
合には全学の教員が利用したり，または，領域横断的研究分野として，専任教員の
みでなく，多数の兼担教員が各部局から配置されたり，各部局とは強い連携の下に
研究を推進している。 

大学情報データベースは，全研究者の研究成果を一元化した研究業績情報である

ことから，これらの学内共同教育研究施設はもちろん，各部局では，入力された

近の研究業績の閲覧やそのデータ検索機能等を活用することにより，連携強化を図

っている。 

  

   

http://www.cir.tohoku.ac.jp/j/
http://www.niche.tohoku.ac.jp/
http://www.niche.tohoku.ac.jp/
http://www.he.tohoku.ac.jp/
http://www.cneas.tohoku.ac.jp/index.html
http://www.isc.tohoku.ac.jp/
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資料 研中２－小９－２ 学内共同教育施設等 

東北アジア研究センター 

高等教育開発推進センター   

 ● 保健管理センター   

 ● 学生相談所   

 ● 入試センター  

 ● キャリア支援センター 

学術資源研究公開センター  

 ● 総合学術博物館   

 ● 史料館   

 ● 植物園

国際高等研究教育機構 

 ● 国際高等研究教育院 

 ● 国際高等融合領域研究所 

 サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター

 未来科学技術共同研究センター(NICHe) 

 学際科学国際高等研究センター 

 研究教育基盤技術センター  

 ● 極低温科学センター   

 ● 百万ボルト電子顕微鏡室  

 ● テクニカルサポートセンター 

 サイバーサイエンスセンター 

（全国共同利用施設） 

 

計画９－３ ●116「研究推進・知的財産本部等が共同プロジェクトを企画する等

により全学の戦略的研究体制の充実を図るため，研究者情報データベースを活用す

る。」に係る状況 

 

産学官連携推進本部では，評価分析室において構築した大学情報データベースを

利用して産学官連携の取組みに関係するデータを閲覧・活用できることとし，毎年

カスタマイズを実施し，データベース入力強化と質の向上を図った。 

さらにこのデータベースを利用して，企業との技術交流会等でマッチングするシ

ーズ･ニーズ情報提供（資料 研中２－小９－３産学官連携推進本部における教員

データベースの利用例），研究者紹介ページを学内の競争的資金相談室にリンクさ

せ，研究者の情報収集の利便性の向上，グローバル COE プログラムの計画案作成に

必要な研究者情報として活用した。 

 

資料 研中２－小９－３産学官連携推進本部における教員データベースの利用例 

 
○企業との技術交流会において，環境・エネルギー分野の技術

ニーズに対して，本データベースを活用して提案した。  
 

  氏名    所属 職名 

 大学院工学研究科・工学部 超臨界溶媒工学研究センター  助教 

 金属材料研究所 水素機能材料工学研究部門 准教授

 大学院環境科学研究科 環境科学専攻 資源循環プロセス学講座  助教 

 
大学院環境科学研究科 環境科学専攻 太陽地球システム・エネルギ

ー学講座  
助教 

 
大学院環境科学研究科 環境科学専攻 太陽地球システム・エネルギ

ー学講座  
講師 

 多元物質科学研究所 多元制御研究部門 准教授

 大学院工学研究科・工学部 土木工学専攻 地域システム学講座  教授 

 多元物質科学研究所 附属資源変換・再生研究センター  助教 

 
大学院環境科学研究科 環境科学専攻 太陽地球システム・エネルギ

ー学講座  
助教 

 大学院理学研究科・理学部 地学専攻 教授 

 

計画９－４ ●117「研究者の自己研鑚を図るため，研究者情報データベースの中

で公開に支障のない部分を，研究者の研究情報として社会に公開し，積極的に評

価・支援を受ける。」に係る状況 

 

個人情報保護法の下，大学情報データベースの一部である研究者データベース（本

学ホームページによる研究者紹介）の公開促進に取り組んだ。また，平成 18 年度

http://www.cneas.tohoku.ac.jp/index.html
http://www.he.tohoku.ac.jp/
http://www.health.he.tohoku.ac.jp/
http://www.ucc.he.tohoku.ac.jp/index.html
http://www.career.he.tohoku.ac.jp/
http://www.museum.tohoku.ac.jp/visitor_info/index.htm
http://www.archives.tohoku.ac.jp/
http://www.biology.tohoku.ac.jp/garden/index.html
http://www.iiare.tohoku.ac.jp/
http://www.cyric.tohoku.ac.jp/index-j.html
http://www.niche.tohoku.ac.jp/
http://www.cir.tohoku.ac.jp/j/
http://www.clts.tohoku.ac.jp/index.html
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。 

には，JST の ReaD による研究者情報の提供に加え，研究者紹介ページを JST の

e-seeds.jp に登録し，シーズ検索の点からの活用を図った。平成 19 年度には，産

学連携での活用に結びつけるため，研究者紹介ページを一般利用者に使い勝手の良

いように，大規模改修を行った。（資料 研中２－小９－４大学情報データベース

内の研究者紹介ページ改修） 

（参考：東北大学研究者紹介ホームページ http://db.tohoku.ac.jp/whois/） 

 

資料 研中２－小９－４大学情報データベース内の研究者紹介ページ改修 

東北大学研究者紹介ページ改修についてのお知らせ(08/01/25UP!)  

来年度（20 年 4 月）より，東北大学研究者紹介ページが一部リニューアルされますの

で，お知らせいたします

##１．研究者を絞りにくいとの声が多かった「クラスター検索」機能を，新たに「専門

分野（科研費分類）」を用いた「研究分野検索」機能に改修し，各教員の専門分野によ

り，研究者を詳細に絞り込むことが可能になります。（＊） 

##２．「キーワード検索」機能を強化し，各項目で検索可能となり，同時にキーワード

で検索された文字が強調表示されるようになります。 

##３．個人一次データベースの「論文」，「総説・解説記事」に新たにＤＯＩを追加し，

各教員が大学情報データベースの該当画面にＤＯＩを入力することで研究者紹介ペー

ジから直接リンクが生成され，これらの資料に直接アクセスできるようになります。 

##４．公開データを「学外公開項目ボタン」以下の全レコードとし，これまで手間がか

かると指摘のあった掲載順位を記入しなくても公開されるようになります。 

##５．大学院担当発令があり，かつ大学院以外の組織に所属する教員について，大学院

担当先からも「所属検索」できるようになります。 

（例：「所属検索」機能において，金属材料研究所所属で，かつ工学研究科に大学院担

当発令が出ている教員は，「大学院工学研究科・工学部」からも所属検索できるように

なります。） 

（＊）科研費分類コードを 新のものに移行する作業に付随して，一部の関連コードを

もたない旧コード利用者に対して，データの確認を行うことがありますので，ご協力に

ついてよろしくお願いいたします。 

注Ａ）「東北大学研究者紹介」ページの機能拡張に伴い，大学情報データベース内にあ

る機能のうち，「学内閲覧」の「氏名，所属等による検索」機能の運用を停止いたしま

す。 

 

b)「小項目９」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

計画９－１がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標である「全研究者

の成果を一元化した研究業績情報に関するデータベースの整備」を具現化するため

の計画であるためである。 

全研究者の研究成果，教育活動等を一元化した大学情報データベースは，平成 16

年に構築され，その後毎年，機能の追加や使用，利用上の改善が行われている。同

システムの公開機能により，教育研究組織別，専門分野別の検索が可能となり，産

業界等への研究情報，研究者情報の提供を促進するとともに，研究者間の連携強化

が図られた。 

大学情報データベースは，学外への研究者紹介ページとして学外に公開するとと

http://db.tohoku.ac.jp/whois/
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もに，JST の ReaD による研究者情報の提供に加え，研究者紹介ページを JST の

e-seeds.jp に登録し，シーズ検索の点からも活用を図っている。また，企業との技

術交流会等でマッチングするシーズ･ニーズ情報提供を行ったほか，研究者紹介ペ

ージを学内の競争的資金相談室にリンクさせ，研究者の情報収集の利便性向上を図

るなど，学外への研究者紹介，研究活動紹介，学内における活用など多面的な利用

による高い効果を得ており，研究活力を向上させている。また本学で開発したデー

タベースは，秋田大学，長崎大学等 10 校で利用されていることからも，その機能

の優れていることを伺いしることができる。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目 10「学内共同教育研究施設等が，学部・研究科・附置研究所等と密接な連携

を取りつつ，教育研究活動の強化・発展に資する体制を作るとともに，学内外の情

勢や実績評価によって機動的に研究施設等を新設・改廃する等，柔軟な運用制度を

確立する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画 10－１ ●110「本学に設置されている全国共同利用施設，学内共同教育研究

施設等については，現在教育研究上で果たしている役割に基づいて，サービス機能

を含む教育研究の質の向上を目指す改善や再編・拡充を図る。」に係る状況 

 

本学の全国共同利用施設である金属材料研究所，電気通信研究所及び情報シナジ

ーセンターにおいては，それぞれ自己点検評価に基づく外部評価（資料 研中２－

小 10－１ 全国共同利用施設の外部評価実施状況）や，理事・副学長によるヒアリ

ング等の部局評価などを通じて，共同利用施設としての質の向上，改善を図った。 

また，学内共同教育研究施設は，サービス機能を含む教育研究の質の向上を目指
す再編により，平成 19 年度には融合研究を実施するための国際高等研究教育機構
を設置し，また，全学で研究設備・機器を共同で利用するテクニカルサポートセン
ター等を設置した。従って，平成 16 年度の 17 施設から新設２施設を含めて８施設
とし，全学で共同で利用し易いように運営等についても，当該施設の目的に則した
改善を図った。（前掲資料 研中２－小９－２ 学内共同教育施設等 P161） 

    

資料 研中２－小 10－１ 全国共同利用施設の外部評価実施状況 

施設名  報告書発行時期 備考  
金属材料研究所  平成 19 年１月  平成 19 年度に「外部評価の提

言への対応」を発表  
電気通信研究所  平成 18 年 11 月  
情報シナジーセンター  平成 18 年３月   

 

計画 10－２ ●111「本学全体としての教育研究機能強化のために，特化された目

的を持って設置された，学内共同教育研究施設等について，中期計画期間中の適切

な時期に学外の専門家を加えた評価等の結果を参考に，再編・拡充を図る。」に係

る状況 

 

教育研究基盤推進担当副学長の下に，学内共同教育研究施設等の在り方を検討す

る作業部会を設置し，その目的に沿って 17 施設を８施設に再編・統合した。 

また，学内共同教育研究施設等の自己評価報告書等に基づき，教育研究の推進策，

改善すべき事項の対応を検討するとともに，個別に外部評価を実施し，本学の教育

研究活動の強化・発展に資するため見直しを行った。（資料 研中２－小 10－２ 学

内共同教育施設等の外部評価実施状況） 

http://www.iiare.tohoku.ac.jp/
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さらに，総長室に設置した産学官連携推進本部の機能点検プロジェクトチーム，

情報関係組織の機能点検プロジェクトチーム，国際交流関係組織の機能点検プロジ

ェクトチームの下で，学内共同教育研究施設等の一部の機能再編の検討を継続して

いる。 

 

資料 研中２－小 10－２ 学内共同教育施設等の外部評価実施状況 

学内共同教育施設 外部評価実施状況 
東北アジア研究センター 平成 17 年に実施した外部評価において高い評価

を得た学際的研究を，競争的資金の導入によって

強力に推進すべく，内部組織の改組準備を進め，

平成 19 年４月に基礎研究部門，プロジェクト研

究部門，研究支援部門からなる新組織をスタート

させた。 

高等教育開発推進センター  外部評価委員会は 20 年３月 17 日に実施した。 

報告書は自己評価報告書と合わせて，20 年度公

表予定。 

学術資源研究公開センター  セ ン タ ー と し て の 組 織 整 備 ， 活 動

平成 20 年 1 月発行の自己評価報告書及び資料に

基づき，学外委員 3 名により，平成 20 年 3 月 3,4

日に外部評価を受けた。外部評価報告書は平成

20 年度に発行予定。            

サイクロトロン・ラジオアイソトープセン

ター 

平成 19 年３月に外部評価を実施した。平成 18

年度より，放射線医学総合研究所と「分子イメー

ジング」連携大学院を設立し，多数の専門家に客

員教授・准教授に就任してもらい，教育支援力お

よび研究活動範囲の拡充を図った。また分子イメ

ージング棟を新築し，活動拠点の拡充に成功し

た。 

未来科学技術共同研究センター NICHe では，研究プロジェクトの中間期・終期

（３，５年目）に実施する研究プロジェクト評価

については，自己評価に基づくピュアレビューに

よる一次評価と研究管理から事業化までの多様

な専門家による二次評価を組み合わせて客観性

を重視した外部評価方式を実施している。 

また，平成 17 年度の運営協議会で討議したセン

ター運営の基本方針に基づき，平成 18 年度は産

業界リーダーを主体として運営協議会に改編。産

学連携の全国展開を戦略的に進めている。 

学際科学国際高等研究センター 平成 18 年９月には３名の評価委員による外部評

価を実施し，センターの組織・運用・研究教育活

動等について報告・提言を受けた。これをもとに

センター運営の見直しを進めている。 

 

計画 10－３ ●112「研究者個人による国際的活動と合わせて，組織的に国内外と

の共同研究の促進を図るため，本学の海外拠点としてリエゾンオフィスを整備し，

学術協定締結機関との研究情報交換，共同研究の相互提案等の交流活動を積極的に

推進する。」に係る状況 

 

国際交流企画室において，既存のリエゾンオフィス環境，研究情報交換システム

の整備，共同研究の促進などを含む国際戦略についての検討を進め，平成 18 年度

に米国代表事務所を，平成 19 年度に中国代表事務所を設置し，リエゾンオフィス

11，海外事務所２拠点を整備した。（後掲資料 社中１－小５－１ 海外リエゾン

オフィス・事務所設置状況 P182） 

また，欧州の著名な大学コンソーシアムへ加盟するとともに，世界の著名大学と

の学術交流協定の締結のほか，南アフリカ，インド，タイ等の大学との国際協力に

ついての検討を行った。 
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平成 19 年度には，大学間学術交流協定校との共同研究を促進するためにカリフォ

ルニア大学サンタバーバラ校（UCSB）との共同研究に関する覚書の締結，カリフォ

ルニア大学リバーサイド校（UCR），リバーサイド市，仙台市と本学の４者による協

力体制の共同宣言を発表した。 

また，フランスの高等教育機関とジョイントラボラトリーの設置に関する覚書を

締結し，研究情報交換，研究交流，学生交流等を積極的に進めている。（資料 ジ

ョイントラボラトリーの設置に関する覚書締結） 

 

資料 研中２－小 10－３ ジョイントラボラトリーの設置に関する覚書締結 

（ホームページから） 

12 月 13 日（木）・14 日（金）の両日で，「片平さくらホール」及び「流体科学研究所・大講

義室」を主会場として，本学，フランス国立中央理工科学校リヨン校（ECL），フランス国立リ

ヨン応用科学院（INSA-Lyon）との共催により，「第４回 国際産学連携フォーラム－ジョイント

ラボラトリー設置に向けて－」を開催しました。 

 ３機関を中心に約 100 名が出席し，専門分野同士のパラレルセッションやジョイントラボラ

トリー設置に向けた実質的な連携構築を図るための情報交換・ディスカッションを行いました。

また，本フォーラムに先立ち，12 月 11 日（火）には上記３機関によりジョイントラボラトリ

ー設置を目的とした覚書の調印式を執り行いました。 

 

計画 10－４ ●113「国内外の共同研究を促進するために，公的機関や財団等によ

る研究公募情報の学内への周知と，研究者個人による学術団体等における学術交流

活動の推進と合わせて，全国の研究所・施設・センター等の活用を図る。」に係る

状況 

 

本学の教職員用のホームページにおいて，競争的資金獲得の相談に応じる競争的

研究資金等相談室をホームページ上に設置し，研究者からの相談に対応する体制を

整備している。研究協力情報として，科学研究費補助金や競争的資金等公募情報と

して公募情報・研究助成公募検索に関する 新の情報を提供している。（資料 研

中２－小 10－４ 競争的資金制度等の情報の例）また，企業等からの共同研究・委

託研究情報についても 新のデータを公表している。（資料 研中２－10－５ 教

職員用民間企業など（委託・共同研究）情報例）研究者個人は，自らの研究分野に

関連する学会や協会などの学術団体の活動を推進すると共に，大学情報データベー

スを活用した学外への研究者紹介等を通じて，国内外との共同研究及び全国の研究

所・施設・センター等との連携促進を図っている。 
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内

資料 研中２－小 10－４ 競争的資金制度等の情報の例（ホームページ職員用から抜粋） 

平成 19 年度 政府出資金事業（競争的資金等） 

閣府／総務省／文部科学省／厚生労働省／ 農林水産省／経済産業省／国土交通省／環境省 

内閣府 食品安全委員会 事業名 応募開始 応募締切 

平成 20 年度 食品健康影響評価技術研究  19/12/26 20/02/08 

食品健康影響評価技術研究 19/01/15  19/02/13 

総務省 事業名 応募開始 応募締切 

戦略的情報通信研究開発推進制度(SCOPE)  19/10/01 19/10/31 

消防防災科学技術研究推進制度  19/12/03 20/01/31 

文部科学省 事業名 応募開始 応募締切 

防災教育支援推進プログラム「防災教育支援モデル地域事業    20/05/08 

平成 20 年度「安全・安全科学技術プロジェクト」  20/03/19 20/04/21 

平成 20 年度「原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ」    20/04/25 

脳科学研究戦略推進プログラム    20/04/14 

東海・東南海・南海地震の連動性評価研究    20/03/14 

海洋資源の利用促進に向けた基盤ツール開発プログラム  20/02/25 20/03/24 

「先導的大学大学改革推進委託事業」     

平成 19 年度「大学院教育改革支援プログラム」      

「統合データベースプロジェクト」補完課題    19/08/30 

平成 19 年度「次世代IT基盤構築のための研究開発」      

平成 19 年度「ゲノムネットワークプロジェクト」動的ネットワ

ーク解析技術開発  

  19/07/20 

平成 19 年度[分子イメージング研究プログラム」    19/06/20 

「元素戦略プロジェクト（文科省）」及び 

「希少金属代替材料開発プロジェクト(経産省)」 

※どちらか一方を選択 

19/03/01 19/04/16 

(先端研究施設共用イノベーション創出事業) 

産業戦略利用  

 19/01/31
第 1 回 19/03/05

第 2 回 19/05/21

(経済活性化のための研究開発) 

ナショナルバイオリソースプロジェクト 
19/02/05  19/02/26 

科学技術振興調整費 18/12/25  19/02/19 

リーディングプロジェクト 

(経済活性化のための研究開発) 

ライフサイエンス分野の統合データベース整備事業 

19/01/10  19/02/08 

21 世紀気候変動予測革新プログラム 19/01/05  19/02/05 

科学技術振興機構（ＪＳＴ）事業名 応募開始 応募締切 

平成 20 年度戦略的創造研究推進事業ＣＲＥＳＴ・さきがけ（第

２期）  

20/03/18 20/05/15 

http://www.bureau.tohoku.ac.jp/kenkyo/koubo-kyoso19.html#naikaku#naikaku
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/kenkyo/koubo-kyoso19.html#soumu#soumu
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/kenkyo/koubo-kyoso19.html#monbu#monbu
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/kenkyo/koubo-kyoso19.html#kousei#kousei
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/kenkyo/koubo-kyoso19.html#nourin#nourin
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/kenkyo/koubo-kyoso19.html#keizai#keizai
http://www.bureau.tohoku.ac.jp/kenkyo/koubo-kyoso19.html#kokudo#kokudo
http://www.fsc.go.jp/osirase/gijyutu/20gijyutu_kadai.html
http://www.fsc.go.jp/sonota/gijyutu_annai1901.html
http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/scope/
http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/191126-1/191126_kagakugi.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/03/08031817.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/03/08031312.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/03/08031305.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/03/08031204.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/03/08022818.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/02/08022005.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/09/07083111.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/07/07072513.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/07/07072006.htm
http://www-gpo3.mext.go.jp/MextKoboHP/list/kpdispDT1.asp?id=KK0000279
http://www-gpo3.mext.go.jp/MextKoboHP/list/kpdispDT1.asp?id=KK0000279
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/05/07052405.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/03/07022608.htm
http://www.meti.go.jp/information/data/c70301aj.html
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/06/07062706.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/06/07062706.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/01/07012913.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/2007/07020207.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/18/12/06122118.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/2007/06122819.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/2007/06122614.htm
http://www.jst.go.jp/kisoken/teian.html
http://www.jst.go.jp/kisoken/teian.html
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 平成 20 年度独創的シーズ展開事業「委託開発」   20/06/10 

平成 20 年度独創的シーズ展開事業「独創モデル化」  20/02/08 20/03/31 

社会技術研究開発事業「研究開発成果実装支援プログラム」  19/12/14 20/01/31 

平成 19 年度バイオインフォマティクス推進事業    19/07/31 

平成 19 年度 社会技術研究開発事業    19/06/28 

先端計測分析技術・機器開発事業  20/02/19 20/04/10 

X 線自由電子レーザー利用推進研究課題 19/02/28  19/03/30 

産学共同シーズイノベーション化事業 

（顕在化ステージ） 
19/02/05  

第 1 回 19/04/09

第 2 回 19/06/11

第 3 回 19/08/06

産学共同シーズイノベーション化事業 

（育成ステージ） 
19/06/01   19/08/20 

 
 

     

 

資料 研中２－小 10－５ 教職員用民間企業など（委託・共同研究）情報例 

企業等名 事業名 応募締切 提出先 

アストラゼネカ株式会社 アストラゼネカ・リサーチ・グラント 2008  20/03/31 直接応募 

（株）山田養蜂場本社 山田養蜂場みつばち研究助成  20/04/30 直接応募 

情報・システム研究機構国立極地研究

所 

平成 20 年度情報・システム研究機構国立極

地研究所一般共同研究及び研究集会公募  

20/01/31 直接応募 

学習院大学東洋文化研究所 
「東アジア学」共創研究プロジェクト研究課

題募集  

20/02/12 直接応募 

バイオビジネスコンペ JAPAN 実行委員

会 
第 8 回バイオビジネスコンペJAPAN  19/12/20   

(財)全労済協会 2007 年度委託調査研究募集  19/10/31 直接応募 

日刊工業新聞社 第 2 回モノづくり連携大賞  19/08/31 直接応募 

福岡県   公募型農業研究開発推進事業 19/06/07 直接応募 

協和発酵ケミカル(株)   シーズコンテスト 2008 19/10/31 直接応募 

旭硝子(株)  

2007 公募型産学共同研究  (公募型産学共同

研究) 
19/08/10 直接応募 

コスモ石油(株) 

(株)誠和  

2007 年度コスモ石油・誠和・共同研究     直接応募 

(財)佐賀県地域産業支援センター  

 

さがフロンティア開拓共創プロジェクト事

業
  直接応募 

トヨタ自動車(株)   第 7 回トヨタ先端技術共同研究 19/09/30 直接応募 

ヤマハ発動機(株)      直接応募 
 
 

 

http://www.jst.go.jp/itaku/
http://www.jst.go.jp/tt/dokusou/koubo/index.html
http://www.jst.go.jp/pr/info/info450/besshi.html
http://www-bird.jst.go.jp/application/19/index.html
http://c11ibbul.securesites.net/koubo/
http://www.jst.go.jp/pr/info/info479/index.html
http://www.jst.go.jp/keytech/koubo-h19xfel.html
http://www.jst.go.jp/innovate/
http://www.jst.go.jp/innovate/innov/kenzai/08.html
http://www.jst.go.jp/innovate/
http://www.jst.go.jp/innovate/innov/ikusei/08.html
http://www.astrazeneca.co.jp/vri/researchG.html
http://www.bee-lab.jp/
http://www.nipr.ac.jp/
http://www.nipr.ac.jp/
http://www.gakushuin.ac.jp/univ/rioc/
http://www.gakushuin.ac.jp/univ/rioc/
http://www.biocompe.jp/
http://www.zenrosaikyoukai.or.jp/thinktank/reserch_itakuchousa.html
http://www.nikkan.co.jp/sangakukan/index.html
http://www.pref.fukuoka.lg.jp/wbase.nsf/
http://www.pref.fukuoka.lg.jp/wbase.nsf/doc/koubo
http://www.kyowachemical.co.jp/index.html
http://www.kyowa.co.jp/seeds/
http://www.agc.co.jp/index2.html
http://www.agc.co.jp/collaboration/index.html
http://www.cosmo-oil.co.jp/index.html
http://www.seiwa-ltd.jp/
http://www.cosmo-oil.co.jp/company/grant/
http://www.infosaga.or.jp/
http://www.infosaga.or.jp/kagaku/osirase/osirase.htm
http://www.infosaga.or.jp/kagaku/osirase/osirase.htm
http://www.toyota.co.jp/index.html
http://www.toyota.co.jp/jp/news/07/Aug/nt07_0806.html
http://www.yamaha-motor.co.jp/
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計画 10－５ ●118「全国共同利用施設を含む学内共同教育研究施設等は，本学の

教育研究活動の強化・発展に資するため，「教育基盤施設群」及び「学術基盤施設

群」に大別し，それぞれについて一体的な運営体制の充実を図る。」に係る状況 

  

学内共同教育研究施設等は，平成 16 年４月から「教育研究基盤群」及び「学術基

盤群」の２つの施設群に大別するとともに，その組織の特性に応じ，独自の運営を

行うものと部局と連携して運営を行うものに分類した。（資料 研中２－小 10－６ 

教育研究基盤群・学術基盤群・特定業務組織）また，平成 18 年４月には，一部の

サービス的業務を担う組織を，学内共同教育研究施設等内部の業務組織として併置

するとともに，埋蔵文化財調査，環境保全，産学官連携，研究基盤推進等の特定事

業の推進の推進を担う組織を特定事業組織として分散し，各組織の役割分担を明確

化した。研究推進審議会において，競争的資金制度，研究公募情報，大学共同利用

機関等の活用等の情報については，リンク機能を十分に活用し広範な領域をカバー

しうる形でホームページに掲載するとの基本方針を決定したことを受け，ホームペ

ージに前記情報を掲載し，学内に周知する体制を整備した。 

そ れ ぞ れ の 施 設 群 に 所 属 す る 施 設 等 の 組 織 ，人 事 ，予 算 そ の 他 の 運 営

に 関 す る 重 要 事 項 を 審 議 す る た め ，そ れ ぞ れ 運 営 委 員 会 を 設 置 し て お り ，

委 員 長 を 副 学 長 又 は 理 事 と 定 め ， 一 体 的 な 運 営 を し て い る 。  

 

資料 研中２－小 10－６ 教育研究基盤群・学術基盤群・特定業務組織 

教育基盤施設群  学術基盤施設群  特定事業組織  
東北アジア研究センター 

高等教育開発推進センター  
学術資源研究公開センター  
国際高等研究教育機構  
 

サイクロトロン・ラジオアイソ

トープセンター  
未来科学技術共同研究センター  
学際科学国際高等研究センター  
研究教育基盤技術センター  
情報シナジー機構  

産学官連携推進本部  
研究基盤推進本部  
特定領域研究推進支援センター  
環境保全センター  
国際交流センター  
埋蔵文化財調査室  
グローバルオペレーションセンタ

ー  
キャンパス計画室 

未来医工学治療開発センター  

 

計画 10－６ ●119「21 世紀 COE プログラム終了後の研究組織として，国際高等研

究教育拠点（仮称）を設置して国際拠点の継続的発展を支援する。」に係る状況 

 

21 世紀 COE プログラムの終了に際して，これらの国際的に卓越した研究分野の融

合と強化，若手研究者の育成を目ざして平成 19 年 10 月に国際高等研究教育機構を

設置した。 

本機構は，若手人材を育成する教育プログラムを担う国際高等研究教育院と特別

研究員等を配置し横断的研究を実施する国際高等融合領域研究所から構成されて

おり，21 世紀 COE プログラム及びグローバル COE プログラムと連携することにより，

国際的・学際的な教育研究の成果を挙げてきた。（前掲資料 研中１－小１－６ 国

際高等研究機構の組織図 P118）  
 

計画 10－７ ●120「柔軟で効率的な教育研究体制の充実のため，学内外の教育研

究環境の変化，社会の要請，評価等に基づいて，施設の新設・再編や拡充に努める。」

に係る状況 

平成 17 年から本学の国際戦略を推進し，国際交流事業をより機動的に展開するた

めにグローバルオペレーションセンターを設置した。平成 18 年度は，国際高等研

http://www.cneas.tohoku.ac.jp/index.html
http://campus.bureau.tohoku.ac.jp/
http://www.hosp.tohoku.ac.jp/tr_center/index.html
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究教育院を設置し教育研究活動を開始するとともに，平成 19 年に国際高等融合領

域研究所を設置し，国際高等研究教育機構として活動を開始した。 

平成 19 年度は，材料科学，物理学，化学，精密・機械工学，電子工学・情報学の

融合領域として文部科学省の世界トップレベル研究拠点形成促進プログラムに提

案した国際高等原子分子材料研究拠点構想が世界トップレベル拠点の一つとして

採択され，原子分子材料科学高等研究機構（WPI）を設置した。 

平成 19 年度には基礎研究成果を臨床試験・治験に着実に結びつける研究＝トラン

スレーショナル・リサーチ（橋渡し研究）を実施する「未来医工学治療開発センタ

ー」を設置した。（資料 研中２－小 10－７ 未来医工学治療開発センターネット

ワーク）このセンターは，東北６県に所在する弘前大学・秋田大学・岩手医科大学・

山形大学及び福島県立医科大学とともに「東北地区ＴＲ拠点形成ネットワーク」と

しての位置づけもあり，センターを中核として，新しい医療技術の開発に努め東北

発の先端医療を世界に向けて発信することを目指している。 

平成 20 年度は，新たな医工学研究のための組織として，日本初となる医工学研究

科を設置した。 

このように，学内外の教育研究環境の変化，社会の要請に応じて，研究組織，施

設の新設や再編を積極的に実施している。 

      

資料 研中２－小 10－７ 未来医工学治療開発センターネットワーク  

 
 

b)「小項目 10」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

学内共同教育研究施設等は，平成 16 年度以降，その目的別に「教育基盤施設群」

及び「学術基盤施設群」に大別し，それぞれについて一体的な運営体制の整備を図

ったほか，一部施設の統合や改組などを進めるとともに，自己点検・評価や独自の

外部評価を実施し，その教育研究活動の改善を進めている。 

- 169 - 

全国共同利用施設である金属材料研究所，電気通信研究所及び情報シナジーセン

ターは，それぞれ自己点検評価，理事・副学長によるヒアリング及び外部評価など

を実施し，共同利用施設としての質の向上，改善を図った。 
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また，国際高等研究教育機構，原子分子材料科学高等研究機構（WPI），未来医工

学治療開発センター，医工学研究科の設置など，教育研究活動強化・発展のための

組織の新設・再編等を積極的に進めた。よって，目標の達成状況が非常に優れてい

ると判断される。 

 

② 中項目２の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

小項目５及び小項目９がウエイト付けされている理由は, これらの項目が本学の

使命の一つである「実学尊重の精神を活かした新たな知識・技術・価値の創造に努

め，常に世界 高水準の研究成果を創出し, 広く国内外に発信する」と一致し, そ

れを支援・推進するための必須項目であるためであり, 小項目６がウエイト付けさ

れている理由は, 小項目６が本学の基本方針の一つである「産業界はもとより, 広

く社会や地域との連携研究, 研究成果の社会への還元等の社会貢献を積極的に行

う」と一致し, それを支援・推進するための必須項目であるためである。 

世界 高水準の研究の推進, 若手研究者育成, 領域横断的研究, 基礎研究から応

用研究までの一体的推進などを目指し, 国際高等研究教育機構，原子分子材料科学

高等研究機構（WPI），特定領域研究推進支援センター，研究教育基盤技術センター，

未来医工学治療開発センター等を設置し, 人的資源等の戦略的配置を機動的に行

う等の, 研究成果の創出に向けた整備を推進した。 

また, 外部資金，共同研究費の間接経費，ライセンス収入の一定比率は，総長裁

量経費の財源として重点施策へ戦略的に配分されており，教育研究基盤経費等は部

局評価の結果に基づき傾斜配分を行うことにより，研究者や学生に励みのある環境

整備を図っている。  
さらに，全研究者の研究成果を一元化した大学情報データベースシステムの公開

機能により，教育研究組織別，専門分野別の検索が可能となり，産業界等への研究

情報，研究者情報の提供を促進するとともに，研究者間の連携強化が図られた。 

ユニバーシティプロフェッサー，ディスティングイッシュトプロフェッサー，客

員教授のほか，若手研究者を競争的環境の中で活躍できる機会を与え，豊かな資質

と優れた能力を持つ人材を採用する仕組み，任期制・年俸制等を導入するとともに，

多様な任用形態と給与措置により，競争的環境構築と教員の流動性を高める取組み

を進めた。 

教員，研究者には公的機関や財団等による 新の研究公募情報の周知を図るとと

もに，研究者からの相談に対応する体制を整備している。産学官連携推進本部事業

化推進部を設置してリエゾン機能を充実させ，特許管理システム導入，知的財産に

関する様々な学内ルール整備，国際知財に精通した者の採用により，研究成果の産

業化を組織的に支援するシステムを整備した。  
全学的な自己評価システムとして，部局評価を実施して教育研究活動の点検・改

善を進めるとともに，各研究科・研究所等は一定のサイクルで自己点検及び外部評

価を実施・公表することを通じ，研究活動の活性化，研究支援体制の改善に努め，

常に研究の質の向上を図っている。 

学内共同教育研究施設等の統合や改組などを進め，自己点検・評価や独自の外部

評価を実施し，その教育研究活動の改善を進めている。  
よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。  

 

③ 優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点)  

下記の点が優れた点と判断される。 

・国際高等研究教育機構，原子分子材料科学高等研究機構，特定領域研究推進支援
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センター，未来医工学治療開発センター等の設置により，新たな発展領域等に対

する人的資源等の戦略的配置を機動的に行っている。 

・本学が開発した大学情報データベースは，学外への研究者紹介，研究活動紹介，

学内における教員個人評価，専攻などの年度報告の作成など多面的に利用されて

おり，秋田大学，長崎大学など 10 の国立大学で利用されるに至っている。 

・平成 17 年度からの各部局の自己評価システムに基づく継続的な部局評価として，

役員等によるヒアリングを実施し，各学部・研究科，附置研究所等はその結果を

改善に役立てている。評価項目には，「研究活動の状況」や「研究の質の向上の取

組・改善」，「科学研究費補助金の申請状況」，「外部資金の獲得状況」なども含ま

れ，定性的評価と定量的評価を組み合わせた形で行われ，各組織の研究活動状況

等を多方面から評価し，より有効な改善策が推進されている。 

(改善を要する点)  

該当なし。 

(特色ある点)  

・研究教育基盤技術センターにおける研究設備等の有償利用に向けたテクニカルサ

ポートセンターを設置している。 
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３ 社会との連携，国際交流等に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「社会との連携，国際交流等に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目の分析 

 
○小項目１「第一線の研究を基盤とする高等教育によって，中核的人材や指導的人材

を養成し社会に貢献する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ ●追加「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況  
 
「自らの問題意識に基づいて新たな課題を設定し，その解決を目指す研究計画の立

案・実施・総括のできる人材及び知の継承と発展を担い得る世界的リーダーを養成

できる柔軟かつ高度な大学院教育システムの充実を図る」取組では，自らの問題意

識に基づいて新たな課題を設定し，その解決を目指す研究計画の立案・実施・総括

のできる人材及び知の継承と発展を担い得る世界的リーダーを養成できる柔軟かつ

高度な大学院教育システムの充実を図るため，異分野を融合した新しい研究分野で，

卓越した知識と創造的な「総合知」の要素をもった世界トップレベルの若手研究者

養成を支援する組織として，「国際高等研究教育院」を平成 18 年４月に設置した。

国際高等研究教育院においては，全研究科から選抜された学生を対象に教育を開始

しており，平成 18 年５月に開設した「高度技術経営塾」では，実社会で活躍できる

高度技術者の人材養成を進め，そのほか「大学院教育改革支援プログラム」を活用

した世界的なリーダーを養成する柔軟かつ高度な大学院教育など，国際的な視野と

高度な専門性を備え，自ら主体的に考え行動できる指導的・中核的人材養成のため

の取組みを積極的に展開している。（前掲資料 教中１－小３－４ 国際高等研究教

育院・高度技術経営塾概要図 P13，教中１－小３－７ 大学院教育改革支援プログ

ラム採択一覧表 P14） 

また，各研究科においては，学生が自ら設定した課題について，その解決を学位

論文として取りまとめる形の研究指導を促進するための取り組みを行ったほか，グ

ローバル COE との連携及び国際高等研究教育院への参画を行い，大学院教育の一層

の充実化を図った。（前掲資料 教中１－小３－５ 大学院の新しい教育コース・プ

ログラム一覧 P13） 

 

計画１－２ ●129「地域の公私立大学等との単位互換制度を活用し，ISTU の利用

促進，特殊な講義の共有化や分担の推進を図る。」に係る状況 

 

「知が連携する学都仙台」「知の創造都市仙台」を目指すため，仙台市内及び近郊

の大学，短期大学，高専に加えて，行政機関及び産業関連団体が連携した新たな「学

都仙台コンソーシアム」（前掲資料 教中２－小４－８「学都仙台コンソーシアム」

の概要図 P49）の設立に参画し活動している。また，学部においては，学都仙台コ

ンソーシアム単位互換ネットワークに多数の科目を提供し，特別聴講学生を受け入

れるなど積極的に活用している。さらに，医学系研究科においては，東北がんプロ

フェッショナル養成プランにおいて，山形大学，福島県立医科大学との単位互換制

度の平成 20 年度実施を予定している。 

また， ISTU においては特別講義について学生のみならず，広く社会に公開してい

る。 
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b)「小項目１」の達成状況 

(達成状況の判断) 

 目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  

大学院教育においては，21 世紀 COE プログラムやグローバル COE プログラムに参

加する教員等を中心に組織された異分野を融合した新しい研究分野での若手研究

者養成機関「国際高等研究教育院」において全研究科から選抜された学生を対象に

教育を開始したほか，実社会で活躍できる高度技術人材養成を目的とする「高度技

術経営塾」を開設し人材養成を進めており，「大学院教育改革支援プログラム」を

活用した世界的なリーダーを養成する柔軟かつ高度な大学院教育など，国際的な視

野と高度な専門性を備え，自ら主体的に考え行動できる指導的・中核的人材養成の

ための取組みを積極的に展開している。 

また，各研究科においても，学生が自ら設定した課題について，その解決を学位

論文として取りまとめる形の研究指導を促進するための取り組みを行ったほか，グ

ローバル COE との連携及び国際高等研究教育院への参画を行い，大学院教育の一層

の充実化を図り，中核的，指導的人材を涵養している。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目２ウエイト「先端的な研究成果を世界に発信するとともに，独創的な応用研

究の成果を，社会と連携して産業化につなげる。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画２－１ ●124「研究成果の社会への還元を図るため，技術移転機関への出資

を検討し，その活用に必要な措置をとる。」に係る状況 

 

技術移転機関への出資の可能性については，本学の知的財産管理・活用の戦略を

踏まえつつ検討を進めた。他大学の技術移転機関の実態調査，大学における知財管

理業務（権利化から活用まで）の分析，大学知的財産部と TLO の好ましい連携形態，

TLO の経営見通し，技術移転の実績や今後の見込み等を調査・分析の結果，技術移

転機関は，産学官連携推進本部と知的財産権，企業情報等を共有し，今後とも外部

一体型の東北地域の広域 TLO として連携・推進することとした。 

    資料（社中１－小２－１ 東北大学発ベンチャーの支援）には，本学の研究成果

を基にして，教職員・学生がベンチャーを設立する支援の概略を示す。 
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資料 社中１－小２－１ 東北大学発ベンチャーの支援 

   

  資料 社中１－小２－２ 東北大学発ベンチャーファンドについて 

                 （ホームページより） 

Ｖ．ベンチャーファンドについて 

１）利 用 可 能 なベンチャーファンド 

大 学 は，大 学 自 身 独 自 のベンチャーファンドは保 有 していないので，大 学 発 ベンチャーが事 業

資 金 を必 要 とする場 合 は，ベンチャーキャピタルや金 融 機 関 等 を紹 介 いたします。 

１）東 北 イノベーションキャピタル株 式 会 社 （ＴＩＣＣ） 

  ＴＩＣＣは，すでに３本 のファンドを立 ち上 げているが，３本 目 は２００７年 夏 に「ＴＩＣＣ大 学 連

携 ファンド（略 称 ＴＵＦ）」として立 ち上 げたものです。このファンドは，７０％を東 北 大 学 発 ベンチ

ャー向 けに出 資 することを目 的 としたもので，ＴＩＣＣの基 準 に沿 って審 査 がなされ，出 資 可 否 が

決 定 されます。 

  なお，大 学 はＴＩＣＣと業 務 協 力 協 定 を締 結 して，大 学 発 ベンチャーの支 援 等 を実 施 してい

ます。 

２）融 資 金 融 機 関  

その他 ，必 要 に応 じて金 融 機 関 を紹 介 します。 

 

計画２－２ ●125「社会貢献の効果的な推進を図るため，民間企業・地方公共団

体・政府等組織との連携のための仕組みを整備する。」に係る状況

 

地方自治体や政府機関で開催している東北産学官連携協議会を含む９つの協議

会等への参画や，宮城県，仙台市，東北経済連合会のそれぞれの首長等で構成す

る産学官連携ラウンドテーブル，地域自治体等との人事交流（職員の受け入れと
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教員の派遣）など，地域の経済・社会の発展に資する連携活動を積極的に推進し

た。これらは，平成 19 年に大学連携型ビジネスインキュベーション施設の設置や

サイエンスパーク構想の検討などの具現化に結びついた。（前掲資料 研中２－小

５－１ 東北大学連携ビジネスインキュベータ BI 施設 P149）このビジネスイン

キュベーション施設は，中小機構が，東北大学をはじめ，経済産業省，自治体（宮

城県及び仙台市）及び地元経済界（東北経済連合会）とも連携して，主としてラ

イフサイエンス，ナノテクノロジー等の分野における大学発ベンチャーの創出を

目的として設立されたものである。 

また，産業技術総合研究所及び放射線医学総合研究所などの政府系法人との研

究協力協定や共同研究を積極的に進め，平成 19 年度は，東北６県の関係機関と

連携して自動車産業集積に向けた展示商談会の実施，富県宮城推進会議への総長

の参画など更なる連携推進が図られた。 

 

計画２－３ ウエイト●126「研究推進・知的財産本部を中心として，産学連携

促進計画の立案や研究情報等の公開を推進するとともに，未来科学技術共同研究

センターと連携して，新技術開発・技術移転等の支援を図る。」に係る状況 

 

東北大学未来科学技術共同研究センター(NICHe)のリエゾン機能は，平成 17 年

11 月から研究推進・知的財産本部に再編し，窓口を一本化して各部局と連携のう

え事業化・起業化の推進を図った。さらに，平成 18 年度には研究推進・知的財

産部を産学官連携推進本部に改組・拡充して事業化推進部を新設し，機能の強化

を図った。 

また，特許明細書作成セミナー，特許検索セミナー等を毎年開催し，教職員に

対して技術移転等の支援・啓蒙活動に努めたほか，「大学発ベンチャー支援に関

するＱ＆Ａ集」をホームページで公開，TLO（（株）東北テクノアーチ）のホーム

ページに本学の特許情報の公開，本学及び国･地方公共団体が開催する各種展示

会等への積極的参加，本学の先端研究・公開特許の企業等へのプレゼンテーショ

ンなどに取組んだ。 

平成 19 年度は，公開特許情報の英語版を作成してホームページに掲載したほか，

東北大学イノベーションフェア in 仙台を財団法人みやぎ産業振興機構と共催で

開催し，68 件を出展した。 

特許に関して，発明届数件数は毎年，480～520 件程度であり，310～440 件程度

出願している。（前掲資料 研中１－小２－10 発明届出件数等 P130）技術移転

件数，ベンチャー設立件数，新技術開発支援に係わる実績例を資料に示す。（資

料 社中１－小２－３ 技術移転支援に係る実績，社中１－小２－４ ベンチャ

ー設立実績，社中１－小２－５ 新技術開発支援に係る実績例）法人化後，技術

移転件数は年毎に増加しており，設立したベンチャーは 52 件におよび，本学の

新技術開発・技術移転等の支援について想像以上の展開がなされていると判断さ

れる。 

 

資料 社中１－小２－３ 技術移転支援に係る実績 

年度別 15 16 17 18 19 

技術移転件数 0 7 48 71 86 

 

資料 社中 1－小２－４ ベンチャー設立実績 

年度別 15 16 17 18 19 累計 

ベンチャー設立数 2 6 4 2 3 52 
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資料 社中１－小２－５ 新技術開発支援に係る実績例（地域産学官連携プロジェクト） 

・ 宮城県産高機能大豆を利用した脱豆腐製品の開発 

・ 非鉄金属中核人材育成事業 

・ 微弱エネルギー蓄電型エコハウスに関する省エネ技術開発 

・ 農工連携による軽労化を実現する肥育牛の健康監視システムの開発 

・ 有機薄膜太陽電池高効率化用材料の高純度化 

・ リサイクルＦＳ 各種メタルのリサイクルの今後とそれらに係る技術開発要望の調査

・ 非鉄ロードマップローリング作業 

・ 地域イノベーション共同体事業 

 

計画２－４ ●127「教員の研究成果の事業化を推進するため，教員・技術職員

のキャリアアップを含め専門的なコーディネーターを配置する等の支援策の充

実を図る。」に係る状況 

 

平成 18 年４月，産学官連携推進本部に事業化推進部を設置し，教員の研究成果

の事業化を推進する専任のコーディネーターを１名配置し，事業化・起業化の支

援体制の充実を図るとともに，本学及び東北地区の国立大学等の担当職員を対象

としキャリアアップの研修を実施した。 

平成 19 年度は，海外法務機能強化のための人材を確保して国際的な産学連携体

制を図るとともに，国際産学連携に関する研修会等を実施した。 

資料に示すように産学官連携相談数は毎年，約 1000 件におよび，専任のコーデ

ィネーターを中心に，支援を行っている。 

 

資料 社中１－小２－６ 学内外産学官連携相談件数 

年度別 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

相談件数 949 1,436 1,301 

 

計画２－５ ●128「地域を含む学内外との連携により，産業化支援体制，実用

化研究・企業化支援体制の充実を図る。」に係る状況 

 

東北大学発の技術によるベンチャー・中小企業等の育成による新産業分野の創

出に向け，経済産業省，自治体（宮城県及び仙台市）及び地元経済界（東北経済

連合会）とも連携して，東北大学連携ビジネスインキュベータ BI 施設を設置し

た。（前掲資料 研中２－小５－１ 東北大学連携ビジネスインキュベータ BI 施

設 P149） 

また，地域を含む学内外との連携による産業化支援としては，東北大学未来科

学技術共同研究センター（NICHe)における「みやぎ工業会」内への産学連携委員

会設置，歯学研究科における研究シーズを地域新産業へ展開する地域貢献システ

ム開発，総務省の情報通信系研究公募事業の一部受託によるベンチャー・中小企

業等の育成活動の東北・関東地域担当継続実施などがあり，産業化，実用化・企

業化への支援活動を積極的に展開している。 

 

b)「小項目２」の達成状況 

(達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

計画２－３がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標である「先端的

な研究成果を世界に発信するとともに，独創的な応用研究の成果を，社会と連携

して産業化につなげる」を具現化するために重要である「産学連携促進計画の立
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案や研究情報等の公開を推進することや，新技術開発・技術移転等の支援」を掲

げている計画であるためである。 

教員の研究成果を社会に還元するため，産学官連携推進本部を設置し，TLO と

ともに，研究成果の事業化を推進する体制を整備した。特に，平成 18 年４月，

産学官連携推進本部に事業化推進部を設置し，教員の研究成果の事業化を推進す

る専任のコーディネーターを配置し，事業化・起業化の支援体制の充実を図った。

平成 19 年には，東北大学発の技術によるベンチャー・中小企業等の育成による

新産業分野の創出に向け，経済産業省，自治体（宮城県及び仙台市）及び地元経

済界（東北経済連合会）とも連携して，東北大学連携ビジネスインキュベータ BI

施設を設置した。その結果，平成 16～19 年度において 1,475 件の特許を申請，

66 件登録され，22 件事業化された。技術移転数 212 件，設立したベンチャー企

業は 52 件におよぶ。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目３ウエイト「市民への開放講座，インターネットによる教育を始め，教育

活動による社会貢献を積極的に進める。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画３－１ ウエイト●121「公開講座，公開シンポジウム，オープンキャンパ

ス等を通して，地域住民との相互理解に基づく文化的な交流を図るとともに，本

学の教育研究活動の公開を積極的に推進する。」に係る状況 

 

公開講座，公開シンポジウム，オープンキャンパス等を通して，地域住民との

相互理解に基づく文化的な交流を図るため，公開シンポジウム，部局独自の公開

講座，宮城県と連携したみやぎ県民大学，仙台市と連携した学都仙台サテライト

キャンパス市民公開講座を実施した。（前掲資料 教中２－小１－７オープンキ

ャンパス参加者数の推移 P28，研中１－小２－４公開講座実施状況 P127） 

高校生を主な対象者とするオープンキャンパスには，広く本学の教育研究活動

を中心に情報を提供できるように企画内容の充実を図ってきた結果，平成 15 年

度は 17，000 名であった参加者が平成 19 年度には約 36,000 名に大幅に増加した。 

また，平成 19 年度には，百周年記念事業の一環として「片平まつり」を開催し

たほか，附属図書館の特別展，文豪夏目漱石展，学術資源研究公開センターの東

北大学創立百周年記念展示「東北大学の至宝―資料が語る１世紀―」を開催し，

それぞれ多数の市民が参加した。（資料 社中１－小３－１ 創立百周年記念展

示一覧）このように，本学の教育研究活動の公開は企画内容の充実を図りながら

積極的に推進されている。 
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資料 社中１－小３－１ 創立百周年記念展示一覧 
展示会名 東北大学創立100周年記念展示

東北大学の至宝 －資料が語る１世紀－
文豪・夏目漱石 そのこころとまなざし
－東北大学創立100周年・漱石朝日新聞社入社100年・江戸東
京博物館開館15周年記念－

開催場所 仙台市博物館
２階 企画展示室他

江戸東京博物館
１階 企画展示室

開催期間 平成１９年１１月２日（金）～１２月９日（日）
３３日間

平成１９年９月２６日（水）～１１月１８日（日）
４８日間

入場者数 １２，０３６人 ８９，４３６人
イベント 講演会（参加３５６人） 講演会（参加９１６人）

ミュージアムトーク（参加２２９人）

イベント（参加３，１０４人）

９ １０
読売新聞 ８
河北新報 １

朝日新聞 ２
読売新聞 １
河北新報 ７

朝日新聞 ２８
毎日新聞 ２
読売新聞 １
東京新聞 １
河北新報 １
他２１紙

２ ２

図書館雑誌
旺文社パスナビ

文部科学時報
市政だより

サライ
ＡＥＲＡ
文藝春秋
家庭画報
他１０７誌

不明 ８ ８

ＮＨＫ総合
東北放送
仙台放送
宮城テレビ
他４本

ＮＨＫ総合
ＮＨＫ教育
信越放送
ニッポン放送
他４本

記事掲載

ＴＶ・
ラジオ

イベント（参加１７０人）フロアレクチャー（参加２０１人）

講演会（参加４６６人 )

新聞

雑誌等

東北大学創立100周年記念展示

東北大学の至宝 －資料が語る１世紀－

江戸東京博物館
５階 常設展示室内 第２企画展示室

平成１９年９月１日（土）～１０月１４日（日）
４１日間

３３，５０３人

 

５４

１２２

 

計画３－２ウエイト ●122「図書館・総合学術博物館等やインターネット・情

報メディアを活用して，本学が保有する学術資料や研究成果等を広く社会に公開

するとともに，小・中・高校生を対象とする総合学習，体験学習，出前授業及び

社会人を対象とした生涯学習等の支援に努める。」に係る状況 

 

図書館，学術資源研究公開センター等では，収集資料を電子化し，ホームペー

ジを利用して積極的に公開しているほか，ISTU では本学教員の特別講義を公開し

ている。 

図書館では，宮城県等と連携して毎年企画展を開催し，本学が保有する学術資

料を広く社会に公開している。特に 19 年度は本学百周年記念行事の一環として，

図書館が中心となり「東北大学の至宝」展（東京，仙台）及び「文豪夏目漱石」

展（東京）を開催し好評を得た。 

学部及び研究科においては，継続的に，公開シンポジウム，公開講座，宮城県

と連携したみやぎ県民大学，仙台市と連携した学都仙台サテライトキャンパス市

民公開講座などを実施し（前掲資料 研中１－小２－４公開講座実施状況 P127），

さらに，仙台市教育委員会の要請による小中学校への出前授業，夏休み大学体験

及び宮城県教育委員会との高大連携協定に基づく特別授業を実施した。 

また，学部・研究科においてもホームページによる学術資料，研究成果等の公

開も進められ，例えば，理学研究科においては，学術資料や研究成果のみならず，

その他の学内資料の一部も一般公開している。 

図書館では東北大学機関リポジトリ（TOUR）を運営し，大学の学術研究成果及

び教育成果を収集し，インターネットを通じて全世界に公開している。（資料 社

中１－小３－２ 東北大学機関リポジトリ（TOUR），前掲資料 研中１－小２－

２ 東北大学機関リポジトリ（TOUR）コンテンツ公開状況 P125） 
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資料 社中１－小３－２ 東北大学機関リポジトリ（TOUR） 

   [TOUR とは] 

東北大学機関リポジトリ TOUR（Tohoku University Repository）は，本学の学術研究成果及

び教育成果を収集し，広く公開する目的を持ちます。 

著者名やタイトルなどの書誌情報だけでなく，著者の了解を得た学術・教育成果の本文を無

償で提供します。 

東北大学では特に「教育成果」に重点をおいたリポジトリ構築を推し進めます。 

 

計画３－３ ●123「企業研究者等を対象とする専門分野の有料短期セミナー等

を開催して，社会人の能力向上を支援する。」に係る状況 

 

産学官連携推進本部及び各部局において，「有料開放セミナー等実施基本方針」

を策定し，企業研究者等社会人を対象としたセミナー等を実施し，社会人の能力

向上を支援している。（資料 社中１－小３－３ 有料短期セミナー等開催状況） 

 

資料 社中１－小３－３ 有料短期セミナー等開催状況 

平成 16 年度 東北大学先端研究セミナー 

平成 17 年度 金属材料研究所研究会 

平成 18 年度 

教育指導者講座・臨床心理カウンセリング(教育学研究科） 

子宮体内膜細胞診ワークショップ(医学系研究科） 

リカレント教育講座(工学研究科） 

平成 19 年度 

教育指導者講座・社会教育主事講習（教育学研究科） 

平成 19 年度公開講座先端工学セミナー 

リカレント教育講座（環境科学研究科） 

 

b)「小項目３」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

計画３－１及び計画３－２がウエイト付けされている理由は，本小項目の目標

である「市民への開放講座，インターネットによる教育を始め，教育活動による

社会貢献を積極的に進める」を具現化するために重要である「公開講座，公開シ

ンポジウム，オープンキャンパス等を通して，本学の教育研究活動の公開の積極

的な推進」（計画３－１）及び「図書館・総合学術博物館等やインターネット・

情報メディアを活用して，本学が保有する学術資料や研究成果等の広く社会への

公開」（計画３－２）を掲げている計画であるためである。 

学部・研究科，附置研究所等において，公開講座，公開シンポジウム，オープ

ンキャンパス等を開催し，広く市民の利用に供しているほか，宮城県と連携した

みやぎ県民大学，仙台市と連携した学都仙台サテライトキャンパス市民公開講座，

仙台市教育委員会の要請による小中学校への出前授業，夏休み大学体験及び宮城

県教育委員会との高大連携協定に基づく特別授業など多様な取組みを積極的に

進めている。 

また，平成 19 年は，本学の百周年にあたり，その関連行事としての片平まつり，

東北大学の至宝展，夏目漱石展などを開催し，多くの市民に歓迎された。 

また，図書館，学術資源研究公開センター等では，収集資料を電子化し，ホー

ムページにより積極的に公開しているほか，ISTU では本学教員の特別講義を公開

するなど，本学が有する資源の社会公開を積極的に進めている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 
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○小項目４「大学の知的財産を有効に活用するため，新技術開発や技術移転を支援

する体制を整備･強化する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画４－１ ●126「研究推進・知的財産本部を中心として，産学連携促進計画

の立案や研究情報等の公開を推進するとともに，未来科学技術共同研究センター

と連携して，新技術開発・技術移転等の支援を図る。」に係る状況 

 

本学の知的財産の管理・活用の流れと体制を資料 社中１－小４－１に示す。 

東北大学未来科学技術共同研究センター(NICHe)のリエゾン機能は，平成 17 年

11 月から研究推進・知的財産本部に再編し，窓口を一本化して各部局と連携のう

え事業化・起業化の推進を図った。さらに，平成 18 年度には研究推進・知的財

産部を産学官連携推進本部に改組・拡充して事業化推進部を新設し，機能の強化

を図った。 

また，特許明細書作成セミナー，特許検索セミナー等を毎年開催し，教職員に

対して技術移転等の支援・啓蒙活動に努めたほか，「大学発ベンチャー支援に関

するＱ＆Ａ集」をホームページで公開，TLO（（株）東北テクノアーチ）のホーム

ページに本学の特許情報の公開，本学及び国･地方公共団体が開催する各種展示

会等への積極的参加，本学の先端研究・公開特許の企業等へのプレゼンテーショ

ンなどに取組んだ。 

 

資料 社中１－小４－１ 知的財産の管理・活用の流れと体制 

 

 

 

計画４－２ ●127「教員の研究成果の事業化を推進するため，教員・技術職員

のキャリアアップを含め専門的なコーディネーターを配置する等の支援策の充

実を図る。」に係る状況 
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の事業化を推進する専任のコーディネーターを１名配置し，事業化・起業化の支

援体制の充実を図るとともに，本学及び東北地区の国立大学等の担当職員を対象

としキャリアアップの研修を実施した。 

産学官連携相談数は毎年，約 1,000 件におよび，専任のコーディネーターを中

心に，積極的に支援を行っている。（前掲資料 社中１－小２－６ 学内外産学

官連携相談件数 P176） 

 

計画４－３ ●128「地域を含む学内外との連携により，産業化支援体制，実用

化研究・企業化支援体制の充実を図る。」に係る状況 

 

東北大学発の技術によるベンチャー・中小企業等の育成による新産業分野の創

出に向け，経済産業省，自治体（宮城県及び仙台市）及び地元経済界（東北経済

連合会）とも連携して，東北大学連携ビジネスインキュベータ BI 施設を設置し

た。（前掲資料 研中２－小５－１ 東北大学連携ビジネスインキュベータ BI 施

設 P149）また，地域を含む学内外との連携による産業化支援としては，東北大

学未来科学技術共同研究センター（NICHe)における「みやぎ工業会」内への産学

連携委員会設置，歯学研究科における研究シーズを地域新産業へ展開する地域貢

献システム開発，総務省の情報通信系研究公募事業の一部受託によるベンチャ

ー・中小企業等の育成活動の東北・関東地域担当継続実施などがあり，産業化，

実用化・企業化への支援活動を積極的に展開している。 

 

b)「小項目４」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

産学連携推進については，研究推進部及び部局が新技術開発，知的財産本部が

技術移転活動を行う基本方針を定め，当該方針に基づき，未来科学技術共同研究

センター（NICHe）に置いていたリエゾン機能を研究推進・知的財産本部に再編

し窓口を一本化するとともに，平成 18 年４月に「研究推進・知的財産本部」を

「産学官連携推進本部」に改組・拡充し事業化推進部の設置や「特定領域研究推

進支援センター」の設置により，学内関連組織との産学連携や新技術開発・技術

移転等の支援体制の整備を図った。 

技術移転を支援する体制は，産学官連携推進本部事業化推進部を設置して整備

するとともに，専任のコーディネーターを配置して機能の強化を図った。 

このように，大学の知的財産を有効に利用するため，新技術開発や技術移転を

支援する体制は社会や教職員の要請に即して，継続的に改善されながら，整備さ

れていると判断される。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目５「国外の優秀な研究者を専任又は客員の教員等に積極的に任用するこ

とによって，高度な教育研究の国際拠点づくりを進める。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画５－１ ●追加「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況  
 
「国外の優秀な研究者を積極的に任用し，高度な教育研究の国際拠点づくりを進

める」の取組では，21 世紀 COE プログラム 13 拠点終了後の学術領域として，ま

た，５拠点採択されたグローバル COE の全学的推進のためや，異分野を融合した

新しい研究分野における世界トップレベルの若手研究者を育成するために，平成
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19 年に，国際高等研究教育機構を設置した。 

また，平成 19 年に世界トップレベル研究拠点形成促進プログラムとして原子分

子材料科学高等研究機構（WPI）が採択され，国外から優秀な研究者を多数採用

し，その強化に取組んでいる。 

また，国際的に高い評価を得ている多数の研究分野を含めて国際研究拠点機

能の充実を図るため，国際交流協定校との研究教育の交流に努めている。本学

の平成 20 年３月における外国籍教員数は 100 名におよんでいる。（前掲資料 

教中３－小３－２ 外国籍教員数内訳 P75）また，東北大学ユニバーシティプ

ロフェッサー制度では，ノーベル賞級の研究者を招聘し，共同研究や教育が行

われ，世界最高水準の教育研究が展開されている。 

 

計画５－２ ●131「本学に在籍する研究者・学生の国際交流を積極的に進める

ため，国際交流に関するデータベースの構築・活用，相互リエゾンオフィスの活

用，支援体制の充実等を図る。」に係る状況 

     

国際交流企画室において平成 18 年度に学術交流協定校との交流実績をデータ

ベース化し，稼働を開始した。また，リエゾンオフィスについては，研究科・研

究所等が設置する 11 施設に加えて，米国事務所，中国事務所を設置して常駐者

を配置し，教育研究活動の拠点として整備した。（資料 社中１－小５－１ 海

外リエゾンオフィス・事務所設置状況） 
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b)「小項目５」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

本学には，21 世紀 COE プログラム 13 拠点終了後の学術領域として，また，

５拠点採択されたグローバル COE の全学的推進のためや，異分野を融合した新

しい研究分野における世界トップレベルの若手研究者を育成するために，平成

19 年に，国際高等研究教育機構が設置され，また，平成 19 年に世界トップレ

ベル研究拠点形成促進プログラムとして原子分子材料科学高等研究機構（WPI）

が採択され，国外から優秀な研究者を多数採用し，その強化に取組んでいる。

また，海外代表事務所（米国，中国）やリエゾンオフィスを活用した研究交流

も積極的に展開されている。 

学部・研究科，附置研究所等を含み，全学において 100 名程度の多数の優秀

な外国籍の教員・研究者が積極的に任用され，教育研究の国際拠点に相応しい

研究が推進されている。 

また，東北大学ユニバーシティプロフェッサー制度では，ノーベル賞級の研

究者を招聘し，共同研究や教育が行われ，世界最高水準の教育研究が展開され

ている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

○小項目６「東北大学と大学間交流協定等を締結している国外の高等教育研究機関

等を通して，優秀な外国人留学生を積極的に受け入れて教育する。」の分析 

 

a)関連する中期計画の分析 

 

計画６－１ ●130「本学が大学間交流協定等を締結している国外の高等教育研

究機関等との研究者・学生の交換，本学の海外フォーラムの開催，英語版ホーム

ページを充実させて本学の研究教育活動を紹介することにより，優秀な研究者・

学生の本学への受け入れを促進するとともに，国際研究協力を一層推進する。」

に係る状況 

 

本学の教育研究活動を国外に積極的に紹介するために，英文ホームページの作

成・公開や，ケンブリッジ大でのフォーラム開催，中国における国際シンポジウ

ム開催など，本学の研究教育活動について紹介した。また，フランスや中国の大

学の共同教育プログラムとして，共同教育（ダブルディグリー）プログラムを開

始し，外国人学生を積極的に受け入れた。（資料 社中１－小６－１ 共同教育

（ダブルディグリー）プログラム募集要項） 

また，フランスの協定校の教員・学生に対し，本学紹介フェアなどを実施する

とともに，留学推進のために，協定校であるアメリカの関係大学を訪問し，本学

紹介を行った。さらに，国内外において開催された各種留学フェアにも本学の関

係教職員を参加させ，本学への入学希望者に対して必要な情報を提供した。 

中国では，優秀な留学生・研究者を確保する体制の一環として，「東北大学中国

校友会」を設立した。さらに，本学の米国代表事務所，中国代表事務所において，

本学の教育研究活動の広報に努めるとともに，研究者，学生交流の窓口としての

機能の充実を図った。 

平成 19 年度は，多様な学生の学力・関心・進路に対応するよう，新たな学生受

入プログラムとしてアジア人財資金構想による外国人留学生教育プログラム及

びサマープログラムを実施した。 

結果として資料 社中１－小６－２ 外国人留学生数の推移に示すように，約

1，100 名の留学生が本学で学んでいる。 
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資料 社中１－小６－１ 共同教育（ダブルディグリー）プログラム募集要項（抜粋） 

平成 20 年度ダブルディグリー及び共同教育プログラム派遣学生募集について 

平成 20 年度ダブルディグリー及び共同教育プログラムに基づき留学を希望する学生は，学

内選考のための出願書類を下記期日までに工学研究科大学院教務係に提出してください。 

申請書類締切日  ダブルディグリープログラム(エコールセントラル・国 立応用科学学院 リヨン校 )平成

19 年 12 月 14 日(金) 

共同教育プログラム(清華大学)平成 20 年２月８日(金) 

申請書提出先   工学部・工学研究科 教務課大学院教務係 

申請書類     派遣留学生候補者調書 志望理由書(和文 1,000 文字程度)学位取得計画書(指導教

員の承認を得たもの) 

語学学習歴及び能力評価に関する証明書等 

 

   

     資料 社中１－小６－２ 外国人留学生数の推移 

 
 

計画６－２ ●132「英語による授業・学位取得課程の増設，国外の大学との単

位互換の制度化，ISTU 等の情報メディア・インターネットを活用した国外の高等

教育研究機関との共通講義の開設や共同研究指導の推進を図る。」に係る状況 

 

英語による学位取得課程は，理学研究科の「先端理学国際コース」（IGPAS)（資

料 社中１－小６－３ 理学研究科の「先端理学国際コース」（IGPAS)），工学研

究科，情報科学研究科，環境科学研究科が連携した「外国人留学生特別コース」，

環境科学研究科，医学系研究科，農学研究科及び国際文化研究科が連携した，「ヒ

ューマン・セキュリティー連携国際教育プログラム」がある。（前掲資料 教中１

－小３－６ 分子イメージング教育コース，ヒューマン・セキュリティー連携国

際教育プログラム P13） 

単位互換については，留学の成果については相互の認定により実施しているほ

か，ダブルディグリープログラムによるものとしては，フランス国立応用科学院

リヨン校及びフランス国立中央理工科学校５校及び中国清華大学と覚書を締結

し，同プログラムを進めている。（前掲資料 教中２－小６－３ 共同教育（ダ

ブルディグリー）プログラム P52，社中１－小６－１ 共同教育（ダブルディグ

リー）プログラム募集要項 P184） 

インターネットを活用した国外の高等教育研究機関との共通講義については，

工学部の創造工学研修においてワシントン大学，中国の北京科学技術大学と実施

しており，ISTU の活用については医学系研究科が授業の６割をコンテンツ化する

などの取組みを実施しており（前掲資料 教中２－小８－１ ISTU による正規授

業開講科目一覧 P59），国内外の学生に配信する体制の整備・拡充に努めている。 
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資料 社中１－小６－３ 理学研究科の「先端理学国際コース」（IGPAS) 

 
 

計画６－３ ●133「国際交流に関する全学的な企画審議会を設けて，本学の国

際交流の目標の明確化・見直し，目標を実現するための戦略の立案を恒常的に行

う。」に係る状況 

 

国際交流企画室及び国際交流連絡会議を設置し，本学の国際交流戦略の基本方

針を策定した。また，文部科学省からの受託事業（大学国際戦略本部強化事業）

によりグローバルオペレーションセンターを整備し，目標の具体化を推進した。

（資料 社中１－小６－４ グローバルオペレーションセンター概念図） 平成

18 年には国際交流企画室を国際交流戦略室に発展的に改組し，その下に学術交流

協定調査検討小委員会，国際共同教育プログラム小委員会を設置し，課題に対応

した審議を定期的に行った。 

平成 19 年度は，国際交流戦略室に新たに海外事務所等運営委員会を設置し，海

外拠点としてのリエゾンオフィスの在り方の検討を進めるなど国際交流の戦略

立案を恒常的に行う体制整備と検討・実施を継続している。 
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資料 社中１－小６－４ グローバルオペレーションセンター概念図 

研究・国際交流担当理事
グローバルオペレーションセンター長

国際交流センター長

副センター長
国際交流部長

国際交流課

■国際交流課

■留学生課

●国際学術係
●国際協力・情報係

●留学生支援係・教育交流推進係
 交換留学推進係

●交流会館係

タスクフォース

（プロジェクト担当部門）

（人材育成担当部門）

国際交流アソシエイト

●国際展開マネージャー
●事務補佐員

●国際展開マネージャー
●事務補佐員

連携・支援

国際交流戦略室

・各部局国際交流
                担当教官
・国際交流部長
・国際交流部員

  執行案の検討・立案

 
 

計画６－４ ●134「従来留学生支援を主任務としてきた留学生センターを発展

させて，本学の国際交流全般を推進・支援するセンターに再編・整備する。」に

係る状況 

 

国際交流企画室の下，国際交流センター設置ワーキンググループにおいて検討

を進め，平成 17 年４月に国際交流センターを設置した。さらに平成 19 年度には，

国際交流関係組織の機能点検プロジェクトチームにおいてその機能を点検・評価

し，国際交流では，部局，本部事務が連携して国際交流全般を推進・支援する体

制の再整備方針を策定し，平成 20 年度整備に向けて準備を進めている。 

（前掲資料 教中４－小１－10 国際交流センター組織図 P102） 

 

計画６－５ ●135「国際研究協力支援と留学生支援の事務組織を一元化し，国

際交流をより総合的・効率的に推進するとともに，国際交流を支援する高度の識

見・能力を有する要員の国内外からの任用に努める。」に係る状況 

 

平成 16 年４月に国際研究協力支援と留学生支援の事務組織を一元化して国際

交流部を設置するとともに，国際交流企画室に国際戦略について総合的・効率的

な推進を構想・企画するための作業部会を設置した。平成 17 年６月にはグロー

バルオペレーションセンターを設置してタスクフォース職員を国内外から募集

し，国際業務経験と語学力のある人材を配置した。 

また，本学事務系職員を対象とした語学（英語）研修（入門，基礎Ⅰ，基礎Ⅱ）

及び国際交流部職員を対象とした英語研修（上級）を実施した。さらに，平成 18

年５月に開設した米国代表事務所に事務職員延べ２名を派遣するとともに，長期

海外派遣研修に参加した職員を有効活用するため国際交流担当部門に計画的に

配置してきた。 

平成 19 年度には，これまで事務系職員のみを対象としていた語学研修（英語，

初級・中級）を技術系職員まで対象範囲とする見直しを行い，より総合的な国際

交流力の向上を図った。 
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用後も職員の継続的な能力アップを図っている。 

 

b)「小項目６」の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由) 

東北大学と大学間交流協定を締結しているフランスの協定校，アメリカの協定

校や関係大学を訪問し，本学の紹介を行い，研究者や学生の受入れ方策を積極的

に展開したほか，平成 19 年より，フランス国立応用科学院リヨン校及びフラン

ス国立中央理工科学校５校及び中国清華大学との共同教育プログラムとして，ダ

ブルディグリープログラムを開始し，優秀な外国人学生を積極的に受け入れてい

る。 

また，英文ホームページや外国におけるフォーラムや国際シンポジウムなどの

開催により本学の教育研究活動の紹介を継続的に行った。さらに，国際交流，連

携のための組織整備を進めるとともに，担当職員の支援力向上のための取組みを

強化するなど，受入れ後の教育，研究，生活支援体制の充実に努めた。 

本学において，法人化後，約 1,100 名程度の多数の優秀な外国人留学生を継続

的に受け入れている。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

② 中項目１の達成状況 

(達成状況の判断)  

目標の達成状況が非常に優れている。 

(判断理由)  
小項目２がウエイト付けされている理由は, 小項目２が本学の基本方針の一つ

である「産業界はもとより, 広く社会や地域との連携研究, 研究成果の社会への

還元等の社会貢献を積極的に行う」と一致し, それを支援・推進するための必須

項目であるためである。また，小項目３がウエイト付けされている理由は, 小項

目３が本学の基本方針の一つである「市民への開放講座，インターネットによる

教育を積極的に推進する」と一致し, 推進するための必須項目であるためである。 

   教員の研究成果を社会に還元するため，産学官連携推進本部を設置し，TLO と  

ともに，研究成果の事業化を推進する体制を整備した。平成 19 年には，本学発の

技術によるベンチャー・中小企業等の育成による新産業分野の創出に向け，経済

産業省，自治体及び地元経済界とも連携して，東北大学連携ビジネスインキュベ

ータ BI 施設を設置した。このように，大学の知的財産を有効に利用するため，新

技術開発や技術移転を支援する体制は，社会や教職員の要請に即して継続的に改

善されながら整備されていると判断される。 

その結果，平成 16～19 年度における特許に関して，発明届数件数 2,002 件であ

り，1,475 件出願している。技術移転数 212 件，設立したベンチャー企業は 52 件

におよび，本学における研究成果を積極的に社会に還元している。 

本学の教育研究活動の成果について，学部・研究科，附置研究所等においては，

市民への公開講座，公開シンポジウム，オープンキャンパス等を開催し，また，

インターネットや情報メディアを通じて，世界に発信されている。図書館，学術

資源研究公開センター等では，収集資料を電子化し，ホームページにより積極的

に公開するなど，教育研究の成果や学術資料の公開を通じた社会連携や社会貢献

が積極的に進められている。  
また，本学には国際研究拠点として，21 世紀 COE プログラム終了後の学術領域

として，またグローバル COE の全学的推進のために，国際高等研究教育機構が設

置され, 平成 19 年には世界トップレベル研究拠点形成促進プログラムとして原

子分子材料科学高等研究機構（WPI）が採択されている。学部・研究科，附置研究
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所等を含み，全学において 100 名程度の多数の優秀な外国籍の教員・研究者が積

極的に任用され，教育研究の国際拠点に相応しい研究が推進されている。さらに, 

海外代表事務所（米国，中国）やリエゾンオフィスを活用した研究交流も積極的

に展開されている。 

大学間交流においては，東北大学と大学間交流協定を締結しているフランスの

協定校，アメリカの協定校や関係大学を訪問し，本学の紹介を行い，研究者や学

生の受入れ方策を積極的に展開したほか，平成 19 年より，フランス及び中国の大

学と共同教育（ダブルディグリー）プログラムを開始し，優秀な外国人学生を積

極的に受け入れている。  
また，英文ホームページや外国におけるフォーラムや国際シンポジウムなどの開

催により本学の教育研究活動の紹介を継続的に行った。 本学では，法人化後，約

1,100 名程度の多数の優秀な外国人留学生を継続的に受け入れている。 

    このように，本学の教育研究活動の成果が国内外に積極的に公開され，一部は

技術移転やベンチャー企業設立等に結実している。 

よって，目標の達成状況が非常に優れていると判断される。 

 

③ 優れた点及び改善を要する点等 

(優れた点) 

・平成 16～19 年度における特許に関して，発明届数件数 2,002 件であり，1,475

件出願している。技術移転数 212 件，設立したベンチャー企業は 52 件におよ

び，本学における研究成果を積極的に社会に還元している。 

・フランス国立応用科学院リヨン校及びフランス国立中央理工科学校５校とダブ

ルディグリープログラムに関する覚書を締結したほか，中国清華大学と共同教

育プログラムに関する覚書を締結し，同プログラムを進めている。  
    

 (改善を要する点)  

該当なし  
(特色ある点) 

・リエゾンオフィスについて，研究科・研究所等が設置する 11 施設に加えて，

米国事務所，中国事務所を設置して常駐者を配置し，教育研究活動の拠点とし

て整備されている。 

・平成 19 年は，本学の百周年にあたり，東北大学の至宝展，夏目漱石展などを

開催し，多くの市民に歓迎された。  
 




